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1 
序論 本研究の問題設定 
 
はじめに 
 
本研究における問題設定は、少子高齢化社会において不足すると危惧される建設技術者
の能力を維持・向上させ、わが国の建設業が持続的で活力ある発展を続けるための施策を
検討することである。 
本研究において設定した問題を解決するために、2 つの課題を立てて研究に取り組んで
いる。設定した 2 つの課題は、「何を伝えるのか」と「どのような方法であれば伝わるの
か」である。この 2 つの課題を解決することで、設定した問題の解を得られると考える。
本研究は、設定した問題と課題を解決するのに足る情報を提示するものである。 
 
本論文は、全 4 編(序論、本論 1、本論 2、結論)から構成される。序論は、第 1 章と第 2
章から構成され、本研究の問題設定を行っている。本論 1 は、第 3 章と第 4 章、第 5 章か
ら構成され、課題 1「何を伝えるのか」の解決策を提示するものである。本論 2 は、第 6
章と第 7 章、第 8 章から構成され、課題 2「どのような方法であれば伝わるのか」の解決
策を提示するものである。結論は、第 9 章と第 10 章から構成され、本研究のまとめと提
言を提示するものである。 
 
本研究は問題と課題解決のため、「理論の生成」と「方法論の検証」を目的としている。
第 1 に、理論の生成においては、建設技術者の間であつかわれるカン・コツに着目し、過
去から展開されてきた上位概念である「直観」の先行研究のレビューを行ない、定性調査(イ
ンタビュー調査、研究会方式、文献調査)によって研究資料を収集し、得られた結果をもと
に理論「技術者直観」を導いたものである。第 2 に、方法論の検証においては、過去から
展開されてきた「人材育成論」の先行研究のレビューを行ない、定性調査(研究会方式、イ
ンタビュー調査、アンケート調査)によって研究資料を収集し、得られた結果をもとに方法
論「5 つの活動の連携による育成」を導いたものである。 
  
2 
第 1章 本研究における問題設定と目的 
 
1.1 問題設定と目的 
本研究における問題設定は、少子高齢化社会において不足すると危惧される建設技術者
の能力を維持・向上させ、わが国の建設業が持続的で活力ある発展を続けるための施策を
検討することである。 
わが国の建設企業は、高い技術を蓄積してきたからこそ、日本国内はもとより海外にお
いても、難しい工事を受注し完工できている。その技術は、他の国々からも高い信頼を得
ている。建設の現場は、一つとして同じものがない。予期しないことがしばしば起こる。
それらに適切に対応することで、費用・品質・納期を当初の計画通りに達成できるのであ
る。予期しない問題に的確に対応できるのは、現場第一線で働く人たちの能力が高いから
である。建設現場においては、鉄筋工や型枠工といった技能者はもとより、施工全体を管
理する技術者や設計の技術者など、集団としての能力が問われる。特に、技術者の変化へ
の対応する能力が重要である。それは、建設現場において予期しない事態が起こったとき、
一気に流れ込んでくる大量の情報を瞬時に処理し、各部署に対して的確な指示を出さなけ
ればならないからである。 
本研究において設定した問題を解決するために、2 つの課題を立てて研究に取り組んで
いる。設定した 2 つの課題は、「何を伝えるのか」と「どのような方法であれば伝わるの
か」である。この 2 つの課題を解決することで、設定した問題の解を得られると考える。
本研究は、設定した問題と課題を解決するのに足る情報を提示するものである。 
 
1.1.1 現状と懸案事項 
わが国の急速な少子高齢化は、長寿化と少子化が同時に進んでいることが要因となって
いる。わが国の総人口は、内閣府「高齢社会白書」によると、平成 28(2016)年 10 月 1 日
現在、1 億 2,693 万人であった。65 歳以上の高齢者人口は、過去最高の 3,459 万人（前年
3,392 万人）となり、総人口に占める割合(高齢化率)も 27.3％(前年 26.7％)と過去最高とな
った。高齢化率は、1950(昭和 25)年には 5%に満たなかったが、1970 年(昭和 45)年には
7%を超えて、1994(平成 6 年)には倍化水準の 14%を超えた。また、生産年齢人口(15～64
歳)は、1995(平成 7 年)に 8,726 万人でピークを迎えて、その後減少に転じ、2014(平成 26)
年には 7,785 万人となっている。 
特に建設業界は、3 つの懸案事項を抱えている。第 1 に、少子高齢化社会の影響を避け
ることができないことである。第 2 に、担い手の減少によって伝えるべきことが伝わらず、
これまで蓄積された技術が失われる可能性が高いことである。第 3 に、すでに人手不足が
深刻化しており、この状況は近い将来に渡って続いていくことである。これらの懸案事項
を解決することがこれまで以上に求められている。 
人口の減少は、様々な面で需要と供給の関係に変化をもたらす。建設需要も例外でない。
建設業界の状況を見ると、従事者の減少が著しい。その理由は、公共工事の減少と請負価
格の切り下げである。仕事がなければ従事者が減少していくのは当然であるが、仕事を請
け負う側へのしわ寄せも著しい。そのため従事者の減り方が激しくなるだけでなく、経験
者が戻ってくることもない。このようにして担い手が維持・確保できない状況において現
3 
場は疲弊し目の前にある仕事をこなすことに集中して、技術伝承をする余裕をなくしてい
る。しかし、インフラの維持･整備や老朽化した建物の更新などの需要は継続的に発生する
ので、一定数の建設技術者を確保し育成していくことが必要となる。このままの減少を続
ければ、公共インフラや建築物の質を現在の水準で保つことは困難になる可能性が高い。
つまり、現在われわれが享受している生活が維持できなくなるかもしれないのである。例
えば、水の供給を担っている水道管の老朽化が各地で進んでいる。地域によっては、現状
維持も厳しくなっている。水道管の交換には費用がかかる。人口が減少した地域の水道管
交換は費用対効果が悪いのでやめるという意思決定は難しい。より安価に水道管網を維持
する技術の開発や施行方法の改良が急務である。水道管だけでなく様々なインフラの維持･
整備を担っているのが建設技術者である。人口減少によって縮小することがあったとして
も、国民の生活水準は一定以上保たれる必要がある。そのためには、必要な技術をもった
建設技術者が将来にわたって安定的に供給されなければならない。 
建設業界の技術者は、多くは土木・測量技術者と建築技術者に分類されるが、両者とも
その数は減少を続けている。土木・測量技術者は、2000(平成 12)年の 51 万人をピークに
5 年ごとに約 30%の割合で減少している。建築技術者は、1995(平成 7 年)の 42 万人をピ
ークに 2010(平成 22)年に約 50%の減少となっている。このままの割合で減少を続ければ、
近い将来、建設技術者が大幅に不足し、公共インフラや建築物を現在の水準で保つことは
難しくなる。 
建設技術者の減少を年齢別にみると、深刻さが一段と際立つ。総務省「労働力調査」に
よれば、29 歳以下の産業別就業者数を見ると、建設業の減少幅は、他産業に比べて大きく
なっている。まず、24 歳以下については、全産業計が 2006 年の 578 万人から 2012 年の
475 万人へ 18%減少したのに対して、建設業は 33 万人から 23 万人へ 30%以上の減少で
ある。25～29 歳では、全産業が 2006 年の 662 万人から 2012 年の 569 万人へ 14%の減少
であるのに対して、建設業は 2006 年で 51 万人、2012 年で 33 万人と 35%の減少である。
このように建設関係において、若年の就業者が他の産業に比べて大きく減少していること
がわかる。時間軸でみても、現在の 45～54 歳代が 10 年後にベテラン層として活躍する頃
には絶対数の不足が懸念される。建設技術者の数が減少している背景として、バブル崩
壊後の建設不況と、公共事業削減の流れがある。建設業界全体の売上が縮小し続けてき
たため、当然の流れとして人員の減少が起こった。ただ、東日本大震災の復興需要があ
り、景気回復を目指した国による大規模な財政出動、さらには 2020 年東京オリンピッ
ク・パラリンピックのインフラ整備などの建設需要が急速に高まっている。しかし、需
要が増えても、建設業界から去っていった人たちがすぐに戻ってくるわけではない。そ
のため、仕事はあるのだが、受注し完遂できる企業が少なく、地方自治体が発注する工
事で施工業者が決まらない入札不調が至るところで起こっている。このままの人手不足
が続けば、復興事業が遅れるだけでなく、2020 年の東京オリンピック・パラリンピッ
ク開催に向けた整備にも影響が出かねない。 
 
このような現状と懸案事項を抱える中、建設業界において技術伝承を円滑に進めるには
どうすればいいのかという問題の解決を目的として、先に述べたように、「何を伝えるのか」
という点と「どのような方法であれば伝わるのか」という点を課題として設定した。 
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1.1.2 課題 1「何を伝えるのか」 
第 1 の課題「何を伝えるのか」は、ベテラン技術者たちが蓄積してきた知識や知恵、経
験から発揮される能力が、何であるかを特定することである。本論文では、それを「技術
者直観」と表現する。これは、建設技術者の間で、カン・コツ1)という言葉で表現されて
きたものである。筆者は子供のころから建設技術者である父を見て育ってきた。そして、
筆者自身も土木工学修士課程を経て建設技術者として働き、カン・コツと言われるものを
目の当たりにしてきた。技術伝承の中で難しいのはこのカン・コツをどう伝えるかである
と考えた。カン・コツと言うと非科学的な世界の話と思われてしまいがちである。しかし、
そこには、知識や知恵、経験などによって形成され、しっかりとした理論に裏打ちされた
事実がある。それを「技術者直観」と表現することで、第 1 の課題に答えられると考えた。 
日経 BP 社(2010)では、技術伝承の危機が語られている。団塊世代の技術者が引退する
ことと、若手の入職者が少ない状況の 2 つの危険性について警鐘を鳴らしている。技術伝
承の重要性は言われるが必ずしもうまくいっていない。そこで、この記事では、伝承の機
会が限られる中で、全ての技術を次世代に伝えるのは不可能であり、伝える技術を取捨選
択する必要性に言及している。何をどのように伝えるかを中心に、建設業界の企業を事例
分析している。何を伝えるかという点の中で、「カン」について触れられている。「カン」
は、とらえるのが難しい能力であるが、建設工事･土木工事を安全かつ順調に進めていくに
は不可欠のものであり、その重要性を説いている。一つの記事ではあるが、多くの建設技術者
が読む専門雑誌であり、建設業界において技術伝承に対する危機感は大きいことが伺える。 
カン・コツとは、ベテラン技術者が的確な意思決定をしたり、解決策を導き出したりす
るなど、それまでの知識、経験の蓄積から瞬時に問題を解決するときに発揮される能力で
ある。これは思い付きの類いではなく、なぜそのように意思決定し解決したのかを論理的
に説明できることが特徴である。例えば、ベテラン技術者が若手技術者の描いた図面をみ
て、すぐに間違いを指摘し修正するように指示する。若手技術者は何の事だかわからない
が、言われたように修正する。すると、結果的に問題は起きない。もし、図面を修正しな
いままであったならば、重大なミスになったであろうことを後に知ることになる。若手技
術者がベテラン技術者に指摘された点について質問すると、間違いの致命的なところや問
題点、それがどのような結果を招くか、さらに全体を見通した解決策を理路整然と説明し
てくれる。状況に応じて瞬時に的確な意思決定を下す能力を理論化することが、課題 1 へ
の解決策である。 
 
1.1.3 課題 2「どのような方法であれば伝わるのか」 
第 2 の課題「どのような方法であれば伝わるのか」を設定したのは、「技術者直観」を
若手・中堅技術者に伝えるのが難しいからである。筆者は建設技術者として働いた集積を
持っているが、その中で、若手技術者の人材育成がうまくいっていないと感じていた。そ
れは、技術者の特性によるところが大きい。一般的に言って、技術者たちは自分が持って
いる技術を他の技術者に開示したがらない。筆者が在籍していたのは、土木設計を担う企
                                                  
1) 技術者の間では、このように呼ばれることがよくある(詳細については第 3 章、第 4 章を参照)。お客様
に技術的な説明をする時には便宜上、表に出さないものである。ただし、誰もが存在することに気づいて
使っているものでもある。業界専門誌でカン・コツはあつかわれてきており、周知の事実である。 
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業であったが、技術が人に蓄積していくため、どのような技術を持っているかということ
自体が、個人の競争力の源泉になっていた。この競争は、ベテラン・中堅・若手など階層
に関係なく存在した。また、各人がそれぞれ個別の案件を担当するので、相互に助け合い、
補い合って仕事を完遂することはまれであった。そして、各人が多忙を極め、自分の案件
を処理するだけで精一杯という状況が常態化していた。ベテランと若手がチームを組んで
働く機会も限られていたため、伝わるものも伝わらないという状況であった。しかし、こ
の状況は筆者が在籍した企業だけの可能性がある。そこで、他の企業でも同様の状況が存
在するのかを調べてみた。業界紙や関連団体、関連学会などの資料を基に考察した結果、
上記のような状況が自分の在籍した企業にとどまるものでないことが明らかになった。 
また、日経 BP 社(2014)において、人材不足のさらなる深刻化から確保と育成に取り組
む姿が語られている。この記事は、若年の離職を防ぐため、様々な対策を紹介している。
例えば、若手を中心とした働きやすい環境づくりであったり、採用において文系・理系の
区別を問わなかったり、企業が大学に出向いて出前講座をするなど方法は様々である。 
国土交通省・厚生労働省(2015)においても、建設業の人材確保・育成に対して動き出し
ていることが述べられている。国として、建設業の労働環境整備と人材育成について言及
しているものである。人材育成にあたっては、地域における元請・下請、関係団体、教育
機関の連携を推進するよう図っている。また、建設業界の企業が組織する一般社団法人日
本建設業連合会(2015)も同様の施策を提言している。業界団体としても見逃すことのでき
ない問題なのである。 
さらに、労働政策研究・研修機構(2015)は、ヒアリング調査から建設業における人材の
確保及び育成についての課題を整理している。若年入職の課題として、(1)賃金水準の改善、
(2)労働時間の短縮、(3)社会保険の加入促進、(4)積極的な外部への情報発信を挙げている。
人材育成にあたっては、人手不足で工期が迫り、若手にじっくりと教える余裕なないとの
声が多いとしている。若手が入職したとしても、基礎から丁寧に指導・訓練できる体制が
整っていないのである。昔気質の職人なら「背中をみて覚えろ」となるが、それに戸惑う
若者は少なくないようである。このようにこれまで以上にベテランが持つ技術・技能を若
手に伝えることが難しい状況が示されている。 
これまでも企業が用意する Off-JT やマニュアルなどは存在してきたし、現在も進化を続
けている。OJT に関しても企業によって方法は異なるが、仕事を進める中で自然発生的に
存在している。余裕がある企業は、Off-JT として階層別研修などを計画的に実施し、どの
段階でどのような知識を身につけておくべきかを整備している。しかし、余裕のない企業
ではそうはいかない。系統だった人材育成への問題意識は持っているが、結果的にその場
しのぎの仕事の仕方から脱却できず、良い環境をうみだせていない。マニュアルにしても、
余裕のある企業と余裕のない企業の差は大きい。余裕があれば後進の育成にかけられる時
間は長くなるし、育てなければならないという使命感も出てくる。他方、余裕のない企業
では、個人の努力にゆだねられ、見様見真似で先輩から盗むしかない。 
余裕の有無にかかわらず、先輩たちが培ってきた技術を若手・中堅技術者に適切に伝え
ていくことが必要であり、そのための手法開発が求められている。業界全体に蔓延するこ
のような環境は、円滑な技術伝承と人材育成の障害になっていると言えるのではないか。
この環境を整えるための方法論を検証することが、課題 2 への解決策の提示となる。 
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1.2 言葉の定義 
1.2.1 技術と技能 
「技術」と「技能」を明確に定義しているものは少ない。数少ない中では、元 職業能力
開発総合大学校指導学科教授 森和夫氏の定義がある。技術の世界にいる者からすれば、技
術と技能に区別があるのは当然のことである。しかし、技術の世界を知らない人にとって、
技術と技能の区別は難しいようである。ここでは、技術と技能の定義をしていく。 
森(2005)によれば、技能とは「人間が持つ技に関する能力であり、それを使って仕事な
どを行う行為」だとしている。また、技術とは「記述や表現や伝達」を意図するものだと
している。広辞苑で「技」を調べると、「技術」の内容と「技能」の内容が含まれている。
かつては「技」という言葉しかなかったために、両者は同一の言葉の中に封じ込められて
いた。やがてこの言葉は 2 つの内容に分化した。技のうち人の働きや動きに着目した内容
を「技能」とし、行為・能力を表わした。技の表現・伝達・置き換えに着目した内容を「技
術」として方法・手段を表わした。もともと技能は実体や具体を表わしたものであり、技
術は表現や抽象を表わしているのである。森氏の分析は、納得性のある定義だといえる。 
しかし、技術者の世界をわずかながらではあるが経た筆者からすると多少の違和感が否
めない。技能が行為・能力であり、技術が方法・手段という部分には納得のいくところで
あるが、技術に能力が含まれない点について疑問が残る。技術は、記述や表現や伝達だけ
によって成り立つものでなく、それを使える人間が必要となる。つまり、使用する人間の
能力があってこそ、技術は成り立つからである。ただし、ここでいう能力は、技能に属す
るものでない。表現すると「思考し、意思決定し、実行すること」である。したがって大
半が目に見えるものではなく、人間の抽象的思考に依存するものだと考えられる。この人
間の能力が存在してこそ技術といえるだろう。 
さらに、別の視点も付け加えておく。技術と技能を区別するならば、全体最適と部分最
適という概念もあてはまるであろう。技術が全体最適であり、技能は部分最適である。こ
のように定義づけると技能者からは批判を受けるかもしれない。技能者でも、全体のこと
を理解した上で仕事に当たる者も少なからず存在するからである。どちらが上か下という
わけではなく、どちらも必要である。しかし、あえて区別をするならば、技術者が全体を
統括的に見る役割を担っており、技能者は担当する部分に集中して能力を発揮することで
役割を担っているといえる。一般に技術と技能の区別がつかない理由として、日本では、
技術と技能の両方に関わるハイブリット型技術者がいるためであると考える。日本以外の
国であれば、仕事に対して人を割り当てるため、技術と技能の区別は理解されやすい。 
以上の考察から、技術とは「記述や表現や伝達を意図するだけでなく、思考・意思決定・
実行する能力を含むものであり、全体最適を実現するもの」だと定義する。また、技能は
「行為・能力を意図し、部分最適を実現するもの」だと定義する。 
 
1.2.2 ベテランと若手 
 「ベテランとは?」と問われることがよくある。広辞苑によれば、「長年の経験を重ね、
その道に熟達した人」と記述されている。しかし、問いの本質的な部分は、「長年の経験と
は?」である。ベテランは、長い年月をかけて経験を積み重ねてきたことによってその能力
を発揮する。では、単に長い年月が経てば、誰でもベテランと呼ばれる域に達することが
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できるのだろうか。そうではないと考える。単に長い年月が経っているからといって、ベ
テランであるとはいえない。熟達するには確かに長い年月がかかるが、その間の過程によ
って区別されるべきものである。本研究でいうベテランとは、「長い年月の間に経験した
様々な業務を通して豊富な知識･経験などを集積し、新たな事態に遭遇したときに、集積し
たものを応用して問題解決できる者」のことをいう。ただ単に、年月を重ねてきた者をベ
テランとは呼ばない。ベテランと呼ばれる人は、「何か困ったことが発生したらあの人に聞
けばいい」と他の人たちから頼りにされる存在である。「長い年月」とは、入職から 30 年
を基準とする。もちろん、人によっては、これより早くベテランに到達する者もいるであ
ろうが、一つの目安として 30 年という年数を置く。 
 では、若手の定義はどうであろう。広辞苑によれば、「若くて元気のいい人。また、集団
の中で年齢の若いほうの人」と記述されている。これについて異論はないと思われる。細
かく設定するならば、建設技術者の場合、入職してから 5 年ないし 10 年目ぐらいまでは
若手と呼ばれるのが一般的である。若手とは、「まだ一通りのことが出来ないために、一つ
の仕事を最初から最後まで任せることはできない者のこと」だと考える。責任を持って１
人で仕事をこなせるようになると、若手から一人前になったとみられるようになる 
 あわせて中堅の定義についてもふれておく。広辞苑によれば、「社会や団体の中心となっ
て活動する人」と記述されている。細かく設定するならば、建設技術者の場合、入職して
から 10～30 年目ぐらいの者である。中堅と呼ぶ基準は、「一人前から成長し、さらに重い
責任を持つ中で、複数の仕事をこなしていく者」である。ベテランと若手を定義づけてい
くと、中堅はその中間に位置する存在になり、ベテランと若手をつなぐ必要不可欠な存在
でもある。 
以上の考察から、ベテランとは「頼って聴きに来る人がいる程の能力を有している者」
と定義する。また、若手とは「一通りのことが出来ず、１人では多くの責任を持って意思
決定できない者」だと定義する。あわせて、中堅は「一人前から成長し、さらに重い責任
を持つ中で、複数の仕事をこなしていく者」だと定義する。 
 
1.2.3 直観と技術者直観 
本研究では、「技術者直観」という理論をあつかう。理論「技術者直観」は、主に概念図
で示される。また、言葉としての定義は、｢技術者がある環境下において問題発見・原因究
明・問題解決を同時に瞬時にこなす能力｣である。この理論に関しては、本論 1 において
詳細に述べるものである。広辞苑によれば直観(intuition)とは、「哲学で、推理を用いず、
直接に対象をとらえること。また、その認識能力。直覚。」と記述されている。 
一般に「チョッカン」2)と言うと「経験などの要素の蓄積に関わらない優れた思いつき」
と認識されるであろう。しかし、厳密にチョッカンを分類すると「直観」と「直感」の 2
つで表現される。本研究では、「直観」を対象とする。 
                                                  
2) カタカタでの表記は、日本語の｢直観｣と｢直感｣を区別するために用いている。また、直観は英語
で”Intuition”であり、｢判断・推理などの思惟作用の結果ではなく、精神が対象を直接に知的に把握する
作用のこと。｣である。直感は、”Instinct, Gut feeling”であり、｢推理・考察などによるのでなく、感覚に
よって物事をとらえること｣である。本研究では、後に論理立てて説明をすることができる｢直観｣に重点
を置いている。｢直感｣を軽視するものではない。 
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本論 1 の結論を先取りして要約するならば次のとおりである。第 3 章において、先行研
究を通して能力としての「直観」を検討している。本研究では当初、建設技術者のカン・
コツを対象として開始した。カン・コツは概念であるチョッカンの派生である。そのため
上位概念である「直観」にさかのぼって先行研究のレビューを行った。それによって得た
結果として、「直観」は「集積する能力」と「使いこなす能力」の 2 つから構成されるこ
とである。また、導き出された能力としての｢直観｣は、｢何らかのものがその人に準備され
ており、準備されたものを引っぱり出して、意思決定の上、行動している。また、引っぱ
り出すものは一つではなく複数である。複数のものをつなぎ合わせ、組み合わせるからこ
そ、状況に応じた意思決定・行動ができる｣である。引っぱり出すものが、無意識なことや
深層にあるもの、目の前にある事実であろうと、何かから意志決定の材料を得ていること
は間違いない。さらに分析の枠組に従い 2 つの能力に分類した上で、2 つの能力は別々の
ようで 1 つであり、相互に関係していることが見いだされた。また、2 つの能力を同等に
重要視し、概念図で示したことはこれまでにはない「直観」の捉え方である(図 1-1)。 
第 4 章において、能力としての「直観」を建設技術者の実態に合ったものを模索する過
程を記述している。理論「技術者直観」の理論的意義は、「カン・コツのあつかい」と「意
思決定に使ったもの(使いこなすもの)」である。これが、これまでの理論との違いである。
その他、理論「技術者直観」の特徴は、「レベル設定・広さと深さの設定」、「対象・主体」
である。また、「レベル設定・広さと深さの設定」についても概念図として整理している。 
 
図 1-1 能力としての「直観」 
 
 
第 5 章において、第 4 章までに検証してきた技術者直観を事例の検討を通して、より明
確にした。具体的な事例を示すことで、技術者直観について、より深い理解を促すことが
できる。事例は、道路設計である。道路設計を検討事例としたのは、多くの人が生活にお
いて使用しているものでありイメージしやすいと考えたためである。道路設計のそれぞれ
の設計細項目について分析し、技術者直観のレベルを検討している。具体的な事例の分析
を通して、理論「技術者直観」を現実のものと結びつけることに成功している。 
 
以上のように、「直観」という概念を再検討し、建設技術者の状況に合わせて「技術者直
観」という理論を生成した。これまで建設技術者の間でカン・コツとしてあつかわれてき
たものを本研究において新たな理論として検証・生成したのが理論「技術者直観」である。 
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1.3 本論文の構成 
 本論文は、全 4 編(序論、本論 1、本論 2、結論)から構成される。序論は、第 1 章と第 2
章から構成され、本研究の問題設定を行っている。本論 1 は、第 3 章と第 4 章、第 5 章か
ら構成され、課題 1「何を伝えるのか」の解決策を提示するものである。本論 2 は、第 6
章と第 7 章、第 8 章から構成され、課題 2「どのような方法であれば伝わるのか」の解決
策を提示するものである。結論は、第 9 章と第 10 章から構成され、本研究のまとめと提
言を提示するものである。 
本研究は問題と課題解決のため、「理論の生成」と「方法論の検証」を目的としている。
第 1 に、理論の生成においては、建設技術者の間であつかわれるカン・コツに着目し、過
去から展開されてきた上位概念である「直観」の先行研究のレビューを行ない、定性調査(イ
ンタビュー調査、研究会方式、文献調査)によって研究資料を収集し、得られた結果をもと
に理論「技術者直観」を導いたものである。第 2 に、方法論の検証においては、過去から
展開されてきた「人材育成論」の先行研究のレビューを行ない、定性調査(研究会方式、イ
ンタビュー調査、アンケート調査)によって研究資料を収集し、得られた結果をもとに方法
論「5 つの活動の連携による育成」を導いたものである。 
 
 
 
第 1 章(本章)では、本研究における問題設定と目的について述べ、その問題を解決のた
めの課題を 2 つ提示する。問題とは、「少子高齢化社会において不足すると危惧される建
設技術者の能力を維持・向上させ、わが国の建設業が持続的で活力ある発展を続けるため
の施策を検討すること」であり、2 つの課題とは、「何を伝えるのか」、「どのような方法で
あれば伝わるのか」である。 
  
第 2 章では、建設業界における少子高齢化の影響と今後の懸念事項について検証した。
検証から見える取り組むべき問題を明示する。この章は、2014 年 4 月に Routledge(Taylor 
& Francis Group)の Journal of Asian Public Policy, Volume 7, Issue 2 および 2016 年 4
月に Nova Science Publishers の Advances in Psychology Research, Volume 115 に掲載
された論文をもとに作成したものである。 
  
第 3 章では、理論「直観」に関わる先行研究のレビューを行っている。ベテラン技術者
たちが培ってきた若手・中堅に伝えるべきものを定義するに当たって、本研究では当初、
建設技術者のカン・コツを対象として開始した。カン・コツは概念であるチョッカンの派
生である。そのため上位概念である「直観」にさかのぼって先行研究をレビューした。こ
の章は、2014 年 4 月に Routledge(Taylor & Francis Group)の Journal of Asian Public 
Policy, Volume 7, Issue 2 および 2016 年 4 月に Nova Science Publishers の Advances in 
Psychology Research, Volume 115 に掲載された論文をもとに作成したものである。 
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第 4 章では、理論｢技術者直観｣について検証した。第 3 章の先行研究のレビューによっ
て、「直観」がどのようなものかを整理した。建設技術者の実態に合った理論とする必要が
あった。先行研究レビューの結果をもとに技術伝承研究会において議論した内容と理論の
検証のため技術者へのインタビュー調査を行った結果について述べている。理論｢技術者直
観｣がどのようにして生成されたかその過程を示したものである。この章は、2014 年 4 月
にRoutledge(Taylor & Francis Group)のJournal of Asian Public Policy, Volume 7, Issue 
2 および 2016 年 4 月に Nova Science Publishers の Advances in Psychology Research,  
Volume 115 に掲載された論文をもとに作成したものである。 
 
 第 5 章では、第 3 章と第 4 章で検証してきた技術者直観を事例の検討を通して、より明
確にすることであった。第 5 章で扱ったのは、土工(道路設計、造成設計など)である。土
工を検討事例としたのは、多くの人が生活において使用しているものでありイメージしや
すいと考えたためである。具体的な事例を示すことで、技術者直観について多くの人が理
解できるものを提示したものである。この章は、2015 年 9 月に日本キャリアデザイン学
会の『キャリアデザイン研究』,Vol.11 に掲載された論文をもとに作成したものである。 
 
第 6 章では、技術伝承と人材育成が円滑に進むための方法論を検討するため、何が必要
か、これまで提唱された人材育成論の先行研究から整理・検証した。この章は、2015 年 9
月に日本キャリアデザイン学会の『キャリアデザイン研究』,Vol.11 に掲載された論文をも
とに作成したものである。 
 
第 7 章では、卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形成の実際を分析すること
で、若手・中堅技術者を育成するのに何が必要か考察した。卓越したベテラン技術者とは、
技術実績などの結果だけでなく、業界・企業内でこの人に替わる者はいないと認められる
人である。また、技術者直観の水準が非常に高いと認められる者である。ベテラン技術者
たちが技術者直観をどのように身につけ、それが各人のキャリア形成にどう影響してきた
かを検討した。この章は、2015 年 7 月に EASP 12TH Annual Conference で発表した論
文をもとにしたものである。 
 
 第 8 章では、技術者直観を伝えるための人材育成方法の検証をした。検証した結果得ら
れた人材育成方法が、5 つの活動の連携による育成である。5 つの活動の連携による育成
とは、①課業スキル表、②キーワード、③事例、④擬似訓練、⑤協働による循環を経て、
技術者直観を身に付けていく過程のことである。この章は、2015 年 9 月に日本キャリア
デザイン学会の『キャリアデザイン研究』,Vol.11 に掲載された論文をもとに作成したもの
である。 
 
第 9 章では、本研究で設定した問題と課題について解決策を提示した。問題、課題への
解決策を提示するとともに、今後の研究の方向性についても言及している。 
 
第 10 章では、提言として企業における人事政策について述べている。 
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第 2章 少子高齢化社会および建設業界の現状と課題 
        
 本章では、少子高齢化社会および建設業界の現状と課題について述べる。建設業界には 3
つの懸念事項がある。第 1 に、少子高齢化社会の影響を避けることができないことである。
第 2 に、担い手の減少によって伝えるべきことが伝わらず、これまで蓄積された技術が失
われる可能性が高いことである。第 3 に、すでに人手不足が深刻化しており、この状況は近
い将来に渡って続いていくことである。これらの懸案事項を解決することがこれまで以上
に求められている。 
 
 
2.1 少子高齢化社会の現状 
 日本の急速な少子高齢化の要因は、長寿化と少子化が同時に進んでいることである。長寿
化とは、平均寿命の延伸による 65 歳以上人口の増加である。少子化とは、若年人口の減少
のことである。日本は、この 2 つが同時に進行することで少子高齢化社会を迎えるに至っ
た。 
わが国は、世界で最も人口の高齢化1)が進んだ高齢化先進国である。わが国の総人口は、
内閣府「高齢社会白書」によると、平成 28(2016)年 10 月 1 日現在、1 億 2,693 万人であっ
た。65 歳以上の高齢者人口は、過去最高の 3,459 万人（前年 3,392 万人）となり、総人口
に占める割合(高齢化率)も 27.3％(前年 26.7％)と過去最高となった。高齢化率は、1950(昭
和 25)年には 5%に満たなかったが、1970 年(昭和 45)年には 7%を超えて、1994(平成 6 年)
には倍化水準の 14%を超えた。また、生産年齢人口(15～64 歳)は、1995(平成 7 年)に 8,726
万人でピークを迎えて、その後減少に転じ、2014(平成 26)年には 7,785 万人となっている。 
長寿化の理由として、戦後の医学の進歩、公衆衛生の発展、食生活の改善等がある。わが
国の死亡率は、これらの変化により、乳幼児や青年の死亡率が大幅に低下したため、1947(昭
和 22 年)の 14.36 から約 15 年で半減し、1963(昭和 38)年に 7.0 になった。その後はなだら
かに変化して、1979 年(昭和 54)年には 6.0 と最低を記録した。 
少子化は、合計特殊出生率2)(以下、出生率と称する)の低下に伴う若年人口の継続的な減
少からなる。つまり、人口置換水準3)を下回る出生率の低迷が少子化を引き起こしている。
少子化の要因として、晩婚化・晩産化・非婚化4)が挙げられる。平均初婚年齢の上昇は、今
後も続くとみられ、少子化は進む一方だと考えられる。 
 
  
                                                  
1) 1956 年の国際連合(United Nations)の報告書｢The Aging of Populations and Its Economic and Social 
Implications ;人口高齢化とその経済的・社会的意義｣において、65 歳以上の人々を高齢者として取り扱っ
たことがその由来といわれる。United Nations(～1950、2014) 
2) 人口統計上の指標で、1 人の女性が一生に産む子供の平均数を示す。 
3) 人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率の水準のこと。現在の日本の人口置換
水準は、2.07（2012 年、国立社会保障・人口問題研究所）。 
4) 生涯未婚率の増加日本の場合、婚姻関係にある夫婦から子が生まれ戸籍登録する割合が高い。そのた
め、未婚率は少子化の指標となり得る。ただし、国際社会においては、婚外子の割合が増加傾向にあり、
必ずしも少子化の指標となり得ない。 
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2.2 将来の人口推計 
 わが国は将来にわたって人口減少が見込まれている。2029(平成 41)年に人口 1 億 2,000
万人を下回った後も減少を続け、2053(平成 65)年には、1 億人を割って 9,924 万人、2065(平
成 77)年には、日本の総人口は、8,808 万人になると推計される。 
出生数は減少を続けている。この減少により、年少人口(0～14 歳)は 2056(平成 68)年に
1,000 万人を割り、2065(平成 77)年には 898 万人と推計されている。出生数の減少は、生
産年齢人口にまで影響を及ぼし、2029(平成 41)年に 6,951 万人で、2065(平成 77)年には
4,529 万人になると推計される(図 2-1)。また、2050(平成 62)年の内訳は、0～14 歳が 938
万人、15～64 歳が 5,001 万人、65～74 歳が 1,383 万人、75 歳以上が 2,384 万人である(図
2-2)。 
 
図 2-1 人口の推移と推計 
 
出所：内閣府 平成 29 年版高齢社会白書。 
 
 
図 2-2 将来の人口構成(年齢別)の推計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：国立社会保障・人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成 24 年 1 月推計)｣の出生中位・死亡中位仮定の推計値、
厚生労働省「簡易生命表」「完全生命表」、「人口動態統計」。 
2010 年                   2030 年                    2050 年 
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図 2-3 に示すように、2016(平成 28)年の労働力人口は 6,673 万人であった。労働力人口
のうち 65 歳以上は 11.8%となり、上昇傾向は継続している。今後、労働力人口に占める高
齢者の割合は上昇を続けると予測される。生産年齢である 15～64 歳の人口は、2050(平成
62)年に約 3,200 万人の減少が推計される。生産活動の中核をなす人口の大幅な減少は、わ
が国の国力の減衰を意味する。また、図 2-4 に示すように、労働力人口でみると、2013(平
成 25)年で 6,577 万人であるが、2060(平成 72)年には 4,792 万人(出生中位・死亡中位仮定
の推計値)と約 1,800 万人の減少となる。現在の水準を保とうとすると、労働需給は逼迫す
る可能性がある。 
 
図 2-3 労働力人口の推移と高齢者の割合 
 
出所：内閣府 平成 29 年版高齢社会白書。 
 
 
図 2-4 労働力人口の推計(全産業) 
 
 
出所：総務省｢労働力調査｣、国立社会保障・人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成 24 年 1 月推計)｣の出生中位・死
亡中位仮定の推計値。 
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総務省｢労働力調査｣、国立社会保障・人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成 24 年 1
月推計)｣の出生中位・死亡中位仮定の推計値によれば労働力人口は、2030（平成 42）年ま
でに 5,683 万人と、2013 年（平成 12 年）に比べ約 14％減少すると見込まれている。その
後も減少を続け、2060(平成 72)年には 4,792 万人と推計される。技術者労働力も例外では
ない。図 2-5 に示すように、技術者数は 2000(平成 12)年の 252 万人をピークに減少を続け
ている。2000(平成 12)年と 2060(平成 72)年を比較すると 38%の減少となる。これだけの大
幅な減少は、科学技術立国を目指し続けることは困難であり、わが国の機能停止を招くのは
必然である。 
 
図 2-5 就業者数の推計(全産業技術者) 
 
出所：総務省統計局｢国勢調査報告｣および国立社会保障・人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成 24 年 1月推計)｣の
出生中位・死亡中位仮定の推計値。 
 
労働力人口の減少は、労働時間に変化がないものと仮定すると、労働力投入量の減少によ
り生産量を減少させる方向に働くものと考えられる。現在の経済規模を維持・向上させるた
めには、労働者 1 人当たりの生産性を向上させる必要がある。生産性を向上させる手段と
して、IT 化、機械化の進展による技術革新などが考えられる。また、高齢者や女性などの
多様な労働力の活用や何度でも挑戦できる再チャレンジができる社会づくりなど、環境面
の整備から労働力人口の減少への対応も言われている。 
それでは、本研究が対象とする技術者の場合どうであろうか。技術者の場合、3 つのこと
が言える。第 1 に、基幹となる技術そのものを後輩たちに引き継ぎ、今後もこれまで同様の
水準で利用されるようにすること。第 2 に、これまで以上の生産性を実現する技術を新た
に開発していくこと。第 3 に、既存の高度な技術を引き継ぐとともに、新たな技術を生み出
す技術者を育成していくこと。技術者労働力の維持・向上は喫緊の課題であり、わが国の発
展にとって必ず解決しなければならないものである。 
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2.3 建設業界の現状 
人口の減少は、様々な面で需要と供給の関係に変化をもたらす。建設需要も例外でない。
建設業界の状況を見ると、従事者の減少が著しい。その理由は、公共工事の減少と請負価格
の切り下げである。仕事がなければ従事者が減少していくのは当然であるが、仕事を請け負
う側へのしわ寄せも著しい。そのため従事者の減り方が激しくなるだけでなく、経験者が戻
ってくることもない。このようにして担い手が維持・確保できない状況において現場は疲弊
し目の前にある仕事をこなすことに集中して、なかなか技術伝承をするまでの余裕をなく
している。しかし、インフラの維持･整備や老朽化した建物の更新などの需要は継続的に発
生するので、一定数の建設技術者を確保し育成していくことが必要となる。 
建設業の就業者数は、1997 年 685 万人をピークに 2006 年が 559 万人、2009 年が 517
万人、2016 年が 495 万人と減少を続けている (図 2-6)。人手不足が深刻な背景は、バブ
ル崩壊後の建設不況と、公共事業削減のために、建設業界自体の規模が縮小し続けてき
たからである。現状では、東日本大震災の復興需要だけでなく、国による大規模な財政
出動、さらには 2020 年東京オリンピック・パラリンピックのインフラ整備などの建設
需要が急に高まっている。急に需要が増えても、受注できる企業が十分にないことが問
題であり、受注しようにも人材確保の目処が立たないという現状がある。また、自治体
が発注する工事で施工業者が決まらない入札不調も相次いる。このまま人手不足が続け
ば、復興事業が遅れるだけでなく、2020 年の東京オリンピック・パラリンピック開催
に向けた整備にも影響が出る懸念がある。 
図 2-6 建設投資額と就業者数 
 
出所：国土交通省 平成 25 年度国土交通白書を基に、最新の国土交通省「建設投資見通し」「許可業者数調べ」、総務省
「労働力調査」のデータを参照の上、筆者加筆。 
 
技術者の減少は、建設業界において顕著である。図 2-7 に示すように、建設業界の技術者
である土木・測量技術者、建築技術者の数は減少を続けている。土木・測量技術者は、2000(平
成 12)年の 51 万人をピークに 5 年ごとに約 30%の減少している。建築技術者は、1995(平
成 7 年)の 42 万人をピークに 2010(平成 22)年に約 50%の減少となっている。このままの割
合で減少を続ければ、公共インフラや建築物を現在の水準で保つことは困難である。 
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図 2-7 技術者の就業者数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：総務省統計局｢国勢調査報告｣抽出詳細集計。 
 
 年齢別にみていくとその深刻さは著しい。29 歳以下の産業別就業者数を見ると、建設業
の減少幅は、他産業に比べて大きくなっている。まず、24 歳以下については、全産業計が
2006 年の 578 万人から 2012 年の 475 万人へ 18%減少したのに対して、建設業は 33 万人
から 23 万人へ 30%以上の減少である。25～29 歳では、全産業が 2006 年の 662 万人から
2012 年の 569 万人へ 14%の減少である。これに対して建設業は 2006 年で 51 万人、2012
年で 33 万人と 35%の減少である。このように建設関係において、若年の就業者が他の産
業に比べて大きく減少していることがわかる。時間軸でみても、現在の 45～54 歳代が 10
年後にベテラン層として活躍する頃には絶対数の不足が懸念される(図 2-8)。 
 
図 2-8 建設業界における年齢階級別就業者数 
 
出所：総務省｢労働力調査｣。 
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日経 BP 社(2010)では、技術伝承の危機が語られている。団塊世代の技術者が引退する
ことと、若手の入職者が少ない状況の 2 つの危険性についてである。技術伝承の重要性は
言われるが必ずしもうまくいっていない。そこで、この記事では、伝承の機会が限られる
中で、全ての技術を次世代に伝えるのは不可能であり、伝える技術を取捨選択する必要性
に言及している。何をどのように伝えるかを中心に、建設業界の企業を事例分析してい
る。何を伝えるかという点の中で、「カン」についても触れられている。「カン」はとらえ
るのが難しい能力であるが、建設工事･土木工事を安全かつ順調に進めていくには不可欠の
ものであり、その重要性を説いている。一つの記事ではあるが、多くの建設技術者が読む
専門雑誌であり、建設業界において技術伝承に対する危機感は大きいことが伺える。 
また、日経 BP 社(2014)において、人材不足のさらなる深刻化から確保と育成に取り組
む姿が語られている。この記事では、若年の離職を防ぐため、様々な対策を紹介してい
る。例えば、若手を中心とした働きやすい環境づくりであったり、採用において文系・理
系の区別を問わなかったり、企業が大学に出向いて出前講座をするなど方法は様々であ
る。さらには、技術伝承の体制強化として、上司や先輩がマンツーマンで手厚い指導をす
る動きも出てきている。このように、これまでは取り組まれなかった施策も採用しなければな
らない段階となり、人材確保・育成の必要性がますます深刻化していることを示している。 
リクルートワークス研究所(2014)は、2020 年東京オリンピック・パラリンピック開催の
決定を受けて、建設業界における雇用のインパクトについて分析を行っている。東京都、
シンクタンクなどから出されているレポートおよび直近のロンドンオリンピック・パラリ
ンピックとの比較から、人材ニーズは全国で 81.5 万人必要だと推測され、就業者の 1.3%
にあたる数字である。産業別にみると、建設業における人材ニーズが最も大きく、全国で
33.5 万人である。しかし、これに対して、建設業が構造的・慢性的人材難の産業であるこ
とも示している。構造的とは、重層下請構造と言われる序列関係のことである。慢性的と
は、需要があっても供給が追い付かないという点である。採用してもすぐ辞める、だから
新たに採用するという循環が慢性化しているのである。このように業界が抱える懸案事項
は、新たな仕事の発生によって、浮き彫りになっているのである。 
国土交通省・厚生労働省(2015)においても、建設業の人材確保・育成に対して動き出し
ていることが述べられている。中心としているのは、「魅力ある職場づくり」、「人材確
保」、「人材育成」である。国として、建設業の労働環境整備と人材育成について言及して
いるものである。特に、人材確保については、若年者だけでなく女性の活躍促進にも目を
向けている。また、人材育成にあたっては、地域における元請・下請、関係団体、教育機
関の連携を推進するよう図っている。このように国としてもますます、建設業界の人材確
保・育成については対応せざるを得ない状況となっている。また、建設業界の企業が組織
する一般社団法人日本建設業連合会 (2015)も同様の施策を考えている。業界団体としても
見逃すことのできない問題なのである。 
労働政策研究・研修機構(2015)は、ヒアリング調査から建設業における人材の確保及び
育成についての課題を整理している。若年入職の課題として、(1)賃金水準の改善、(2)労働
時間の短縮、(3)社会保険の加入促進、(4)積極的な外部への情報発信を挙げている。人材育
成にあたっては、人手不足で工期が迫り、若手にじっくりと教える余裕なないとの声が多
いとしている。若手が入職したとしても、基礎から丁寧に指導・訓練できる体制が整って
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いないのである。昔気質の職人なら「背中をみて覚えろ」となるが、それに戸惑う若者は
少なくないようである。このようにこれまで以上にベテランが持つ技術・技能を若手に伝
えることが難しい状況が顕在化していることも示している。 
以上のように、3 つの懸案事項に付随していくつかの事情もある。若い世代の減少は、
建設業への魅力が低下していることにある。建設業と言えば未だに、「汚い」「きつい」「危
険」のいわゆる 3K と言われる労働条件をイメージされることが多い。本来、建設業とい
う仕事は、地味だけれどもおもしろい仕事であり、それが産業の魅力となって若手技術者
を引きつけてきた。しかし、現状では、やらされ感や多忙感だけが目立ち、この産業が持
っている魅力が魅力としてみえなくなり若手に十分に伝わらなくなっている。 
また、業務量の減少だけでなくこれまで必要としなかった書類作成や図面作成といった
仕事は増える一方である。これらは企業の法令遵守や後から責任過剰な時代の流れととも
に、技術精度や責任の割合が変化してきたことが要因として挙げられる。そのためベテラ
ン技術者は、多忙を極める。多忙のため若手技術者に対して技術的な指導をする時間が作
り出せなくなっている。また、若手技術者は、ベテラン技術者の忙しさを目の当たりに
し、指導を仰ぐということに躊躇することが多くなる。ベテラン技術者の多忙さと若手技
術者が指導を仰ぎにくいという中で、良質の経験ができないという悪循環に陥っている。 
さらに、少子高齢化社会において労働力を保つには、誰もが生涯現役で働く必要があ
る。若手のころからベテランとなり生涯を通して働くには、能力の劣化を防ぎ、開発し続
けなければならない。不断の能力開発を行っていくための施策も求められる。 
 建設業界の現状を解決するためには、ベテラン技術者が持っているものがどのようなも
ので、若手・中堅技術者は何を身に付けなくてはならないかを整理し、効率的な循環とな
る取り組みが必要となるだろう。 
 
 
2.4 第 2 章のまとめ 
本章では、建設業界が抱える 3 つの懸念事項を検討した。第 1 に、少子高齢化社会の影
響を避けることができない点である。第 2 に、担い手の減少によって伝えるべきことが伝
わらず、これまで蓄積された技術が失われる可能性が高いことである。第 3 に、すでに起
こっていることであるが、近い将来にわたっても人手不足が深刻化していくことである。
これらの懸念事項に対応していくことが喫緊の課題である。 
まず、全体像として日本の急速な少子高齢化の要因について述べた。日本の急速な少子
高齢化の要因は、長寿化と少子化が同時に進んでいることである。日本は、この 2 つが同
時に進行することで少子高齢化社会を迎えるに至っている。 
また、将来の人口推計においては、わが国の人口減少が将来にわたって見込まれている
ことも示した。人口減少は、労働力人口の減少も引き起こす。全産業の技術者数の減少も
見逃すこともできない。特に、建設(土木・建築)技術者の減少は他産業に比べて著しい。 
そして、建設業界においては、団塊の世代や今後高齢になっていくベテラン技術者の減
少、若手技術者の入職数減少という局面を迎えており、労働力の面だけでなく蓄積されて
きたものを伝えきれず失う可能性があるのである。 
こういった問題・課題を解決するためにこれまでとは異なる仕組みが必要である。 
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序論のまとめ 
序論(第 1 章、第 2 章)では、本研究における問題設定と目的について述べるとともに、建
設業界における少子高齢化社会の現状と今後において問題の背景を確認した。第 1 章にお
いては、「現状と懸案事項」、「課題 1」、「課題 2」、「言葉の定義」を記述している。建設業界
は、3 つの懸案事項を抱えている。第 1 に、少子高齢化社会の影響を受け、受注量が減少し
ていることである。第 2 に、担い手の減少によって伝えるべきことが伝わらず、これまで蓄
積された技術が失われる可能性が高いことである。第 3 に、すでに人手不足が深刻化して
おり、この状況は近い将来に渡って続いていくことである。これらの懸案事項を解決するこ
とがこれまで以上に求められている。そのため、本研究における問題設定は、少子高齢化社
会において不足すると危惧される建設技術者の能力を維持・向上させ、わが国の建設業が持
続的で活力ある発展を続けるための施策を検討することである。本研究において設定した
問題を解決するために、2 つの課題を立てて研究に取り組んできた。設定した 2 つの課題
は、「何を伝えるのか」と「どのような方法であれば伝わるのか」である。 
第 1 の課題「何を伝えるのか」は、ベテランたちが培ってきた知識や知恵、経験から発
揮される能力が、何であるかを特定することである。本論文では、それを「技術者直観」
と表現する。これは、建設技術者の間において、カン・コツとしてあつかわれてきたもの
である。「技術者直観」について検証することが課題 1 への答えである。検証については本
論 1 で行っている。 
第 2 の課題「どのような方法であれば伝わるのか」を設定したのは、「技術者直観」を若
手に伝えるのが難しいからである。それは、建設技術者の特性によるところが大きい。一
般的に言って、技術者たちは自分が持っている技術を他の技術者に開示したがらない。そ
して、各人が多忙を極め、自分の案件を処理するだけで精一杯という状況が常態化してい
る。こういった環境を改善し、伝えるべきものが円滑に伝わる方法を検証することが課題
2 への答えである。検証については、本論 2 で行っている。 
第 2 章においては、問題の背景である少子高齢化社会における現状と課題について述べ
ている。そして、日本の少子高齢化社会の全体像を概観した上で、建設業界・建設技術者
の現状と課題について整理している。全体像として日本の急速な少子高齢化の要因は、長
寿化と少子化が同時に進んでいることである。日本は、この 2 つが同時に進行することで
少子高齢化社会を迎えるに至っている。また、将来の人口推計においては、わが国の人口
減少が将来にわたって見込まれている。人口減少は、労働力人口の減少も引き起こす。全
産業の技術者数の減少も見逃すこともできない。特に、建設(土木・建築)技術者の減少は
他業界に比べて著しい。建設業界においては、団塊の世代や今後高齢になっていくベテラ
ン技術者の減少、若手技術者の入職数減少という局面を迎えており、労働力の面だけでな
く蓄積されてきたものを伝えきれず失う可能性があるのである。そのため、問題・課題を
解決するためにこれまでとは異なる仕組みが必要である。 
以上、序論では本研究の問題設定と目的、問題の背景について述べた。以降、問題・課題
に答えるため本論 1、本論 2 において検証を行っていく。 
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本論 1 理論「技術者直観」 
 
はじめに 
 
 建設技術者の間ではカン・コツがあつかわれている。その能力の重要性に着目し、伝える
べきものと設定した上で、理論として明確化することが目的である。技術者直観の生成につ
いて、第 3 章、第 4 章、第 5 章において述べる。 
 
第 3 章では、基盤とする領域の先行研究と分析の枠組を構築するための先行研究を検証
している。本研究の基盤とする領域は、経営学である。基盤とする領域の先行研究とは、
小池の「知的熟練」、ダガンの「戦略的直観と専門的直観」、 野中・竹内の「SECI モデ
ル」、金井・楠見の「実践知」、松尾・中原の「経験学習」である。 
また、分析の枠組を構築するための先行研究とは、基盤とする領域の先行研究で不足す
る部分(カン・コツ)の検証を行った理論を新たに生成するためにレビューしたものであ
る。理論に関わる先行研究をとおして導き出した分析の枠組は、能力としての「直観」で
ある。 
 
第 4 章では、理論「技術者直観」について検証している。第 3 章において理論に関わる
先行研究の検証を行った。しかし、先行研究レビューだけでは建設技術者の「直観」とい
う能力を形づくれたわけではない。建設技術者の実態に合ったものにする必要がある。先
行研究レビューの結果をもとに技術伝承研究会において議論した内容と理論の検証のため
技術者へのインタビュー調査を行った結果について述べる。このように、理論｢技術者直
観｣がどのようにして生成されたかその過程を示す。 
 
第 5 章では、第 3 章と第 4 章で検証してきた技術者直観を事例の検討を通して、より明
確にすることである。事例分析は、ベテラン技術者(道路設計歴 51 年)へのインタビュー調
査および筆者自身の建設技術者としての集積を基に行った。道路設計を検討事例としたの
は、多くの人が生活において使用しているものでありイメージしやすいと考えたためであ
る。分析の枠組として、実際の道路設計の全体像と設計細項目について示した上で、各設計
細項目について技術者直観のレベルを分析する。 
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第 3章 理論に関わる先行研究 
本章では理論に関わる先行研究として、基盤とする領域の先行研究と分析の枠組を構築す
るための先行研究を検証している。本研究の基盤とする領域は、経営学である。基盤とする
領域の先行研究とは、小池の「知的熟練」、ダガンの「戦略的直観と専門的直観」、 野中・
竹内の「SECI モデル」、金井・楠見の「実践知」、松尾・中原の「経験学習」である。 
また、分析の枠組を構築するための先行研究とは、基盤とする領域の先行研究で不足する
部分(カン・コツ)の検証を行った理論を新たに生成するためにレビューしたものである。理
論に関わる先行研究をとおして導き出した分析の枠組は、能力としての「直観」である。 
 
 
3.1 基盤とする領域(経営学) 
本研究の基盤とする領域は、経営学である。経営学を基盤とするのは、本研究が「人事
政策」に関わる研究であり、「人事」をあつかう経営学に根差すものだからである。 
基盤とする領域において構築されている理論がいくつかある。(1) 小池和男1) 「知的熟
練」、(2) ダガン2)「戦略的直観と専門的直観」、(3) 野中郁次郎・竹内弘高3) 「SECI モデ
ル」、(4) 金井壽宏・楠見孝4)「実践知」、(5) 松尾睦・中原淳5)「経験学習」である。新し
く理論を生成するにあたって経営学領域において主な流れであるこれらの理論について整
理しておく。これらの理論の検討から導きだされたのは、技術者を研究対象とするものが
ほとんどないことである。また、本研究の起点である技術者のカン・コツ6)のあつかいに
ついての部分の検証が不足していることが明らかになった。 
 
(1) 小池和男「知的熟練」 
小池 (2005)によれば、知的熟練という能力を提唱している。知的熟練は、「ふだんと違
った作業」、「問題をこなす技能」、「変化をこなす技能」、「技能レベル」から構成される。 
「ふだんと違った作業」とは、「問題と変化をこなす腕」である。くりかえし作業ばか
りでなんの技能もいらないかにみえる量産組立職場でも、よく観察すると、あきらかにふ
たつの作業が認められる。それは、「ふだんの作業 usual operations」と「ふだんと違っ
た作業 unusual operations」である。例えば、自動車の組立ラインは多くの国ではほぼ
60 秒ごとに一連の作業をくりかえす。一見単調な作業ばかりで、なんの技能もいらないか
にみえる。だが、半日みていると、問題も変化も案外ひんぱんにおきている。生産を順調
につづけるには、この問題と変化をこなすことが求められるとしている。 
「問題をこなす技能」については、3 つが語られている。a. 問題の原因推理力、b. 不良
の直し、c. 不良品の検出技能である。a. 問題の原因推理力とは、簡単な誤品、欠品は別
                                                  
1) 小池和男、1932 年～。日本の経済学者。法政大学名誉教授。労働経済学専攻。 
2) Duggan, William. コロンビア大学ビジネススクール准教授(2001 年～)。 
3) 野中郁次郎、1935 年～。日本の経営学者。竹内弘高、1946 年～。日本の経営学者。 
4) 金井壽宏、1954 年～。日本の経営学者。楠見孝、1959 年～。日本の心理学者。 
5) 松尾睦、1964 年～。日本の経営学者。中原淳、1975 年～。日本の教育学者。 
6) 第 1 章、第 2 章でも先述している。技術をあつかう業界では、よくこのように呼ばれる。お客様に技
術的な説明をする時には便宜上、表に出さないものである。ただし、誰もが存在することに気づいてつか
っているものでもある。業界専門誌でカン・コツはあつかわれてきており、周知の事実である。 
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にして、ふつうの品質不具合や設備不具合では、その原因の推理究明をする能力としてい
る。この能力の高い人が推理すれば、原因はすぐにわかり不良の再発はない。他方、この
能力の低い人ではなかなか原因がわからず、その間機械は不良品をつくりつづける。この
差を表現したものである。b. 不良の直しは、生産ラインの労働者が不良を直接なおすこと
である。機械や生産のしくみについての知識を持ち、問題をこなした経験があれば、少さ
なトラブルであれば直せる。面倒な問題の直しは専門の担当者に頼むとしても、生産ライ
ンの労働者が直接直せば、保全のスタッフをよびにいく時間も省け、さらに生産ライン労
働者自身の設備の知識も高まり、生産効率の向上に貢献できる。c. 不良品の検出技能は、
生産ラインの労働者がその場で検査できれば効率に貢献できるとことを表す。専門で検査
にあたるものが少数でも面倒な検査に専念できるともしている。 
「変化をこなす技能」については、4 つが語られている。a. 生産方法の変化、b. 生産量
の変化、c. 製品構成の変化、d. 人員構成の変化である。a. 生産方法の変化とは、生産ラ
インの組み直しや機械設備の更新にともなう変化である。例えば、自動車組立ラインで 2
～4 年ごとのモデルチェンジに関わるものである。生産方法の変化にともない、生産準備
チームの設置、他の職場からベテラン生産労働者・技術者の招集がある。この変化の中で
求められる能力が a である。b. 生産量の変化とは、製品に対する需要量にともなう変化で
ある。例えば、需要が 10%以上増減すると労働時間の調整だけではすまない。そこで、ひ
とりが多くの作業をこなす技能とベテラン労働者の存在が必要とするのが b である。c. 製
品構成の変化とは、消費者の多様な需要にともなう製品種類の変化である。1 本のライン
に流れる製品の種類は多い。種類間の差異が小さければ新たな作業の追加はないが、やや
大きな差異であれば段取りがえが必要となる。能力の低い人がとりかえると時間がかかる
だけでなく、その後不良が頻発する。c はその変化への対応する能力だといえる。d. 人員
構成の変化とは、欠勤者への対応と人に教えることである。生産ラインのスピードの維
持、さらにはそれに対応できる人の必要性である。d はその変化へ対応することだといえ
る。 
「技能レベル」については、技能のレベルを示すものである。技能を測る指標として、
問題と変化への対応と経験の幅が考慮されている。技能レベルは 4 つによって示される。
レベル 1：生産ラインのスピードになんとかついていける。ただし品質不具合は到底検出
できない。期間工、アルバイトあるいはかけだしの正社員である。自動車の組立ライン作
業はただ単調で体を酷使するだけという、よくある見解は、このレベルの技能で組立作業
の大半がこなせ、それで効率は下がらない、との誤解にもとづく。問題と変化への対応は
まったく経験ある正社員に依存する。レベル 2：若手正社員層。ふだんの作業なら職場内
の仕事をこなせ、職場内ローテーションが可能となり欠勤の代わりもできる。さらに職場
内で 3～5 程度の仕事は品質不具合の検出もふくめてこなせる。設備が不具合のとき、操
作盤のボタンを操作し元の位置にもどせる。レベル 3：中堅層。職場内のほとんどの仕事
をこなせ、品質不具合や設備の不具合の原因推理もできる。原因がわかればその対策も考
える。レベル 4：もっとも高度な変化すなわち生産準備もこなせ、したがって海外の教え
手もつとまる。 
なお、小池(1991)は、ブルーカラーの技能の分析で用いた手法を応用して、ホワイトカ
ラーの能力の分析を試みている。小池の問題意識は、ホワイトカラーの仕事が人脈や組織
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のつながりでこなしているという見方や、管理的なノウハウやプレゼンテーション技法な
どであるという見解に異議を唱えるものであったとされる。小池は、ホワイトカラーの能
力の中核をなしているのは、不確実性をこなす技能であり、多様で複雑な問題への対処
と、重層的な相互作用による問題処理能力が重要だとしたものである。 
 
「良い技術者は、良い技能者でもある」といわれることがある。これは、日本の場合、
技能者が技術者の領域まで仕事までをする環境があり、良い技能者は全体の仕事に関わっ
ていくよう様々な人から訓練され、良い技術者となっていく過程の一部を示すものである
と考えられる。欧米では、技術者と技能者の区別がはっきりしている。技術者は技能者の
仕事をしないし、技能者は技術者の仕事をしない。人事制度における職能資格制度と職務
等級制度の違いがそれをよく表している。 
小池の研究は、「ふだんと違った作業」、「問題をこなす技能」、「変化をこなす技能」と
いう表現によって現場作業者の技能を示している。カン・コツという言葉は使っていない
が、カン・コツをあつかっていると解釈することも可能ではある。しかし、現場作業者の
技能研究であり技術者のカン・コツを表現しきれているとはいいがたい。それは、与えら
れた枠組みの中での最適化を追求する技能者と枠組み自体を変えることも含めて全体の最
適化を考えなければならない技術者では、必要とされる知識や経験の幅、深さに大きな違
いがあるからである。このように技術者のカン・コツを明らかにするには、小池の理論で
は不十分であり、技術者を対象とした新たな理論の生成には意義があるものと考える。 
 
(2) ダガン「戦略的直観と専門的直観」 
ダガン(2007)によれば、直観には 2 種類のものがあるとしている。「戦略的直観」と「専
門的直観」である。もとは、ひらめきとはどのようなものか突き止めようとしたのが始ま
りで、「戦略的直観」に特化した理論である。「戦略的直観」とは、漠然とした予感や本能
的なものとは一線を画す。単なるものとは感情の一形態であり、思考でなく感覚である。
戦略的直観はその正反対の概念で、感覚ではなく思考である。「専門的直観」とは、過去
の経験値から瞬時の判断を下す、瞬間的な思考の一形態である。戦略的直観と専門的直観
の違いは時間のとらえ方にある。戦略的直観は、常にゆっくり時間をかけて訪れるとし、
とりわけ斬新なアイディアを必要とする未踏の世界でその威力を発揮するものである。一
方、専門的直観は、パターン化された類似の状況下でのみ作用する、常に瞬時に起こるも
のである。それぞれの例としては以下のとおりである。 
戦略的直観の例としては、ナポレオンのヨーロッパ征服などが挙げられている。ナポレ
オンのヨーロッパ征服を分析したものである。ナポレオンは一生を通じて常にひらめきに
動かされたことで有名とされる。アベル・ガンス監督の映画『ナポレオン』、1783 年 9 月
のトゥーロン攻囲戦の一場面である。トゥーロンは、フランス海軍にとって南部沿岸の最
重要拠点であった。イギリス軍がここに軍を送って制圧したため、フランス革命軍は町を
包囲し、反撃の準備をしていた。当時 24 歳であったナポレオンは包囲砲兵隊副隊長とし
て配置される。司令官にどのようにすると問われた時である。ナポレオンはトゥーロンの
地図をしばらく見下ろしてから、視線を少し外し、全体を見渡した。映画製作者は、ナポ
レオンの脳裏に浮かんだ戦略が地図上を駆け巡るようにして描写している。そして、ナポ
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レオンはあたかも恍愡状態から目覚めたかのように、目を瞬かせる。彼は、地図上の一点
を指差し、「レギエットの砦を奪還すれば、イギリス軍はこの町から退散するでしょう」
という。直接トゥーロンを攻撃するのではなく、近隣の小さな砦を抑えることがナポレオ
ンの戦略だったのである。ただし、司令官の問答の際にひらめいたわけではなく、幾日も
かけて戦略を練り、他の下級士官たちに相談して時間をかけているのは注意すべき点であ
る。 
専門的直観の例としては、ベテラン消防士の即断のメカニズムが挙げられている。クラ
イン7)の研究を分析したものである。消防士には、現場で迅速な行動が求められており、
多くの選択肢を比較検討する余裕はない。クラインは、「消防士は主に二つの選択肢を思
いつき、その二つを比較しているものと予想していた」と調査前の当時を回想している。
ある日の午後、火事ではなく重傷者を報せる緊急通報が入る。M 副消防署長率いる救命救
急チームは即座に行動に移る。クラインは、救命活動を終えた M 副消防署長にどのような
意思決定を行ったかインタビューを行った。インタビューで M 副消防署長は、一連の決断
は頭の中で一つしか浮かばなかったと話している。そこには、目標設定も、選択肢の列
挙・比較・選択もなかったとする。最初に出血を抑えるために適切な場所を圧迫し、続い
て経験は浅いが担架の重さをものともしない屈強な隊員を呼び、その後救急車の中でショ
ックパンツを患者にはかせる。型通りの手順や一般的な措置では、患者を動かす前に他の
傷を調べる、即座にショックパンツをはかせる、きわめて重い担架をベテランの隊員に運
ばせる、といった別の選択肢である。しかし、M 副消防署長は別の選択肢を検討すること
すらなく、初めから終わりまで瞬間的に心に浮かんだ唯一の選択肢に従って行動したので
あった。この後の調査でも結果は同じとなる。特に 20 年以上の経験を持つベテラン消防
士は、常に一つの選択肢しか考えていないという結果であった。 
 
以上のように、ダガンの「戦略的直観と専門的直観」は、技術者への適用を考えた場
合、戦略的直観と専門的直観の中間に位置しそうである。なぜなら、意思決定の時間感覚
が戦略的直観は長く、専門的直観は短い。技術者の場合、意思決定の時間感覚が長いもの
もあれば短いものもある。例えば、1 分 1 秒を争う意思決定もあれば、1 か月・半年・1 年
という意思決定もある。この理論からみえてくる新しく理論を考えることの意義は、戦略
的直観と専門的直観のどちらでもないものを表現することである。このどちらでもないも
のこそ本研究の技術者のカン・コツを表現するものである。カン・コツのあつかいについ
て加えておくと、戦略的直観においてはあつかわないものとして除外されている。また、
専門的直観は、カン・コツのあつかいはあるが、消防士の能力について記されたもので、
技術者のカン・コツを説明するには時間感覚の点から不足するものだということである。 
研究対象ということでも技術者を対象としていない面で理論の技術者への適用性に不足
があると考える。技術者に対する検証が、消防士の事例のように詳細に行われていれば適
用が考えられるが、ダガンの理論はそのようにはなっていない。このように技術者のカ
ン・コツを明らかにするには、ダガンの理論では不十分であり、技術者を対象とした新た
な理論の生成には意義があるものと考える。 
                                                  
7) Klein, Gary、1944 年～。アメリカの心理学者。 
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(3) 野中郁次郎・竹内弘高「SECI モデル」 
野中・竹内(1996)によれば、暗黙知・形式知の知識変換モード、つまり SECI モデルに
ついて提唱している。もとは、企業組織がどのように知識を創造し、国際競争力の源泉と
してきたかを突き止めようとしたのものである。暗黙知と形式知の区別は、マイケル・ポ
ランニー8)による。暗黙知は、特定状況に関する個人的な知識であり、形式化したり他人
に伝えたりするのが難しい。一方、形式知は、形式的・論理的言語によって伝達できる知
識である。つまり、言葉や数字で表現できる知識は、知識全体の氷山の一角にすぎないと
したのである。野中・竹内によれば、暗黙知と形式知は完全に別々なものではなく、相互
補完的なものだとしている。人間の創造的活動において、両者は相互に作用し合い、互い
に成り代わる。したがって、知識創造モデルは、人間の知識が暗黙知と形式知の社会的相
互作用を通じて創造され拡大されるという前提に基づいている。この相互循環を「知識変
換」と呼んでいる。 
そこで考えられたのが、4 つの知識変換モードである。4 つの知識変換モードとは、(1)
個人の暗黙知からグループの暗黙知を創造する「共同化」、(2)暗黙知から形式知を創造す
る「表出化」、(3)個別の形式知から体系的な形式知を創造する「連結化」、(4)形式知から暗
黙知を創造する「内面化」である。以下、各モードの詳細である。(1)共同化
(socialization)とは、経験を共有することによって、メンタル・モデルや技能などの暗黙知
を創造するプロセスである。人は言葉を使わずに、他人の持つ暗黙知を獲得することがで
きる。修行中の弟子がその師から、言葉によらず、観察、模倣、練習によって技能を学ぶ
のはその一例である。(2)表出化(externalization)とは、暗黙知を明確なコンセプトに表す
プロセスである。これは、暗黙知がメタファー、アナロジー、コンセプト、仮説、モデル
などの形をとりながらしだいに形式知として明示的になっていくことを表す。あるイメー
ジを概念化しようとするとき、たいていは言語を用いる。つまり、書くということは暗黙
知を形式知に変換する行為といえる。ただ、言語表現は、しばしば不適当、不十分であ
り、一貫していないことが多い。しかし、そのイメージと表現の不一致やギャップは人間
の思考や相互作用を促す。表出化は、典型的にコンセプト創造に見られるもので、対話つ
まり共同思考によって引き起こされる。(3)連結化(combination)とは、コンセプトを組み
合わせて一つの知識体系を創り出すプロセスである。連結化は、異なった形式知を組み合
わせて新たな形式知を創り出す。我々一人ひとりは、書類、会議、電話、コンピュータ通
信ネットワークなどをつうじて、知識を交換しながら組み合わせる。コンピュータ・デー
タベースなどのように既存の形式知を整理・分類して組み替えることによって新しい知識
を生み出すこともできる。(4)内面化(internalization)とは、形式知を暗黙知へ体化するプ
ロセスである。それは行動による学習と密接に関連している。個々人の体験が共同化、表
出化、連結化をつうじて、メンタル・モデルや技術的ノウハウという形で暗黙知ベースへ
内面化されるとき、組織にとって非常に貴重な財産となる。形式知を暗黙知に内面化する
には、書類、マニュアル、物語などに言語化・図式化されていなければならない。これら
4 つの知識変換モード、共同化(Socialization)、 表出化(Externalization)、連結化
(Combination)、内面化(Internalization)の頭文字をとって、SECI モデルと称される。 
                                                  
8) Polanyi, Michael、1891 年～1976 年。物理化学者・社会科学者・科学哲学者。 
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以上のように、野中・竹内の「SECI モデル」は、「暗黙知と形式知」と「知識変換モー
ド」を組み合わせた理論であった。この理論の当初の着目点は組織である。ここで論じた
のは、野中・竹内の理論を検証する必要性は、SECI モデルを個人に適用する応用理論が
存在するからである。SECI モデルによって知識を創造する過程を示す中で、暗黙知(表出
化、内面化)という概念で整理している点は、カン・コツという言葉は使っていないが、カ
ン・コツをあつかっていると解釈することも可能ではある。これは暗黙知を考え出したポ
ランニーの理論が示すところである。ポランニーの理論は、科学者の創発(カン・コツのよ
うなもの)を表現しようとしたものである。科学者と技術者の差は現実感において著しい。 
研究対象という面では、技術者・個人への適用は直接しにくいものである。なぜなら組
織論として構成され、組織を対象とする理論だからである。おそらく野中が企業で働く
中、研究過程で「人」にもあてはまるとは考えていただろうが、この点は次の世代の理論
に応用して引き継がれているものである。このように技術者のカン・コツを明らかにする
には、野中・竹内の理論では不十分であり、技術者・個人を対象とした新たな理論の生成
には意義があるものと考える。 
 
(4) 金井壽宏・楠見孝「実践知」 
金井・楠見(2012)において、実践知という知の形式についてまとめられている。実践知
とは、熟達者がもつ実践に関する知性とされる。熟達者とは、ある領域の長い経験を通し
て、高いレベルのパフォーマンスを発揮できる段階に達した人を指す。この理論では、実
践知を獲得する学習過程を「熟達化」と定義し、熟達者を熟達化の過程を経た人というよ
うに広い意味でとらえている。実践知は、学校知(academic intelligence)の研究が、知能
研究の主流として進む中で、その対比として認識されてきた。学校知とは、学業に関わる
知能、学校の秀才がもつ知能である。しかし、この知能研究の限界からアメリカの知能心
理学者スタンバーグらによって実践知が提唱されることとなる。 
人の知的な能力、つまり知能(intelligence)は、伝統的に大きく 3 つの段階の定義がある
とされる。第 1 に、知能は広い意味では環境への適応能力と定義される。これは、環境の
変化や新たな事態に適応する能力である。環境適応能力としての知能は、人だけでなく、
動物にも適用できる定義であり、生き残るために必須の能力である。第 2 に、適応能力を
もう少し精密化して、学習能力としてとらえる定義である。これは、さまざまな情報の処
理を自動化し、正確に、速く遂行する能力であり、熟達化に関わる。情報処理の効率的な
やり方を学習する能力には、適切な方略は何かを判断・選択して実行するという、認知活
動をモニターしコントロールするメタ認知能力やスキル・知識の獲得が関わるとするもの
である。第 3 に、知能の狭義の定義で、知能を抽象的思考能力(数、語の流暢さ、空間、言
語、記憶、推理)としてとらえるものである。知能はここにおいて知能検査で測られる能力
としてとらえられる操作的定義と結びつく。操作的定義とは、知能のようなとらえどころ
のない抽象的概念を、具体的な操作(手続き)によって定義することである。これは知能検
査によって測定され、学業成績との相関が高い。しかし、知能検査には限界があり、知能
検査の成績が、学校を終えてからの職場での業績についての予測力が低いという点であ
る。こうした知能検査の限界に基づいて、仕事をはじめとする実践場面における知能を説
明・予測するために提唱されたものが、実践知である。 
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熟達者、つまりエキスパート(expert)とは、ラテン語で「試みた」を意味する expertus
から派生した語で、「経験で得た知識をもった」がもとの意味である。初心者は経験を積
んで、一人前、さらに熟達者になるまでに多くのスキルや知識を獲得する。この長期的学
習過程を熟達化(expertise)と称する。熟達化の研究から、仕事の熟達者が獲得する実践知
の特徴は、①個人の実践経験によって獲得されること、②仕事において目標指向的である
こと、③仕事の手順や手続きに関わること、④実践場面で役立つこと の 4 つある。熟達
者は、単に定型的な手続きを自動的に実行する定型的熟練者と、手続きを柔軟に適用し、
創意工夫を持って改善する適応的熟練者に分けられるとされる。これには 3 つの解釈があ
る。第 1 に実践知は、手続き的知識とその対象の理解を可能にする概念的知識から構成さ
れる。人は、経験によって獲得した手続き的知識を実際に適用する中で、その意味を考
え、それに対応する概念的知識を獲得する。適応熟達者の実践知にはこうした概念的知識
が含まれる。第 2 に、概念的知識を獲得することによって、人は、問題状況を適切に解釈
して、その問題状況に関わる本質や原理に関する概念的知識を自動的に働かせることがで
きる。そして、スキルを実行するための手続き的知識を行為に変換することができる。し
たがって、適応的熟達者の実践知は、概念的知識と手続き的知識が緊密に結束している。
第 3 に、メタ認知的知識が通常の知識より一段高いメタ水準から知識をコントロールして
いることである。メタ認識的知識には、自分自身についての熟達に関する適切な自己評価
の知識、仕事などのタスク難易度などの知識、実行に関わる方略の有効性に関する知識が
あるというものである。 
また、実践知は、経験から実践の中に埋め込まれた暗黙知(tacit knowledge)を獲得し、
仕事における課題解決にその知識を適応する能力を支えるとしている。つまり、実践的知
能の優れた人は、暗黙知を獲得し、活用することに優れているとする。さらに、野中・竹
内の理論において示される SECI モデルを人に対応させた論じ方もされている。 
 
以上のように、金井・楠見の「実践知」は、基盤を「認知心理学」、「熟達化」、「SECI
モデル」に置く理論である。カン・コツのあつかいに関しては、「勘所」という言葉で簡
易に説明されるが、中心として考えられているとはいいがたい。簡易な説明とは、一つの
表によって、勘所＝役割と表現されているものである。表の注釈にも、「この表での要約
では、ニュアンスを尽くせていないところがある」としている。関連して「熟達化」とい
う概念によってもカン・コツのあつかいはあるといえそうであるが、熟達化は段階を強調
する概念であり、カン・コツを中心として考えられているとはいいがたい。また、理論に
は、SECI モデルの人への応用を考慮したものが組み込まれているため、暗黙知・創発(カ
ン・コツのようなもの)からカン・コツをあつかっていると解釈することも可能ではある。
ただし、SECI モデルについては、野中・竹内の理論において先述のとおりである。この
ように理論「実践知」がカン・コツを中心として考えられているとはいいがたい。 
事例として、管理職、IT 技術者、教師、看護師、デザイナー、芸舞妓、芸術家が挙げら
れ、その適用性は幅広い。しかし、理論が幅広くなりすぎて技術者への適用が必ずしも成
立するものではない。そして、カン・コツを中心として細かく表現していない点は不足す
る部分である。このように技術者のカン・コツを明らかにするには、金井・楠見の理論で
は不十分であり、技術者を対象とした新たな理論の生成には意義があるものと考える。 
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(5) 松尾睦・中原淳「経験学習」 
松尾(2006)と中原(2010)によれば、経験学習について議論している。経験学習の中心とな
る理論はコルブ(Kolb、1984)の経験学習モデルである。経験学習モデルは、具体的な経験を
した個人は、経験を内省・観察して得た教訓を、抽象的な概念として一般化した後に、新し
い状況に持ち込む、というサイクルを繰り返すことで経験から学習するとしている。 
この研究の流れは日本にもやってくる。金井壽宏らが取り組みの最初である(金井、2002)。
金井は、日本企業に勤める 20 人の経営幹部に同様の調査を行い、「入社初期段階の配属・異
動」「新規事業・新市場のゼロからの立ち上げ」「悲惨な部門・業務の改善と再構築」「初め
ての管理職」「ラインからスタッフ部門・業務への配属」「プロジェクトチームへの参画」と
いう経験を抽出した。このように経験を軸としたマネージャー対象の学習機会と職能開発
の実践に関する研究が発展をみせる(Hill、2003; McCall、2010; Day、2001; McCauley, 
Moxley and Vesor、2011 )。 
ここで注意しておくべき点は、経験は「ビジネス戦略に合致した、現有能力を超える飛躍
が必要な経験」とされていることである。つまり、ビジネスや管理職に傾倒したものである
ということである。もうひとつは、はじめは内省の概念が組み込まれていなかったことであ
る。メンタリングの支援などは記載があるが、個人が振り返るということについては述べら
れていない。後に Schön(1983)らの議論によって内省が組み込まれることになった。 
 専門職の経験学習過程を研究したものがある。松尾(2006)らの研究による IT コンサルタ
ントと IT プロジェクトマネジャーについて発達段階に応じてどのような経験を積んでいた
のかを分析したものである。得られている結果は、初期キャリアの段階、中期において、職
務関連スキル、顧客管理スキルについて共通して学習していたである。また、中期以降には、
それぞれの専門職において領域固有の知識獲得が進むとしている。さらにその獲得過程に
は中期において、コンサルタントの場合は難易度の高いプロジェクトを独りでやりきる「非
段階的な学習」やプロジェクトマネジャーは徐々に難易度が上がる「段階的な学習」という
業務経験を積んでいることを解明している。 
 笹井(2007)は、小学校教師、看護師、客室乗務員保険営業の「対人サービス職」従事者を
対象としたインタビュー調査を実施して、仕事ができるようになるうえでどのような経験
が役に立っているかを分析している。分析結果として、「顧客への働きかけと反応を意識す
ること」や組織と顧客、顧客同士、サービス内容と顧客を「方向性をもってつなぐこと」と
いった経験が仕事の熟達に寄与していると解明した。 
 松浦(2011)は、営業管理職を対象とした調査を実施している。営業職がどのような業務経
験を担当し、どのような方法で育成されているのかを分析している。分析の結果によると新
人の業務については「見込み客の開拓」「顧客訪問に向けた情報収集」であった。一人前の
担当領域としては「顧客ニーズのヒアリング」「見込み客の開拓」「顧客に対する企画提案の
プレゼンテーション」である。ベテランについては、「営業職・営業事務職等の指導医・育
成」「営業活動予算の申請・管理」「営業教育の企画」「ターゲット市場の選定や割り当て」
「契約内容の審査・確認」「商品・サービスの流通販売ルートの検討」などであった。また、
育成のための仕事経験としては、「先輩営業職の顧客訪問等に同行させる」「企画書や提案書
の作成などを手伝わせる」「担当顧客等を持たせる」などである。一般的な営業職への育成
においては、営業の職能の中でひとつ以上の仕事経験を積むこととしている。ベテラン育成
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に関しては、営業以外の仕事も経験することが望ましいとしている。 
三輪(2013)は、メーカーで働く技術職を対象としたアンケート調査を実施している。分析
結果からは、(1)ハードな仕事や先進的で難しい仕事の経験が技術者の学習に最も有効であ
る、(2)新規事業や海外勤務などの経験は状況適応力や顧客意識を高める効果がある反面、
科学的な思考力を低下させる恐れがある、(3)アカデミックな活動の経験は技術的なリーダ
ーシップを強化する一方で顧客意識を低下させる可能性があることといったことを見つけ
出している。 
マネージャーの経験学習過程の研究には、Spreitzer, McCall and Mahoney(1997)を始め
として、日本では楠見が研究に着手する。その後、谷口、松尾、中原が研究を進めている。
最初のスプライツラーらは、海外で活躍できる管理職の潜在的能力を測定・同定する指標と
して、経験学習行動に注目している。調査から見出したのは、海外で活躍できる管理者に必
要な資質として、異文化に対する冒険心、学習機会の活用、フィードバックの活用と自己探
索、柔軟性といった指標である。楠見(1999)はスプライツラーらの研究を参考にアンケート
調査を実施する。社会人と大学生に分けて比較を行い、管理職に特徴的な「経験から学ぶ態
度」が何であるかを分析している。分析結果として、責任・裁量の高い仕事に挑戦していく
「挑戦性」と他者に柔軟な対処を示す「柔軟性」を見出した。このような研究の流れは、経
験学習に作用する個人的資質に関するものであった。近年では、マネージャーの経験学習の
質やプロセスを問う研究に移行しつつある。 
谷口(2006)は、これまでの経験学習研究は職場・組織など社会的要因を考慮せず、回顧的
インタビューによって「経験と学習のペア」を概念抽出してきた手法を否定している。独自
の定性的研究手法である「コンテクスト・アプローチ」を提唱している。個人は一応にどん
な経験からでも学べるとは限らない。組織の戦略変化・構造変化、昇進、役割変化などそれ
ぞれ組織内におけるコンテクストの変化に応じて、個人が適切な業務経験を与えられるこ
とによって経験学習が促進されるとしている。この後、量的手法を用いた研究がされ始める。 
松尾(2013)によれば、管理職を対象にした経験学習のアンケート調査が行われている。分
析結果として、優秀な管理職は、管理職に登用されるまでに、組織内の変革を行う経験、部
門を超えた連携をする経験、さらには後輩の育成にあたるなどに関係していると述べてい
る。また、中原(2014)では、木村充(2012)が開発した経験学習尺度と管理職 517 名のデータ
をもとに、優秀な管理職がどのような経験学習過程を持っているかについて述べている。結
果として、管理職の成長には経験そのものより内省の習慣が影響を与える割合が高いとし
ている。また、管理職の学習は他者からの支援は大きい役割を持ち、第三者から内省支援や
精神支援を受ける管理職が高い業績を示しているともしている。 
社会的要因に着目した経験学習の研究は、経験学習の理論的に足りない点として指摘さ
れる社会的要因の欠如から研究が始まる(Kayes、2002;  Holmam, Pavlica and Thorpe、
1997;  Ellinager、2005;  Kolb and Kolb、2009)。これまでの経験学習の研究では、個人
を「近代的自己」として想定する流れであった。近代的自己とは、「個人史を自らつくりあ
げて、演じ、自己の意思決定によるリスクを自ら引き受けていくような、この役割が非常に
大きい概念」だと確認できる(Beck、1992)。しかし、学習の社会性に着目する研究は、1990
年代以降急速に発展する。協調的学習や社会文化的視点の組み込みなど新たな研究領域を
創造する。中原(2010)によれば、これらの諸理論が新たに分析単位としたものは、「個人の
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学習の可能性を支援する”他者”の存在」だとしている。この「他者」の役割を考慮した研究
の流れが 2000 年代に入って、経験学習研究に導入されることとなる。例えば、ある個人が
経験の意味付けを行おうとする際、個人として独力で意味づけを引き受けるのではなく、他
者との双方向の会話や経験の意味づけの交換、様々なコーチングやフィードバックによっ
て、それを可能にするなどといった考えなどである(Harrsona, Lawsona and Wortleya、
2005; Basile, Olson and Nathenson-Mejia、2003 など)。 
中原・金井(2009)では、「他者に拓かれた内省」「他者との対話の中に埋め込まれた内
省」の重要性を指摘している。また、中原(2010)によれば、他者にひらかれた内省につい
て実証的な検証が行われている。職場における能力開発を支えるのは、上司・同僚・先輩
などの様々な社会化仲介者から与えられる「他者からの内省支援」だと導いている。中原
によると能力開発を行う学習者が職場で他者から得られる支援は、(1)業務支援、(2)精神支
援、(3)内省支援、の 3 類型に分けることができる。 
 
以上のように、松尾・中原の「経験学習」は、コルブの経験学習モデルを基盤としたも
のである。経験学習モデルは、「経験」・「省察」・「概念化」・「実践」の循環から成り立つ
もので、特に「経験」という概念に依存する。広辞苑によれば「経験」は、「実際に見た
り、聞いたり、行ったりすること。また、それによって得られた知識や技能など」とされ
る。経験の中にカン・コツという言葉は使っていないが、カン・コツをあつかっていると
解釈することも可能ではある。例えば、コツであれば「実践」と関連付けることもできそ
うであるし、カンであれば循環してきた上での「概念化」と関連付けることも捉え方によ
っては可能である。しかし、カン・コツを中心に表現する理論ではない。また、この「経
験」という概念は 2 面性を持つ。つまり、個人が主体に取り組んだのか、他から与えられ
て取り組んだのかである。過ぎさっていく経験と生き続ける経験の差は明示する必要があ
る。加えて金井・楠見の「実践知」と重なる面がある。それは、「熟達化」の概念がやや
含まれるためである。金井・楠見の理論で先述のとおり、熟達化は段階を強調するもので
あるため、この点においてもカン・コツを中心に表現する理論とはいえない。 
研究対象という面では、IT 技術者を対象としたものがある。数少ない技術者を研究対象
としたものである。しかし、松尾・中原の「経験学習」が、経験の概念に基づき、必ずし
もカン・コツを中心としてあつかっている理論とはいえない。このように技術者のカン・
コツを明らかにするには、松尾・中原の理論では不十分であり、技術者を対象とした新た
な理論の生成には意義があるものと考える。 
 
(6)まとめ 
小池の「知的熟練」、ダガンの「戦略的直観と専門的直観」、野中・竹中の「SECI モデ
ル」、金井・楠見の実践知、松尾・中原の「経験学習」の理論に関わる先行研究について
検証した。それぞれの理論から新しく理論を考えることの意義は以下のとおりである。 
 
小池の研究は、「ふだんと違った作業」、「問題をこなす技能」、「変化をこなす技能」と
いう表現によって現場作業者の技能を示している。カン・コツという言葉は使っていない
が、カン・コツをあつかっていると解釈することも可能ではある。しかし、現場作業者の
31 
技能研究であり技術者のカン・コツを表現しきれるとはいいがたい。それは、与えられた
枠組みの中での最適化を追求する技能者と枠組み自体を変えることも含めて全体の最適化
を考えなければならない技術者では、必要とされる知識や経験の幅、深さに大きな違いが
あるからである。このように技術者のカン・コツを明らかにするには、小池の理論では不
十分であり、技術者を対象とした新たな理論の生成には意義があるものと考える。 
 
ダガンの「戦略的直観と専門的直観」は、技術者への適用を考えた場合、戦略的直観と
専門的直観の中間に位置しそうである。なぜなら、意思決定の時間感覚が戦略的直観は長
く、専門的直観は短い。技術者の場合、意思決定の時間感覚が長いものもあれば短いもの
もある。例えば、1 分 1 秒を争う意思決定もあれば、1 か月・半年・1 年という意思決定も
ある。この理論からみえてくる新しく理論を考えることの意義は、戦略的直観と専門的直
観のどちらでもないものを表現することである。このどちらでもないものこそ本研究の技
術者のカン・コツを表現するものである。カン・コツのあつかいについて加えておくと、
戦略的直観においてはあつかわないものとして除外されている。また、専門的直観は、カ
ン・コツのあつかいはあるが、消防士の能力について記されたもので、技術者のカン・コ
ツを説明するには時間感覚の点から不足するものだということである。研究対象というこ
とでも技術者を対象としていない面で理論の技術者への適用性に不足があると考える。技
術者に対する検証が、消防士の事例のように詳細に行われていれば適用が考えられるが、
ダガンの理論はそのようにはなっていない。このように技術者のカン・コツを明らかにす
るには、ダガンの理論では不十分であり、技術者を対象とした新たな理論の生成には意義
があるものと考える。 
 
野中・竹内の「SECI モデル」は、「暗黙知と形式知」と「知識変換モード」を組み合わ
せた理論であった。この理論の当初の着目点は組織である。ここで論じたのは、野中・竹
内の理論を検証する必要性は、SECI モデルを個人に適用する応用理論が存在するからで
ある。SECI モデルによって知識を創造する過程を示す中で、暗黙知(表出化、内面化)とい
う概念で整理している点は、カン・コツという言葉は使っていないが、カン・コツをあつ
かっていると解釈することも可能ではある。これは暗黙知を考え出したポランニーの理論
が示すところである。ポランニーの理論は、科学者の創発(カン・コツのようなもの)を表
現しようとしたものである。科学者と技術者の差は現実感において著しい。研究対象とい
う面では、技術者・個人への適用は直接しにくいものである。なぜなら組織論として構成
され、組織を対象とする理論だからである。おそらく野中が企業で働く中、研究過程で
「人」にもあてはまるとは考えていただろうが、この点は次の世代の理論に応用して引き
継がれているものである。このように技術者のカン・コツを明らかにするには、野中・竹
内の理論では不十分であり、技術者・個人を対象とした新たな理論の生成には意義がある
ものと考える。 
 
金井・楠見の「実践知」は、基盤を「認知心理学」、「熟達化」、「SECI モデル」に置く
理論である。カン・コツのあつかいに関しては、「勘所」という言葉で簡易に説明される
が、中心として考えられているとはいいがたい。簡易な説明とは、一つの表によって、勘
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所＝役割と表現されているものである。表の注釈にも、「この表での要約では、ニュアン
スを尽くせていないところがある」としている。関連して「熟達化」という概念によって
もカン・コツのあつかいはあるといえそうであるが、熟達化は段階を強調する概念であ
り、カン・コツを中心として考えられているとはいいがたい。また、理論には、SECI モ
デルの人への応用を考慮したものが組み込まれているため、暗黙知・創発(カン・コツのよ
うなもの)からカン・コツをあつかっていると解釈することも可能ではある。ただし、
SECI モデルについては、野中・竹内の理論において先述のとおりである。このように理
論「実践知」がカン・コツを中心として考えられているとはいいがたい。事例として、管
理職、IT 技術者、教師、看護師、デザイナー、芸舞妓、芸術家が挙げられ、その適用性は
幅広い。しかし、理論が幅広くなりすぎて技術者への適用が必ずしも成立するものではな
い。そして、カン・コツを中心として細かく表現していない点は不足する部分である。こ
のように技術者のカン・コツを明らかにするには、金井・楠見の理論では不十分であり、
技術者を対象とした新たな理論の生成には意義があるものと考える。 
 
松尾・中原の「経験学習」は、コルブの経験学習モデルを基盤としたものである。経験
学習モデルは、「経験」・「省察」・「概念化」・「実践」の循環から成り立つもので、特に
「経験」という概念に依存する。広辞苑によれば「経験」は、「実際に見たり、聞いた
り、行ったりすること。また、それによって得られた知識や技能など」とされる。経験の
中にカン・コツという言葉は使っていないが、カン・コツをあつかっていると解釈するこ
とも可能ではある。例えば、コツであれば「実践」と関連付けることもできそうである
し、カンであれば循環してきた上での「概念化」と関連付けることも捉え方によっては可
能である。しかし、カン・コツを中心に表現する理論ではない。また、この「経験」とい
う概念は 2 面性を持つ。つまり、個人が主体に取り組んだのか、他から与えられて取り組
んだのかである。過ぎさっていく経験と生き続ける経験の差は明示する必要がある。加え
て金井・楠見の「実践知」と重なる面がある。それは、「熟達化」の概念がやや含まれる
ためである。金井・楠見の理論で先述のとおり、熟達化は段階を強調するものであるた
め、この点においてもカン・コツを中心に表現する理論とはいえない。研究対象という面
では、IT 技術者を対象としたものがある。数少ない技術者を研究対象としたものである。
しかし、松尾・中原の「経験学習」が、経験の概念に基づき、必ずしもカン・コツを中心
としてあつかっているとはいえない。このように技術者のカン・コツを明らかにするに
は、松尾・中原の理論では不十分であり、技術者を対象とした新たな理論の生成には意義
があるものと考える。 
 
 
各理論について検証した限りでは、研究対象として技術者についてはあまり述べられて
いないことが証明された。また、それぞれの理論を技術者へ適用させようとした場合、カ
ン・コツと呼ばれる部分の検証が不足していると考える。したがって、対象を技術者とし
て、カン・コツと呼ばれる部分の検証を行った理論を新たに生成することには、意義のあ
るものだと考える。 
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3.2 理論生成のための分析の枠組 
 本研究では、理論生成のための分析の枠組を新たに構築している。ベテラン技術者たち
が培ってきた若手・中堅に伝えるべきものを定義するに当たって、建設技術者のカン・コ
ツを対象として開始した。カン・コツは概念であるチョッカン9)の派生である。そのため
上位概念である「直観」にさかのぼって先行研究をレビューし、帰納的アプローチによっ
て、分析の枠組を構築した。 
先行研究をレビュー直前の分析の枠組は図 3-1 のように設定した。当初、「直観」は「蓄
積する能力」、「使いこなす能力」、「2 つの能力が独立しない」の 3 つに分類できるのではと
考えたためである。「蓄積する能力」とは、知識や知恵、経験などの材料を自らの中にため
ておく能力のことである。一般には知識は大事だ、経験は大事だといい、それを自分の中に
蓄積しておくことにこそ意義があると分類する考え方を表現したものである。「使いこなす
能力」とは、材料を使いこなす能力のことである。一般には、実践が大事だといい、使って
みることにこそ意義があると分類する考え方を表現したものである。「2 つの能力が独立し
ない」とは蓄積する能力と使いこなす能力のどちらともに分断しない考え方を表現したも
のである。 
図 3-1 先行研究をレビュー直前の「直観」の分析の枠組 
 
 
先行研究を整理し「直観」を検証した結果、導き出された能力としての｢直観｣は、｢何ら
かのものがその人に準備されており、準備されたものを引っぱり出して、意思決定の上、行
動している。また、引っぱり出すものは一つではなく複数である。複数のものをつなぎ合わ
せ、組み合わせるからこそ、状況に応じた意思決定・行動ができる｣である。引っぱり出す
ものが、無意識なことや深層にあるもの、目の前にある事実であろうと、何かから意志決定
の材料を得ていることは間違いない。さらに分析の枠組に従い 2 つの能力に分類した上で、
2 つの能力は別々のようで 1 つであり、相互に関係していることが見いだされた。また、2
つの能力を同等に重要視し、概念図で示したことはこれまでにはない「直観」の捉え方であ
る(図 3-2)。 
                                                  
9) 第 1 章でも先述している。カタカタでの表記は、日本語の｢直観｣と｢直感｣を区別するために用いてい
る。また、直観は英語で”Intuition”であり、｢判断・推理などの思惟作用の結果ではなく、精神が対象を
直接に知的に把握する作用のこと。｣である。直感は、”Instinct, Gut feeling”であり、｢推理・考察などに
よるのでなく、感覚によって物事をとらえること｣である。本研究では、後に論理立てて説明をすること
ができる｢直観｣に重点を置いている。｢直感｣を軽視するものではない。 
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図 3-2 先行研究を通して得た 能力としての「直観」 
 
 
図 3-2 に示すように、「集積する能力」と「使いこなす能力」をそれぞれ概念図化した。
また、2 つの能力が切り離せるものではなく循環していることも関係性として示している。 
「集積する能力」は、「知識」、「経験」、「体験」、「知恵」、「失敗」などを集積する能力が
高いことを示している。また、ただ集積するだけでなく使えるように整理を行うことも集積
する能力に含まれる。整理が行われる場合とは、解決すべき問題に対して取り組んだが、失
敗したり結果が出なかった時である。整理は、問題解決にあらためて取り組むために補うこ
とや、補ったものを整理することである。当初の「蓄積する」が「集積する」という言葉に
変わったのは、ただ、ためておくという感覚ではなく、集めてきて整理して積み重ねておく
という感覚を表現するためである。なお、集積とは、産業集積や技術移転などの地域を対象
とした研究分野で使われることが多い。本論文では、これを人に適用して意味を付け加えた
上で使用するものである。 
「使いこなす能力」は、「無意識に深層で組み合わせ、意思決定し行動する」という集積
したものを使いこなす能力である。集積したものを使いこなすことができるかが能力の高さ
を示す。また、解決すべき問題が解決できなかった場合は、不足した集積すべきものを準備
するため、「集積する能力」に循環することも示している。 
先行研究において示されていなかったことは、「集積する能力」と「使いこなす能力」
を 2 つに分類した上で、切り離せないものであり相互に関係していることである。2 つの
能力が循環し、その中で能力としての「直観」が発揮されているものと考えられる。つま
り、「集積する能力」と「使いこなす能力」のどちらも同等に重要であり、相互の関係性
についても着目すべき点だということである。 
「直観」の系譜をたどっていくと、古代のプラトンの「使いこなす能力」10)に着目した
                                                  
10) プラトンによる「直観」は、「anamnēsis(アナムネーシス)：想起(想い出す)」が理論として存在す
る。いわゆる想起説に説かれるものである。古代において「直観」を捉えようとした時、「集積」と「使
う」の 2 つに分類していることが特筆すべき点である(Day、1994; 岡田正三訳、1946; Plato(著):藤沢令
夫訳、1967、1979)。時代は移り変わりコメニウス(Comenius、1657)、カント(Kant, Immanuel、
1787)、シュライアマハー(Schleiermacher、1799)、ペスタロッチ(Pestalozzi、1801)、フッサール
(Husserl ,Edmund、1913)、ベルクソン(Bergson、1934)によって直観が考えられる。また、シュンペー
ター(1912)による「イノベーション(新結合)」も使いこなすことということができる。 
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ものとアリストテレスの「集積する能力」11)に着目したものの 2 つに分類されたのが始ま
りである。その後近代に入って、デカルトによって二元論的「直観」に集約される。つま
り、「集積する能力」と「使いこなす能力」の両方12)を認めたのである。中でも注目すべき
は、集積されたものを間違うことなく瞬時に組み合わせることだと捉えていることであ
る。さらに言い換えれば、「直観」は思い付きの類いではなく後に説明ができるものだと
いうことである。その後、デカルトの理論を基にしながら、多くの学者たちが様々な分野
への関連付けを行っていくようになる。教育と宗教への関連付けは大きなものがあった。
教育と宗教に関連付けることで見いだされてのが、「直観」は「自然のもとに発揮され
る」という理論である。また、このような様々な分野への関連付けにおいても「集積する
能力」と「使いこなす能力」によって区別して説明できることが象徴的である。 
現代に入って「直観」を能力として捉えた理論が登場し始める。よく知られているの
が、3.1 で先述のポランニー、ドレイファス兄弟、ベナー、クラインの理論である。これ
らは、「直観」を能力として捉えた理論の始まりとなる研究である。「直観」を能力として
捉えただけでなくどのようにすれば発揮できるかにまで言及している。「集積する能力」
と「使いこなす能力」という視点においては、2 つの能力についてそれぞれが理論を展開
している。近年では、「直観」は様々な研究においてその有用性が考えられている。看護
学における「直観」の数値化、認知心理学や脳科学における「直観」の応用などである。 
ポランニー(1966)は、暗黙知(tacit knowing)という概念を提唱している。哲学によって
科学における直観を捉えようとしたのが始まりである。暗黙知とは、｢科学上の発見（創
発）に関わる知であり、”あるもの”をそれぞれ遠隔的・近接的項目｣と呼んだものである。
創発は、部分の性質の単純な総和にとどまらない性質が、全体として現れることである。
局所的な複数の相互作用が複雑に組織化することで、個別の要素の振る舞いからは予測で
きないようなシステムが構成されることをいう。氷山において表出しているものだけでな
く、その深層部までに到達し、何かを得ることを示している。暗黙知は、「語られること
を支えている語らざる部分に関する知識」であり、「我々は語ることができるより多くの
ことを知ることができる」という彼の言葉が、それを表している。暗黙知は、自分は気が
ついていなくとも、身体が知っている知識である。我々が沢山の顔のなかからある特定の
人の顔を見分けるとか、医者が病気の症状を当てるとか、科学者などが岩石の標本あるい
は植物や動物を識別できるのも暗黙知が働くからである。ポランニーの理論は、「集積さ
れるもの」を知の形式として捉え、「使いこなすこと」に重点を置いている。 
                                                  
11) アリストテレスは、直観を｢知の端初にして終極｣だとした。また、知識をソフィアとフロネシスの 2
種類に区別している。ソフィアとは、智慧・叡智を意味し、道理を判断し処理していく心の働きのことで
ある。特に「智慧」は、物事をありのままに把握し、真理を見極める認識力のことである。また、フロネ
シスとは、実践的な知のことである(紀元前 350 年) Ēthica Nicomachēa. 高田三郎訳、1971)。この後、
時代は流れてスピノザが、直観について直観知として説いている(Spinoza, 1677)。現代に近づくと、ノー
マン(1994)では、｢体験的認知｣と｢内省的認知｣の 2 つで表現され、レナードとスワップ(2005)では、経験
知(Deep Smarts)という知の形式について提唱している。また、「経験学習」にもその流れを読み取ること
ができる (Dewey、1938; Schön、1983; McCall、1988a、1988b、2010; Mezirow、1991; Reynolds、
1998; Cranton、1996; Moon、2004; Daft、2005; Yamazaki and Kayes、2007; Kolb and Kolb、2009; 
Yukl、2010)。 
12) 2 つの能力が独立しない 1 つにしてとらえる(Descartes(著)、1628：野田又夫訳、1974)。ユングの捉
え方もまたその一つである(Jung(著)、1921：高橋・森川訳、1987)。 
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ドレイファス兄弟13) (1986)は、技術習得モデルを提唱している。彼らの研究は、人工知
能は実現できるのかという問題意識から始まり、人間の再現性について研究を行ってきて
いる。再現性の過程において、直観は避けることのできない問題として捉えている。ドレ
イファス兄弟は、技術習得には、5 段階あり、ビギナー・中級者・上級者・プロ・エキス
パートに分類されるとした。直観は、第 5 段階のエキスパートで説明される。第 5 段階の
「エキスパート」は、経験に裏打ちされた円熟した理解力に基づいて、何をすべきかが判
断できるようになるとされる。刻々と変わる状況に対処することに没頭し、問題を客観的
に見て解決しようなどとは思わないし、先の心配をしたり計画を立てたりもしない。エキ
スパートの段階では、技能が体の一部のように身について、ほとんど意識にのぼらなくな
る。この段階において発揮している能力がドレイファス兄弟の言うところの直観となる。
5 段階が示すのは、ひき出すものをどうやってひき出しているかである。ただし、第 5 段
階で発揮される能力としての「直観」は、すでに何らかの確かなものを個人が持ってお
り、それによって意思決定・行動しているといえる。このようにドレイファス兄弟は、意
思決定・行動の段階を示したことで、「直観」を能力として捉え、特に「使いこなす能
力」に言及したものだと言える。 
ベナー14) (1984)は、臨床看護においてドレイファス兄弟の理論を基に看護師の能力とし
ての「直観」を定義し、実践的な活用に取り組むよう理論立ててきた。ベナーは、科学的
根拠に拠らない看護師の感覚を「直観」と呼び、｢直観は神秘的なものではなく、明確な
根拠なしに、また判断の中身すべてを明らかにすることなく物事を知ること｣と述べ、臨
床判断に不可欠な基本的概念として位置づけている。ベナーの言う「直観」は、臨床経験
を積んだエキスパートナースのみがもつ特徴的な能力であり、初心者レベル、新人レベ
ル、一人前レベル、中堅レベルにはみられないものだと述べている。このことから「直
観」を能力として捉えるだけでなく、ドレイファス兄弟の理論を基礎にしていることがわ
かる。看護師の「直観」に関しては現在でも、世界中で研究が続いている。日本では、山
田 他(2007)において、直観の発揮について、病院、経験年数、職種との関連性の検証を行
っている。例えば結果として、経験年数にかかわらず、初心者からエキスパートまであら
ゆるレベルの看護師が直観を使っており、直観のいくつかの要素は経験年数と相関がない
としている。また、「直観」は、熟練した専門的知識や理論的思考、幅広い知識をもとに
発達していくともしている。さらに、看護師の直観の水準評価の研究が進んでいる。看護
師の直観の測定にあたっては、スミス直観水準測定法15)が開発されている。ベナーなどが
示すように看護学における「直観」の理論は、「使いこなすこと」に重点を置いており、
その数値化までを対象としている。看護学における「直観」はより実践に重きを置いた捉
え方だと言える。 
クライン16)は(1998)、直観を｢そのプロセスを意識することなく物事を認識すること｣と
能力として定義している。これは過去の経験知識を利用して、状況変化を示す重要パター
                                                  
13) Dreyfus, Hubert L. 1929 年～ (兄)。アメリカの哲学者。Dreyfus, Stuart E. (弟) 応用数学者。 
14) Benner, Patricia、1942 年～。アメリカの看護学者。 
15) アラバマ大学准教授 Smith, Anita Joel によって、2007 年に開発された直観の水準の測定方法
(Smith、 2007)。直近の研究において、スミス直観水準測定法を扱った研究では、Rovithis, Michael et 
al. (2015)の病院の違いによる看護師の直観水準の比較なども行われている。 
16) Klein, Gary、1944 年～。アメリカの心理学者。 
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ンを認識することを示している。つまり、クラインも何らかの要素があって、それをパタ
ーンと呼び、それらが認識されることによって意思決定・行動がなされるとしているので
ある。ただし、クラインの場合、パターンの現れ方は極めて微妙なため、自分が何を察知
したのか、なぜそのような状況判断を下したのかを説明できない場合が多いとしている。
クラインの理論は、能力として「直観」を捉え、集積されたパターンを使いこなすことに
よって発揮されることを概念化したものである。クラインは、使いこなすことの訓練方法
についても言及している。 
近年では、マイヤーズ17) (2004)によって「直観」の事例を集めることによって検証が行
われている。マイヤーズが事例を基に考えた「直観」は、｢直接知の能力、観察とか理性
を仲介しない直接的洞察の能力｣だとしている。これは「集積すること」と「使うこと」
の区別がなされているものである。マイヤーズの理論は自分が知っていると気づいている
以上のことを知っていること注視しており、「使うこと」に重点を置いたものだと言え
る。 
現代において直観を捉えるには、認知科学18)と脳科学が新しい学問領域となっている。
「直観」を能力として捉えたニューラルネットワーク理論や理化学研究所 脳科学総合研
究センターの研究もそうであった。学際研究といわれるのは、さまざまな学問領域をまた
いでいるためその専門が必ずしも固定できないところにある。そして認知科学と脳科学に
おいては、再現性や応用可能性が研究されている。 
脳科学の研究による「直観」の解明も進んでいる。合原・神崎19)は、多くの分野の協力
が不可欠な学際研究を行っている。日本では、｢脳を知る｣、｢脳を守る｣、｢脳を育む｣、さ
らには｢脳を活かす｣といった多様なテーマの下で広範囲に行われている。理工学系からの
見地から、脳の理論を構築し、脳を創ることにまで言及している。4 つで構成される。第
1 に、神経数理工学からの見地。第 2 に、計算論的神経科学の見地。第 3 に、昆虫を探る
ことから脳の働きを探ること。第 4 に、脳を創ることである。神経数理工学では、ニュー
ロンを数式によって表し、思考における神経のつながりを表現していく。いわゆる、ニュ
ーラルネットワークである。計算論的神経科学では、脳の働きを計算に見立てて、その計
算を解明していく。昆虫を探ることから脳の働きを探るとは、昆虫の脳も人の脳も同じ構
成要素である神経細胞からなるため、生物に普遍的な脳機能を理解できるのである。脳を
創るとは、脳を再現することであり、その応用による人の機能の回復である(合原・神崎、
2008)。 
理化学研究所 脳科学総合研究センター20)では、｢将棋棋士の直観の脳科学的研究｣を行っ
                                                  
17) Myers, G. David、1942 年～。アメリカの心理学者。 
18) これらは総称して直観的推論と呼ばれることもある。それぞれが独立した進化的過程を通して形作ら
れ、独立した神経構造あるいは心のモジュールを持っており、遺伝的で、学習や経験の影響を受けにくい
と考えられている（進化心理学の立場）。この意味で認知科学における直観は、より本能に近いと考える
ことができる。 
19) 合原一幸、1954 年～。日本の研究者。脳、カオス、複雑系、ゲノムなどに関連した数理的基礎問題
を研究している。神崎亮平、1957 年～。日本の研究者。生命知能システム専攻。 
20) 脳の中の分子構造から、神経細胞、神経回路、認知・記憶・学習の仕組み、行動、健康と疾患までを
対象として、医学、生物学、物理学、工学、計算理論、心理学など多彩な学問分野を背景にして融合的な
研究をしている研究機関。 
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ている。プロの棋士は常に思考を重ね、経験で得た情報をもとに、直観的に瞬時に次の一
手を繰り出すことができる。このような将棋棋士の対局中の直観的な状況判断や、指し手
の決定過程などにかかわる脳の神経回路の情報処理メカニズムを解明し、人間に特有の直
観思考の仕組みを解明することは、脳の思考の仕組みの謎を解く重要な鍵につながる可能
性があると考えられている。Nakatani and Yamaguchi (2014)によれば、将棋のプロ棋士
が駒の配置を認識するときの脳波活動を測定し、直観が局面の素早い意味理解に関わって
いることを示したとしている。棋士の局面理解に関わる脳波活動の時間的な特性から、熟
練者の直観に関わる情報処理を理解する際の重要な知見を得ている。 
「直観」と結びつけた新しい学問も存在する。スペルクとケアリー21)(1996)によれば、
生まれたばかりの赤ん坊でも物体が宙に浮いているのを見たとき、それが地面に置いてあ
るときよりも長く見つめる。それが注意を向けるに値する出来事であると知っている。こ
のように生まれながらにして持っており、学習の影響を受けにくい物理の理解能力を認知
科学では Intuitive physics(直観物理学)と呼ぶ。さらに、アトラン22)は、直観的思考様式
を｢これらの心の習慣は、種の存続にかかわるような、ヒト科の生存環境に繰り返し現れ
る特徴を捉えるべく進化したのである｣としている(Atran, Scott、1996)。生物に関する初
歩的な知識が十分な学習や経験を経ない幼い子どもにも備わっていることを論じている。
この性質は Intuitive biology(直観生物学)と呼ばれる。 
そして、これまで以上に心に寄り添った学問も存在する。プレマック23)は、人間を含む類
人猿に、他者にも心があり自分とは異なる意思や欲求を持っている事を推論できる能力が
備わっていると指摘している。この性質を Intuitive psychology (直観心理学、素朴心理学)、
あるいは心の理論(Theory of Mind)と呼ぶ。心の理論は、ヒトや類人猿などが、他者の心の
状態、目的、意図、知識、信念、志向、疑念、推測などを推測する心の機能のことである。
最初は、ルイス24)の｢誤った信念｣という概念から始まっている。ルイスは、ある条件につい
て自分がもっている(正しい)知識と、その条件について他者がもっている(事実とは異なる)
信念とを区別できる者だけが、誤った信念がわかる主張している (Premack and Premack、
2003)。 
また、「直観」ではなく「直感」として捉えた理論があるので記しておきたい。カーネ
マン25) (2011)の理論である。カーネマンは、「直感」について 2 つのシステムについて論
じている。直感についてのすごさと限界について整理している。2 つのシステムとは、シ
ステム 1 を速い思考、システム 2 を遅い思考と名付けている。システム 1 は、自動的に高
速で働き、努力は全く不要か、必要であってもわずかである。また、自分の方からコント
ロールしている感覚は一切ないものである。システム 2 は、複雑な計算など頭を使わなけ
ればできない困難な知的活動に然るべき注意を割り当てる。システム 2 の働きは、代理、
選択、集中などの主観的経験と関連づけられることが多い。自分自身について考えると
                                                  
21) Spelke, Elizabeth. S.、1949 年～。ハーバード大学心理学部門の認知心理学者。Carey, Susan。2002
年～。ハーバード大学の心理学教授。 
22) Atran, Scott、1952 年～。アメリカの人類学者。 
23) Premack, David、1925 年～。アメリカの心理学者。 
24) Lewis, David Kellogg 、1941 年～2001 年。アメリカの哲学者。 
25) Kahneman, Daniel、1934 年～。アメリカの心理学者、行動経済学者。ノーベル経済学賞(2002 年)。 
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き、私たちはシステム 2 を使い、自分の考えを持って自ら選択し、何を考えどう行動する
かを自分で決める意識的で論理的な自分を認識する(Kahneman、2011)。カーネマンは意
志決定において、本能と理性に分けて、その間の認知バイアスを如何にして減らし、正し
い解を得るかについて考えている。カーネマンは、「直感」について理論立てて、それが
最終的に頼るべきではないことを説いている。つまり、思い付きの類いの意思決定は生産
的でないことを言っている。カーネマンは、「直観」について言及しているわけではない
が、その境界は不鮮明である。つまり、後に理論立てて説明のできる「直観」と区別が明
確になされているわけではない。これは、カーネマンとクラインにおいて議論がなされて
きたものである。「直観」と「直感」の位置付けに区別が必要な所以でもある。 
 
 
 以上、理論生成のための分析の枠組を新たに構築するために、カン・コツの上位概念であ
る「直観」にさかのぼって先行研究をレビューした。このように帰納的アプローチによって
得られた、能力としての「直観」は、理論の生成にあたって基盤とするものである。 
 
 
3.3 第 3 章のまとめ 
本章では理論に関わる先行研究として、基盤とする領域の先行研究と分析の枠組を構築
するための先行研究を検証した。小池の「知的熟練」、ダガンの「戦略的直観と専門的直
観」、 野中・竹内の「SECI モデル」、金井・楠見の「実践知」、松尾・中原の「経験学
習」を検証した後に、本研究の分析の枠組を新たに構築するための先行研究レビューを帰
納的アプローチによって行っている。  
基盤とする領域の先行研究について検証した限りでは、研究対象として技術者について
はあまり述べられていないことが証明された。また、それぞれが基盤とする概念を技術者
へ適用させようとした場合、カン・コツと呼ばれる部分の検証が不足していると考える。 
この不足する部分(カン・コツ)について検証するために、分析の枠組を新たに構築してい
る。ベテラン技術者たちが培ってきた若手・中堅に伝えるべきものを定義するに当たって、
当初対象としてきた建設技術者のカン・コツは、概念であるチョッカンの派生である。その
ため上位概念である「直観」にさかのぼって先行研究をレビューし、分析の枠組を構築した。 
 
以上のように、理論に関わる先行研究をとおして導き出したのは、能力としての「直観」
である。しかし、本章だけでは建設技術者の能力を形づくれたわけではない。建設技術者の
実態に合ったものにする必要がある。第 4 章において、さらに検証する。 
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第 4 章 理論「技術者直観」の生成 
本章では、理論｢技術者直観｣について検証する。技術者直観(Engineer’s Intuition)は、
主に概念図で示される。また、言葉としては、｢技術者がある環境下において問題発見・原
因究明・問題解決を同時に瞬時にこなす能力｣と定義している。 
第 3 章において理論に関わる先行研究の検証を行った。しかし、先行研究レビューだけ
では建設技術者の「直観」という能力を形づくれたわけではない。建設技術者の実態に合
ったものにする必要がある。先行研究レビューの結果をもとに技術伝承研究会1)において
議論した内容と理論の検証のため技術者へのインタビュー調査を行った結果について述べ
る。理論｢技術者直観｣がどのようにして生成されたかその過程を示すものである。 
 
 
4.1 理論｢技術者直観｣2) 
 本理論の特徴は、技術者の直観を整理しただけでなく、視覚的に捉えることでイメージ
しやすくしたことにある。本節ではまず、最終的に生成された理論「技術者直観」を示す。 
 図 4-1 は、ベテラン技術者の技術者直観が発揮された時のイメージである。多くのパタ
ーンを持つ中で、選び出し組み合わせ最適経路を瞬時に選んでいるのがわかる。ある環境
下において問題発見・原因究明・問題解決を同時に瞬時にこなしているのである。 
 
図 4-1 ベテラン技術者の技術者直観 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
  
 
図 4-2 は各レベルの詳細について示している。L1 は、集積によって習得可能で、技術者
直観を働かせるための準備段階と言える。L2 は、集積し、意思決定材料を結ぶ線をつくっ
ていく段階である。L3 は、意思決定材料と意思決定材料を結ぶ線が増え、技術者直観が高
                                                  
1) 筆者が主催する建設業界の企業の技術者・人材育成担当者との研究会。2012 年 5 月から 1～2 ヶ月に
1 回の頻度で開催している。2017 年 9 月 30 日現在、全 17 回開催。 
2) 理論「技術者直観」について英語論文および国際学会で発表した。Yamasaki, M. (2014) および
Yamasaki, M. (2016) に示されている。また、山﨑雅夫 (2015) においても理論の概略を示している。 
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まっていく段階である。L4 は、技術者直観によってパターンを自在に組み替えられる段階
である。L5 は、これまで築き上げた意思決定材料を組み合わせ新たなものを創造する段階
である。 
集積する能力に関していえば、球をそろえることである。また、使いこなす能力に関し
ていえば、球を線でつなげて組み合わせていくことで、問題を解決することである。 
 
図 4-2 技術者直観(図 1) 
 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
 
図 4-3 は、技術者直観のレベルを示している。技術者直観のレベルは、L1～L5 で示さ
れ、「集積によって習得可能な技術者直観の範囲」と「使いこなすことを通して鍛えられる
技術者直観の範囲」の 2 つに分けられる。ただし、この 2 つは順不同で起こることがある。
そのため図 4-3 では、「集積によって習得可能な技術者直観の範囲」と「使いこなすことを
通して鍛えられる技術者直観の範囲」を重ねて表現している。L5 に至るにあたっては、企
業は選抜し、全幅の信頼の下、好きなようにさせ、個人は熱中して考え抜き、責任を持っ
て、実現させるという相互の関係が必要となる。また、各レベルの関連性は、L1：学生・
入職初期、L2：若手技術者、L3：中堅技術者、L4：ベテラン技術者、L5：卓越したベテ
ラン技術者である。企業・個人が目指すべきレベルを設定するのに足るものである。  
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図 4-3 技術者直観(図 2) 
 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
 
図 4-4 は、レベルにおける多様性を示している。多様性は、広さと深さによって分類さ
れる。例えば、L4 の範囲にいる人でも、広さと深さによって、技術者直観の種類が異なる
のである。同じレベルにあっても種類の異なる技術者直観を示す者がいるのである。 
 
図 4-4 技術者直観(図 3) 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
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4.2 技術伝承研究会における議論とインタビュー調査 
 ｢直観｣について先行研究をレビューし、導き出した能力としての「直観」という結果を
用いて、技術伝承研究会において議論を行って得た、過程について述べる。また、理論の
妥当性を検証するためインタビュー調査を行った結果についても述べる。本節は、理論が
如何にして生成されたかを示すものである。 
 
4.2.1 技術伝承研究会における議論 
表 4-1 に示すように、2015 年 9 月 30 日までの期間で技術伝承研究会を全 17 回開催し
た。そのうち理論について検討したのは、第 2 回、第 3 回、第 4 回、第 5 回、第 6 回、第
7 回、第 9 回、第 10 回、第 13 回、第 14 回、第 15 回の全 11 回である。理論について議
論してきた過程を述べる。 
 
表 4-1 技術伝承研究会開催記録 
 
 
最終的に技術者直観(図 1、図 2、図 3)に集約されたが、その関連性は次のとおりである。
技術者直観(図 1)において、技術者直観は L1、L2、L3、L4、L5 の 5 段階に設定された。
当初想定した L5+(直感)は、企業内における必要とする人材を想定した上、表現しないこ
ととなっている。それが技術者直観(図 2)に反映されている。また、技術者直観(図 2、図
3)は、技術者直観(図 1)を補助的に説明することが目的である。 
研究会の過程で理論の呼称は変化してきた。当初は、「直観力」3)であり、次に｢直観｣4)、
さらに｢技術的直観｣5)、最終的に「技術者直観」と呼ぶことになったものである。 
 
 
                                                  
3) 2012 年 11 月 2 日～2013 年 7 月 28 日の期間の呼称である。 
4) 2013 年 7 月 29 日～2014 年 1 月 11 日までの期間の呼称である。 
5) 2014 年 1 月 12 日～2014 年 2 月 16 日の期間の呼称である。 
開催回数 開催日 議題 理論検討 方法論検討
第1回 2012年5月25日 開会挨拶、技術伝承を支援する手法の開発 ○
第2回 2012年7月13日 若手の職業観 ○ ○
第3回 2012年9月28日 職業能力開発基準とは ○ ○
第4回 2012年11月2日 能力開発の視点 －直観力を鍛える ○
第5回 2013年1月8日 パターンをつかむ －実例をもとに ○
第6回 2013年2月12日 パターンとは?－パターンの認識を考え直す ○ ○
第7回 2013年3月27日 パターンとは? －視点とスケール ○ ○
第8回 2013年5月7日 技術伝承プログラム(仮) -｢直観｣を伝える ○
第9回 2013年6月18日 直観力について整理する ○
第10回 2013年7月29日 概念｢直観｣と方法論の確立へ向けて ○ ○
第11回 2013年9月24日 ｢技術者教育｣からの一考察 ○
第12回 2013年10月29日 PBL(Project/Problem Based Learning) ○
第13回 2013年12月3日 知識と経験の統合 ○
第14回 2014年1月12日 ｢技術的直観｣の範囲設定 ○
第15回 2014年2月17日 卓越したベテラン技術者への過程 ○ ○
第16回 2014年6月19日 ｢5つの方法による循環｣の実験について ○
第17回 2014年11月15日 ｢5つの方法による循環｣の実験を実施 ○
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(1)技術者直観レベル(図 1)の生成 図 4-2 について 
先述している技術者直観を球と線で表現した図の生成過程を示す。最初は簡易なイメー
ジから入り、議論をしていく中で球と線について考えていき、最終的に単純化を図った。 
 
最初に議論をしたのは第 4 回である。この回の議題は、能力開発の視点 －直観力を鍛
える、であった。議論のために筆者がメンバーに示したのは、図 4-5 である。 
 
図 4-5 ベテラン技術者のイメージ(第 4回 2012 年 11 月 2 日) 
 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
 
議論を進めていく中で、図 4-5 を単純にして考えたらどうかという話になり、ホワイト
ボードに描き出し、図 4-6 を得るに至った。つまり、この段階で球と線で表すことがなさ
れたわけである。この点についは研究会メンバーの納得するところである。ただし、この
時は L1~L5 だけでなく、L5+を設定していた。L1~L5 が「直観」の範囲で、L5+を「直
感」の範囲と考えたからである6)。 
 
図 4-6 直観力のレベル(第 4回 2012 年 11 月 2 日) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
                                                  
6) 第 3 章でも注記しているが、直観(Intuition)と直感(Instinct, Gut feeling)は、区別している。本研究
では、後に論理立てて説明をすることができる直観に重点を置いている。｢直感｣を軽視するものではない。 
L1 L2 L3
L4 L5+L5
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第 4 回においては、｢直観力｣という呼称で扱った。直観力とは、｢直観を発揮する能力
のこと。直観を発揮する能力とは、あるパターンとあるパターンをつなぎ合わせ・組み合
わせる能力｣のことであると定義した。カン・コツと呼ばれる感覚や感触といったもので判
断をして仕事をするイメージを否定し、上位の理論として直観力と名付けたものである。 
第 6 回開催の議題は、パターンとは?－パターンの認識を考え直す、であった。球と線を
つなぐ組み合わせについて、パターンという言葉を使ってきたが、明確にすることを目的
として詳細について議論した。議論の中でパターンを｢一つの業務経験｣とみるに至った。
つまり、球そのものも業務経験であるが、球と線が組み合わされたものも業務経験という
捉え方である。また、パターンの中でもいくつかのチェックポイント・組み合わせがあり、
それを経た上で、最適経路(A→B)を見つけ出すという考え方である(図 4-7)。 
ベテランは様々な業務をとおして球として集積し、的確な組み合わせの線により、問題
が生じた時に必要な選択をしているのである。しかし、この時に課題となったのが、ベテ
ラン、中堅、若手の区別である。 
 
図 4-7 パターンの考え方(第 6回 2013 年 2 月 12 日) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
 
そのため第 7 回開催では、ベテラン、中堅、若手のレベルで、球と線について議論する
こととなった。議題は、パターンとは? －視点とスケール、であった。議論となったのは、
視点とそのスケールである。ベテラン、中堅、若手を混同して理解していたことを読み解
いた。つまり、ベテラン技術者を想定して議論してきた。しかし、若手、中堅、ベテラン
と視点を変えてみていくと、そのレベルの違いが明確であることが示された。図 4-8 に示
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すように、それぞれの遂行可能範囲が異なることがみてとれる。若手は、業務の集積が少
ないためできる範囲は狭い。ベテランになるにつれ範囲が大きくなるのである。また、重
要ことは、段階によって最適経路を複数から選択できるようになることである。 
 
図 4-8 視点とスケール(第 7回 2013 年 3 月 27 日) 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
 
第 7 回までで球と線の組み合わせとスケールについてまとめた。しかし、各水準を理解
できる言葉で示すことには至っていなかった。そこで、第 9 回開催で各水準を表現する言
葉について議論した。 
 
図 4-9 直観力のレベル(第 9回 2013 年 6 月 18 日) 
 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
 
図 4-9 に示されるように、L1 を「チェックポイントをそろえる」、L2 を「チェックピン
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トをつなぐ(ルートをつくる)」、L3 を「つなぐルートを増やす」、L4 を「変化への対応(ル
ートを自在に変えられる)」、L5 を「創造性(ルートを飛び越える)」、L5＋を「ひらめき(パ
ターンを飛び越える)」である。 
この時点でも、L5＋を設定していた。後述する技術者直観(図 2、図 3)との関連で議論し
た結果、L5＋は表現しないこととなった。なぜならば、目標とするのは企業における技術
者の一定水準以上への到達だからである。つまり、L1~L5 が「直観」の範囲でよいと考え
たからである。したがって、第 15 回開催において結論づけ、技術者直観(図 1)を最終のも
のとするに至った。 
 
(2)技術者直観(図 2)の生成 図 4-3 について 
先述している技術者直観のレベルを球と線で表現した技術者直観(図 1)と関連付けて生
成した過程を示す。特に、企業内における必要とするレベルの人材像を設定したことは重
要であった。最終的に技術者直観(図 1)の補助的な説明を示すに至ったものである。 
 
最初に議論したのは、第 2 回開催である。議題は、若手の職業観について、であった。
技術者について言及するにあたって段階についての議論を示すのが必要と考えたからであ
る。技術者の段階について、図 4-10 に示す。この時は、5 段階を設定していた。①入職初
期、②半人前、③一人前、④エンジニア、⑤プロフェッショナルである。議論になったの
は、④と⑤の区切りについてであった。⑤はどのレベルの技術者をいい、そこに達するに
はどのようにする必要があるかということである。つまり、今までにない発明をする様な
者を⑤というか、一定以上に達しその水準で工夫して貢献する者かである。一定以上に達
しその水準で工夫するというならば、④というレベルにしても間違いではないのではとい
うことである。この差は、やはり、建設技術者の間で暗黙にあつかわれる｢カン・コツ｣と
ではないだろうかということになった。④と⑤の区別は、議論の余地があることと、①～
④の過程についても次回以降検討することとなった。 
 
図 4-10 技術者の段階イメージ(第 2回 2012 年 7 月 13 日) 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
 
①入職初期、②半人前、③一人前、④エンジニア、⑤プロフェッショナルの段階に疑問
が残ったこと受け、第 3 回開催では、中央職業能力開発協会の取り組みを例に議論を進め
た。図 4-11 に示すように、直観のレベル(左図)を設定し、それに技術者の段階(右図)を関
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連づけた。左図に示されるように、プロフェッショナル・エンジニアとエンジニアの区別
には、｢L5+：ひらめき｣、｢L5：創造性｣、｢L4：変化への対応｣を関連づけた。入職初期か
らエンジニアになる過程についても区別し、関連づけた。 
さらに議論になったのが、設定したレベルの詳細である。段階を経るのは理解ができる
が、その連続性を説明しなければならないということである。つまり、それぞれのレベル
の状態はどのようなものかを示す必要があるということになった。また、あるレベル以上
には断裂があることを示す必要についても言及があった。そこで、考え出したのが L4 と
L5 の間の断裂である。 
 
図 4-11 レベルの設定(第 3回 2012 年 9 月 28 日) 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
 
 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
 
第 3 回開催までで L4 と L5 の断裂を示したように、企業内における必要とするレベルの
人材像を考える必要が生じた。そこで第 5 回開催では、企業にとって必要な人材について
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議論した。議題は、パターンをつかむ －実例をもとに、であった。直観力の訓練による習
得可能性について議論した。結論としてでたのは、あるレベルまでなら訓練によって習得
が可能であるということである。第 1 段階は、L1～L3 の範囲で｢訓練によって習得可能｣
とし、第 2 段階は、L4～L5 で｢経験を通して鍛えられる｣とした。レベルの断裂(L4～L5)
は、そのレベルに達する人と達しない人を区別するためである。経験によって習得可能な
直観とは、人によって早い遅いはあるものの、一定のプログラムにしたがって訓練を受け
ることで習得できる能力のこと。経験を通して鍛えられる直観とは、様々な業務や現場を
経験することで鍛えられる能力のことである(図 4-12)。L3 まで直観力は、使いこなすこと
によって習得可能だと定義づけた。また、第 9 回開催において直観力のレベルに関する順
不同性が議論され、その考え方を組み込むにも至っている(図 4-13)。 
 
図 4-12 直観力の範囲と能力開発・育成段階の関係性(第 5回 2013 年 1 月 8 日) 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
 
図 4-13 直観力のレベル(1)(第 9 回 2013 年 6 月 18 日) 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
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(3)技術者直観(図 3)の生成 図 4-4 について 
先述している球と線で表現した技術者直観(図 1)とレベルを表現した技術者直観(図 2)に
関連付けて、技術者直観の広さと深さについて生成した図についての過程を示す。特に、
技術者直観の水準が様々な範囲の集積によって高くなるものと一つのものと深く集積する
ことによって高くなるものを区別したことは重要であった。最終的に技術者直観(図 1、図
2)の補助的な説明を示すに至ったものである。 
 
第 9 回開催までで技術者直観(図 1、図 2)が生成されてきた。加えて、第 10 回、第 14
回開催において技術者直観の広さと深さについて議論した。この議論により、各レベルの
中でも種類の違う(持っているものが違う)者がいることを示すに至った(図 4-14、図 4-15)。 
 
図 4-14 直観のレベル(第 10 回 2013 年 7 月 29 日) 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
 
図 4-15 各技術者の技術的直観のレベル(第 14 回 2014 年 1 月 12 日) 
 
出所：技術伝承研究会の議論をもとに筆者作成 
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 4.2.2 インタビュー調査 
理論生成過程において、技術者にインタビュー調査を行った。インタビュー調査は、第
1 次調査(概略調査)と第 2 次調査(詳細調査)の 2 回である。第 1 次調査では 10 名の技術者、
第 2 次調査では 15 名の技術者にインタビューを実施した。2 回のインタビュー調査におい
て、基本的に技術者直観について、賛同をいただき理解を得ている。研究会だけでなく、
インタビュー調査による検証においてもその証明がなされたものである。 
 
(1)第 1 次調査 
概略調査として、先端を進んでいると考えられる大手企業 3 社から対象をランダムに選
定し、インタビュー調査を行った。最初の調査対象選定にあたっては研究会メンバー各社
からベテランと認められる技術者 2 名と若手技術者 1 名をご紹介いただいた7) (表 4-2)。第
1 次調査は、建設技術者のカン・コツと呼ばれるものについて聴いていき、理論「技術者
直観」の生成への糸口を見つけた調査である。インタビューは、半構造化形式8)で、1 回に
つき約 1 時間半～2 時間程度で、1 人に対して複数回行った。インタビュー内容は、①技
術伝承についてどのように考えているか、②建設技術者の間であつかわれるカン・コツ(こ
の時点では、技術者直観という呼び方はしていなかった)についてどのように考えているか、
の 2 つである。協力者の所属企業は、建設業界において大企業・中堅企業に位置する。 
 
表 4-2 第 1 次調査対象者リスト 
 
 
K 社、N 社 、T 社の 3 社の技術者合計 10 名(ベテラン 3 名、中堅 3 名、若手 4 名)にイ
ンタビュー調査を行った。質問①については、技術伝承には危機感を抱いており何とかし
なければと考えているという回答を得た。若手技術者の意見としては、目の前の仕事に追
われることがいっぱいでなかなかそこまで考えるに至っていないという回答も得た。質問
②については、カン・コツについて、その存在に基本的に賛同9)をいただいた。結果から見
れば、ベテラン技術者には理解できるものだと言える。若手技術者に関していえば、｢今は
何となくしかわからないが、そういうものがあるのですね｣という回答であった。 
                                                  
7) スノーボールサンプリング。母集団から無作為に回答者を数人選ぶ。次に、これらの回答者に次の回
答者を指名してもらう。この作業を繰り返すことで、必要な数に達するまで標本を抽出していく手法。 
8) 事前に大まかな質問事項を決めておき、回答者の答えによってさらに詳細にたずねて行く質的調査法。 
9) これまでも、多くの技術者が読む業界専門誌では、カン・コツはあつかわれてきており、周知の事実
である。 
No. 企業名 氏名 技術歴(年) 性別
1 K社 I氏 31年 男性
2 K社 Y氏 18年 男性
3 K社 O氏 4年 男性
4 N社 F氏 22年 男性
5 N社 S氏 31年 男性
6 N社 T氏 5年 男性
7 T社 K氏 19年 男性
8 T社 I氏 4年 女性
9 T社 S氏 4年 男性
10 T社 A氏 30年 男性
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以下は、それぞれのコメントである。 
 
○K 社 I 氏(ベテラン) 
カン・コツは、あると思います。経験の積み重ねでしょうか。ただ、コンピュータには
ないですよね。五感を使う上でのものだとも思います。やはり、訓練は必要だと考えます。
すぐ意思決定するといったことも、何がしかの訓練が必要でしょう。 
 
○K 社 Y 氏(中堅) 
 カン・コツみたいなものはあると思います。瞬時の判断みたいなものでしょうか。若手
が持ってきたものを確認すると、抜けているところとかがわかる瞬間とかはそういうもの
かなと思います。カン・コツを感じたのは、例えば、転圧試験をするヤードの設計です。
若手は試験を正確にするための余裕がかなりない状況で、計画・設計してくる。うまく試
験にならないっていうことになったりします。やったことがないとわからないのもありま
すが。転圧試験するのにヤードの面積が足りなかったりするのです。このあたりの判断の
範囲と速度はその能力だと言えるのではないでしょうか。 
 
○K 社 O 氏(若手) 
 上司・先輩のカン・コツをみせつけられた場面があります。また、自らの経験でいえば、
後輩が数値解析をしている時、ケースの立て方の方向性はあっているが、ロスがあったり
手戻りの発生するものとなっていたり。こうすればという感覚的なものがあると思います。 
 
○N 社 F 氏(中堅) 
 カン・コツのようなものはあると思います。洞察力が重要だと考えています。問題の本
質を見極める能力です。優れた建設コンサルタントは、この能力が高いと考えています。
これは、基準に従ってばかりでは身につかないものだと思っています。発注者との仕事の
中で鍛えられることがあります。無理難題を如何に解決するかという過程で身について行
く感じでしょうか。ベテランとの経験も然りです。 
 
○N 社 S 氏(ベテラン) 
 カン・コツは、あると思います。段階もあると思います。若手にはできないが、ベテラ
ンとなるとできる。それをカン・コツといっています。表面的には、あまりそう言うこと
はないですが。 
 
○N 社 T 氏(若手) 
 カン・コツはありかなと思います。業務経験をつまなければ、引き出しができないです
し。自身でもカンを発揮した場面はあると思います。ですので、カン・コツは何となくイ
メージがつきます。 
 
 
 
53 
○T 社 K 氏(中堅) 
カンやコツといったものはあるかもしれません。ここ危ないなといったものだったら経
験はあります。それを、直観力と表現することは可能かもしれません。 
 
○T 社 I 氏(若手) 
 カンやコツといった感覚があるのでしょうか。経験が浅いためかあまり感覚として理解
できません。もっと、経験していけばそういったものが理解できるようになるのかもしれ
ません。 
 
○T 社 S 氏(若手) 
 カンやコツを発揮する能力は、多少はあるのではないかと思います。ただ、自分が感じ
たことや実際に発揮したことがないので、何とも言えません。そういうものなのでしょう
か。 
 
○T 社 A 氏(ベテラン) 
 カンやコツのようなものはあると思います。無駄から学ぶこともあると思いますし、失
敗をすることによって得るものもあるでしょう。そこらへんを許す限りさせてあげたいと
考えています。一番は、臨機応変にできる人間力と言えると思います。当然、ベースに基
づくもので単なるヤマ勘ではないですよ。自分で学ぶようになったら良いものです。自己
の向上心を上げることも大切になりますね。 
 
 
(2)第 2 次調査 
 詳細調査として、15 名のベテラン技術者へのインタビュー調査を行った。会社でこの人
をおいていないという、ベテランの中でも特に優れた人を紹介いただいた(表 4-3)。第 2
次調査は、最終的に結論付けた理論「技術者直観」を示した上で、その存在を確認したも
のである。技術者直観(図 1、図 2、図 3)にも賛同を得たものである。インタビューは、半
構造化形式で、1 回につき約 1 時間半～2 時間程度で、1 人に対して複数回行った。インタ
ビュー内容は、技術者直観についてどのように思うか、である。協力者の所属企業は、建
設業界において大企業・中堅企業に位置する。 
ベテラン技術者の中でも特に優れた人 15 名に意見を聴いた結果、第 2 次調査において
も賛同を得られた。インタビューでは、ハイポイントインタビューの形式をとり、技術者
直観の推移を聴いていく中で、その能力の妥当性を得たものである。ベテランの中でも特
に優れた人もその能力を認める結果となった。 
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表 4-3 第 2 次調査対象者リスト 
 
  
以下は、それぞれのコメントである。 
 
○K 社 KI 氏 
20 代後半からこの能力は高まったと思います。業務の主担当を任されたのがきっかけで
した。30 代になってからは、管理的な仕事の中で責任を持った意志決定を数多くするよう
になりました。40 代になるまでは、急速に伸びたと記憶しています。 
 
○K 社 KO 氏 
 3 段階で上昇していったと思い起こします。第 1 段階は、24～28 歳の時で、基礎を身に
付けた期間です。第 2 段階は 34～37 歳の時、工事課長として職で、これまでの経験がつ
ながり始め、技術者直観が高まりました。第 3 段階は、39 歳～で、所長としてより多くの
意志決定をする場面が増え、その幅が拡がっていきました。 
 
○K 社 TK 氏 
 30 歳中盤まで技術者直観は一気に上昇していきました。それ以降 41 歳までは、あまり
高まった記憶がありません。41 歳で現場トップになって以降、また上昇していきました。
その後は、上昇と続けて現在に至っていると思います。 
 
○K 社 TA 氏 
 最初は、25 歳に向けて高まっていったと思います。初任配属が、自分にとって未知の専
門で、特に勉強しました。その成果もあって、一人で仕事を任されたのはきっかけだった
と思います。その後、31 歳まで多くの業務経験を通して、スペシャリストとして能力を向
上させいきました。31 歳の時、現場での経験を通して、卓上の計算と現実が一致するのを
目の当たりにしました。これは技術者直観の向上に大きく貢献したと思います。 
 
 
No. 企業名 氏名 技術歴(年) 性別
1  K社 KI氏 28 男性
2  K社 KO氏 31 男性
3  K社 TK氏 30 男性
4  K社 TA氏 31 男性
5  K社 NA氏 35 男性
6  N社 K氏 42 男性
7  N社 S氏 43 男性
8  N社 H氏 44 男性
9  N社 M氏 43 男性
10  TB社 MK氏 33 男性
11  TB社 MY氏 36 男性
12  KK社 O氏 49 男性
13  KK社 N氏 43 男性
14  T社 F氏 45 男性
15  OT社 U氏 45 男性
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○K 社 NA 氏 
 技術者直観というのはいかがなものか。仮に、技術者直観という能力があったとしてそ
の上昇というと難しい。最初設計で入った、36 歳から現場監理にでて意志決定の機会が増
え、高まったと言えるかもしれない。とにかく失敗できないからプレッシャーは大きかっ
た。そんな中の意志決定だから、会社が他の人より私に任せるのも理解できる気がする。
20 代後半の海外現場を担当したのは、きっかけだったかもしれない。 
 
○N 社 K 氏 
 最初のきっかけは、30 歳の時の大きな失敗でしょうか。あの失敗から、注意深くより多
くのものを調べ、より多くの人に聴きにいくようになりました。技術者直観の上昇の起点
であります。40 歳の時にある専門の仕事を多く担当し始めます。ここからさらに技術者直
観は上昇して今に至っています。 
 
○N 社 S 氏 
 技術者直観という理論ね。わからなくもないが、判断力という意味ではそんな感覚と言
えるかもしれない。22～29 歳には基礎習得でさまざま仕事をしたことが今でもその感覚を
支えている要因だと思う。その後は、責任ある立場を任される度に、その感覚は増してい
った。50 歳から現在においては、最高に高い感覚となっていると自負する。 
 
○N 社 H 氏 
 まあ、技術者直観というのはあるかもしれないね。20 代でやったことが 30 代以降で、
意思決定・行動する支えになっている。私の場合、20 代を除けば緩やかに上昇したと思う。
何かがなければ、意思決定・行動できないしね。案件が大きかったから責任もすごかった
し。 
 
○N 社 M 氏 
 入社してすぐに出向して、技術者直観は高まったと思う。会社が修得したい技術を私と
他数名に任されての出向だった。今思えば良いきっかけだったのかもしれない。その後は、
管理職になったとき、意思決定と実行を繰り返し、技術者直観はより高まっていった。 
 
○TB 社 MK 氏 
 34 歳の時、国家資格(技術士)に合格してから、技術者直観は 43 歳までで一気に上昇し
た。人が聴きに来るようになって、間違えられないし。その問答を繰り返していたら、嫌
でも高まった。あの 10 年は今考えれば大きいものだと思う。 
 
○TB 社 MY 氏 
 30 歳までは、技術者直観なんてものはなかった。ただ、30 歳の時に若くして現場代理
人次席になったときから現在まで、上昇し続けている。この能力のおかげで、所長として
も多くの意志決定をしてきた。表だって言わないが、なければ成り立たないものだろう。 
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○KK 社 O 氏 
 まあ、そういうものもあるか。私の場合、一年ごとに順次上がっていったと記憶してい
る。国家的プロジェクトで大きな仕事が多かったから、意思決定スピードは上がらざるを
得なかった。70 歳を過ぎるが、今でも高まり続けていると思うし、そのようにしている。 
 
○KK 社 N 氏 
 23～30 歳で多くの現場経験を積んで、技術者直観はかなり高まったと思う。45 歳まで
はそこで積んだものでやってきたぐらいだ。ただ、45 歳後に自分の知識や経験を整理し始
めると、また技術者直観が高まっていった。 
 
○T 社 F 氏 
 現在 67 歳で振り返れば、体力的に負ける面もあったが、今では技術者直観を最高水準
に保っている。これは、若いときから色々挑戦的に取り組んだ結果、身についていったも
のである。瞬発性の伴う意志決定と実行は、お客さんを納得させる上で欠かせない。 
 
○OT 社 U 氏 
 入社した時に、この能力はすでにある程度あった。学生時代にもともと同じようなこと
をしていたから。その状態から積み重なっていったので、他の人より技術者直観は高かっ
たと思う。上司や先輩からも重宝されたと記憶している。 
 
 
以上、それぞれのコメントを記述してきた。ランダムに抽出した技術者と特に優れたベ
テラン技術者がカン・コツ、技術者直観を認めている。また、バイアスをかけるようなイ
ンタビューにならないよう細心の注意を払っている。具体的には、筆者自身が口を開かず、
聴くことに徹していることである。インタビュー後も調査に疑義がないか確認のため、協
力者と複数回のやりとりの上、結果をまとめたものである。 
 
 
以上、技術伝承研究会での議論について述べてきた。このようにして生成したのが、理
論｢技術者直観｣である。技術者直観(Engineer’s Intuition)は、主に概念図によって示され
た。また、言葉としての定義は、｢ある環境下において、問題発見・原因究明・問題解決を
同時に瞬時にこなす能力｣である。技術者直観は能力として認められるものである。ベテラ
ン技術者になるにつれて、この能力は高まっていく。その過程は、集積することと使いこ
なすことによって高まると考えられる。また、技術者直観のレベルは、広さと深さによっ
て、発揮される内容が異なってくることも事実である。技術者直観は、パターンの組み合
わせとその反応性に特徴がある。 
 
 
  
57 
4.3 第 4 章のまとめ 
本章では、理論｢技術者直観｣について検証し、定義した。理論の検証にあたっては、先
行研究レビューで整理した結果をもとに、技術伝承研究会において議論し、技術者へのイ
ンタビュー調査を行ない、他の技術者への適用可能性の検証を行った上で結論を得ている。 
技術伝承研究会の議論においては、理論｢技術者直観｣の展開に多くの時間を使った。導
き出されたのは、目指すべき技術者像である。技術者として求められるものとそのレベル
の範囲を図により示している。インタビュー調査では、現場で働く技術者に聴くことで、
その確かさを証明した。建設技術者の間で、カン・コツとしてあつかわれてきたものを、
この調査により表出させることができた。 
本来、暗黙のもと承認されてきたこの能力をあらゆる角度から検証することで、理論｢技
術者直観｣として定義した。これが建設技術者にとって、ベテラン技術者たちが培ってきた
若手・中堅に伝えるべき能力である。本研究では以降、理論｢技術者直観｣を軸にして展開
する。 
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第 5章 技術者直観の事例 
 
5.1 はじめに  
本章の目的は、第 3 章と第 4 章で検証してきた技術者直観を事例の検討を通して、より
明確にすることである。具体的な事例を示すことで、技術者直観について、より深い理解を
促すことになると考える。 
事例研究では、文書、面接、直接観察、参与観察、物的人工物、公文書記録により論拠の
収集を行う。本事例は、これらを満たすものである。文書については、技術指針などの基本
となる知見について精査している。面接については、ベテラン技術者(技術歴 51 年)の技術
者 Y 氏にご協力いただいた。直接観察および参与観察については、筆者自身が建設技術者
として 2005 年 4 月～2010 年 3 月に従事してきた集積に基づく。物的人工物および公文書
記録については、本事例が実際に実施された事例の報告書を使用するものである。 
事例は、道路設計である。道路設計と言ってもその範囲は広い。道路設計要領1)によれば、
土工(道路設計、造成設計など)、橋梁、舗装、トンネル、交通安全施設、道路環境、道路防
災、維持修繕、共同溝等、仮設計画と多岐にわたる。例えば、土工は、盛土・切土2)、擁壁
工3)、排水工4)、カルバート工5)によって構成される。盛土・切土について言えば、土量の計
算によって施工時に土砂の置き場などを検討する上で重要となる。 
本章であつかうのは、土工(道路設計、造成設計など)である。土工を検討事例としたのは、
多くの人が生活において使用しているものでありイメージしやすいと考えたためである。
分析の枠組として、実際の道路設計の全体像と設計細項目について示した上で、各設計細項
目について技術者直観のレベルを分析していくものである。 
 
5.2 事例(道路設計)の全体像 
 道路設計の全体像として業務の大まかな流れを図 5-1 に示した。実際の業務では、多少の
前後はあるが基本的にこのように進んでいく。別途、関係機関調整や照査・点検、納品・検
査など業務を進めていく上で必要となる項目も含まれる。業務の流れから設計のみだけ抽
出すると次のようになる。(1)準備・計画、(2)現地踏査、(3)設計条件、(4)線形決定・中心線
測量、(5)平面線形、(6)縦断線形、(7)横断設計、(8)排水工の設計、(9)舗装工の設計、(10)平
面交差点設計である。(1)準備・計画においては、業務内容の把握、必要資料の収集を行う。
(2)現地踏査においては、支障物件、排水系統の把握を行う。(3)においては、業務において
必要となる設計条件の確認を行う。(1)～(3)によって、基本条件の整理がなされる。基本条
件の整理後、(4)線形決定・中心線測量によって大まかな計画が決定する。その後、大まかな
計画を基に詳細な(5)平面線形、(6)縦断線形、(7)横断設計を行う。(5)～(7)が決定すると、(8)
排水工の設計、(9)舗装工の設計、(10)平面交差点設計を行う。このような流れによって道路
設計はなされていく。 
                                                  
1) 国土交通省 道路設計要領(設計編)。 
2) 山腹や丘の斜面などの傾斜地を造成するときなどに、他から採取した土砂を古い地盤の上に盛り上げ
て平らにしたところを「盛土」、土砂を削り取って残った部分を「切土」という。 
3) 斜面などの水平土圧を壁の自重や底版上部の土砂重量で抵抗する壁体構造物。 
4) 耕地や道路などの水を排除するための溝。 
5) 盛土の下部を横断する内空構造物。 
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図 5-1 業務フローチャート(事例) 
 
 
照査・点検 【照査③】
納品、検査
END
関係機関調整
詳細設計図面作成 【照査②】
数量計算
報告書とりまとめ
路線測量
地質調査、解析 平面・縦断・横断設計
排水設計 ・流量計算、断面決定、流末処理検討
関係機関調整資料作成
現地踏査 ・支障物件、排水系統の把握
基本条件の整理 【照査①】
基準点測量、地形測量
平面線形決定
業務名　：　
START
設計計画 ・業務内容の把握
・必要資料の収集
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設計概要 
(1)設計の目的 
本業務は、○○県○○市○○○町において、都市計画道路○○○線（以下、○○○線）
の道路詳細設計とその設計に必要となる地形測量および路線測量に加え、地質調査を行
うものである。○○○線は、1990 年に都市計画決定され、その後、2000 年に終点部にあ
たる鉄道本線立体交差部から一般国道△号までの区間について、都市計画道路の変更が
行われた全長 L=1.92km の路線である。  
そのうち、起点部となる一般国道△△号から延長 L=690m の区間（1 工区）について
は、平成 2001 年に供用開始しており、さらに、2 工区にあたる延長 L=650m の区間につ
いては、2003 年度より工事が行われ、部分供用開始している状況にあり、当該度末の暫
定供用開始を目指していた。 
今回の設計区間は、2 工区終点から一般国道△号接続までの 3 工区に位置し、○○○駅
南地区における開発計画と整合を図る必要がある区間である。この開発計画については、
当面、開校予定である高等学校の造成およびそのアクセスのための連絡道路を整備する
こととなっており、その連絡道路までの L=0.13km について○○○線の設計を行い、早
期に事業効果を図ることを目的とするものであった。当業務では、道路詳細設計延長は
L=0.17km であるが、3 工区の計画延長は L=0.58km であり、計画途中には鉄道本線を立
体交差することや終点部では一般国道△号と平面交差することなど、一連の平面線形と
縦断線形を決定しておく必要があった。特に、鉄道本線と立体交差する箇所については、
橋梁の構想(概略)設計と鉄道会社との協議資料の作成を行い、線形決定までを本業務で行
っていた。 
 
(2)設計経緯 
都市計画道路○○○線に関する測量および設計の経緯を以下に示す。 
(a)1990 年 都市計画道路 1 号○○○線 
都市計画決定 1 号 ○○○線、2 号 駅東線、3 号 T 線が都市計画決定される。この
時点における 1 号○○○線は国道△△号から国道△号一里塚付近に接続する路線とし
て計画決定される。 
(b)2000 年度 ○○○都市計画変更図書作成業務 
本業務において 1 号○○○線並びに 3 号 T 線が計画変更され、2 号 駅東線は廃止と
なる。1 号○○○線は○○○駅南開発計画を考慮し、国道△△号○○○東口交差点へ接
続位置が変更となる。 
(c)2000 年度 都市計画街路○○○線測量調査設計業務（予備設計） 
計画変更された 1 号 ○○○線のうち、2 工区の道路予備設計を実施する。 
(d)2001 年度 都市計画街路○○○線測量調査設計業務（詳細設計） 
平成 12 年度に実施した 2工区の道路予備設計をもとに、道路詳細設計と設計に必要
となる測量及び地質調査を実施する。          
(e)2002 年度 都市計画街路○○○線測量調査設計業務（修正設計） 
駅南開発計画の造成計画と整合を図り計画を進めていたが、その造成計画の見直し
が必要のため、NO.47+10 から NO.65+10 の区間について縦断線形の見直しを行う。 
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(f)本業務 
1 号○○○線のうち、3 工区にあたる NO.65+10 から NO.74 の道路詳細設計および
その他設計に必要な測量及び地質調査を実施する。 
  
(3)設計内容 
  ○○○線は、道路規格第 4 種第 3 級、設計速度 V=50km/h により設計を行うものであ
る。道路幅員構成については、これまで国道△△号を起点とし、NO.65+10 の現道接続（1
工区・2 工区）までを全幅Ｗ=12ｍとして計画しており、3 工区にあたる当設計区間は、
全幅Ｗ=14ｍとして計画するものである。幅員構成は下図の通りとする(図 5-2)。 
 
図 5-2 設計断面図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
設計区間は L=170m であるが、平面線形及び縦断線形については国道△号接続までの線
形を決定する。これは、計画途中で立体交差する鉄道本線のクリアランスと国道△号交差点
部における緩勾配区間(2.5％以下)の確保が重要な計画条件となるためである。そのため、鉄
道立体交差部の計画内容については、鉄道会社と協議を行い決定する。 
 ○○○駅南開発計画については、高等学校の造成（詳細設計レベル）に加え、住宅団地の
造成計画（概略設計レベル）があり、当設計には連絡道路（改修高等学校線）の接続を考慮
した設計とする。その他の住宅造成高などは計画が流動的であるため、現段階の計画を概略
反映することとする。 
 排水計画上の対象流域は、現時点の開発計画を考慮した流域で排水施設断面を設定する。 
(a)施工計画 
  ○○○線の工事は、造成工事よりも先行して行われるものと考えられ、下図のような施
工済みの起点側からの片押し施工並びに運搬経路とする。当路線の設計区間のみで考え
ると、約 5 万 m3 の残土処理が必要である。この残土は、関連する改修高等学校造成並び
に宅地造成における造成盛土材として流用する(図 5-3)。 
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図 5-3 施工計画図 
 
 
(b)施工上の留意点 
施工上の主な留意点および注意事項を列挙する。 
(ア)測量座標系 
   当設計は「世界測地系」により行っており、それに伴い水準点においても施工中であ
る 2 工区(日本測地系)よりも+0.012 高い。 
(イ)現場 CBR 試験の実施 
当計画道路の舗装については、設計 CBR 8％（協議結果による）としている。よっ
て、工事において現場 CBR 試験を実施し確認を行うこと。 
(ウ)埋設物等 
現道沿いの電柱を移設する場合は、その管理者である●●電力または通信会社によ
る立会いのもと実施すること。また、S 氏宅前の下水マンホールが支障物件としてあげ
られるが、当マンホールは下水管路の上流端である。S 氏宅は計画上、建物補償対象と
なるため、その補償方法により移設又は廃止等が必要となる。 
(エ)改修高等学校線 
改修高等学校線の接続計画は、○○県において概略検討された資料に基づき、平面線
形と縦断線形を概略設定している。今後、改修高等学校線の詳細設計を行う必要がある。 
(オ)市道□□寺線 
市道□□寺線の計画は概略検討まで行い、○○○線 NO.66～NO.67+10 の平盛による
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計画上、□□寺線 NO.2 までの横断図を平面図から作成し、概略数量を算出している。
今後、□□寺線の詳細設計を行う必要がある(図 5-4、図 5-5、図 5-6)。 
 
図 5-4 平面図 
 
 
 
 
図 5-5 縦断図 
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図 5-6 横断図(標準断面図) 
 
 
 
 
5.3 事例の分析 
5.2 において道路設計の全体像と設計細項目を示した。道路設計の流れとしては、(1)準
備・計画、(2)現地踏査、(3)設計条件、(4)線形決定・中心線測量、(5)平面線形、(6)縦断線形、
(7)横断設計、(8)排水工の設計、(9)舗装工の設計、(10)平面交差点設計であった。本節にお
いては事例を分析し、それぞれ項目について技術者直観のレベルを検討していくものであ
る。事例の設計細項目の詳細については、巻末資料 1 を参照いただきたい。 
 
5.3.1 準備・計画 
受託業務仕様(契約内容)および設計図書に基づき、実施計画書を立案し、必要な準備を
する段階である。設計の全体像を把握するとともに業務全体の方向性を決定づける。細か
くは、①特記仕様書の確認、②実施計画書(業務工程)や必要書類の作成、③業務の作業項
目を抽出するなどである。 
準備・計画において技術者直観のレベルを分析すると、L1～L2 に該当すると言える。
技術者としての段階で言えば、学生・入職初期および若手技術者のレベルである。 
広さと深さに関して言えば、基礎的なことで、どちらか一方のレベルが上昇していくと
は判断がつけられない。理由として、基礎的であるがゆえに広さと深さの両方に作用して
いくものだからである。言い方をかえれば、両方に作用するとも言える。 
また、集積する能力と使いこなす能力について分類すると、受託業務仕様(契約内容)お
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よび設計図書の整理は、球をそろえることであり L1 に該当するところである。実施計画
書の立案は、使いこなす能力であり球をつないでいく段階でL2に該当する。具体的には、
①特記仕様書の確認は L1 であり、②実施計画書(業務工程)や必要書類の作成、③業務の
作業項目を抽出するは L2 と分析できる。 
したがって、準備・計画は L1 と L2 が循環する範囲であり技術者直観のレベルを L1～
L2 と位置付けることができる。なお、この段階では集積する能力に優れているといえる。 
 
5.3.2 現地踏査 
着手前に調査区間の現地調査を行い、土地及び物件の現況を把握する段階である。基本
条件の整理において設計全体の確認事項として最初に現地を確認する。この段階におい
て、現地の状況をどれだけ把握できるかが後の設計の流れにおいて大きく左右する。細か
くは、①現地でどのような調査を行うか確認する、②全体像を把握するため、簡易的な調
査(現地状況写真撮影、図面確認等)を行うなどである。 
現地踏査において技術者直観のレベルを分析すると、L2 に該当すると言える。技術者
の段階で言えば、若手技術者のレベルである。 
広さと深さに関して言えば、基礎的なことで、どちらか一方のレベルが上昇していくと
は判断がつけられない。理由として、基礎的であるがゆえに広さと深さの両方に作用して
いくものだからである。言い方をかえれば、両方に作用するとも言える。 
また、集積する能力と使いこなす能力について分類すると、現地踏査は準備計画をふま
えた上で、使いこなす能力を発揮し、集積をしていく段階で L2 に該当する。強いて言え
ば現地踏査前の準備は、L1 に該当する。具体的には、①現地でどのような調査を行うか
確認するは L1 であり、②全体像を把握するため、簡易的な調査(現地状況写真撮影、図面
確認等)を行うは L2 と分析できる。 
したがって、現地踏査は L2 を主体とする範囲であり、技術者直観のレベルを L2 と位
置付けることができる。なお、この段階では集積する能力に優れているともいえる。 
 
5.3.3 設計条件 
道路構造規格は下記基準に基づいているかを確認する段階である。準備・計画、現地踏
査をふまえた上で、あらためて設計に用いる基準等を確認する段階である。この段階にお
いて適用する基準の選定は、工学的根拠を含めて非常に重要である。細かくは、①業務仕
様を達成するための資料の把握(業務により異なるため)、②資料の収集(各関係機関や取
得場所の把握)などである。 
設計条件において技術者直観のレベルを分析すると、L1 に該当すると言える。技術者
の段階で言えば、学生・入職初期のレベルである。 
広さと深さに関して言えば、基礎的なことで、どちらか一方のレベルが上昇していくと
は判断がつけられない。理由として、基礎的であるがゆえに広さと深さの両方に作用して
いくものだからである。言い方をかえれば、両方に作用するとも言える。 
また、集積する能力と使いこなす能力について分類すると、設計条件は集積する能力に
分類でき、L1 に該当する。具体的には、①業務仕様を達成するための資料の把握(業務に
より異なるため)、②資料の収集(各関係機関や取得場所の把握)ともに L2 と分析できる。 
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したがって、設計条件は L1 を主体とする範囲であり、技術者直観のレベルを L1 と位
置付けることができる。なお、この段階では集積する能力に優れているともいえる。 
 
5.3.4 線形決定・中心線測量 
現地のコントロールポイントを基準点より測定し、平面線形計画に基づき、より合理的
な路線を選定する段階である。基本条件の整理をふまえて、この後の段階で繰り返される
平面設計、縦断設計、横断設計の土台として路線を選定する。コントロールポイントは、
準備・計画において整理した資料や、現地踏査の結果を踏まえて決めていく。つまり、道
路線形は設計技術者が好き勝手にここに道路を通すというようにはならない。そういっ
た制約条件の中で合理的な路線を選定していく。中心線測量は、選定した路線に対して今
後の設計に必要な情報(平面図、縦断図、横断図)を収集・作成するものである。 
線形決定・中心線測量において、技術者直観のレベルを分析すると、L3 に該当すると
言える。技術者の段階で言えば、中堅技術者のレベルである。 
広さと深さに関して言えば、深さのレベルが上昇していく。基準に従って設計していく
のであるが、現地の制約条件を加味して進めていくことは、L1～L2 では困難である。 
また、集積する能力と使いこなす能力について分類すると、線形決定・中心線測量は
L3：パターンを組み合わせる に表現されるように使いこなす能力に位置する。ただし、
使いこなす能力だけでなく集積する能力との循環によって発揮されるものでもある。 
 したがって、線形決定・中心線測量は L3 を主体とする範囲であり、技術者直観のレベ
ルを L3 と位置付けることができる。なお、この段階では使いこなす能力が高くなってお
り、それに応じて集積する能力が高いともいえる。 
 
5.3.5 平面線形 
平面線形では、基準に基づいているか、国道および他の都市計画道路との取り付けは基
準内角度であるかを線形決定・中心線測量の結果に加えてより詳細に検討していく。本事
例では、国道および他の都市計画道路との取り付けは基準内角度であるかが重要なポイ
ントとなる。 
平面線形において、技術者直観のレベルを分析すると、L3～L4 に該当すると言える。
技術者の段階で言えば、中堅技術者のおよびベテラン技術者のレベルである。 
広さと深さに関して言えば、深さのレベルが上昇していく。基準に従いすぎると現地の
状況に合致しない場合が発生する。これらの問題を解決するためには L4 の変化への対応
が深さのレベルにおいて必要となる。 
また、集積する能力と使いこなす能力について分類すると、平面線形は基準に従って設
計進めることができれば L3 である。集積があり、ある程度使いこなすことができれば、
問題なく設計を進めることができる。ただし、本事例のポイントである国道および他の都
市計画道路との取り付けは基準内角度であるかといった問題に対しては集積だけでなく
より高いレベルでの使いこなす能力が必要となる。 
 したがって、線形決定・中心線測量は L3～L4 を主体とする範囲であり、技術者直観の
レベルを L3～L4 と位置付けることができる。なお、この段階では使いこなす能力がかな
り高い状態であり、使いこなすのに必要な集積も最適化されているといえる。 
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5.3.6 縦断線形 
 縦断設計では、平面線形において決定した道路線形の高さを検討するものである。平面
線形決定をうけて高さをプロットしていく。本事例では、鉄道本線との交差部におけるク
リアランス確保が重要なポイントとなる。 
 縦断線形において、技術者直観のレベルを分析すると、L3～L4 に該当すると言える。
技術者の段階で言えば、中堅技術者のおよびベテラン技術者のレベルである。 
広さと深さに関して言えば、深さのレベルが上昇していく。基準に従いすぎると現地の
状況に合致しない場合が発生する。これらの問題を解決するためには L4 の変化への対応
が深さのレベルにおいて必要となる。 
また、集積する能力と使いこなす能力について分類すると、縦断線形は基準に従って設
計進めることができれば L3 である。集積があり、ある程度使いこなすことができれば、
問題なく設計を進めることができる。ただし、本事例のポイントである鉄道本線との交差
部におけるクリアランスの確保は、基準内勾配 5.0％以下で、鉄道本線（3 級線）直流電
化区間の桁下高(建築限界 5.70ｍ+桁下余高 1.10ｍ)は確保されているか。国道及び他の都
市計画道路との取り付け勾配 2.50％は確保されているかという問題があるため、この解
決においては L4 の集積と使いこなす能力が必要となる。 
したがって、は L3～L4 を主体とする範囲であり、技術者直観のレベルを L3～L4 と位
置付けることができる。なお、この段階では使いこなす能力がかなり高い状態であり、使
いこなすのに必要な集積も最適化されているといえる。 
 
5.3.7 横断設計 
横断設計は、平面線形、縦断線形において決定した計画を横断図上に作図し、基準や現
況地物を勘案した上で決定していくものである。横断設計の段階で、基準及び現況地物等
の問題を解決できない場合には、平面設計、縦断設計に戻って再度検討を行っていく。つ
まり、平面線形、縦断線形、横断設計は、基準及び現況地物等の問題を解決するまで繰り
返し行うことが必要となるものである。作業量からみても膨大なものであり、やみくもに
検討していけば、工期(求められる時間内)で完成させることが困難になるため、その管理
には高度なレベルが要求される。 
 横断設計において、技術者直観のレベルを分析すると、L3～L4 に該当すると言える。
技術者の段階で言えば、中堅技術者のおよびベテラン技術者のレベルである。 
広さと深さに関して言えば、深さのレベルが上昇していく。基準に従いすぎると現地の
状況に合致しない場合が発生する。これらの問題を解決するためには L4 の変化への対応
が深さのレベルにおいて必要となる。 
また、集積する能力と使いこなす能力について分類すると、横断設計は基準に従って設
計進めることができれば L3 である。集積があり、ある程度使いこなすことができれば、
問題なく設計を進めることができる。ただし、平面線形、縦断線形との作業が連動するこ
とに対応するためには L4 の集積と使いこなす能力が必要となる。 
したがって、横断設計は L3～L4 を主体とする範囲であり、技術者直観のレベルを L3
～L4 と位置付けることができる。なお、この段階では使いこなす能力がかなり高い状態
であり、使いこなすのに必要な集積も最適化されているといえる。 
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5.3.8 排水工の設計 
 排水工の設計は、平面・縦断設計、横断設計によって決定した計画に従い、水が道路及
び周囲に及ぼす影響を検討し、それに応じた対策を講じるものである。簡潔に表現すれば、
水の流れを管理する設計である。排水工の設計は、各道路別の計画基準で行う。  
排水工の設計において、技術者直観のレベルを分析すると、L3 に該当すると言える。
技術者の段階で言えば、中堅技術者のレベルである。 
広さと深さに関して言えば、広さと深さの両方のレベルが上昇していく。基準に従うだ
けでなく、関連する知識として気象学を必要とするからである。 
また、集積する能力と使いこなす能力について分類すると、排水工の設計は基準に従っ
て設計進めることができれば L3 である。集積があり、ある程度使いこなすことができれ
ば、問題なく設計を進めることができる。 
したがって、排水工の設計は L3 を主体とする範囲であり、技術者直観のレベルを L3
と位置付けることができる。なお、この段階では使いこなす能力が高くなっており、それ
に応じて集積する能力が高いともいえる。 
 
5.3.9 舗装工の設計 
舗装工の設計は、平面・縦断設計、横断設計によって決定した計画に従い、道路舗装の
設計を行うものである。舗装の設計期間、信頼性、交通量による影響などによって、舗装
の種類や舗装厚を決定するものである。  
舗装工の設計において、技術者直観のレベルを分析すると、L3 に該当すると言える。
技術者の段階で言えば、中堅技術者のレベルである。 
広さと深さに関して言えば、深さのレベルが上昇していく。これは舗装工の設計に関す
るレベルが上昇するからである。舗装工の設計は、基準に従えばできるものであるが、そ
れを突き詰めていけば高度な専門性を要するようになる。本事例においてはその範囲で
はない。 
また、集積する能力と使いこなす能力について分類すると、舗装工の設計は基準に従っ
て設計進めることができれば L3 である。集積があり、ある程度使いこなすことができれ
ば、問題なく設計を進めることができる。 
したがって、排水工の設計は L3 を主体とする範囲であり、技術者直観のレベルを L3
と位置付けることができる。なお、この段階では使いこなす能力が高くなっており、それ
に応じて集積する能力が高いともいえる。 
 
5.3.10 平面交差点設計 
平面交差点設計は、安全な交通を実現するため、交差点間隔、交差点付近の線形、視距、
曲線半径、縦断線形等の交差点の検討を行うものである。 
 平面交差点設計において、技術者直観のレベルを分析すると、L3～L4 に該当すると言
える。技術者の段階で言えば、中堅技術者のおよびベテラン技術者のレベルである。 
広さと深さに関して言えば、深さのレベルが上昇していく。基準に従いすぎると現地の
状況に合致しない場合が発生する。これらの問題を解決するためには L4 の変化への対応
が深さのレベルにおいて必要となる。 
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また、集積する能力と使いこなす能力について分類すると、平面交差点設計は基準に従
って設計を進めることができる範囲であれば L3 である。集積があり、ある程度使いこな
すことができれば、問題なく設計を進めることができる。ただし、本事例のように既存の
道路を改良し計画していくと、基準に従うと現地の状況に合致しない場合があり、その解
決には L4 の集積と使いこなす能力が必要となる。 
したがって、平面交差点設計は L3～L4 を主体とする範囲であり、技術者直観のレベル
を L3～L4 と位置付けることができる。なお、この段階では使いこなす能力がかなり高い
状態であり、使いこなすのに必要な集積も最適化されているといえる。 
 
5.3.11 事例の分析のまとめ 
以上、各項目(1)準備・計画、(2)現地踏査、(3)設計条件、(4)線形決定・中心線測量、(5)
平面線形、(6)縦断線形、(7)横断設計、(8)排水工の設計、(9)舗装工の設計、(10)平面交差
点設計について分析を行った。道路設計における技術者直観は、ある環境下(時間制約下：
工期)において、集積したものとそれを使いこなす能力によって、問題発見・原因究明・
問題解決を瞬時に同時に行っていくことである。各項目の分析によって、道路設計の流れ
における技術者直観のレベルを示した。本事例では L1～L4 の範囲を示している。L5 の
卓越したベテラン技術者について示していないのは、本事例には含まれないからである。
この事例に関して、L5 を示すとすれば、都市計画道路計画策定が該当する。つまり、国
土を計画するレベルということである。 
 
 
5.4 第 5 章のまとめ 
 本章では、第 4 章までに検証してきた技術者直観を道路設計の事例の検討を通して、よ
り明確に伝わるよう分析を行った。分析においては、各設計細項目ごとに技術者直観のレベ
ルである L1～L5 という範囲を設定した。技術者直観のレベルを具体的に示すことでその
レベル感を把握するのに役に立つと考える。 
分析においては各設計細項目を、(1)準備・計画、(2)現地踏査、(3)設計条件、(4)線形決定・
中心線測量、(5)平面線形、(6)縦断線形、(7)横断設計、(8)排水工の設計、(9)舗装工の設計、
(10)平面交差点設計とした。分析の結果として、(1)準備・計画は L1～L2 に位置付けられ
た。まず、集積することに重点が置かれ、次いで集積したものを使えるようになるという段
階である。(2)現地踏査は L2 と位置付けられた。集積したことを使う段階と分析できる。(3)
設計条件は L1 と位置付けられた。集積することに重点が置かれる段階である。(4)線形決
定・中心線測量は L3 と位置付けられた。集積したものを使いこなす段階である。(5)平面線
形、(6)縦断線形、(7)横断設計は L3～L4 と位置付けられた。集積したものを使いこなすだ
けでなく、使いこなす能力に関しても高度なレベルが求められる。(8)排水工の設計、(9)舗
装工の設計は L3 と位置付けられた。集積したもの(基準等)を使いこなすことでこなすこと
ができる。(10)平面交差点設計は L3～L4 と位置付けられた。平面交差点設計は基準に従っ
て設計を進めることができる範囲であれば L3 である。集積があり、ある程度使いこなすこ
とができれば、問題なく設計を進めることができる。ただし、本事例のように既存の道路を
改良し計画していくと、基準に従うと現地の状況に合致しない場合があり、その解決には
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L4 の集積と使いこなす能力が必要となる。L5 に関しては、本事例は該当せず国土計画など
がそれにあたると考えらえる(図 5-7)。 
 
図 5-7 道路設計における設計細項目と技術者直観のレベル 
 
 
 
 
以上、道路設計の事例において分析を行ってきた。道路設計における技術者直観は、(5)
平面線形、(6)縦断線形、(7)横断設計や(10)平面交差点設計が L3～L4 とレベルが高いのが
示された。特に、(5)平面線形、(6)縦断線形、(7)横断設計は、道路設計においては最も技術
者直観を発揮するところであることがわかった。このように道路設計の事例によって一例
が示されたことになる。今後は、他の工種への応用が求められる。  
設計細項目 技術者直観のレベル
　(1)準備・計画 L1～L2
　(2)現地踏査 L2
　(3)設計条件 L1
　(4)線形決定・中心線測量 L3
　(5)平面線形 L3～L4
　(6)縦断線形 L3～L4
　(7)横断設計 L3～L4
　(8)排水工の設計 L3
　(9)舗装工の設計 L3
　(10)平面交差点設計 L3～L4
　国土計画(都市計画道路計画策定) L5
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本論１のまとめ 
本論 1(第 3 章～第 5 章)では、理論「技術者直観」の生成を行っている。本論 1 は、課
題 1「何を伝えるのか」に答えるものである。第 3 章では理論に関わる先行研究として、
基盤とする領域の先行研究と分析の枠組を構築するための先行研究を検証した。小池の
「知的熟練」、ダガンの「戦略的直観と専門的直観」、野中・竹内の「SECI モデル」、金
井・楠見の「実践知」、松尾・中原の「経験学習」を検証した後に、本研究の分析の枠組
を構築するための先行研究レビューしている。本研究で新たに分析の枠組を構築するの
は、基盤とする領域の先行研究で不足する部分の検証行うためである。基盤とする領域の
先行研究について検証した限りでは、研究対象として技術者についてはあまり述べられて
いないことが証明された。また、それぞれが基盤とする概念を技術者へ適用させようとし
た場合、カン・コツと呼ばれる部分の検証が不足していると考える。 
この不足する部分を検証するために、分析の枠組を構築している。ベテラン技術者たちが
培ってきた若手・中堅に伝えるべきものを定義するに当たって、当初対象としてきた建設技
術者のカン・コツは、概念であるチョッカンの派生である。そのため上位概念である「直観」
にさかのぼって先行研究をレビューし、分析の枠組を構築した。 
「直観」は「集積する能力」と「使いこなす能力」の 2 つから構成される。先行研究にお
いて示されていなかったことは、「集積する能力」と「使いこなす能力」を 2 つに分類した
上で、切り離せないものであり相互に関係していることである。2 つの能力が循環し、その
中で能力としての「直観」が発揮されているものと考えられる。つまり、「集積する能力」
と「使いこなす能力」のどちらも同等に重要であり、相互の関係性についても着目すべき点
だということである。このようにカン・コツの上位概念であるチョッカンの先行研究によっ
て浮かび上がった。 
第 4 章においては、理論｢技術者直観｣について検証している。技術者直観(Engineer’s 
Intuition)は、主に概念図で示された。また、言葉としての定義は、｢技術者がある環境下に
おいて問題発見・原因究明・問題解決を同時に瞬時にこなす能力｣である。第 3 章の先行研
究のレビューによって、「直観」がどのようなものかを整理した。しかし、先行研究レビュ
ーだけでは建設技術者の「直観」という能力を形づくれたわけではない。建設技術者の実態
に合ったものにする必要がある。先行研究レビューの結果をもとに技術伝承研究会におい
て議論した内容と理論の検証のため技術者へのインタビュー調査を行った結果について述
べている。理論｢技術者直観｣がどのようにして生成されたかその過程を示したものである。
本来、暗黙のもと承認されてきたこの能力をあらゆる角度から検証することで、理論｢技術
者直観｣として定義した。これが建設技術者においてベテラン技術者たちが培ってきた若
手・中堅に伝えるべき能力である。 
第 5 章においては、第 3 章と第 4 章で検証してきた技術者直観を事例の検討を通して、
より明確にしている。具体的な事例を示すことで、技術者直観について、より深い理解を促
すためである。事例は、道路設計である。事例の全体像を示すとともに各設計細目について
技術者直観のレベルを設定した。 
以上、本論 1 では理論「技術者直観」の検証を行い、課題 1「何を伝えるのか」について
の解決策を示した。その過程から生成された理論「技術者直観」は、課題 1 に答えうるもの
である。本論 2 では、この技術者直観が伝わりやすい人材育成方法について検証していく。 
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本論 2 方法論 ｢5 つの活動の連携による育成｣ 
 
はじめに 
 
建設技術者に対してこれまでの人材育成方法では活かしきれていない面がある。そのた
め、現在の状況に応じた人材育成論が必要である。技術者直観を伝えていくためにどのよ
うな人材育成方法かを見出すものである。第 6 章、第 7 章、第 8 章において述べる。 
 
第 6 章では、技術伝承と人材育成が円滑に進むための方法論を検討するため、何が必要
か、これまで提唱された人材育成論の先行研究から整理・検証した。人材育成論について
全体を見渡した上で、新たな方法論を見出すためである。 
 
第 7 章では、卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形成の実際を分析すること
で、若手・中堅技術者を育成するのに何が必要か考察した。卓越したベテラン技術者とは、
技術実績などの結果だけでなく、業界・企業内でこの人に替わる者はいないと認められる
人である。また、技術者直観の水準が非常に高いと認められる者である。ベテラン技術者
たちが技術者直観をどのように身につけ、それが各人のキャリア形成にどう影響してきた
かを検討した。この分析により新しい人材育成論へ組み込むものを見出している。 
  
第 8 章では、技術者直観を伝えるための人材育成方法の検証をした。検証した結果得ら
れた人材育成方法が、「5 つの活動の連携による育成」である。5 つの活動の連携による育
成とは、①課業スキル表、②キーワード、③事例、④擬似訓練、⑤協働による循環を経て、
技術者直観を身に付けていく過程のことである。この検証により新しい人材育成論の発見
に至った。 
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第 6章 方法論「人材育成論」に関わる先行研究 
本章では、技術伝承と人材育成が円滑に進むための方法論を検討するため、何が必要か、
これまで提唱された人材育成論の先行研究から整理・検証するものである。 
方法論について「人材育成論」を軸にして得られた分類は、(1)直観形成系、(2)教育学系、
(3)技術・技能系、(4)経営学系の 4 つである(表 6-1)。 
 
表 6-1 これまで提唱された人材育成論 
 
研究者 方法論 内容
Bruner(1961) 発見学習 直観的思考の育成
Dreyfus, Hubert L.
Dreyfus, Stuart E.
(1986)
技術修得モデル レベルを5段階に設定
Klein(1998) 直観の形成方法 (1)パターン認識、全体像の理解、状況把握(2)メンタルシミュレーション
ソクラテス 問答法(産婆術) 対話によって、気づかせる
Comenius(1657) 直観教授 『世界図絵』
Rousseau(1762) Education 人に備わっているものを引き出す
Pestalozzi(1801) 実物教授(直観教授) レベルを4段階に設定
Herbart(1806) 四段階教授法 レベルを4段階に設定
Rein(1889) 五段階教授法 レベルを5段階に設定
Dewey(1938) 2つの原理 (1)経験の連続性、(2)相互作用
Kilpatrick(1918) プロジェクト・メソッド Deweyの問題解決学習の方法をより精緻に体系化
Morrison(1931) モリソン・プラン Herbartの系統学習的な単元とDeweyの問題解決学習を統合
Bloom(梶田、1983) 完全習得学習 できるまで反復する
日本の教育(明治まで) 模倣と習熟 寺子屋・藩校などで自学自習・手習い・暗唱
日本の教育(1887～1897) Reinの五段階教授法 レベルを5段階に設定
日本の教育(1920～1930) ドルトン・プラン 時間割を廃止し、生徒は教科別の部屋を選択する
日本の教育(1958) 学習指導要領 系統学習
日本の教育(1960～) 各種教材プログラムの開発 遠山啓の「水道方式」、板倉聖宣らの「仮説実験授業」、細谷純・高橋金三郎らが開発した「極地形式」など
日本の教育(1980～)
(文部省 編、1992：佐藤、1996：
寺下、2003：平沢 編、2006)。
教育工学 コンピューター・マルチメディアを応用
国際エンジニアリング連合
(IEA: International Engineering
Alliance)
(IEA、2014)。木村(2012)
エンジニアリング教育認定 3つの協定により取り決められている。Washington Accord、 Sydney Accord、Dublin Accord
森(2005) 技術・技能を伝承する方法論 技能分野における人材育成論｢技術・技能伝承システム｣と名付けられている
医療・看護 キャリアラダー 仕事を難易度や賃金に応じて複数の職階に細分化
Drucker(1993) 自己評価、自己啓発、経験 人の能力と長所を最大限に発揮させ、成果をあげさせる
Argyris & Schön(1978) シングルループ学習・ダブルループ学習 相互の学習による相乗効果
伊丹・加護野(2003) ｢自学｣のプロセス OJTとOJTが効果的にいく条件
小池(2005) OJTとOff-JTの組み合わせ 広く深い実務訓練(OJT)と短い研修コースの訓練(Off-JT)の組み合わせが、高い能力開発とキャリア形成につながる
野中・竹内(1996) SECIモデル
知の形式の設定とその循環
共同化(Socialization)－表出化(Externalization)－連結化
(Combination)－内面化(Internalization)の4つの知識変換モード
からなるスパイラルによって知識変換を行なうという概念
佐藤・藤村・八代(2011) スキルマップ 日本の製造現場で人材育成のツールとして古くから使用されてきたもの
金井・楠見(2012) 実践知
知の形式の設定
実践知の獲得には、①観察学習、②他者との相互作用、③経験
の反復、④経験からの帰納と類推、⑤メディアによる学習が必要
だとしている
Kolb(1984) 経験学習モデル
Deweyが示した学習理論を実務家に利用可能なように単純化
し、循環論として示している
①具体的経験、②内省的観察、③抽象的概念化、④能動的実
験から構成される
Schön (1983) 反省的実務家(reflective practitioner) 反省的であることが自らの実務家としての能力を向上させていく
松尾 (2006) 経験学習モデル経験の概念を明確化
経験とは、｢人間と外部環境との相互作用｣である
｢経験年数と業績の関係｣ ｢学習を促進する経験特性｣ ｢経験か
らの学習能力｣の3つから整理
中原 (2010) 経験学習モデル ｢他者｣ ｢学習｣ ｢支援｣ ｢職場｣の4つの概念を整理
教
育
学
系
技
術
・
技
能
系
経
営
学
系
直
観
形
成
系
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6.1 直観形成系 
直観形成系における人材育成方法について述べる。直観を形成する方法論は数少ない。
直観という能力形成のためには、知識習得・訓練・経験と段階の設定を示唆している。 
ブルーナー1)は、発見学習という方法を唱えている。ブルーナーは、学習には直観的思
考が重要であると考え、事象の背後にある法則の発見を通して、科学者の研究活動に近い
体験を通して知識を獲得することが望ましいとしたのである。具体的には、ある分野での
基本的な構造をつかませ、観察、仮説の設定と検証をとおして、学習と研究の態度、推量
と予測の力、自ら問題を発見して解決しようとする態度などを育てることを目的とする。 
ブルーナーの発見学習の 4 つのポイントを示す。(1)教科の構造：構造とは、学習内容の
最も重要なポイントのことと言える。例えば、数式なら数式が、なぜそのように数式化な
されるのか、という原理原則のことである。構造さえちゃんとつかめれば、学習内容を十
分に理解することができる。ブルーナーは、構造の学習は、優秀な子をより優秀にすると
いうよりは、落ちこぼれの子たちのためにこそ役に立つと主張している。(2)レディネス： 
発達のどの段階の子どもにも、効果的に教科を教えるために、子どもたちの発達に先回り
して準備させておくこと。教科の構造を順次理解させていこうとしたのである。(3)直観的
思考と分析的思考：直観とは、いわば瞬時に物事の関連や構造を見抜く力のことである。
分析的思考とは反対に直観的思考は、入念で輪廓のはっきりした段階を追って進まないの
が特徴である。しかしこれは、単なる思いつきや手すりなき思考ではない。さまざまな知
識領域に精通してはじめて、こちらの考えとあちらの考えが瞬時に結びつく、といった直
観がやってくる。この直観は、たえず分析的に検証される必要があるとしている。ブルー
ナーは、「直観的思考をするには、それに関連している知識領域とその知識の構造に精通し
ていることが必要であるが、そうすることによって、思考しているひとは段階をとびこえ
近道をしながら自在に進むことができるのである。だがそれには、演緯的であろうと帰納
的であろうと、もっと分析的な手段によって結論をあとでふたたび照合する必要がある」
と言っている。(4)動機づけ：学習は決して苦行であってはならない。「勉強したい」と、
子どもたちに思わせなければならない。｢できる｣｢わかる｣の楽しさを基礎にすること。過
度の競争主義を避けること。これが推奨されるべき動機づけだということである(Bruner、
1961)。ブルーナーは、｢よい直観力をもつ人がその根底にもっている発見の補助となる力
(heuristic)とはなんであるかは、今のところ知られていないが、とくに研究に値すること
である｣としている。 
ドレイファス兄弟2)は、技術修得モデルの 5 段階のうち、最も上位の段階であるエキス
パートの人材育成について、次のように示している。｢5 段階の各段階は、より上位の全体
観的理解力を身に付けるステップに過ぎない。真のエキスパートとしての能力は、現実の
状況に身を置いて具体的経験を重ねていくなかで育つ｣としている。さまざまな局面を直観
的に理解し、会社にとっての問題やチャンスに深い関心を持ち、主として過去の具体的経
験に基づいて行動するのがエキスパートである。では、どのようにして育てるか。5 段階
                                                  
1) Bruner, Jerome Seymour、1915 年～。アメリカの心理学者、教育心理学者。認知心理学の生みの親
の一人であり、文化心理学の育ての親の一人でもある。 
2) 第 3 章を参照。技術習得モデルを提唱している。技術習得には、5 段階あり、①ビギナー、②中級者、
③上級者、④プロ、⑤エキスパートに分類されるとしている。 
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のうち最初の 4 段階を飛ばして一気に第 5 段階に達することはできるだろうか。できない
とは言わない。自転車に乗るなどの身体的技能については規則を覚えるより試行錯誤が第
1 歩である。しかし、大部分の技能は試行錯誤ではなく、｢勉強｣することが習得の第 1 歩
となる。したがって、5 つの段階を順に踏んでいくこととなる。 
状況の重要な要素は大部分が状況依存要素で、実例を通じて中級者で学ぶものに相当す
る。この面の育成は、具体例を手段とすべきとしている。実際には、成功例と失敗例をい
ろいろ提示し、類似性認知能力に磨きをかける。定義に外れるが出てくるなかで判断し、
経験していかなければならないからである。次の第 3 段階である上級者においては、｢視
点｣の重要性を教える必要があるとしている。それには、事例研究が最善と考えている。た
だし、ビジネス・スクールで使われている種類に事例は適当ではない。それは、文脈不要
の要素を優位なものとして提示し、それに基づいて意志決定を下すタイプがほとんどだか
らである。事例を検討するにあたっては、どんな意志決定をするかだけでなくどんな視点
を選ぶかも重視する必要がある。学生がどんな視点を選んでも、最初から間違いと決めつ
けてはいけない。その解釈が、事例の提示する状況と矛盾しないかが問題となる。学生は、
自分がなぜある視点や行動を選んだのかを論理的に説明する必要はない。問題に対して自
らの過去の経験に基づき、自分はこう見る、こんな行動をするということが語れるように
するのである。従来の事例研究は、学生に問題に対して分析的に取り組むことを促す。こ
こで、分析的に考える習慣がつくと、あとになって上級者レベルに達したところで成長が
頭打ちになる。それに比べ、状況依存的な事例研究で培われる思考習慣は、具体的経験と
あいまって、分析的な上級者から直観的なエキスパートへの飛躍を容易にする。学生に直
観力を活用させるためには、時には事例を提示してすぐに討論に入ることで分析・推論を
する余裕を与えないことも必要となる。 
教室で教えられるのは、上記までである。この先は、現実の環境において考える必要が
ある。会議に参加するなど、行動の結果がわかるまで状況をフォローすることができれば、
学生はより経験することができる。この場合、学生はエキスパートに規則のかたちでの説
明を求めるのではなく、それまでの経過や行動指針、全体的解釈などを聴くようにする必
要がある。そして次には、エキスパート見習い期間である。この時は、重要な意志決定に
参加するだけでなく、小さな問題についての意志決定を任されることとなる。エキスパー
ト見習いは、理論を吸収する段階を終えて、現実の状況のなかで経験を積み始める。この
ように直観力は、現実の状況に身を置いて具体的経験を重ねていくなかで育っていくので
ある。(Dreyfus, Hubert L. and Dreyfus, Stuart E、1986) 。 
クライン3)(1998)は、高度な意志決定ができるようになるのに｢必要なもの｣を説いている。
必要なものには次のようなものがある。①直観(パターン認識、全体像の理解、状況把握)、
②メンタルシミュレーション(過去や未来の透視)、③定義が不明確な問題を解決するため
の発想の転換、④目に見えない事柄の洞察(知覚的な識別と予測)、⑤ストーリー形成、⑥
メタファ(比喩)とアナロジー(類似)、⑦真意を読み取る能力、⑧チーム思考(チームの経験
基盤の活用)、である。そして、原則は訓練と経験である。高度な意志決定とは、クライン
のいう｢認知に基づく意志決定モデル：RPD(Recognition Primed Decision。再認プライム
                                                  
3) 第 3 章を参照。 
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型意思決定モデル)｣に基づくものである。 
高度な意志決定ができる者を育成するには、必要なものを獲得していかなければならな
い。必要なものを獲得するためにどのようにしなければならないか、それぞれの項目ごと
に説明する。①直観は、｢直観は経験によって養うことができる｣としている。そして、過
去のパターン、典型的パターン、見慣れたケースなどの認識が要求される。こうした能力
は訓練可能である。状況把握を迅速かつ性格に行ないたければ、経験を増やす必要がある。
例えば、困難なケースをより多く経験することである。田舎と大都会の消防隊長を比べれ
ば想像できるだろう。別の方法として、現実的な筋書きの演習が盛り込まれたトレーニン
グプログラムの開発がある。トレーニングプログラムにより、数々の状況把握を迅速に行
なう練習ができる。シミュレーションが優れていれば、直接的経験よりもトレーニング価
値は高い。このシミュレーションの中で、訓練生は、行動を中断し、事態を振り返り、あ
らゆる試行を繰り返しながら、典型的パターンの認識力を開発できる。また、困難なケー
スの事例を収集し、トレーニング資料として使用するのも一つである。②メンタルシミュ
レーションは、｢人や物事の変化を段階的に想像することによって、最終的な結末を心に描
くことができる能力を高める訓練｣だとしている。これは、事前の訓練が効果を発揮するこ
とを意味している。③定義が不明確な問題を解決するための発想の転換は、常に違う視点
から見るようにして、問題解決へ向かおうとする訓練をすることである。④目に見えない
事柄の洞察は、｢専門家として認識、パターン、見直しの修正、起きなかった出来事、過去
と未来、意志決定のプロセスがわかるようになる訓練が必要ということ｣である。そのため
には、手順を習熟させるとともに認識方法を教える必要がある。⑤ストーリー形成におい
ては、目に見える世界だけでなく認識した世界(知識、概念、対象、関係など)もパターン
化しており、そのストーリーを形成する能力を高める必要性を言っている。ストーリーを
形成すること自体が訓練と言える。⑥メタファ(比喩)とアナロジー(類似)は、それ自体を使
うことの訓練が必要である。これにより方向付けの能力が高まる。⑦真意を読み取る能力
は、リーダーの意図がどの程度理解されたかについてのフィードバックをリーダーに返す
訓練をすることが必要となる。上下の認識を共通させることである。⑧チーム思考は、チ
ームでの訓練の必要性を説いている。認識が共有されるだけでなく、基本的な能力と手順
を進歩させ、明確なアイデンティティを形成し、思考の流れを管理することを学ぶとして
いる。これらの要素が絡み合うことで、高度な意志決定ができるものが形成される。 
 
直観形成系から見えてくる人材育成方法は、知識習得・訓練・経験である。これらを段
階的に行なっていくことで、直観は形成され、高度な意志決定・行動が可能となる。 
 
 
6.2 教育学系 
教育学系における人材育成方法について述べる。2 つの視点から見ていく。一つは、西
洋教育史を振り返るなかでその育成方法を探る、もう一つは、日本教育史を振り返る中で
その育成方法の意義を探る。与えること、自ら習得すること、時代に応じた方法を見つけ
る必要性を示唆している。 
77 
ソクラテス4)は問答法(産婆術)という方法を、真理探究もしくは教育手法として実践して
いた。問答法とは、対話によって、無知を自覚せしめ(｢無知の知｣）5)、漠然とした知識を
真正な認識に導き高めてゆく方法である。エレンコス(反駁のための反対尋問)と言われ、
ソクラテス式問答法の中心技法である。ソクラテス的問答の多くは一連の反駁であり、ア
ポリア（議論中の命題について何も言えない状態）で終わることが多い。問答は、ごく自
明のものと考えている「正義」「道徳的な正しさ｣などの言葉の使用に際して、理解してい
ることの内実をよくよく問いただされてみると、意外に生半可に理解しただけでその言葉
を使用していることに気づかされる。そこから言葉の本当の意味が理解されて、道徳的な
行為とは何かということに思いを至らしめる手法である。ある一般的な定式化(Vlastos、
1983)によると、次のような段階である。(1)ソクラテスの対話者がある命題を提示する。
例えば、「勇気は魂の持続である」である。これをソクラテスは偽であると仮定し反駁を試
みる。(2)ソクラテスは対話者にさらなる前提（例えば、｢勇気はよいものだ｣、｢無知の持
続はよくないものだ｣）を追加して、同意させる。(3)ソクラテスは議論を展開し、さらな
る前提が本来の命題とは反対のこと(「勇気は魂の持続ではない」)を暗示していることを
対話者に納得させる。(4)ソクラテスは、対話者の命題が偽で、その反対が真であることを
示したと主張する。このように 1 つの問答によって、対象とする概念に新しくより洗練さ
れた検討を加えることができる手法となっている。この例では最終的に、「勇気とは魂の賢
明な持続である｣という主張が導かれる。 
コメニウス6)は、直観教授を提唱している。直観教授とは、文字、文章、口述など言語
による教授に対して、事物、事象を観察させたり、絵画、標本、模型など事物に代るもの
を観察させることによって具体的に学習させる教育のことである。この教授法の中で作成
されたのが、『世界図絵』である。『世界図絵』は、1658 年に刊行された世界最初の絵入り
の言語入門教科書である。感覚的具体的事物から出発して抽象的概念の理解へ進むこと、
言語を事物認識と結合して教えることという方法原理に基づいて作られている。絵に描か
れた事物に文字を対応する形で示すことによって、自然と文化に関する百科全書的知識を
すべての人に近づきやすいものにしようとした。これは知識人階級における文字と大衆に
おける絵という、コミュニケーション史上異なった系譜をなす二つの媒体を教育的に統合
する試みとして画期的であり、今日の視覚教材の先駆となった(平凡社、1998)。 
ルソー7)は、｢子どもを不幸にする確実な方法は何か。それはいつでも何でも手に入れら
れるようにしてやることである｣と著書『エミール』(Rousseau、 1762)の中で述べている。
ルソーの「エミール」が教育論として画期的だったのは 2 つの意味がある。一つは教育の
目標として人間の自然性という概念を持ち込んだこと。もう一つは教育の対象としての｢子
ども｣を発見したことである。人間の自然性とは、人間の本来のあり方、あるいは人間の本
質と言い換えることができる。教育とは、人間に人間本来のあり方を身に着けさせ、人間
としてふさわしい生き方ができるように導くことだとしている。そして、教育 Education 
                                                  
4) Σωκράτης、紀元前 469 年頃～紀元前 399 年。古代ギリシアの哲学者。 
5) 無知であることを知っている点において、知恵者と自認する相手よりわずかに優れていると考えた。
また、知らないことは知らないと考えるほうが優れている、とも考えた。 
6) Comenius, Johannes Amos、1592 年～1670 年。モラビィア (チェコ東部)生まれの教育学者。 
7) Rousseau, Jean-Jacques、1712 年～1778 年。ジュネーヴ共和国に生まれ、主にフランスで活躍した
哲学者、政治哲学者、作家、作曲家。 
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というフランス語は、ラテン語の｢引き出す｣あるいは｢導き出す｣という意味の言葉を語源
としている。つまり、人間として本来誰にもそなわっているもの、それを引き出すのが教
育だとしたのである。 
ペスタロッチ8)(1801)は、実物教授(直観教授)を方法として説いている。実物教授とは、
具体的な実物やものごとの現象を生徒に直接示したり、触れるたりすることによって、理
解や体験を得られるような指導を行うことである。ペスタロッチは、教育内容の系列化の
諸段階を次のように区別した。第一に、曖昧な直観から明確な直観の段階。これを直観教
授の段階と名付けている。次に第二段階が明確な直観から明確な概念への段階、第三段階
が明確な概念から明瞭な概念への段階、そして第四段階が明瞭な概念から明晰な概念へと
導く段階である。第一段階の直観教授の段階では、数・形・語の三つの系列が合科的に教
えられる。通常の学校教育の開始以前の段階である。この段階の教授者は母親である。こ
の段階において重要なのは対象物を、その形、数にそくして他の対象物と明瞭に区別して
識別し、その名前を言うことができるようにすることである。第二段階以降は、数・形・
語のそれぞれの系列にそくして教授が進行するが、中心的な役割を与えられているのは、
｢語の教授｣である。そこにおいて特徴的なのは、語の教授の系列が、子どもの内面諸力の
形式的な発達と実質的な知識内容の獲得とのその双方を同時的に可能にするものとして構
想されている。 
ヘルバルト9)(1806)は、四段階教授法を説いている。ヘルバルトは教育を 2 つに分類し
求めることとしている。一つは教育の目的を倫理学に求め、もう一つは教育の方法を心理
学に求めている。ヘルバルトは、興味の｢多面化｣と｢統一化｣を目指して、脈絡と統一のあ
る認識の過程を明らかにしようとした。その結果、「専心」と「致思」の二段階を見出した。
専心とは、一定の対象に没入し、他の対象を意識の外へ排除していく状態のこと。致思と
は、「専心」で得た表象を相互に関連づける精神作用のことである。そしてこの 2 つをさ
らに静的段階と動的段階に分けた。これが、四段階教授法の｢明瞭－連合－系統－方法｣で
ある。明瞭(静的専心)とは、対象の限定によって意識の混乱を排すること。連合(動的専心)
とは、明瞭にされた対象をすでに習得させていた知識と結合、比較すること。系統(静的致
思)とは、連合を経た知識を体系化すること。方法(動的致思)とは、3 つの段階を経た知識
がほかの事象に応用可能になることである。このようにヘルバルトは学習者の認識が深め
られ発展する過程を明確に捉えようとしたのである。 
ライン10)(1889、1902)は、五段階教授法を説いている。五段階教授法は、｢予備・提示・
比較・総括・応用｣からなる。この五段階教授法の強調点は｢学習者の認識過程｣を明らかに
するのではなく、｢教師が教材を提示する順所｣を示したものだと言えることである。｢予備」
は教師が授業を始めるに際してその内容を予告すること。「提示」は、内容についての説明
と伝達である。「比較」は、これまでに教えた内容と新しい内容とを比較し、関係づけるこ
とである。「総括」は、学習のまとめを意味する。そして「応用」とは、他の類似の事例な
どに適用させて内容の定着をはかることである。19 世紀末に日本の教育カリキュラムに影
響を与えたものである。 
                                                  
8) Pestalozzi, Johann Heinrich、1746 年～1827 年。スイスの教育実践家。 
9) Herbart, Johann Friedrich、1776 年～1841 年。ドイツの哲学者、心理学者、教育学者。 
10) Rein, Wilhelm、1847 年～1929 年。ドイツ・アイゼナハ出身の教育学者。 
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デューイ11)によれば、教育理論の歴史は、教育は内部からの発達であるという考え方と、
外部からの形成であるという考え方との間にみられる対立によって特徴づけられている。
またその歴史は、教育は自然的な素質を基礎におくという考え方と、教育は自然の性向を
克服し、その代わりに外部からの圧力によって習得された習慣に置き替えられる過程であ
る、という考え方との間の対立によって特徴づけられている。新運動を推進している人た
ちは、たとえ「進歩主義」という主義に立っていたとしても、教育については、なんらか
の主義という見地からではなく、｢教育」それ自体の側面から再考しなければならない
(Dewey, J.、1938)。そこでデューイは、2 つの原理を考えている。①経験の連続性、②相
互作用の 2 つである。経験の連続性には、生徒が未来によりよい経験をもつことができる
ように、現在の経験を整えること（計画的に教育を行う）、生徒を一個人として共感するこ
とが重要となる。相互作用とは、経験は外的条件と内的条件の相互作用によって成り立っ
ている事を示し、相互作用に基づいて「状況」が成立することである。個人は事物もしく
は他の人たちと相互作用を行いながら生きている。それが「状況」のなかで生きるという
ことである。これこそ経験の再構成のプロセスである。そこで、ディーイが考えたのが問
題解決学習や経験主義教育である。具体的には、学習者が自ら関心を持った問題に対して、
仮説を立て、それを検証するという一連の活動を繰り返し行うことによって、生きた知識
と物事を論理的に考える学びのスキルを獲得する学習法である。 
キルパトリック12)(1918)において、プロジェクト・メソッド(プロジェクト法)を提唱・
考案している。デューイの問題解決学習の方法をより精緻に体系化したものと言える。プ
ロジェクト・メソッドは、問題解決学習の典型的な様式の 1 つである。キルパトリックは
1918 年に「プロジェクト・メソッド」という論文を発表する。そこではプロジェクトを「社
会的環境の中で行われる全精神を打ち込んだ目的をもった活動」と定義した。具体的には、
生徒が計画し現実の生活において達成される目的をもった活動として、子どもたちに目的
設定、計画、遂行、評価の活動を行わせ、生産や生活の向上を目指す教育方法である。プ
ロジェクトの遂行過程の詳細は、①学習活動を始め(目的を設定し、また選択し)、②その
活動を遂行する方法を計画し、③その計画を実施し、④活動中の進歩と最後の結果を評価
する、としている。キルパトリックが強調したのは、教育的な意味でのプロジェクトは学
習者自身の目的意識・課題意識を出発点として、それに支えられた活動であるという点で
ある。その支えが学習活動に内発性を与え、学習過程での学習主体と課題や対象との相互
交渉を豊かなものにし、学習の成就を確かなものに、また興味の発展や態度形成にまで及
ぶ統合されたものにすると捉えたのである。 
モリソン13)は、モリソン・プランを提唱している。ヘルバルトの系統学習的な単元とデ
ューイの問題解決学習を統合したものである。教科を科学型、鑑賞型、言語型、実科型、
純粋練習型 5 型に分け、そのうち科学型を「探索・提示・同化・組織化・反復」の 5 段階
教授法とした。このプランは、科学型の教科目について、学習単元を組織し、次の五段階
の学習過程をとる。(1)探索 exploration：学習者の過去の経験とこれから学習する経験と
                                                  
11) Dewey, John、1859 年～1952 年。アメリカの哲学者、教育哲学者、社会思想家。 
12) Kilpatrick ,William Heard、1871 年～1965 年。アメリカの教育学者。Dewey, John の弟子で、同僚、
かつコロンビア大学での後継者。 
13) Morrison ,Henry Clinton、1871 年～1945 年。アメリカの教育学者。 
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の間の関係を、予備テストや問答法で知り、学習を動機づける。(2)提示 presentation：新
しい教材の提示や単元の重要な部分を教師が説明する。(3)同化 assimilation：学級全体で
目標に向かって学習を進め、学習者の能力、態度、技術を育て、理解を図る。(4)組織化
organization：全体をまとめ整理する。(5)反覆 recitation：理解したことを発表し、習熟
の問題と練習を行う(Morrison、1931)。このプランは、テスト、評価、指導を繰り返し、
完全習得を図り、学力の向上をねらうものである。 
ブルーム14)は、完全習得学習の理論を唱えている。学習者のほぼ全員が教育内容を完全
に習得するための学習理論である。出来不出来の差は、学習者個人の資質によるものでは
なく、学習に必要な時間をかけなかったことによるというキャロルの時間モデル15)に基づ
いている。 具体的には、学習の過程でテストを行い、学習者が教育目標を達成できている
かを確認する。達成できていない学習者に対しては、補充教材を与えたりして、個別に指
導を行う。これを繰り返すことで、完全な習得を目指す方法である(梶田、1983)。 
ラングラン16)は、生涯教育(生涯学習)の理念を示している。フランス語で「l’education 
permanante」、英語で「lifelong integrated education」と表記されたこれらの日本語訳を
生涯教育とした。フランス語には教育に｢永続的｣という意味が加えられ、英語には｢生涯の
統合的な｣という意味が加わっている。この加えられた意味が示すように、ラングランは教
育には、「時間的統合(垂直的統合) 」と「空間的統合(水平的統合)」が特に重要だと考えて
いる。時間的統合とは、人間の生誕からの生涯の各時期における教育と学習を関連付ける
ことをいう。また、空間的統合は、家庭や学校だけでなく社会全体での教育が必要だとい
うことを説いている(Lengrand、1965)。 
 
 
日本の教育は明治時代に至るまで、寺子屋・藩校などで自学自習・手習い・暗唱といっ
た模倣と習熟によって行なわれていた。古代17)においては、聖徳太子18)が、すべての人に
等しく教育を説き、理想の実現と人間平等の考え方を示し、日本では初めて思想として提
起されたものになる。書物としての教育論は残していない。701 年には大宝律令19)によっ
て、日本最初の教育制度が確立される。骨格は、中国唐の国子監制度から持ちこまれたも
のであった。仕組みとして、大学寮が都に一つ設けられた。明経道、算道および副教科の
音道、書道などの学科を設定したものである。また、菅原氏などの学者が公務以外に私邸
などを使って門人を教育するなど、私立学校のようなものが現れるようになる。これは、
大学寮という公的機関を巡る氏族対立の副産物のような存在で、貴族が京都に設けた七つ
の大学別曹であった。七大私学といわれ、弘文院・勧学院・文章院・綜芸種智院・学館院・
淳和院・奨学院の 7 つがあった。 
                                                  
14) Bloom, Benjamin Samuel、1913 年～1999 年。アメリカの教育心理学者。 
15) 学習率が、学習者の目標達成に必要な時間に対して、実際にどれだけ学習に時間を使ったかの割合で
表現できるとして、定式化したものである。学習率＝(学習に費やされる時間)/(学習に必要な時間)。 
16) Lengrand, Paul、1910 年～2003 年。フランスの教育思想家。 
17) 飛鳥時代(592 年～710 年)～奈良時代(710 年～794 年)～平安時代(794 年～1185 年)の年代のこと。 
18) 574 年～622 年。厩戸皇子・上宮王・豊聡耳などともいわれる。 
19) 大宝 1 年に制定された日本の律令である。唐の律令を参考にしたと考えられている。大宝律令は、日
本史上初めて律と令がそろって成立した本格的な律令である。 
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中世20)においては、京都の貴族が古典研究や先例に基づいた学問の担い手となっていた
が、都の衰退と共に仏教寺院や学識僧が徐々にその担い手として台頭した。鎌倉五山を中
心とした五山文学はその代表である。五山文学とは、禅宗寺院で行われた漢文学のことで
ある。鎌倉時代には新たな存在である武家階級の北条実時が金沢文庫を設置した。武家が
学問を身につけるための施設、学校の整備が始まったのである。また、室町時代には関東
地方において上杉憲実が足利学校を興し、キリスト教宣教師から坂東の大学と呼ばれた。
近世21)においては、江戸時代中期までと江戸時代後期に分かれる。中期までは、教育機関
となる区分が存在しなかった。江戸幕府は人を選定し、それらの人が学問の研究を行い、
書物を刊行した。そして、その書物をもとに、武士・百姓・町人の身分制度の中で自学自
習するという方法を採っていたようである。江戸時代後期は、幕府の財政難や体制の危機
が深刻化する中で武士の生活難も目立ってきた。諸藩は教育の改革を始める。諸藩では藩
学(藩校)・郷学・塾(私塾)を設立して教育を行った。また、庶民の間では、個別指導教育と
して寺子屋が開校される。これらは、わが国の学校制度の始まりとされている。(三好(編)、
1993：土屋・吉田・斎藤(編)、1993：河合、2008)。 
近代22)においては、日本の授業・授業研究が始まる。1872 年(明治 5 年)、文部省の｢学
事奨励に関する多い仰出書｣により、近代学校の成立とその制度化が進められる。具体的に
は、国民皆学、義務教育などを基本としたものである。フランスの学区制を模範とし、内
容はアメリカの影響を受けたものであった。1886 年(明治 19 年)には、学校令が公布され、
初等・中等・高等の学校種別を規定した。帝国大学令、師範学校令、中学校令、小学校令(諸
学校令)である。また、1887 年(明治 20 年)～1897 年代(明治 30 代)まで、ヘルバルト派の
ラインの 5 段階教授法が広く取り入れられる。その後は、1920 年代から 1930 年代前半に
かけて、大正自由教育運動などの新教育運動が起こる。別名を教育改造運動・新教育運動
といい、画一的で型にはめたような教育方法から、子どもの関心・感動を中心に、より自
由でいきいきとした教育体験の創造を目指そうとするものであった。大正デモクラシーの
風潮が後押ししたものであった。新教育運動においては、ドルトン・プランなどが取り上
げられた。ドルトン・プラントは、1920 年代の米国マサチューセッツ州ドルトンのハイス
クールで行われた自由と協同を原理とする授業方式である。時間割を廃止し、生徒は教科
別に設けられた｢実験室｣を自由に選択して、自分のペースで自学自習したり、教科別担任
教師に助言を求めたりする方法である。しかし、昭和時代においては戦時色が強くなり、
ファシズム教育へと移行していく。現代23)において、第 2 次世界大戦後は、国家中心の教
育から子ども中心の教育への転換が試みられた。基礎学力の充実に対する要望、修身科の
復活要望等があり、デューイの経験主義教育論経験を揶揄し、這い回る経験主義という批
判もあった。そして、1958 年版の学習指導要領では｢官報による告示｣がなされ、法的拘束
力を持つカリキュラムとなった。この学習指導要領は、系統学習の色合いが強いものであ
った。その後、授業の科学的研究が進み始める。1963 年に雑誌『授業研究』が創刊され、
                                                  
20) 鎌倉時代(1185 年～1333 年)～建武の新政(1333 年～1336 年)～室町時代(1336 年～1573 年)～安土桃
山時代(1573 年～1603 年)の年代のこと。 
21) 江戸時代(1603 年～1868 年)の年代のこと。 
22) 戦前。明治時代(1868 年～1912 年)～大正時代(1912 年～1926 年)～昭和時代(1926 年～1944 年)の年
代のこと。 
23) 戦後。1945 年(昭和 20 年)～2014 年(平成 26 年)現在までの年代のこと。 
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1964 年には日本教育方法学会が結成された。さらに、現職教諭の研修制度も整えられ、そ
こで教育方法学が扱われるようになる。諸外国の教育方法・授業分析の理論が導入され、
心理学の授業への応用が模索される。1960 年代以降は、教育方法の現代化の取り組みが各
所で行われ、各種教材プログラムの開発が盛んになった。主なものに、遠山啓の「水道方
式」、板倉聖宣らの「仮説実験授業」、細谷純・高橋金三郎らが開発した「極地形式」、など
がある。1980 年頃以降は、コンピューター・マルチメディアを応用した教育工学的なアプ
ローチも研究・実践されている。(文部省(編)、1992：佐藤、1996：寺下、2003：平沢(編)、
2006)。 
 
教育学系から見えてくる人材育成方法は、次の通りである。(1)気づかせる、(2)場の提供、
(3)具体・実物を示す、(4)引き出す、(5)自発性、(6)教授段階、(7)経験：目的設定と解決、
(8)教授段階と経験の重ね合わせ、(9)反復、(10)時代 である。 
つまり、与えること、自ら習得すること、時代に応じた方法を見つける必要がある。与
えることと自ら習得することは教育の歴史の中で繰り返されてきた議論のようである。現
実には、目の前にある目的に応えていく能力を育成することが必要なのではないだろうか。
それが時代に応じた方法が研究・開発されてきた所以である。 
 
 
6.3 技術・技能系 
人材育成論の中でも、技術・技能に特化したものがある。ものをつくるというこだわり
と現実に命の危機と直面することを考慮した領域である。技術・技能系では、育成段階設
定・指導の循環・意識向上から、個人の能力向上と相互の教え合いの循環を示唆している。 
技術・技能系の育成において国際的には、国際エンジニアリング連合(IEA: International 
Engineering Alliance)によって、運営されているものがある。IEA とは、ワシントン協定
を含むエンジニアリング教育認定に関する 3 協定、専門職資格認定の 3 枠組によって構成
され、高等教育機関における教育の質保証・国際的同等性の確保と、専門職資格の質の確
保・国際流動化は同一線上のテーマであるという観点のもと運営される連合体である。エ
ンジニアリング教育認定の 3 協定とは、Washington Accord、 Sydney Accord、Dublin 
Accord のことである。それぞれ修了時に求められる知識・能力の達成の設定が異なるが、
到達すべき事項として設置されている項目自体は共通の概念を適用している。また、専門
職資格認定の 3 枠組とは、APEC Engineer、EMF、ETMF のことである。国際的に見る
と、技術・技能者は、Engineer、Technologist、Technician の 3 階層に区分されていて、
Engineerの資格を取得するにはEngineer育成の認定された教育プログラムを修了してい
ることが必須の条件である。Engineer 養成は、大学レベルの教育プログラムで、4～5 年
間の専門教育を要するとされている。修了生には複合的課題を解決する能力が求められる。
Technologist 養成は、3～4 年間の専門教育を要するとされ、大まかに定義された課題を解
決する能力が求められる。Technician 養成は、2～3 年間の専門教育によって、詳細に定
義された課題を解決することに努めるようになっている。(IEA、2014)。木村孟(2012)に
よれば日本では、日本技術者教育認定機構(JABEE: Japan Accreditation Board for 
Engineering Education)によって、高等教育機関における学士および修士レベルの技術者
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教育プログラム(学科、コース、専攻単位の教育課程)の質が保証されているか認定する機
関がある。JABEE は、Washington Accord に加盟しており、国際的な通用性を担保する
ことを考慮している。国際的には、育成の枠組みと段階を設定していることがわかる。上
位の資格を得るには、時間をかけた専門教育が必要であることを示唆している。 
森(2005)は、技術・技能を伝承する方法論について提唱している。特に、技能分野にお
ける人材育成論である。名称を｢技術・技能伝承システム｣としている。技術・技能伝承シ
ステムは、4 つのプロセスから構成される。第 1 のプロセスは、｢現場からの発送｣で、現
状の分析・問題・課題・目標の抽出し、目標を設定する段階である。具体的には、技術・
技能マップの作成、問題の源の分析、ヒアリング、カウンセリング、アンケートの実施で
ある。第 2 のプロセスは、｢自己・自律を助ける｣で、学習の意識化・組織化を図る環境を
つくる段階である。具体的には、自分の保有する能力と資質を自己評価・他者評価、目標
の列記と合意、学習環境の整備を行なう。第 3 のプロセスは、｢伸ばす・つなげる・深め
る・拡げる｣で、学習機会を組上げ・構成していく段階である。具体的には、学習項目の組
上げ、実行機会の編成(OJT/Off-JT/SJT/SD)、実践的トライアルの実行をしていく。第 4
のプロセスは、｢認め合う｣で、お互いが得てきたものを認識し、活用する段階である。具
体的には、成果とプロセスのドキュメント化、報告と認証を行なうことである。特徴は、
個別の会社ごとに伝承マニュアルをつくること、映像化、徹底した記述化にある。そして、
そういったマニュアル・資料をつくるだけでなく、それを動かすための人間の自己啓発に
も注力している。ツールと人がうまく組み合わさることによって、人材育成が円滑に進む
ことを示唆している。 
技術・技能の中でも命を扱う側として、医療・看護職がある。キャリアラダーに基づく
人材育成の仕組みが存在する。キャリアラダーとは、キャリアアップのための｢はしご(ラ
ダー) ｣という意味である。仕事を難易度や賃金に応じて複数の職階に細分化している。そ
して、それぞれの職務内容や必要なスキルを明確にし、下位職から上位職へ、はしごを昇
るように着実に移行できるキャリア向上の道筋と、そのための能力開発の機会を提供する
仕組みである。例えば、日本赤十字社のキャリア開発ラダーである。日本赤十字社のキャ
リア開発ラダーは、①看護実践者、②看護管理者、③看護教員、④国際活動要員の 4 コー
スがある。各ラダーには到達目標が設定されている。看護実践者であれば、レベルＩ～Ｖ
と設定される。各到達目標は次の通りである。レベルⅠは、指導や助言を得ながら看護活
動できる者。指導や助言により優先度を決定することができる。レベルⅡは、自律して看
護活動ができる者(部署内)、実施指導者。専門領域における知識を深め、対象の優先度を
考慮した整合性がある計画を自力で立て、実践することができる。レベルⅢは、部署単位
で活動できる者(リーダーシップ)、部署の教育担当者、臨地実習指導者、救護班登録者(国
内救済)。さまざまな知識を活用しながら、対象の個別性や優先度を考慮した計画を立て、
看護をすることができる。レベルⅣは、看護部単位で活動できる者、新人の研修責任者。
対象が置かれている状況を、関連する知識を統合し包括的にとらえ、独自の意思決定基準
を持ちながら、予測困難な場面にも臨機応変に対応することができる。レベルⅤは、病院
単位で活動できる者、となっている。瞬時に直観的に、対象や家族のニーズや複雑な現象
をとらえ、かつ的確にねらいを定め、対象や家族を巻き込みながら卓越した看護サービス
を提供できる(日本赤十字社、2008)。目指すべき目標が示されることと、上の階層の者が、
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下の階層の者を指導するという循環によって成り立っている仕組みといえる。 
 
 技術・技能系から見えてくる人材育成方法は、育成段階設定・指導の循環・意識向上で
ある。一人ひとりが責任を持って的確に行い、かつ継続的に成長できる育成方法である。 
 
 
6.4 経営学系 
企業は、社会・経済全体において必要不可欠な存在である。その企業の成長には人材育
成が重要となる。本節では、社会科学の中でも特に人の育成を扱う経営学を扱うものとす
る。主として、能力開発・キャリア形成と呼ばれる面について述べる。経営学系は、評価、
自己啓発、経験(OJT)、外部環境、段階、挑戦、指導、他社との交流、場の提供を示唆し
ている。 
ドラッカー24)は、マネジメント教育において人に焦点を合わせている。その目的は、人
の能力と長所を最大限に発揮させ、成果をあげさせることにある。目的は卓越性にある。
マネジメント教育は、｢成果をあげたものは何か。優れた成果をあげることができるものは
何か。その長所を最大限に発揮するために克服すべき条件は何か｣に合わせた評価からスタ
ートする。しかもこの評価は常に共同作業で行なわれるのである。それは、本人による作
業を必要とする。つまり、自己評価である。しかしまた、それは同時に、上司による積極
的な指導を必要とする。自己評価は、上司とともに設定した目標に基づいて行なう。そし
て、目標に照らした成果からスタートする。見込みからスタートしてはならない。｢何がよ
くできたか。何が何度もよくできたか｣を問う必要がある。こうして強みを明らかにすると
ともに、その強みをフルに発揮する上で障害となっているものを明らかにする。さらには、
｢人生に期待するものは何か。自らの価値観、願望、進むべき方向は何か、自分自身に対す
る要求や、人生への期待に沿って生きて行くには、何を行い、何を学び、何を変えるか｣
を問う必要がある。しかもこの問いは、自分をよく知り、敬意を払ってくれている人から
問いかけてもらうことが望ましい。自己啓発のためには、新しいスキル、新しい知識、新
しい姿勢を学びとることが必要となる。しかしそのためには、何よりもまず新しい経験が
必要である。自らの強みを知ることに加えて、仕事の経験と上司の手本が必要なのである。
したがって、自己評価、自らの果たすべき貢献ともつべき経験について、ニーズと機会を
明らかにするものでなければならない。すなわち、｢最も早くかつ最大限に能力を伸ばすに
は、いかなる経験が必要か｣を考えさせるものである必要がある(Drucker、1993)。つまり、
ドラッカーは、自己評価、自己啓発、経験が育成には欠かせないと言っているのである。 
アージリスとショーン25)(1978)によれば、シングルループ学習・ダブルループ学習の概
念を示している。組織学習の分析であるが、人の育成に通じるものがある。組織が単なる
群衆と違うのは、集団的決定をする手順や手続きを持っている点、その集団を代表して行
動する権限を個人に委ねる点、そして集団の境界を定めルールを設定する点においてであ
                                                  
24) Drucker, Peter Ferdinand、1909 年～2005 年。オーストリア・ウィーン生まれ、ユダヤ系オースト
リア人の経営学者。 
25) Argyris,Chris、1923 年～2013 年。アメリカの経営学者。Schön, Donald、1930 年～1997 年。アメ
リカの教育思想家。 
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る。組織では、これらすべてに対して規範や戦略がつくり出されるが、健全な組織では人々
が交流したり新しいアイデアを獲得したりするにつれ、この規範や戦略は常に検証され吟
味される。組織に属する人々の持続的な学習が、組織そのものの変化と発展に反映されれ
ば、組織も学習していると表現されるのである。シングルループ学習は、すでに備えてい
る考え方や行動の枠組みにしたがって問題解決を図っていくこと。ダブルループ学習とは、
既存の枠組みを捨てて新しい考え方や行動の枠組みを取り込むことである。組織は、シン
グルループ学習だけでは環境に適応しながら生き残っていくことは難しい。過去の成功体
験における固定観念を自らアンラーニングし、外部から新しい知識や枠組みをダブルルー
プ学習し、それをまたシングルループ学習によって反復・強化していく。このサイクルを
繰り返し継続できる組織だけが競争優位を保ち続けることができると言われている。個人
に適用すると、ダブルループ学習とシングルループ学習のサイクルが効果的であると考え
られる。どちらかだけに傾向するのでは、成長はありえないということである。 
マイケルズ、ハンドフィールド=ジョーンズとアクセルロッド26)(2001)によれば、企業に
おける人材開発の重要性を説いている。人材開発とはトレーニングであると考えられがち
だが、トレーニングは解決策のごく一部でしかない。基本的に、全力投球を要求される仕
事と指導、方向づけによって育ち、能力を発揮できるようになるのである。企業は、この
人材開発という仕事を効率的に行なう必要がある。彼らが考えた人材育成のアプローチは、
次の通りである。人材育成とは、基本的に難題に取り組む経験、コーチング、フィードバ
ック、メンタリングのことである。そして、社員は会社の中を容易に移動できる。コーチ
ングを受けることは誰にでもできるようにすべきである。さらには、高い能力を持つ者に
はメンターがつけられるとしている。つまり、環境を整え、あらゆる経験をさせ、厳密な
人事評価を行なうことが必要なのである。 
ミンツバーグ27) (2005)による育成方法は、個別のニーズに応じた慎重な組み合わせだと
説いている。なぜなら育成方法には、経験と仕事を重んじるものもあれば、教育と個人を
重んじるものもあるし、結果と会社を重んじるものもある。そして、それぞれに長所と短
所がある。このすべてを統合した取り組みであり、すべてを一緒くたにすればいいという
ものでないからである。短期間のコースは、明示的な知識を伝達し、具体的なスキルを築
くのに適している。計画的人事異動は、コーチングと定期的なアセスメントを併用すれば、
経験を通じた学習を進められる。アクションラーニングは、適切な省察と組み合わせば、
経験を通じた学習を行なう能力を高められる。いきなり水の中に突き落とすことも一つの
手段である。どういう育成方法が最適かは、キャリアの段階によっても変わる。｢半構造化
された状況で情報を発見し問題を解決する方法｣や｢人間関係の問題を観察し判断する方法
から立場を理解する｣などがある。いずれにしても、キャリアのそれぞれの段階で使い分け
る必要がある。目的を達成するために、いろいろな方法から最適な組み合わせを見つけ出
すのがよいのだとしている。 
                                                  
26) Michaels, Ed、元マッキンゼー&カンパニーのアトランタオフィス所長。 
Handfield-Jones, Helen、マッキンゼー&カンパニーにて、主に人材マネジメントに従事。 
Axelrod, Beth、マッキンゼー&カンパニーのスタンフォードオフィス所長。 
27) Mintzberg, Henry、1939 年～。マギル大学経営大学院のクレゴーン記念教授、および INSEAD の組
織理論学の教授。 
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レナードとスワップ28)(2005)は、自身が説く経験知を伝える技術から育成の方法につい
て説いている。人は経験から学習する。一口に経験と言っても、本物の経験もあれば、指
導なしの経験もある。計画的な経験もあれば場当たり的な経験もあるし、広く浅い経験も
あればせまく深い経験もある。経験がどのように経験知を育むかを理解する必要がある。
次のようなものが挙げられる。実践(経験)を通じた学習、レセプターを育む、シミュレー
ションによる学習、である。実践を通じた学習は、どれだけ経験したかである。練習によ
る反復の中で、間違ったことを身に付けるかもしれない。それを修正するのが経験である。
レセプターを育むとは、その人のもっている基本的な考え方や知識、それに過去の経験を
反映した脳神経構造を育むことである。そのためには常に新しいことに触れる必要がある。
シミュレーションによる学習とは、ロールプレイング、ケーススタディ、バーチャルリア
リティなど様々なものを使ったトレーニングである。スキルを養ったり、珍しい状況の練
習をしたり、安全に失敗したりとその範囲はあらゆることを想定してのトレーニングであ
る。また、レナードとスワップは、指導のもとでの経験も重視している。それは、経験知
を持つ者からでなければ、経験知を移転することが難しいと考えるからである。つまり、
トレーニングの重要性とそれを伝えることのできる指導者が必要だということである。 
ダガン29) (2007)は、自身が説く戦略的直観の育成方法について説いている。企業戦略で
は従来、市場や競合や自社を分析し、目指すポジションを決めるという分析的な競争戦略
が主流だった。しかし、環境が不確実性を増し、分析重視の競争戦略の限界が見えてきた
中で、ダガンが再評価するのが 19 世紀の軍事学者クラウゼビッツが説いた直観重視の戦
略策定だ。それは四段階で展開される。(1)既存の情報や要素を脳内に蓄積する、(2)平常心
を持ち、あらゆる考えに心を開く、(3)ひらめきにより既存の要素を融合する、(4)意志の力
で実行する。仏陀からナポレオン、ビル・ゲイツ、グーグル創始者に至るまで、偉業は四
段階の戦略的直観により達成されたとして、そのプロセスを解き明かしている。戦略的直
観を身に付けるには、これらの段階を経る必要がある。自ずと育成の方法は見えてくるし、
これは教育によって達成されるべきだろうとしている。一般論と一つ異なるのが、平常心
である。この平常心こそ戦略的直観を得る重要なエッセンスだというのである。 
クリステンセン30)(2011)は、イノベーターがどのような習慣やテクニックを通じて、人
と違う考え方をしているかを説いている。クリステンセンのいうイノベーターとは、P＆G
の A・G ラフリーなどのことを指す。ラフリーは、P＆G に画期的なプロセスを立て続け
に導入し、数々の製品イノベーションを触発した人物である。ここから見えてくるのは、
成長へのエッセンスである。具体的には、イノベーションに取り組む勇気・行動的スキル・
斬新なインプットを組み合わせる認知的スキルの 3 段階である。イノベーションに取り組
む勇気は、現状に異議を唱える・リスクをとるから成る。行動的スキルは、質問力・観察
力・ネットワーク力・実験力から成る。斬新なインプットを組み合わせる認知的スキルは、
関連づけ思考である。イノベーターと呼ばれる人は、これら多く兼ね備えている。したが
って、個人の成長にあたっては、これらのエッセンスを身に付けていくことが必要となる。 
                                                  
28) Leonard, Dorothy.ハーバードビジネススクール名誉教授。Swap, Walter.タフツ大学名誉教授(心理学)。 
29) 第 3 章を参照。 
30) Christensen, Clayton M. 、1952 年～。ハーバードビジネススクール教授。 
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伊丹・加護野31)(2003)は、人が育つ本質は、｢自学｣のプロセスであるとしている。自分
で学ぼうとしなければ、自分で育とうとしなければ、人は育たない。人を育てるために周
りの人間ができることは、自学のプロセスの刺激をつくり、具体的目標を示し、プロセス
の成果のフィードバックをしてあげることである。厳密にいえば、人は育てられない。育
つのを助けることだけだとしている。企業の中で大きく育つには条件は、①高い志、 ②大
きな仕事の場、 ③大きな思索の場、の 3 つの条件が必要となる。高い志は、たんに自分
の私利私欲を置くのではない公の心を持ち、多くの人々のために何をすべきか目的を高く
もつことである。大きな仕事の場とは、若いころに経験する仕事の場の大きさである。大
きな思索の場とは、読書を糧として古人の思索とともに自己の思索を磨くことである。こ
の条件を満たすためには OJT(On the job training)が中心だとしている。OJT が効果的に
いくには、 ①体験の場づくり、 ②体験の深さの確保の仕組み、 ③目指すべき目標の提示
だとしている。体験の場づくりのための手段として挙げられるのが、人事のローテーショ
ンとキャリアパスである。企業戦略も、人材育成の一つの手段として考えるのである。体
験の深さの確保は、仕組みとして人事評価が厳しいことである。評価が厳しければ、仕事
は厳しくなり、その分体験の深さが出るというものである。目指すべき目標の提示とは、
学ぶべきものの共通性をもつことと企業がビジョンを示すことによって学習の目標を提示
することである。これらの条件が満たされることで、企業における人材育成が円滑に進む。 
小池32)は、キャリア形成のためには、幅広く深い実務訓練(OJT)と短い研修コースの訓
練(Off-JT)が必要だとしている。OJT においては、深いだけでなく、幅広くできるように
することが重要としている(小池編、1991)。幅広い OJT とは、関連の深い範囲内の職場で
経験することである。幅広い OJT はさまざまな形態をとる。やさしい仕事から難しい仕事
へと進む序列的方式もあれば、持ち場を交代するローテーション方式もある。定期的なロ
ーテーション、不定期なものなどいろいろある。ローテーションだからといって職場のメ
ンバーの技能差がないわけではない。一見平等似見えても、問題や変化のこなし方で相当
の技能差がある。新人は、定期的にローテーションに入らず、職場の最もやさしい持ち場
につき、指名された指導員のもとで最低限の技能を習得する。OJT のもう一つの重要な側
面は深さである。つまり、問題をこなす技能の習得である。職場で、直面した問題につき、
報告書を書く。どんな問題であったか、どのような手を打って、なおどのような問題が残
ったかを記す。これを月 1 回程度の職場会議で検討するのである。短い研修コースの訓練
(Off-JT)は、問題処理の技能を高めることにある。なぜその問題が起こったか、その原因
を推理する力を高めるのである。もちろん、問題に直面し、それに何とか取り組んだと言
う経験も大切だが、それだけでは足りない。理論を勉強し経験を整理分析する必要がある
(小池、2005)。広く深い実務訓練(OJT)と短い研修コースの訓練(Off-JT)の組み合わせが、
高い能力開発とキャリア形成につながるのである。 
野中・竹内33) (1996)は、 SECI モデルを提唱している。SECI モデルとは、共同化
(Socialization) － 表 出 化 (Externalization) － 連 結 化 (Combination) － 内 面 化
(Internalization)の 4 つの知識変換モードからなるスパイラルによって知識変換を行なう
                                                  
31) 伊丹敬之、1945 年～。日本の経営学者。加護野忠男、1947 年～。日本の経営学者。 
32) 第 3 章を参照。 
33) 第 3 章を参照。 
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というものである。このスパイラルは、企業内の人の育成に当てはまる。共同化とは、経
験を共有することによって、メンタル・モデルや技能などの暗黙知を創造するプロセスで、
暗黙知から暗黙知へという段階である。表出化とは、暗黙知を明確なコンセプトに表すプ
ロセスで、暗黙知から形式知へという段階である。連結化とは、コンセプトを組み合わせ
て一つの知識体系を作り出すプロセスで、形式知から形式知へという段階である。内面化
とは、形式知を暗黙知へ体系化するプロセスである。これは、行動による学習と密接に関
連するものである。人材が育つには、このスパイラルを実現する必要がある。このスパイ
ラルを実現するためには、適切な評価と内省を循環させる徒弟制度が必要だとしている。
型を習得し、その上で知識創造というより高い領域へ上がっていくことができるのである
(野中・遠藤 2011)。 
佐藤・藤村・八代(2011)によれば、スキルマップによる育成方法があるとされている。
もともと、日本の製造現場で人材育成のツールとして古くから使用されてきたものである。
スキルマップとは、職場で日々行われている業務を分析し、課業の一覧表を作り、それに
職場構成員をクロスさせて、誰がどの課業をどこまでできるかを明示したものである。製
造現場では、｢いかに効率的にモノを作るか｣が日々追求されている。ライン作業において、
それを実践するためには、各自が担当している業務を的確にこなし、かつ前工程と後工程
との業務の連携をうまく行うことが鍵となっている。その手法として生まれたの、スキル
マップである。ある職場には全部で 15 の持ち場(ステーション)があり、持ち場ごとにマス
目が設けてある。そして、それぞれのマス目が 4 つに区切られている。そのステーション
についての一定の経験を積み、作業の習熟度が上がるごとに、4 分割された部分を一つず
つ塗っていく。マス目を塗るかどうかの基準は次のように決められている。第 1 段階：1
人で 25%しかできない。サポートが必要。第 2 段階：1 人で 50%しかできない。サポート
が必要。第 3 段階：1 人で 75%の仕事ができる。教えることもできる。サポートが必要。  
第 4 段階：1 人で 100%できる。教えることができる、である。このスキルマップは職場
の掲示板に張ってあり、誰がどこまでできるようになったかを職場のメンバーが見られる
ようになっている。職場構成員の技能水準を上げていく育成方法となっている。 
金井は、実践知という知の形式について述べている。実践知とは、熟達者がもつ実践に
関する知性のことである。熟達者とは、ある領域の長い経験を通して、高いレベルのパフ
ォーマンスを発揮できる段階に達した人を指す。学習の過程、言い換えれば何をすればよ
いかを探ることで、実践知の獲得について検討している。実践知の獲得には、①観察学習、
②他者との相互作用、③経験の反復、④経験からの帰納と類推、⑤メディアによる学習を
挙げている。観察学習は、スキルや態度などの獲得に関わる。初心者が、仕事場において、
意図的にモデルとなる先輩、熟達者を選択して、情報を収集し記憶として呼び出すことで
ある。他者との相互作用は、職場の同僚や上司、顧客など他者との相互作用における対話
や教え合い、情報のやりとりによって学習されることを示す。経験の反復は、仕事の場に
おけるスキルの獲得には、意図的な経験の反復による練習と無意図的な経験の反復による
ものが必要だということである。経験からの帰納と類推は、帰納は、蓄積したスキルや知
識、事例を類似性に基づいてカテゴリ化し、その共通性やルールを抽出(帰納)することで
ある。このためには異なる領域にもっている知識やスキルを転移して活用する類推による
学習が重要だとしている。メディアによる学習とは、書物、雑誌、テレビ、インターネッ
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ト、マニュアル、内部資料、研修などのメディア(媒介)を通した学習のことである。常に
最新の状態に保つことが目的だといえる  (金井・楠見、2012)。これらの方法を通して熟
達化が進んでいくものと思われる。 
仕事の中で能力形成をするにあたって、「経験」に着目した研究理論がある。「経験学習」
という視点である。経験学習とは、担当する業務内容以外の事項も含めて、能力形成につ
ながる仕事の中での経験の特徴を表現しようとする。経験学習の言説の共通点からさかの
ぼると、先述したジョン・デューイにたどり着く(Dewey、1938)。デューイやコルブの経
験学習モデル論に対して、よりビジネス志向と管理傾向が強いものがある。もともとマネ
ージャー・リーダーの脱線研究やリーダーシップ開発論で発展してきた経緯を持つもので
ある。その中心となったのがマッコールらである。マッコールらは、リーダーシップ・マ
ネージャー教育が、「日常の仕事を離れ、教室・研修室で行われる傾向」や「リーダーシッ
プ・マネージャーは天賦の才能である」という傾向に対して批判し、リーダーが現場の業
務経験で発達することを主張した(McCall、1988a、1988b、2010;  Yukl、2010; Daft、
2005)。彼らは、すでに組織内において成功を収めた上級役員を対象に、自らが仕事の上
で飛躍的に成長した経験が何かとそこで得られた教訓のペアを回顧して、その共通項を見
出すというという調査を行った。調査の結果、リーダーとしての開発のためには、「プロジ
ェクトチームへの参画」「悲惨な部門・業務の事態改善・再構築」「新規事業・新市場開発
などのゼロからの立ち上げ」などのリーダーシップを発揮しなければならない経験を企業
組織の戦略に合わせて行われる必要があること。そして、経験を得ることや支援や評価フ
レームなどが必要であることも解明された(McCall、1988b)。この研究の流れは日本にも
やってくる。金井壽宏らがその最初である。金井は、日本企業に勤める 20 人の経営幹部
に同様の調査を行い、「入社初期段階の配属・異動」「新規事業・新市場のゼロからの立ち
上げ」「悲惨な部門・業務の改善と再構築」「初めての管理職」「ラインからスタッフ部門・
業務への配属」「プロジェクトチームへの参画」という経験を抽出した。このように経験を
軸としたマネージャー対象の学習機会と職能開発の実践に関する研究が発展をみせる
(Hill、2003; McCall、2010; Day、2001; McCauley, Moxley and Vesor、2011 )。 
ここで注意しておくべき点は、経験は「ビジネス戦略に合致した、現有能力を超える飛
躍が必要な経験」とされていることである。つまり、ビジネスや管理職の傾倒したもので
あるということである。もうひとつは、はじめは内省の概念が組み込まれていなかったこ
とである。メンタリングの支援などは記載があるが、個人が振り返るということについて
は述べられていない。後に Schön(1983)らの議論によって内省が組み込まれるわけである。 
専門職の経験学習過程を研究したものがある。松尾(2006)らの研究による IT コンサルタン
トと IT プロジェクトマネジャーについて発達段階に応じてどのような経験を積んでいた
のかを分析したものである。得られている結果は、①初期キャリアの段階、中期において、
職務関連スキル、顧客管理スキルについて共通して学習していた。しかし、中期以降には、
それぞれの専門職において領域固有の知識獲得が進むとしている。さらにその獲得過程に
は中期において、コンサルタントの場合は難易度の高いプロジェクトを独りでやりきる「非
段階的な学習」やプロジェクトマネジャーは徐々に難易度が上がる「段階的な学習」とい
う業務経験を積んでいることを解明している。 
 笹井(2007)は、小学校教師、看護師、客室乗務員保険営業の「対人サービス職」従事者
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を対象としたインタビュー調査を実施している。仕事ができるようになるうえでどのよう
な経験が役に立っているかを分析している。分析結果として、「顧客への働きかけと反応を
意識すること」や組織と顧客、顧客同士、サービス内容と顧客を「方向性をもってつなぐ
こと」といった経験が仕事の熟達に寄与していると解明した。 
 松浦(2011)は、営業管理職を対象とした調査を実施している。営業職がどのような業務
経験を担当し、どのような方法で育成されているのかを分析している。分析の結果による
と新人の業務については「見込み客の開拓」「顧客訪問に向けた情報収集」であった。一人
前の担当領域としては「顧客ニーズのヒアリング」「見込み客の開拓」「顧客に対する企画
提案のプレゼンテーション」である。ベテランについては、「営業職・営業事務職等の指導
医・育成」「営業活動予算の申請・管理」「営業教育の企画」「ターゲット市場の選定や割り
当て」「契約内容の審査・確認」「商品・サービスの流通販売ルートの検討」などであった。
また、育成のための仕事経験としては、「先輩営業職の顧客訪問等に同行させる」「企画書
や提案書の作成などを手伝わせる」「担当顧客等を持たせる」などである。一般的な営業職
への育成においては、営業の職能の中でひとつ以上の仕事経験を積むこととしている。ベ
テラン育成に関しては、営業以外の仕事も経験することが望ましいとしている。 
三輪(2013)は、メーカーで働く技術職を対象としたアンケート調査を実施している。分
析結果からは、(1)ハードな仕事や先進的で難しい仕事の経験が技術者の学習に最も有効で
ある、(2)新規事業や海外勤務などの経験は状況適応力や顧客意識を高める効果がある反面、
科学的な思考力を低下させる恐れがある、(3)アカデミックな活動の経験は技術的なリーダ
ーシップを強化する一方で顧客意識を低下させる可能性があることといったことを見つけ
出している。 
中原(2010)によれば、社会的要因に着目した経験学習の研究の諸理論が新たに分析単位
としたものは、「個人の学習の可能性を支援する”他者”の存在」だとしている。この「他者」
の役割を考慮した研究の流れが 2000 年代に入って、経験学習研究に導入されることとな
る。例えば、ある個人が経験の意味付けを行おうとする際、個人として独力で意味づけを
引き受けるのではなく、他者との双方向の会話や経験の意味づけの交換、様々なコーチン
グやフィードバックによって、それを可能にするなどといった考えなどである(Harrsona, 
Lawsona and Wortleya、2005; Basile, Olson and Nathenson-Mejia、2003 など)。 
 
経営学系から見えてくる人材育成方法は、評価、自己啓発、経験(OJT)、外部環境、段
階、挑戦、指導、他社との交流、場の提供である。きれいに環境を整えるということでは
なく、身につくための環境を創造することが人材育成に効果的だということである。 
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6.5 第 6 章のまとめ 
本章では、これまでに提唱された人材育成論を確認した。①直観形成系、②教育学系、
③技術・技能系、④経営学系の 4 つの分類から見えた必要なものは、「訓練・経験・意識・
時代適応・段階・循環・環境」である(図 6-1)。 
各分類においては、次のようであった。直観形成系から見えたのは、直観という能力形
成のためには、知識習得・訓練・経験とその段階が必要であるというとであった。教育学
系は、与えること、自ら習得すること、時代に応じた方法を見つける必要がある。与える
ことと自ら習得することは教育の歴史の中で繰り返されてきた議論である。現実には、目
の前にある目的に応えていく能力を育成することが必要であり、時代に応じた方法に仕立
てていくことが重要である。技術・技能系から見えたのは、育成段階設定・指導の循環・
意識向上である。一人ひとりが責任を持って的確に行い、かつ継続的に成長できる育成方
法が見いだされた。経営学系から見えたのは、環境によって育成がなされることである。 
 
 
図 6-1 先行研究から得た人材育成論に「必要な要素」 
 
 
 
 
これまでに提唱された人材育成論から帰納的に導き出されたのは、「環境」の重要性であ
る。環境の指標が高く設定されるものこそ優れた人材育成論だと筆者は考える。 
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第 7章 卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形成 
 
7.1 はじめに 
本章の目的は、卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形成の実際を分析すること
で、若手・中堅技術者を育成するのに何が必要か考察するものである。卓越したベテラン技
術者とは、技術実績などの結果だけでなく、企業内でこの人に替わる者はいないと認められ
る人である。また、技術者直観の水準が非常に高いと認められる者である。本研究では、技
術伝承が難しくなっている状況を一番の問題としている。技術伝承の中でも特に技術者直
観に注目し、それを若手にどう伝えていくかが最大の関心事である。ベテラン技術者たちが
技術者直観をどのように身につけ、それが各人のキャリア形成にどう影響してきたかを検
討することで、若手・中堅技術者の育成に応用できると考える。 
本論 1(第 3、4、5 章)において生成した理論「技術者直観」をもとに卓越したベテラン技
術者へのインタビュー調査を実施した。その結果をもとに、卓越したベテラン技術者がどの
ように能力開発し、キャリア形成してきたかを分析している。その結果、卓越したベテラン
技術者の成長過程で持っていた特質が得られた。また、技術者直観水準推移図を分析した結
果、技術者直観の水準が上昇する型には、①比例型、②青年期突出型、③壮年期水平型、の
3 つの型があることがわかった。 
これらの検証を通して、若手・中堅技術者が能力開発・キャリア形成をしていく上での羅
針盤になるものと考える。 
 
 
7.2 調査の方法と概要 
7.2.1 調査対象 
卓越したベテラン技術者 15 人にインタビュー調査を実施した。協力者は、K 社 5 名、N
社 4 名、TB 社 2 名、 KK 社 2 名、T 社 1 名、OT 社 1 名の卓越したベテラン技術者であ
る。インタビュー者の選定は、卓越したと認められるベテラン技術者から次の方を紹介いた
だくという方法を採り 15 名のインタビューに至った(表 7-1)。 
卓越したベテラン技術者同士だからこそ認識できるものがあるため、この手法1)を採用し
た。最初のインタビューにお答えいただいたのは、技術伝承研究会2)のメンバーに趣旨を説
明した上で、紹介いただいた卓越したベテラン技術者である。最初に紹介いただいた技術者
は日本企業の中でも第 1 人者として間違いなく認められる人々である。 
インタビューは、半構造化形式3)で、1 回につき約 1 時間半～2 時間程度で、1 人に対し
て複数回行った。インタビュー内容は、①どんな仕事をしてきたか、②目標となる上司・先
輩がいたか、③目をかけている部下・後輩に対して思うことは、④ベテランと思われる条件
は、の 4 つである。協力者の所属企業は、建設業界において大企業・中堅企業に位置する。 
                                                  
1) スノーボールサンプリング。母集団から無作為に回答者を数人選ぶ。次に、これらの回答者に次の回
答者を指名してもらう。この作業を繰り返すことで、必要な数に達するまで標本を抽出していく手法。 
2) 第 4 章を参照。筆者が主催する建設業界の企業の技術者・人材育成担当者との研究会。2012 年 5 月か
ら 1～2 ヶ月に 1 回の頻度で開催している。2017 年 9 月 30 日現在、全 17 回開催。 
3) 事前に大まかな質問事項を決めておき,回答者の答えによってさらに詳細にたずねて行く質的調査法。 
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表 7-1 卓越したベテラン技術者リスト 
 
 
インタビュー対象者の概略は以下のとおりである。 
No. A K 社 Y.K.氏は、専門を研究開発とする、技術歴 28 年の技術者。K 社研究所の一
専門分野の長である。技術士(国家資格)および博士(工学)を有する。 
No. B K 社 M.K.氏は、専門を施工管理とする、技術歴 31 年の技術者。K 社における工
事管理に関する部長である。技術士(国家資格)を有する。 
No. C K 社 K.T.氏は、専門を施工管理とする、技術歴 30 年の技術者。K 社における工
事管理に関する一部門の部長である。現場一線の所長として実績を有する。 
No. D K 社 K.T.氏は、専門を設計とする、技術歴 31 年の技術者。K 社における一専門
分野の部長である。技術士(国家資格)を有する。 
No. E K 社 T.N.氏は、専門を施工管理とする、技術歴 35 年の技術者。K 社における施
工管理のスペシャリストで、現場一線の所長として実績を有する。 
No. F N 社 S.K.氏は、専門を調査・計画・設計とする、技術歴 42 年の技術者。N 社に
おける技術指南役である。技術士(国家資格)および博士(工学)を有する。 
No. G N 社 H.S 氏は、専門を調査・設計・施工管理とする、技術歴 43 年の技術者。N
社海外事業における技術指南役である。技術士(国家資格)を有する。 
No. H N 社 N.H.氏は、専門を調査・設計・施工管理とする、技術歴 44 年の技術者。N
社技術監査の長である。技術士(国家資格)を有する。 
No. I N 社 S.M 氏は、専門を設計とする、技術歴 43 年の技術者。N 社国内事業におけ
る技術指南役である。技術士(国家資格)を有する。 
No. J TB 社 K.M.氏は、設計・研究を専門とする技術歴 33 年の技術者。技術者として
だけでなく、研究開発にも多くの実績がある。技術士(国家資格)および博士(工学)を有する。 
No. K TB 社 Y.M.氏は、施工管理を専門とする技術歴 33 年の技術者。TB 社における施
工管理のスペシャリストで、現場一線の所長として実績を有する。 
No. L KK 社 H.O 氏は、調査を専門とする技術歴 49 年の技術者。日本の高度経済成長
期に先頭に立って先進技術を多く開発。技術士(国家資格)および博士(理学)を有する。 
No. 企業名 氏名 専門 技術歴(年) 年齢(歳) 入社(歳)
A  K社  Y.K.  研究・開発 28 52 24
B  K社  M.K.  施工管理 31 55 24
C  K社  K.T.  施工管理 30 54 24
D  K社  K.T.  設計 31 53 22
E  K社  T.N.  施工管理 35 57 22
F  N社  S.K.  調査・計画・設計 42 65 23
G  N社  H.S.  調査・設計・施工管理 43 65 22
H  N社  N.H.  調査・設計・施工管理 44 68 24
I  N社  S.M.  設計 43 65 22
J  TB社  K.M  設計・研究 33 55 22
K  TB社  Y.M.  施工管理 36 58 22
L  KK社  H.O.  調査 49 71 22
M  KK社  A.N.  調査・設計 43 66 23
N  T社  N.F.  施工管理 45 67 22
O  OT社  S.U.  調査・設計 45 67 22
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No. M KK 社 A.N.氏は、調査・設計を専門とする技術歴 43 年の技術者。KK 社の技術
開発センターの長である。技術士(国家資格)および博士(学術)を有する。 
No. N T 社 N.F.氏は、施工管理を専門とする技術歴 45 年の技術者。T 社における施工
管理のスペシャリストで、現場一線の所長として実績を有する。 
No. O OT 社 S.U.氏は、調査・設計を専門とする技術歴 45 年の技術者。OT 社における
技術指南役である。技術士(国家資格)および博士(工学)を有する。 
 
以上、15 名の技術者が卓越したベテラン技術者であることを説明した。この 15 名の技術
者をインタビュー対象者とすることは、一定の成果を得るに足るものである4)。 
 
 
7.2.2 分析方法 
卓越したベテラン技術者のインタビューにより、技術者の育成及びキャリア形成の資料
を得る手法を採った。本研究の考察対象は卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形
成である。卓越したベテラン技術者がどのような視点で見ているかについて分析する。本研
究では、小池 (2000)をインタビュー調査の基本とし、川喜多 (1967、1970)の KJ 法による
分析方法を採用した。KJ 法は、創造的問題解決に効果があるとされる。KJ 法を用いれば
特定の特性に焦点を当て現象を詳細に記述できる。 
KJ 法と類似した質的研究方法としてグラウンデッド・セオリー・アプローチ（Grounded 
Theory Approach、以下 GTA と称する。Glaser & Strauss、1967）もある。GTA と KJ 法
は言語データを細分化し、グループ分けをして、図解化を行うという点は共通している。一
方、KJ 法は研究プロセスに難解な専門用語を使用しないため初学者にも理解しやすい。ま
た GTA は量的研究のアンチテーゼとして生まれたのに対して、KJ 法は量的研究と質的研
究の融合を目指した研究法という違いもある（舟島、2007）。 
卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形成には、何が必要かを分析した。分析は、
インタビュー質問項目である、 ①どんな仕事をしてきたか、 ②目標となる上司・先輩がい
たか、 ③目をかけている部下・後輩に対して思うことは、 ④ベテランと思われる条件は、
の 4 つに沿って行っている。質問項目の設定は、時系列で整理すること、上司(ベテラン)・
部下(若手・中堅)の関係性をみること、ベテランの条件をみることで、技術者の能力開発・
キャリア形成に必要なものを探ろうとしたものである。 
KJ 法に従い、各質問項目において、ラベルづくり、グループ編成、A 型図解化、B 型叙
述化と進めた。さらに、 全てのインタビュー調査分析結果を統合した。 
本研究の中心的質問である ①どんな仕事をしてきたかの質問を聴くにあたっては、時間
軸に沿って技術者直観水準図を図示しながら、キャリアがどのように形成されたかを振り
返った。技術者直観水準図とは、縦軸に技術者直観水準(値:0～100)、 横軸に年齢(歳)をと
ったグラフである。現時点と比較して値をとり、図示するものである。選定した者は、卓越
したベテラン技術者であるため、現時点の技術者直観水準が 90～100 に位置すると設定し
ている。KJ 法における分析結果との関係性についても考察していく。  
                                                  
4) 卓越していないベテラン技術者については対象としていない。次の調査段階での展開が望まれる。 
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7.3 分析の結果 
 上述した KJ 法による分析を行った結果、技術者の能力開発・キャリア形成において、表
札(小)が 30 個、表札(中)が 13 個、表札(大)が 4 個に集約された。また、全ての表札の統合
も行った。質問事項と表札の一覧は、表 7-2 のとおりである。 
 
表 7-2 質問事項と表札 
 
 
質問項目 表札(小) 表札(中) 表札(大) 全ての表札の統合 該当者
　日頃の努力 C,G,I,L,M,O
　20代の積み重ね H,I,O
　失敗 F,I,K,L,O
　責任 A,C,G,M,N
　健康・体力 F,M
　出会い C
　初任配属 D
　年代ごとに A,H,L,M
　見習う人 D,F,G,N
　一緒に働いた C,O
　自分ならこうすると考えていた 　なし K,I
　コミュニケーション A,H,L,M,O
　他社とのつながり A,H,L,M,O
　後輩を育てる A,L,N
　自分で考える A,C,D,F,G,H,L
　継続教育・訓練 A,F,G,H,I,L,M,O
　経験量 F,L,M,O
　志 A,I,K,N
　社会人として G
　できる人はできる 　その他 I,N
　好きであり続ける 　継続 C,F,I,L
　手元に何もなくても予測できる
　柔軟な対応
　特定の技
　T字型能力
　いくつか解を持っている
　気さくな雰囲気
　部下の話を聞く
　安心感を与える
　育てる・教える 　育てる G,N
　④ベテランと思われる条件は
　③目をかけている
　　 部下・後輩に対して思うことは
　②目標となる上司・先輩がいたか
　技術者直観
　水準が高い
A,C,D,F,G,
H,O
A,F,M　人間性
飽くなき探究者
であるための要因
出会い
成長の要因
飽くなき探究者
　訓練
　失敗と責任
　あり
　人と関わる
　①どんな仕事をしてきたか
　その他
成長の要因
　自己研鑽
　心構え
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7.3.1 どんな仕事をしてきたか 
この質問に対する回答を分析した結果、卓越したベテラン技術者となる者は、 ｢自らが努
力をしていく中で、機会を与えられ成長していっている｣ことがわかった。 
インタビュー調査票を分析した結果、｢成長の要因｣を得た(図 7-1)。卓越したベテラン技
術者から得た、「成長の要因」は、｢訓練｣、｢失敗と責任｣、｢その他｣の 3 つであった。 
 
図 7-1 A 型図解化(問 1) 
 
 
 
(1)「訓練」 
「訓練」は、｢日頃の努力｣と｢20 代の積み重ね｣から構成される。「日頃の努力」では、｢あ
るがままに仕事をこなしてきた。振り返ると何でも自分でしてきたと思う｣などの意見があ
った。 
「技術者直観レベル推移は、日々の積み重ねで、じわじわと上昇していくものだと思う。
大きな責任を負うことにより、大きな向上がみられる」(No. G) 
「あるがまま自然体に仕事をしてきている。振り返ると何でも自分でしてきたと思う。ま
た、する状況でもあった。数をこなしてきたのも事実としてある。失敗もしてきた。これら
は成長の要因だと考える」(No. I) 
また、「20 代の積み重ね」では、｢基礎積み重ね時期だったと振り返る。20 代に基礎を徹
底して身に付けたことが、今の能力を発揮する基になっている｣と基礎の重要性を言う人が
大半であった。 
「24～31 歳は下積み期間だった。現場の工期が厳しい施工管理、測量・設計の基礎が身
につきました」(No. C) 
「22～30 歳で基礎を学んだ。苦しい思いをした。後々全てに活かされている。集積期間
であった」(No. L) 
「20 代に様々な業務に従事したことが良かった。基礎技術力もついたし、後々にその幅
広い経験が役に立っている。幅広く経験することは、悪いことでないと思う」(No. O) 
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(2)失敗と責任 
「失敗と責任」は、「失敗から集積したこと」と「責任ある仕事を任されたことで得られ
たもの」から構成される。「失敗」では、｢大きな失敗を経験し、2 度と同じことをするまい
と決意した｣という意見があった。 
「30 歳の時に大きな失敗をした。2 度とするまいという思いから、過去の事例や先人の
話をより一層調べるようになった。また、40 歳の時に担当したある業務(岩盤崩壊)がきっか
けで、技術者直観が一気に高まるきっかけになった。上司がいなくなった時でもある」 
(No. F) 
また、「責任」では、｢責任者になる(現場所長任命、主担当)や国家資格(技術士)取得後の
信頼上昇｣などが挙がった。 
「24 歳入社した時研究所に配属され、27 歳で業務の主担当を任された。ここが成長の始
めだったと思う。34 歳の時、工事現場に配置され、研究所ではできない経験をする。課長
代理など管理的仕事もこの時始まった。35 歳の時、研究所に再配置される。現場経験を踏
まえ管理職として仕事に従事するようになり、部下の案件などを通してより多くの知見を
得ることになる。46～47 歳で本社に配置される。横断的な仕事を通して、より広い意思決
定を下せるようになる。48 歳以降は、研究所に再配置され、速さと質を伴う意思決定をよ
り多くこなすようになった」(No. A) 
「41～43 歳の時、現場トップとしてすべてに携わる。それまでの積み重ねが実行された
時であった」(No. C) 
「29 歳の時に技術士を取得し、海外勤務の経歴が始まる。32 歳の時に調査団のサブ・チ
ームリーダー(副団長)を任され、実質的に責任者として業務にあたった。39 歳には工事監督
のチームリーダー(所長)を任され、事実上の責任者として業務にあたった。47 歳からは調査
団のチームリーダー(No.1)として多くの業務に携わっている」(No. G) 
 
(3)その他 
その他は、｢健康・体力｣、｢出会い｣、｢初任配属｣から構成される。「健康・体力」では、
｢能力を向上させ続けるためには、体力も必要｣という意見であった。 
「技術者直観を高め続けるには、知力・体力・気力が必要となる。これが欠け始めるとあ
る一定水準はおろか、低下していく可能性もある。日々鍛錬を怠らないことが重要」(No. F) 
また、「出会い」では、｢厳しい上司との出会い｣が挙がった。 
「31 歳の係長の時、1 ブロックを担当する。厳しい上司(鬼課長)との出会いだった。考え
るように仕向けられて、説明を求められた期間であった」(No. C) 
さらに、「初任配属」では、｢自分が想定した専門部署に配属されず、わからない言葉ばか
りで、必死に努力した｣という意見もあった。 
「22歳の初任配属で勉強していなかった専門の部署に配属になる。1からの出発だった。
23 歳には 1 人で仕事を担当する。25～31 歳の期間は、スペシャリストとして呼ばれるほど
になっていた」(No. D) 
 
 
 
98 
7.3.2 目標となる上司・先輩がいたか 
この質問に対する回答を分析した結果、 卓越したベテラン技術者となる者の多くは、｢優
れた人との出会いや進んで人と関わろうとしていたこと｣ことがわかった。 
インタビュー調査票を分析した結果、｢出会い｣を得た(図 7-2)。卓越したベテラン技術者
から得た、出会いは、｢あり｣、｢なし｣に整理された。 
 
図 7-2 A 型図解化(問 2) 
 
 
 
(1)あり 
「あり」は、｢年代ごとに｣、｢見習う人｣、｢一緒に働いた｣から構成される。「年代」ごと
にでは、｢節目ごとにいた。その時に必要なことを適切なタイミングで指導された｣などの意
見があった。 
「節目ごとに、そういった方がいました。心構えや基本となる型を教えてもらった。また、
適切なタイミング、内容で相談に乗ってもらえたことは大きい。悩んでいたことがそんなに
大きなことでなかったと分かるなど気が楽になることもあった」(No. A) 
「25～26 歳ぐらいの時、創業者 K 社長のお言葉で、自然に対峙する心構えを得た。30 歳
前までの基礎訓練期間では、悔しい思いをさせられる特定の人がいました。その時は、嫌で
したが、今思えばそれも糧になっていると思います。人間形成には反面教師的な存在も意義
があるのでは? 30 代半ばまでである PM(プロジェクトマネージャー：業務管理責任者)と
は、直接に教えられるわけではないが、そばにいて背中をみてるだけで感じ、吸収するもの
があった」(No. H) 
「非常に恵まれたと考えています。今日があるのは、すべて優秀な上司のおかげです。当
社はもともと測量会社ですが、その中に地質部門を作られたのは、HK 大学の助教授から転
じられた T 博士です。会社にアカデミックな雰囲気を持ち込まれました。ついで、鉱山会
社から当社の地質部長に転職された N 博士は、地質部に厳しさを持ち込まれた上司でした。
3 人目が、生え抜きの係長であった I 博士ですが、多くの現場に同行し、物の見方や仕事の
とりまとめ方を教わりました。N さんと I さんは、いずれも仕事をしながら技術士や博士を
取得されたので、私も両氏を見習い、技術士と博士を取得することができました」(No. M) 
また、「見習う人」では、｢真似したいと思う人や憧れる人がいた｣が挙げられた。 
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「創業者の K 氏がそうです。2～3 回ぐらいしかお会いしていませんが、その姿勢には、
学ぶことがありました。理念やチャレンジングなところです」(No. F) 
「個性を持ってリーダーシップを発揮しているところに、吸収するものがありました。自
分の型に合いそうな人を目標にしながら、自分の型を作り上げました」(No. G) 
さらに、「一緒に働いた」では、｢厳しい上司の下で働いた。ずっと丁寧に見守ってくれる
上司と働いた｣の意見が挙がった。 
「31 歳当時、鬼課長と呼ばれた A 氏と出会う。問題を与えられ、1 つの工法だけでなく、
3～4 の代替案を考えらえるように仕向けられた。さらに、その考えを説明しなければなら
なかった。ここでかなり鍛えられた。メンバーでいた人間もそうであった」(No. C) 
「3 代目社長の O 氏。四六時中仕事をしていたような人。入社当時からその姿を目の当
たりにする。また、S 氏と多くの現場を一緒に回ったことも大きい。40 歳くらいまで関与
してもらった。二人ともよく議論してくれたし、書いたものは全部添削してくれた」(No. O) 
 
(2)なし 
「なし」は、具体的に目標とする人はいなかったが、｢自分ならこうすると考えていた｣と
いう行動をとっていた人たちである。自分ならこうすると考えていたと言うとおり、｢自分
が責任者になった時の想定を日々考えていた。目の前にある仕事に取り組むのに必死だっ
た｣などの理由であった。 
「いなかったです。ただ、自分が所長になったときにどのようにするかといつも考えてい
た」(No. K) 
「いたかというより、考えたことはなかった。目の前の仕事に取り組むのに必死だったと
思う」(No. I) 
 
 
7.3.3 目をかけている部下・後輩に対して思うこと 
この質問に対する回答を分析した結果、 卓越したベテラン技術者となる者は、｢自己意識
が高く、目的・目標達成のために日々研鑽している｣ことがわかった。 
インタビュー調査票を分析した結果、｢成長の要因｣を得た(図 7-3)。卓越したベテラン技
術者から得た、成長の要因は、｢人と関わる｣、｢自己研鑽｣、｢心構え｣の 3 つであった。 
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図 7-3 A 型図解化(問 3) 
 
 
 
(1)人と関わる 
「人と関わる」は、｢コミュニケーション｣、｢他者とのつながり｣、｢後進を育てる｣から構
成される。「コミュニケーション」では、｢とにかく進んでコミュニケーションをとる｣とい
う意見が出た。 
「他社の人間から刺激を受けた。社内でも色々な人がいるからコミュニケーションを図
った」(No. A) 
また、「他者とのつながり」では、｢他社の技術者と他流試合をして能力を測る、社外(学
会など)に出て色々な人の考えを学ぶ｣などが挙がった。 
「経験したことは、機会をみて極力部外に発表する努力が必要である。その過程で、でき
るだけ部外の方々との交流の場を拡げる努力も必要である。どれだけ多様な経験をし、どれ
だけ尊敬できる人々に出会えたかが、その人間の視野の広さと発想力の柔軟さとモラルの
高さを決定するといっても過言ではないからである」(No. L) 
「他社の技術者や研究者との付き合いが少ない。要は他流試合をして自分の実力を試す
機会が少ない。つまり、刺激が少ないためにやる気が湧かないか空回りしている」(No. M) 
さらに、「後進を育てる」では、｢ある程度の能力水準に達したら伝えていくことが必要。
それが後の人間を育てるという循環になる。してもらったことをしていくのだから｣という
意見が挙がった。 
「ある程度の年齢になったら、自分が得た有益なことを語り部となって継承していく努
力が必要である。また、いつまでも若い気持ちで技術の飛躍的進歩を追い求める気概と夢を
もつべきである」(No. L) 
「後輩のために、所長が集まって｢伝え残しておきたいこと。｣という文集を作成した。知
恵を箇条書き形式で各項目にまとめたものとなっている。意思決定水準や行動指針を高め
るものである」(No. N) 
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(2)自己研鑽 
「自己研鑽」は、｢自分で考える｣、｢継続訓練・教育｣、｢経験量｣で構成される。「自分で
考える」では、｢とにかく取り組んでみる。責任を持って考えるのは効果が高い。受身はよ
くない。マニュアルに頼りすぎるのは、意思決定力の向上につながらない｣などが挙がった。 
「一国一城の主として、あるものをフル活用して、生産性を向上させて利益を上げてくだ
さい。そのためには安全・品質・環境をバランスよくとってください。そのためには、必死
に考え続けることが必要。ナイストライも大事です。方法は一つではないので、範囲の中で
新しい事を色々実験してみることを勧めます」(No. C) 
「どんな小さなことでも自分で意思決定して積み重ねていくこと。責任を持って自分の
意見を発信することは、成長に必要。それが失敗であっても(失敗するからこそ)、必ず自分
に残ることがある」(No. D) 
「一つの現場に対して、マニュアル通りにするばかりでなく、関連する知識や上の技術者
に聞いたりすることで、より正解に近いものを組み立てていく経験が必要。」(No. F) 
「人に話を聴きに行くこと。PC のキーボードをたたく縦運動だけでなく、人に聴きに行
くという横運動が大事。それは後になっていろいろなきっかけにもなるし、自分の水準を図
る指標ともなるから」(No. H) 
また「継続訓練・教育」では、｢知識を知恵に変える努力を続ける。自己研鑽を怠らない。
特に若い時には必要である。｣という意見であった。 
「います。能力が不足しているわけではありませんが、気をつけてもらいたいことはあり
ます。研究所ということもあり、論文の書き方、報告のあり方などの作法。」(No. A) 
「類似的な仕事を繰り返し、その成果に大きなぶれがないこと。自己研鑽を怠らないこと。
継続教育の重要性」(No. H) 
「若い時は、自分が従事している仕事に関し、見れども見えずという教えを胸に、歴史に
学ぶ(文献をよく調べ、先達の教えを良く聞く)ことにひたすら努力すべきである」(No. L) 
また、「経験量」では、｢場数を踏むことが必要。とにかくいろいろやってみる｣が挙がっ
た。 
「現場に学ぶ場合、そこに解決を要する長期的技術課題はないか？それらの問題解決に
自分の専門を少しでも活かせるものはないか？という姿勢で挑まないと、自分の身に実学
として染み込まず、現場へ行った効果も半減する」(No. L) 
「現場を良く見て考える時間と余裕がないことからくる独創的な発想や発見が少ない。
これは作業量やノルマの増大で仕方がないことかもしれませんが、かわいそうな気もしま
す」(No. M) 
「経験(場数を踏むこと)と学習をすることが大事。｢継続は力なり｣と言いますが、必ず良
い結果が出るので、信じてやってほしい」(No. O) 
(3)心構え 
「心構え」は、｢志｣、｢社会人として｣で構成される。「志」では、｢今より少し上に、新し
くする。技術者としての価値を理解してもらいたい。当たり前のことを当たり前にする｣と
いう意見が挙がった。 
「土木技術者としての価値（誇り）を理解して、日々の業務にモチベーション高く取り組
んで欲しい」(No. A) 
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「CAD とか道具を使うことばかりに長けてもらっても困る。やはり、技術者としての役
割を果たしてもらわなければならない。意思決定(判断)ができなければいけないだろう」 
(No. I) 
「あたりまえのことをあたりまえのようにすることです。回り道かもしれないけど、一つ
一つしっかりしていくことが大事だと伝えています。若い頃は、俺がやるっていう気概があ
るのが良い」(No. K) 
また、「社会人として」では、｢お金がかかった仕事をしているという意識。最低限の準備｣
が挙がった。 
「給料に見合う仕事をする意識を持っていない」(No. G) 
 
(4)その他 
「その他」では、「できる人は何もしなくてもできる」という意見が上がったことを付け
加えておく。「今のやり方でも、伸びるやつは伸びている。素直な人や、技術が好きって子
は、吸収力が違うのかな」(No. I) 
 
 
7.3.4 ベテランと思われる条件 
この質問に対する回答を分析した結果、 卓越したベテラン技術者となる者は、｢飽きるこ
となく取り組み、自分の能力を向上させ続け、人にも提供する｣こととまとめることができ
る。 
インタビュー調査票を分析した結果、｢飽くなき探求者｣という結果を得た(図 7-4)。飽く
なき探求者は、｢継続｣、｢技術者直観水準が高い｣、｢人間性｣、｢育てる｣の 4 つで構成され
る。 
 
図 7-4 A 型図解化(問 4) 
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(1)継続 
「継続」は、｢興味を持ち続ける｣ことである。興味を持ち続けるとは、｢技術が好き。好
奇心を持ち続けている。遊び心・面白みを持って取り組んでいる。常に工夫することを実践
している｣ということであった。 
「遊び心、面白みを持っていること(その分、失敗もしてきた。) 安全・品質・コスト・
環境のバランスの裁量権の中で、ナイストライをしていく。チャレンジしていく思考は大切
だと思います」(No. C) 
「歴史と経験の両方に学ぶこと(知識を知恵に変えること)ができる人間」(No. L) 
 
(2)技術者直観水準が高い 
「技術者直観水準が高い」は、｢手元に何もなくても予測できる｣、｢柔軟な対応｣、｢特定
の技｣、｢T 字型能力｣、｢いくつか解を持っている｣で構成される。これらから得られること
は、｢常に何かが準備されていて、対応することができる｣ということである。さらに、｢一
つ以上の専門を持ち、それに関連する周辺の専門にもある程度精通している｣ということも
条件である。 
「過去の情報が（頭の中で）整理されており、直面する案件に対して物差しとなる、ある
いはフィードバックをかけられる先例を引き出しの中に有している。また、普段からあらゆ
ることに対して、シミュレーション(想定)している」(No. A) 
「施工管理のベテランにも段階があります。2 種類で、1 つは、人から一目置かれる専門
的な技術管理ができること。もう 1 つは、損益管理ができることです。両方できる人をそう
呼ぶべきでしょう」(No. C) 
「ある条件を与えられたら予測できること。例えば、設計計算において途中の計算を見ず、
最終成果で意思決定できるなど」(No. D) 
「デジャヴのように、どの現場に行ってもみたことのあるという段階にいる人」(No. F) 
「高い専門性と実践的技術力(意思決定・決断する力)を持つ。逆 T 型人材。契約通りに業
務を終わらす」(No. G) 
「同じものではないが、似たようなことを繰り返すが、的確にすることができる。バリエ
ーションを多く、また基盤として数個パターンを持っている。ものさしを持っている。幅を
もっている。お客様のニーズに合わせて仕事ができる。時間軸で熟成されるもの。業務実績
(数)、困難を乗り切った実績(質)、｢良い・悪い｣の両面を経験している。特定の技を持って
いる。その場ですぐに｢できる・できない｣の意思決定が包括的な視点でできる。技術の習得
には、段階がある。基礎情報・知識の習得と技術の包括的適用。下準備ほど重要なものはな
い」 
(No. H) 
「マニュアルから外れても答えられる。マニュアルの裏が分かり、その範囲から離れても、
自信を持って答えられる。若い頃は、マニュアルは少なかったので、その時に鍛えられたと
思う」(No. O) 
 
(3)人間性 
「人間性」は、｢気さくな雰囲気｣｢部下の話を聞く｣｢安心感を与える｣から構成される。状
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況により厳しい時は厳しいが、全体を通してしっかり見守ってあげられる度量があるとい
うことである。 
「部下の話を聞いてやれること。一緒に考えてやることも必要」(No. A) 
「良い意味でもっている技術を隠すことなく教えられる人」(No. F) 
「相手に何か安心感を与えられる人」(No. M) 
 
(4)育てる 
「育てる」も人間性に関連している。｢上の人がしてくれたことを後進にしてやるのだ｣と
いう意見であった。 
「若い人を育てようとする。見守る度量を持っている」(No. G) 
「ベテランとは部下を指導することができる人。また、指導を実践している人ではないだ
ろうか」(No. N) 
 
 
7.3.5 全ての分析結果の統合 
 全てのインタビュー調査分析結果を統合し、分析を行った(図 7-5)。得られたのは、｢飽く
なき探求者であるための要因｣である。卓越したベテラン技術者は、飽きることなく探求し
続けるからこそ達するということである。分析の結果において、卓越したベテラン技術者は、
「日頃の努力」、「失敗と責任」、「人と関わる」、「自己研鑽」、「技術者直観水準が高い」の要
因を満たしていることもわかった。 
 
 
図 7-5 A 型図解化(全てのインタビュー調査結果を統合) 
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7.3.6 技術者直観水準図と分析結果の関係性 
技術者直観水準推移図を分析した結果、技術者直観の水準が上昇する型には、次のような
ものがあった。①比例型、 ②青年期突出型、 ③壮年期水平型、である。インタビュー実施
15 人の内、 ①比例型が 10 人、 ②青年期突出型が 2 人、 ③壮年期水平型が 3 人であった。
先述しているが、選定した者は、卓越したベテラン技術者であるため、現時点の技術者直観
水準が 90～100 に位置すると設定している。図 7-6 にそれぞれの型の代表例を示す。15 人
すべての図については巻末資料 2 をご参照いただきたい。 
①比例型は、年齢とともに着実に技術者直観を高めていっている。20 代で、基礎を固め
基盤を構築し、30 代では基礎を発揮する仕事をこなしている。概ね 40 歳到達までに大きな
責任ある仕事を任されている。早い人は、30 代前半に任される例も見受けられた。40 代以
降も同様で、各年代で積んだ経験が次々に活かされているのが読み取れる。 
②青年期突出型は、20 代に技術者直観を発揮し、その後も継続的に能力を高めていって
いる。入社 3 年目に責任の大きな業務の主担当を任されたり、 入社 1 年目に自社技術向上
のために出向を命じられたりと、入社後間もない頃の抜擢が大きな影響を与えているのが
見受けられる。 
③壮年期水平型は、30 歳までに技術者直観を一定以上まで形成している。しかし、30 代
～40 代半ばまでその能力は、横ばいの成長となっている。横ばいの時期は、若くして高い
能力を発揮したこともあって、多くの仕事をこなすのに専念し、技術者直観の上昇には至っ
ていない。ところが、45 歳を過ぎるころから再び上昇し始めており、責任のかかり方に変
化が見受けられる。この場合、自社の技術を統括する立場といった責任であった。 
 
図 7-6 技術者直観水準図 
 
①比例型 10 人 (例:N 社 S.K.) 
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図 7-6(続) 技術者直観水準図 
 
②青年期突出型 2 人 (例:K 社 Y.K.) 
 
 
③壮年期水平型 3 人 (例:OT 社 S.U.)  
 
 
いずれの型の人も積み上げるものを積み上げてきた結果、現在の水準に至っている。中
でも、 ①比例型の人が最も多くなった。一歩一歩着実に積み上げていく人の方が、卓越
したベテラン技術者になる可能性が高いことを示していると考える。 
107 
図 7-6 の N 社 S.K.氏を例にすると、30 歳の時に大きな失敗をしたことが、技術者直観
が高くなった最初のきっかけである。30 歳の時に海外の現場を受け持つことになり、その
現場で大きな失敗をする。土地開発にともなう道路設計で、山を掘削する際の斜面の安定を
検討する立場であった(図 7-7)。大きな失敗とは、斜面の安定を保つ検討に誤りがあり、地
すべりを招いてしまったことである。地滑りの設計ミスは、その現場の安全を保てなくなる
だけでなく、その後の工事の遅れ、さらには企業の責任問題になるものである。20 歳代の
頃には、大きな失敗をしてきたことがなく、この当時自分の技術(能力)に関して過信してい
たと S.K.氏は言う。 
 
図 7-7 斜面安定解析 
 
 
 
その後は、この大きな失敗から得た教訓を忘れずに研鑽に励んだことで技術者直観が向
上する。30 歳代は、大きな失敗の後、道路設計をはなれダムの建設に携わることになる。
この期間の技術者直観の成長も、変わりなく少しずつ積み重なり高くなっている。ダムの建
設において斜面の安定を検討することは非常に重要なことである。なぜならダムは、その後
背地に多くの山があるからである。ダム竣工後、水を排出するときに山の斜面の安定をみる
ことは重要である。この間の集積から 40 歳の時に H 海岸の岩盤崩壊の検討をする業務を
きっかけに専門分野(斜面安定)が見いだされ、そのことに集中してより多くの業務をこなす
ようになり、さらに技術者直観が向上することとなった。 
 
このように、きっかけとなる 30 歳の時の「失敗」や 40 歳の時の「責任」、その間の「訓
練」や「継続」などは技術者直観が高まっていった要因である。この要因は、KJ 法の分析
と合致する要因である。S.K.氏の場合、失敗の度合いが後々に効いていったことは付け加え
ておく。 
 
 
108 
図 7-6 の K 社 Y.K.氏を例にすると、積み重ねが認められ、都度「責任」ある仕事を任さ
れており、その際目標となる上司・先輩との「人との関わり」が特徴的である。20 代の時、
「なんでこんなことで悩んでいたのか」と思させてくれる上司・部下との関りがあった。そ
れは、「心構え」やふるまいから仕事の基礎におよぶものまでを様々なもの得る大事な出会
いであった。28 歳の時に主担当となる業務を任される。この責任ある仕事を任されたこと
は技術者直観が高まる大きなきっかけになった。特に主担当として任されたことが大きな
モチベーションを生み出したと Y.K.氏は言う。30 歳には国家資格である技術士(建設)を取
得する。このことが 30 歳代におけるモチベーションをさらに向上させる。 
K 社研究所は、一定期間現場に出て仕事をすることが義務付けられている。Y.K.氏 32～
37 歳の期間にダムの現場へ出ている。研究所では得られないものをこの期間で得て、技術
者直観はさらに高まっている。つまり、Y.K.氏の場合、28～38 歳の間で技術者直観が大き
く高まったといえる。 
38 歳で研究所に戻った時には、管理職として業務に携わるようになる。組織としての立
場で動く方法を教えられ、それに従いきつい状況と達成感を感じながら多くの業務に関わ
る。当然、意思決定をすることの方が多くなるが、そのことが技術者直観をさらに高めるき
っかけとなっている。47 歳には本社への配置転換となり、さらなる広がりを持った業務を
受け持つようになる。例えば、あらゆる専門技術が複合する技術開発の案件などに関わった
ことは深さだけでなく広がりをもった蓄積である。 
また、20 代の頃からの「訓練」と「継続」の積み重ねも大きな要因である。Y.K.氏の話
から伝わってきたのは、日々の積み重ねである。特に、若い時の訓練と継続を絶やしていな
いことが技術者直観の高まりを支えているものだと考えられる。 
 
図 7-8  K 社 Y.K.氏の環境 
 
 
 
このように都度「責任」ある仕事を任され、その際目標となる上司・先輩との「人との関
わり」は技術者直観の高まりを支えてる。20 代の頃からの「訓練」と「継続」の積み重ね
も大きな要因である。これらは KJ 法の分析と合致する要因でもある。個人の素質を考慮に
入れなくても 20代の頃からの積み重ねが責任ある仕事につながっていることは明白である
(図 7-8)。  
109 
図 7-6 の OT 社 S.U.氏を例にすると、30 歳の技術士取得に向かって技術者直観を高め
ていっているのが分かる。20 歳代は基礎の積み重ねで、その結果が技術士(応用理学)取得
という結果を生み出している。しかし、技術士取得後は多くの形式化されたこなす仕事を
任され、技術者直観を高めることができなかった。技術士の資格は、業務を受注するのに
会社としても形式化された仕事に従事してもらうしかないという選択をしたためである。
ただまったく積み重ねがなかったわけでなく、技術者直観の高まりがないにせよ、35 歳の
時に、技術士(建設)を取得している。 
30 歳代は技術者直観の大きな高まりはないまま、39 歳の時に大きな転機を迎える。四
国地方の支店の支店長として大きな責任を任される。四国地方の支店の支店長であるが、
実質は四国地方の統括という立場である。四国地方の統括をする管理職として、部下を持
ったことで、技術的意思決定を伴う多くの仕事をこなすようになる。S.U.氏はこの期間の
集積を「目からウロコが落ちる」感覚だったと語っている。また、45 歳の時には、博士学
位の取得を勧められ、それを目指す中で、技術者直観がさらに急激に上がったと言う。55
歳で博士(工学)を取得したときは、技術者直観は最高点に達する。この時、S.U.氏が感じ
たのは、「クビをかけられるほど自分に自信がある」というものであった。 
 
このように若いころに技術者直観が高まった後、一度は成長の鈍化を感じるが、ある時
「責任」ある仕事を任されることによって再び技術者直観が高まるという型もある。しか
し、20 代の頃の「訓練」と「継続」の積み重ねは大きな要因である。これらは KJ 法の分
析と合致する要因でもある。S.U.氏の場合、探求心が支えていることは注記しておく。 
 
 
 
以上、インタビュー調査の結果から卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形成に
ついて分析してきた。卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形成には、「責任があ
る中での経験が必要」である。つまり、若手・中堅技術者を育成するには、責任ある中での
集積と使いこなすことが必要ということである。卓越したベテラン技術者はキャリアとし
て、責任ある仕事に就くために、自己意識高く、日々研鑽し、人との関わりを多く持とうと
してきたのがわかる。また、「日頃の努力」、「失敗と責任」、「人と関わる」、「自己研鑽」、「技
術者直観水準が高い」の要因を満たしていることもわかった。分析した結果をまとめると、
次の通りである。 
 
 
(ア)飽きることなく探求をし続けるからこそ達する。また、卓越したベテラン技術者は、
飽くなき探求者であるための要因を大半満たしている 
(イ)自らが努力をしていく中で、機会を与えられ成長していく 
(ウ)優れた人との出会い、進んで人と関わろうとしていた 
(エ)自己意識が高く、目的・目標達成のために日々研鑽している 
(オ)飽きることなく取り組み、自分の能力を向上させ続け、人にも提供する 
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7.4 第 7 章のまとめ 
 本章では卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形成の実際を分析することで、若
手・中堅技術者を育成するのに何が必要か考察した。卓越したベテラン技術者の能力開発・
キャリア形成には、「責任がある中での集積と使いこなすことが必要」であった。つまり、
若手・中堅技術者を育成するには、責任ある中での集積と使いこなすことが必要ということ
である。卓越したベテラン技術者はキャリアとして、責任ある仕事に就くために、自己意識
高く、日々研鑽し、人との関わりを多く持とうとしてきたのがわかる。また、「日頃の努力」、
「失敗と責任」、「人と関わる」、「自己研鑽」、「技術者直観水準が高い」の要因を満たしてい
ることもわかった。 
第 6 章の方法論「人材育成論」に関わる先行研究では、「環境」が大きな要因であり、そ
の要素として「訓練」、「意識」、「経験」、「時代適応」、「段階」、「循環」があることを示した。
本章の分析結果に関連すれば、「訓練」、「意識」という要素は重要であることも証明された。 
つまり、若手・中堅技術者を育成するには、責任ある中での集積と使いこなすことが必要
ということである。この環境を作り出すことが能力開発・キャリア形成、ひいては技術者直
観の形成に必要不可欠なのである(図 7-9)。 
 
図 7-9 方法論に組み込むべきもの 
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第 8章 技術者直観が伝わる人材育成方法の検証 
 本章の目的は、技術者直観を伝えるための人材育成方法の検証である。本論 1 では、何
を伝えるかについては検討したが、技術伝承と人材育成を円滑にするための方法論に関し
ては述べていない。本章では、技術伝承と人材育成を円滑にするための方法論の面におい
て検証する。 
 
 
8.1 研究の方法と概要  
 本研究では、「技術者直観」を円滑に伝える方法論を検証するにあたって、「実験」を選
択した。社会調査には歴史がある。時代を通して様々な手法が確立されてきた(図 8-1)。現
在、社会調査手法には次のようなものがある。公式統計調査の二次分析、実験、調査票調
査、インタビュー調査、参与観察調査、踏査、ドキュメント調査、比較調査法、既存研究
分析、三角測量などである。実験とは、社会事象を対象とした実験による手法である。自
然科学において実験は必要不可欠であるが、社会科学での実験は困難を極める。そのため、
多数の事例の環境条件を精査することにより、一定の関係性を見つけるなどの方法がとら
れる。最近では、心理を基礎とした実験などによって合理的行動の再検討が行われている。
実験内容が現実社会のモデルとしてふさわしいか妥当性が問われる方法である。一つの調
査ではむずかしいことも、いくつもの調査を合わせることで結論を導く方法である。
(Giddens, Anthony(著) 内田・松川・立松・叶堂・小幡・藤井・西岡・松尾(訳)、1998： 
Easthope, Gary (著) 川井隆男・霜野寿亮監(訳)、1982： 新睦人(編)、2006：星野潔・杉
浦郁子(編)、2007：森下伸也、2000) 
社会調査の実験では、(1)実験の必要性、(2)困難性、が存在する。実験の必要性とは、近
い状況をつくりだし科学的な因果関係をみいだせることにある。同一の実験状況を設定し
て、同一の対象に同一の刺激を加え、同一の結果が反復されることによって、特定の命題
の経験的な妥当性を証明する。フィッシャー1)の実験計画では、実験計画、3 つの課題、統
制、割振り、測定と設定される。困難性とは、操作可能性や反復可能性などの再現性であ
る。対象が人である以上、倫理的、政治的、社会的、経済的に留意する必要がある。実験
を人に対して行うこと自体が困難を伴う理由でもある。実験にはいくつかの手法がある。
限定された範囲で行う実験では、ホーソンスタディーズという手法がある。実験の設定自
体が結果に影響するものである。例えば、ボーイスカウト等の集団内での実験や心理学の
実験で了解したモニターに行うなどと範囲が限定される。経時的な実験もあり、例えばア
ルコールの健康被害の検証や医薬品の治験などがそれにあたる(新睦人(編)、2006： 
Salsburg, David S.(著) 竹内惠行・熊谷悦生(訳)、2006)。 
本研究の実験の位置づけは、将来的に実用可能性を見据えた方法論を導きだすための前
段階である。その点には留意し、検証を行っていくものである。 
  
                                                  
1) Sir Ronald Aylmer Fisher、1890～1962 年。イギリスの統計学者、進化生物学者、遺伝学者で優生学
者である。現代の推計統計学の確立者であるとともに、集団遺伝学の創始者の 1 人であり、またネオダー
ウィニズムを代表する遺伝学者・進化生物学者でもあった。 
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図 8-1 社会調査の歴史 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：浜松(2014) 
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8.2 方法論 ｢5 つの活動の連携による育成｣ 
 建設技術者に適した新たな方法論を検討するにあたって、第 6 章で先行研究をレビュー
している。共通して見いだしたのは、習得するための段階を 5 段階に設定している方法論
が多いことである。また職場環境において、OJT 、Off-JT、みてわかりやすい管理ツール
が必要なものとして見いだされた。これらの人材育成方法をもとに考え出したのが、5 つ
の活動である。各企業へのインタビュー調査結果によると、5 つの活動に類似するいずれ
かを実施していることがわかっている。例えば、A 社は、④に準ずる定期的な集合研修(年
に 2～3 回、2 泊 3 日など宿泊を伴う)を行っている。それによって、普段の実務では、経
験することのない技術者の視点を吸収する場となっている。B 社においては、③と④に準
ずる失敗事例集作成及び集合研修を行っている。C 社においては、①を徹底的に作り上げ
ており、③との併用で普段の研鑽を進めている。また、④に準ずる定期的な集合研修も行
っている。今回の報告では対象でないが、いずれの会社も⑤については、上下の距離感を
保ちながらも可能な限り時間を使い、伝わっていくようコミュニケーションの工夫がされ
ている。 
このように 5 つの活動を全て行なうことによる効果は検証されていない。すべて行うこ
とがされていないのには様々な要因もあるが、5 つ全てが成される環境を作り出していく
ことが、5 つの活動の連携による育成の根幹である。ベテラン技術者が持つ技術者直観を
若手・中堅技術者に効率的に伝える 5 つの活動による循環を示す(図 8-2)。5 つの活動の連
携による育成とは、①課業スキル表、②キーワード、③事例、④擬似訓練、⑤協働による
循環を経て、技術者直観を身に付けていく過程のことである。 
 
図 8-2 5 つの活動の連携による育成 
 
 
 
出所:筆者作成 
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「①課業スキル表」は、職場で日々行われている業務を分析し、課業の一覧表を作り、
それに職場構成員をクロスさせて、誰がどの課業をどこまでできるかを明示したものであ
る。現段階では、可視化により上下間のコミュニケーションの促進を図っている。 
図 8-3 に示すのは課業スキル表の原型である(佐藤・藤村・八代、 2011)。もともと、日
本の製造現場で人材育成のツールとして古くから使用されてきたものである。 
 
図 8-3 課業スキル表の原型(スキルマップ) 
 
 
出所: 佐藤・藤村・八代( 2015) 
 
技術伝承研究会では、課業スキル表を建設技術者に適用するにあたって、2 つの独自性
をもたせた。(ア)技術を理解しやすいように言語化すること、(イ)スキルレベルをチャート
やグラフを使って可視化することの 2 点である。言語化は全体像の把握に役立ち、可視化
はベテラン技術者と若手技術者の意思疎通に貢献する。課業スキル表(技術版)は、技術者
が業務を遂行していく上で基本となるスキルについて言語化して、点数をつけていくもの
である。(ア)自己評価、(イ)先輩による評価、(ウ)上長(課長)による評価の 3 つによって構
成される。課業の重要度と達成度は数値化にあたって、それぞれ 4 段階の指標で設定して
いる。具体的には、レベル 1:時間をかければ、マニュアルを見ながら 1 人でできる。サポ
ートは必要。レベル 2:マニュアルを見ながら時間内でできる。サポートが必要。レベル 3:
マニュアルを見ずに時間内にできる。同時に改善点も考えることができる。レベル 4:人に
教えることができる。また、被評価者の業務遂行スキルを継続的に見ていくことが可能で
ある。技術習得の推移を見守りながら、上司と部下の間での人材育成・コミュニケーショ
ンツールとしての役割を果たすこととなる。図 8-4 は、道路設計におけるものである。課
業に従って評価が計算され、グラフによって表現される。 
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図 8-4 新しい課業スキル表(建設技術者向け) 
 
 
 
 
 
出所: 山﨑(2012) 
 
スキル分析(技術版)は、技術者の専門性に対してその習熟度を可視化するものである(図
8-5)。課業スキル表(技術版)の点数がグラフにより表現される。このグラフを見ながら、各
技術者は技術到達目標を立てる。また、課長、先輩、本人の評価結果の差がなぜ生まれた
のかをベテラン技術者と若手技術者が議論することによって、技術伝承・人材育成ツール
としての役割を果たす。 
 
　　配属：本社　　氏名：Aさん
※業務の流れに従う(若干の前後あり)
業務 課業 課業内容 重み付け係数 Aさん 先輩 課長 Aさん 先輩 課長
提案書の作成 業務受注のための作業　但し、このレベルでは対象としない
受注業務対応準備 業務スキル版に従う
内勤
外勤
既往資料の検討 2
設計箇所について、地形や関連施設などの現地状況を把握するために現況調査を行なう
①構造物位置、交差または付替道路、用排水系統等の確認
②地形、地質、地物、植生、土地利用状況及び文化財の確認
③地質については地質調査結果より把握するが調査が必要必要と判断される場合は、
 その理由と位置について提案する
④近隣住民への周知徹底(特に主となる、市町村役場、町内会長、考慮すべき関係団体)
⑤現地調査における段取りの確認(計測・収集する物、効率性を考慮に入れる)
⑥必要機器・調査票等をチェックリストにより確認(チェックリストは業務により異なる)
現地踏査
業務仕様を満たすための資料作成
①予備設計、既往資料の整理
②現地調査の結果を整理、把握
③上記資料の問題点、質問事項をまとめる
0.2
10.2
設計図書に基づき作業方針を検討し、計画する
①業務の目的・主旨を把握したうえで業務内容を確認する
②業務概要・実施方針・業務工程・業務組織計画・打ち合わせ計画の確認
③成果品の品質を確保するための計画
④使用する図書および基準の確認
⑤貸与資料の確認
設計計画 1 1 1
指標：課業の達成度
レベル1～4(4が高い)
2011年11月6日
指標：課業の達成度
レベル1～4(4が高い)
2010年11月4日
1
1
1 1 1
22
指標：重要度
0.1～0.4
(0.4が高い)
1
2 2 2
0.4
2
2
※業務の流れに従う(若干の前後あり)
業務 課業 課業内容 重み
提案書の作成 業務受注のための作業　但し、このレベルでは対象としない
受注業務対応準備 業務スキル版に従う
内勤
既往資料の検討
業務仕様を満たすための資料作成
①予備設計、既往資料の整理
②現地調査の結果を整理、把握
③上記資料の問題点、質問事項をまとめる
設計図書に基づき作業方針を検討し、計画する
①業務の目的・主旨を把握したうえで業務内容を確認する
②業務概要・実施方針・業務工程・業務組織計画・打ち合わせ計画の確認
③成果品の品質を確保するための計画
④使用する図書および基準の確認
⑤貸与資料の確認
設計計画
指標
0
(0
　　配属：本社　　氏名：Aさん
重み付け係数 Aさん 先輩 課長 Aさん 先輩 課長
20.2
1 1 1
指標：課業の達成度
レベル1～4(4が高い)
2011年11月6日
指標：課業の達成度
レベル1～4(4が高い)
2010年11月4日
1
1 1 1
22
指標：重要度
0.1～0.4
(0.4が高い)
1
0.4
2
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図 8-5 スキル分析(技術版)の参考例 
 
測定開始                                1 年後 
 
出所: 山﨑(2012) 
 
「②キーワード」は、ベテラン技術者と若手中堅技術者の間に共通の認識を持たせるた
めのステップである。共通の言語により意思疎通の円滑化を図ることが目的である。企業
に入るまでに受けた教育だけでなく、日々の業務において使用しているキーワードを拾い
集めて整理する必要がある。 
「③事例」は、課業スキル表やキーワードだけでは気づくのが難しい行間を理解するた
めに使用する。課業スキル表によって業務の流れを理解し、キーワードを認識した上に使
用するものである。①課業スキル表、②キーワードとあわせて知識や知恵などを整理・蓄
積をするための道具である。事例については、後に詳述する「8.3 実験の内容」において
具体的に示すものとする。 
「④擬似訓練」は、課業スキル表、キーワード、事例による普段の自己研鑽における訓
練を経た後に、事例で訓練したことをベテラン技術者と共に擬似体験するものである。本
当の現場で行うものでなく、室内を基本とする。ベテラン技術者は、若手中堅技術者が技
術者直観に気付き、それを高めていくことを支援する役割を担う。 
「⑤協働」は、擬似訓練までの段階を経た後、ベテラン技術者と共に実際の業務を遂行
していく中で、技術者直観を引き継いでいくものである。協働による集積をした後に、振
り返ることがとても重要になる。擬似訓練との違いは、現実の厳しい環境下で行っていく
ため、集積の密度は非常に高いものとなる点である。 
 
 
8.3 実験の内容 
実験の大きな目的は、｢気づくことに気づいてもらえるか｣が短期的に達成できるかであ
る。実験は、事前に活動①～③(①課業スキル表、②キーワード、③事例)の資料を提示し
ておき、活動④(④擬似訓練)を実施した。なお、活動⑤(⑤協働)については、本実験には含
まれない。活動⑤は、実務において行われるものであり、研修室で実施するものではない
ためである。 
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実験の事例として使用したのは、第 5 章において提示した道路設計である。活動①～④
は次のとおりである。活動①(①課業スキル表)として提供したものを示す。技術者業務共
通事項と道路設計における入社 1～3 年目の技術者の遂行事項について記したものである
(図 8-6、図 8-7)。図 8-6 に示されるように、技術者業務共通事項では、業務の流れを確認
しておくことで、事前に理解して業務遂行にあたるための材料である。図 8-7 では、道路
設計における入社 1～3 年目技術者を対象に業務の流れを理解してもらう材料である。 
 
図 8-6 課業スキル表(業務版技術者共通)の抜粋 
 
 
 
出所: 山﨑(2012) 
 
 
 
 
 
 
 
技術者
※業務の流れに従う(若干の前後あり)
業務 課業 課業内容
提案書の作成 業務受注のための作業　但し、このレベルでは対象としない
現地踏査 下記、外勤(技術)に従う
内勤
必要資料の収集
①業務仕様を達成するための資料の把握(業務により異なるため)
②資料の収集(各関係機関や取得場所の把握)
③収集資料の整理、内勤(作業)への指示
業務全体像の把握
①特記仕様書の確認
②実施計画書(業務工程)や必要書類の作成
③上司(管理技術者)との業務全体像の把握
④業務の作業項目を抽出する
⑤協力会社(下請け会社)の検討および作業依頼
資料作成
業務仕様満たすための資料作成(ワード・エクセル・CAD・専門ソフトの使用)
①協議用資料の作成(協議録、調査結果等)
②報告書に載せるデータ・図面の整理、作成
③専門ソフトによる解析(原理原則を理解した上で使用すること)とアウトプットの整理、作成
④内勤(作業)への指示
資料収集
受注業務対応準備
技術者
※業務の流れに従う(若干の前後あり)
業務 課業 課業内容
部員状況把握 それぞれの技術者・内勤同士で連絡ができる状況にする(報告・連絡・相談)
現地調査
現地調査を効率的に手戻りが発生しないよう行う
①頭の中で整理している段取りに従って、着実に調査を進めていく(頭の中で整理できなけ
れば簡易メモ等作成のこと)
②不測の事態が発生した場合の対処を行う(苦情対応・事故・業務工程の遅延対処等)
③計測忘れ、ミス等をしていないか確認を行う(技術的判断も求められる)
④お世話になった近隣住民の方への完了のお知らせをする(特に主となる、市町村役場、
町内会長、考慮すべき関係団体)
外勤
現地踏査
収集資料を用い、業務仕様を満たせるよう現地踏査を行う
①現地でどのような調査を行うか確認する
②全体像を把握するため、簡易的な調査(現地状況写真撮影、図面確認等)を行う
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図 8-7 課業スキル表(技術版道路設計) 
 
 
出所: 山﨑(2012) 
 
職種：技術部(道路設計)
技術者
※業務の流れに従う(若干の前後あり)
業務 課業 課業内容 重
提案書の作成 業務受注のための作業　但し、このレベルでは対象としない
受注業務対応準備 業務スキル版に従う
内勤
指
　　　　　　　　　　　課業スキル表　技術部(設計)　『技術内容版　入社1～3年』
道路詳細設計
設計図書に基づき作業方針を検討し、計画する
①業務の目的・主旨を把握したうえで業務内容を確認する
②業務概要・実施方針・業務工程・業務組織計画・打ち合わせ計画の確認
③成果品の品質を確保するための計画
④使用する図書および基準の確認
⑤貸与資料の確認
設計計画
既往資料の検討
設計箇所について、地形や関連施設などの現地状況を把握するために現況調査を行なう
①構造物位置、交差または付替道路、用排水系統等の確認
②地形、地質、地物、植生、土地利用状況及び文化財の確認
③地質については地質調査結果より把握するが調査が必要必要と判断される場合は、
 その理由と位置について提案する
④近隣住民への周知徹底(特に主となる、市町村役場、町内会長、考慮すべき関係団体)
⑤現地調査における段取りの確認(計測・収集する物、効率性を考慮に入れる)
⑥必要機器・調査票等をチェックリストにより確認(チェックリストは業務により異なる)
現地踏査
業務仕様を満たすための資料作成
①予備設計、既往資料の整理
②現地調査の結果を整理、把握
③上記資料の問題点、質問事項をまとめる
内勤
外勤
仮設構造物設計
①構造計算、断面計算または流量計算等を必要とする仮設構造物について、設計図書に基づき現場条件、
　設計条件に合致するよう設計する
②施工計画書、図面及び数量計算書を作成する
用排水設計
①既存資料及び現地踏査の結果に基づいて用排水系統の計画、流量計算、用排水構造物の形状等について
　設計を行い排水系統図を作成する
②現地における既設の関連用排水現況、将来計画との整合を考慮して設計を行なう
③使用する用排水構造物は「標準設計図集」を参照する
④用排水系統図には、自然流下の用排水路については流水方向と施工高さを記入する
平面設計
①実測平面図用い道路予備設計により決定された線形の再確認及び必要に応じた細部検討を行なう
小構造物設計
①道路付属構造物以外で原則として応力計算を必要とせず標準設計図集等から設計できるを設計する
②石積み、ブロック積み擁壁、コンクリート擁壁（高さ2ｍ未満）、管渠、側溝、街渠、法面保護工、
　小型用排水路、集水桝、防護柵工、取付道路、階段工等を設計する
③必要に応じ展開図を作成する
施工計画
①設計図書に基づき経済的かつ合理的に工事の費用を予定するために必要な施工計画を行なう
横断設計
①実測横断図を用い、地質調査結果に基づき土層線を想定し法面勾配と構造を決定し、
　道路横断の詳細構造を設計する
道路付属構造物設計
①一般構造物[擁壁、函渠、特殊法面保護工、落石防護柵工等]及び管渠、溝橋、大型用排水路、
 地下道、取付道路、側道、階段工等ついては、設計図書に基づき現場条件、設計条件に合致するよう設計する
縦断設計
①実測縦断図用い橋梁・トンネル等の主要構造物位置、形式、基本寸法を考慮のうえ縦断線形決定する
②測点及び主要点を標準とする測点について計画高計算を行なう
設計計画
設計図作成
設計計画にて検討された平面・縦断・横断計画等を基に各種設計図を作成する
①路線図
　1)市販地図等に路線、主要構造物、コントロールポイント、連絡等施設を記入する
②平面図作成
　1)平面形状を計画し、法面、重要構造物、交差構造物、主要水路等を記入し平面計画形状をお行う
③縦断図作成
　1)実測図を使用し、コントロールポイントの基本値を算定の上、縦断線形、重要構造物、諸数値を記載し、縦断図作成
④標準断面図作成　1)切土、盛土等の断面について代表的な形状箇所を選定し作成する
  2)標準断面図には、幅員構成、舗装構成、法面保護工、道路付帯構造物を記入する
⑤横断図作成
　1)実測横断図を用い、地質調査結果に基づき土層線を想定し法面勾配と構造を決定し、横断図を作成する
報告書作成
基本条件の整理、設計の経緯、比較検討及び施工上の問題点等を記載する
①計画の概要
②各種検討の経緯とその結果
③設計計算書（排水計算、設計計算等）
④その他必要事項
数量計算
①数量計算は平面図、横断図等関係図面より算出する
②数量算定については、マニュアルによる
前段の予備設計に基づき、平面・縦断線形・横断形状の検討を行ない、
その他関連施設、構造物等の位置、基本形状を計画する
下記に準ずる
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活動②(②キーワード)として提供したものを示す。本実験で示したキーワードは以下の
とおりである。 
 
(1)道路規格 
 道路構造の各規定を決定するために前提となる規格として、｢道路の区分｣｢設計車両｣
｢設計速度｣の規格がある。これらの規格は、道路の担うべき機能等の性格を決める重要
な役割を持っている。 
(2)路線計画 
 交通計画は対象とする計画内容によって，交通網計画，路線計画，ターミナル計画に
大別することができる。複数の路線や路線相互の接続，乗換えを含めて交通施設のネッ
トワークを検討するものが交通網計画で，例えば国土や地域間のような広域交通では道
路，鉄道，港湾，空港など，都市内では鉄道，道路などの交通施設を総合して考えるこ
とがとくに必要となる。 
(3)地形 
 地形の把握は観察や生活体験から得られるのが普通であるが，広く客観的にみるには
各種縮尺の地形図，宇宙画像，空中写真等が必要となる。地形図(コンター)を読み取れ
るようになることは、技術者として必須である。 
(4)地質 
 地質学は、これらを専門的に研究する学問である。岩石とその層状の構造である地層
である。逆に、考古学や古生物学の知見から、地層の年代の特定が行われるなど、隣接
分野からの知見が地質に関する知見を広げることも多々ある。 
 設計技術において、地質に関する技術は、最も近い隣接分野である。 
(5)支障物件 
 埋設物や電線・送電線、地権者の土地といった、道路を建設する上でコントロールポ
イントとなるもののことを言う。特に既存資料を基に現地での確認が必要である。 
(6)現地踏査 
 現地の状況を確認することである。設計に必要な情報を収集することが目的である。
時間には限りがあるため、何度も現地踏査に行くことはできない。 
(7)設計条件 
 設計をするための条件を整理したものである。道路構造令を基本とする。 
(8)標準幅員構成 
 設計条件より標準的に採用する幅員構成である。これを基に、現況にあわせた幅員構
成とする。 
(9)平面縦断設計 
 平面・縦断の線形計画をすることである。平面と縦断が頭の中で連携できるかが大事。 
(10)横断設計 
 平面・縦断と連携して横断図に図を描いていく。横断図箇所の測量データは、チェッ
クし最新のものを使用する。 
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活動③(③事例)として提供したものを示す。ある業務が始まった時を想定している。 
 
 ○▲□社道路設計部では、繁忙期を乗り切って適度な忙しさの中で仕事に向かっていた。 
5 月 7 日午前中、一本の電話が鳴った。 
  
A さん：｢もしもし、道路設計部です。ああ、営業の。部門長、営業の B さんからです。｣ 
部門長：｢はい、もしもし。おお、あの業務案件を獲ったの。うん、わかった。早速準備
を始めるよ。｣ 
  ｢A 君、午後一番少し時間を空けてくれる。新しい仕事の段取りをしたいから。｣ 
A さん：｢はい。わかりました。｣ 
部門長は午後からの準備始めている様子 
  
・・・・・午後、打ち合わせ時間(部門長、A 君) 
 
 部門長：｢A 君、さっき営業の B 君から新しい業務のことで電話があったでしょ。あれ、
君に大半をお願いしたいのだけど、どうかな。業務の仕様は、これだけど｣ 
 ・・・・・ 
 A さん：｢この内容は、これまでに部分的にあたってきた仕事ですね。全体を通しては初
めてですが、内容的には問題ないと思います。私が全部担当するのでいいです
か。｣ 
 部門長：｢いや、業務管理とかは、私が担当するよ。君には、技術的な面を担当してもら
いたい。段取りは、分かっていると思うが、まず、初回協議の準備をしてくれ
るかな。｣ 
 A さん：｢わかりました。発注者との初回協議の準備をします。｣ 
 部門長：｢たぶん、初回協議では線形計画のことが中心になるから。それじゃ、よろしく。｣ 
 
・・・・・日付は変わって、5 月 14 日 
 
部門長：｢A 君、そろそろ発注者のところに行く時間かな｣ 
A さん：｢そうですね。部門長にもみてもらっているように協議資料の準備はできていま
す。｣ 
部門長：｢それじゃ、行こうか。｣ 
 
 
 
 
 
 
 
・・・・・A さんと部門長の一つの業務が始まった。 
若手技術者(A さん３年目) ベテラン技術者(部門長) 
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業務の流れをつかむためのフローチャート。これによって全体像を把握する。 
 
 
照査・点検 【照査③】
納品、検査
END
関係機関調整
詳細設計図面作成 【照査②】
数量計算
報告書とりまとめ
路線測量
地質調査、解析 平面・縦断・横断設計
排水設計 ・流量計算、断面決定、流末処理検討
関係機関調整資料作成
現地踏査 ・支障物件、排水系統の把握
基本条件の整理 【照査①】
基準点測量、地形測量
平面線形決定
業務名　：　
START
設計計画 ・業務内容の把握
・必要資料の収集
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設計概要 
(1)設計の目的 
本業務は、○○県○○市○○○町において、都市計画道路○○○線（以下、○○○線）
の道路詳細設計とその設計に必要となる地形測量および路線測量に加え、地質調査を行
うものである。○○○線は、1990 年に都市計画決定され、その後、2000 年に終点部に
あたる。鉄道本線立体交差部から一般国道△号までの区間について、都市計画道路の変
更が行われた全長 L=1.92km の路線である。  
(2)設計内容 
  ○○○線は、道路規格第 4 種第 3 級、設計速度 V=50km/h により設計を行うものであ
る。道路幅員構成については、これまで国道△△号を起点とし、NO.65+10 の現道接続
（1 工区・2 工区）までを全幅Ｗ=12ｍとして計画しており、3 工区にあたる当設計区間
は、全幅Ｗ=14ｍとして計画するものである。  
設計区間は L=170m であるが、平面線形及び縦断線形については国道△号接続までの
線形を決定する。これは、計画途中で立体交差する鉄道本線のクリアランスと国道△号
交差点部における緩勾配区間(2.5％以下)の確保が重要な計画条件となるためである。そ
のため、鉄道立体交差部の計画内容については、鉄道会社と協議を行い決定する。 
 ○○○駅南開発計画については、高等学校の造成（詳細設計レベル）に加え、住宅団
地の造成計画（概略設計レベル）があり、当設計には連絡道路（改修高等学校線）の接
続を考慮した設計とする。その他の住宅造成高などは計画が流動的であるため、現段階
の計画を概略反映することとする。 
 排水計画上の対象流域は、現時点の開発計画を考慮した流域として排水施設断面を設
定する。 
平面図 
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縦断図 
 
 
横断図 
 
 
 
 
活動④(④擬似訓練)においては、問、解答を次のように設定した。以下の通りである。
活動③で示したように本業務は、都市計画道路○○○線の道路詳細設計とその設計に必要
となる地形測量および路線測量に加え、地質調査を行うものである。問と回答の設定は以
下のとおりである。 
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問：A さんは、現地踏査において何に注意しなければならないでしょうか。 
解答：A さんは、最初に行う現地踏査において、埋設物の確認を怠る。線形検討では、
コントロールポイントとなるものの確認が最も重要となる。神社仏閣などは常識の範疇
だが、支障物件(埋設物・地権者の土地・電線など)は、必ず確認するものである。 
結果的に、線形検討において手戻りとなり、線形検討をやり直すことになる。当然、
ベテランからは叱られる。気づくべきこと、｢現地における確認はとても大切｣。限られ
た時間で、何度も現場に行くことはできない。普段からチェックポイントを把握してお
くだけでなく、チェックポイントを確実にチェックできていないと手戻りとなってしま
う。このように気づくことに気づけるかで、時間のかかり方は大幅に変わってくるので
ある。 
 
 
8.4 方法論の検証 
  方法論の検証には、インタビュー調査およびアンケート調査を行った。実験は、2 回行
った。第 1 回の実験は、第 8 回技術伝承研究会として、2013 年 5 月 7 日(火)16:00～18:00
に技術者・人材育成担当者を対象に実施した。第 2 回の実験は、第 17 回技術伝承研究会
として、2014 年 11 月 15 日(土)13:00～17:00 に就職先が決まっている学生を対象に実施
した。すでに現場の一線で活躍する人とこれから社会に出る人のデータを収集することで、
方法論として必要なものを探すことを目的とした。結果は次のとおりである。 
 
8.4.1 技術者・人材育成担当者への実験 
第 8 回技術伝承研究会として、2013 年 5 月 7 日(火)16:00～18:00 に実験を実施した。
技術者・人材育成担当者を選定したのは、すでに現場の第一線で活躍する人たちであり、
方法論に必要なものを理解していると考えたためである。場所は、法政大学新一口坂校舎
で、参加者は 7 名(技術者 3 名、育成担当 1 名、研究者 2 名、民間研究所 1 名)の社会人で
ある。上述の理論｢技術者直観｣と 5 つの活動の連携による育成について説明後、参加者を
対象に実験を行った。実験後、対象者にインタビューし、短期的な効果について検証を行
った。若手志望者・若手技術者に対する次の段階で注意する材料を得ることが出来た。以
下は、参加者からの感想である。 
 
(ア)技術者① 
今回の実験は理解できる。都市における施工管理を主体にしている。所長として起こり
うる問題を想定しつつ、普段からその対応に追われている。埋設物の確認は、都市建設で
も重要である。文化財が発掘された時などは、その対処に時間を要する。何があるか知っ
ておくことも大事だし、想定できるようにしておくことが重要ではないか。 
(イ)技術者② 
実験の内容は理解できるものである。調査・測量・設計などにおいて抜けてはならない
ポイントがある。そこができるかできないかが最初の頃のレベルの違いではないだろうか。
他の専門での展開も考える必要がある。 
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(ウ)技術者③ 
当社では、失敗例を基にこういった研修を定期的に行っている。実際に行っているので
その効果については認識している。ただ今回のように自身の専門でないことだとその感覚
はずれる。他の業務であるとどうでしょうか。 
(エ)育成担当 
工事を始める前に、施工前検討会というのを開きます。工事に起こるであろうことを皆
で想定し、確認する会です。それに似ているなと感じました。事務方として関与していま
したが、納得できるものでした。時間が迫られる中で、どれだけそういったことを組み込
んでいけるかが大事だと思います。事前訓練としての効果はあると思います。 
(オ)研究者 
｢気づくことに気づく｣とはどう捉えるべきか。いわゆる気づきを与えるとの違いはなん
であろうか。また、気づくことに気づく人と気づかない人の差は何であろう。さらに、方
法の効果を測定するという意味では、対象者の条件を設定して比較する必要があるだろう。
これは誰にでも適用可能か。建設技術者の候補者は、専門以外でも気づくのか。 
(カ)民間研究所 
建設技術については、全く知識・経験がないが、人事・労務の専門家として。これだけ
広範囲な情報の中で、必要なことを選び出すのは、高専・大学・大学院などの学びで出来
るのか。それとも、社会に出てから得るものによって可能になるのか。もし、5 つの活動
の連携による育成が機能するなら、どの期間(学校、企業)で適用させるべきか。 
 
現場の一線で活躍する技術者・人材育成担当者からの意見は前向きであった。若手志望
者・若手技術者に対する次の段階で注意する材料を示せるものだという認識で一致した。
この方法論を道路設計技術者だけでなく他の専門技術分野に適用させて使っていくかが今
後の期待としても寄せられた。方法論の賛同を得られただけでなく、その実践性について
も賛同を得られる結果となった。 
 
8.4.2 就職先が決まっている学生への実験 
第 17 回技術伝承研究会として 2014 年 11 月 15 日(土)13:00～17:00 に実験を実施した。
就職先が決まっている学生を選定したのは、これから社会に出る人たちであり、現場のこ
とを知らない視点から方法論に必要なものを見出せると考えたためである。この検証では、
法政大学デザイン工学部都市デザイン工学科の溝渕利明 教授、藤山知加子 教授のゼミナ
ールの学生に協力を得て実施した。参加人数は 11 名である。2 つの集団に分けて実験を行
った。検証は、5 つの活動を実施した上で、アンケート調査と追跡調査によって行なった。
調査結果として、気づくことに気づく体験が出来た人は、全体の半数となった。また、活
動①～③に該当する事前資料は、7 名が役に立つと回答した。さらに、実験の内容自体に
は今後漠然ではあるが役に立ちそうだと感じてくれている。 
 念のため抜き出し調査として 1 名の学生に対して追跡インタビュー調査を行なった。追
跡インタビュー調査から再度確認したのは、学生の社会人基礎力である。非常に訓練され
た優秀な学生であり、その能力の高さを確認した。実験時に観察していた通りで、どの学
生も水準以上である。  
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2014 年 11 月 15 日(土)13:00～17:00 
 
 
(1)検証概要 
・目的 ｢学生が気づくことに気づく体験をし、技術者直観を高めるきっかけとなるか｣ 
・就職が決まり、これから社会に出ていこうとする学生を対象に実施します。 
・2 つの班(A、B 班)に分けて、気づく度合いを比較します。 
 
(2)スケジュール 
 開催時間 13:00～17:00 
13:00～14:00 A 班への講義(実質 30 分程度) B 班は、14:00～ 
14:00～14:10 開催挨拶 
14:10～16:40 グループ討議 
 グループ討議は、グループでの討議・発表・まとめで構成されます。 
14:10～15:00 グループでの討議 問 1  
15:00～15:50 グループでの討議 問 2 
15:50～16:00 休憩  16:00～16:30 発表(学生)  
16:30～16:40 まとめ 16:40～17:00 アンケート 
 
 
   
状況写真 1 講師による A班への事前講義      状況写真 2 グループ討議状況(A 班) 
   
状況写真 3 グループ討議状況(B 班)         状況写真 4 発表状況 
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アンケート調査は、(a)本検証の目的に対する結果、(b)卓越した技術者になるための適正、
(c)被験者属性の 3 つから整理している。アンケートの結果は、次のとおりである。目的は、
｢学生が気づくことに気づく体験をし、技術者直観を高めるきっかけとなるか｣であった。
設定した全 32 問の質問項目のうち該当質問項目の 5 つを示す。 
  
(1) Q.13 事前配布資料は役に立ちましたか。 
 
結果 1 事前配布資料について n=11 
 
結果 1 に示すように、事前資料は、1. とても役に立つ、2. まあまあ役に立つ、を
合計すると 7 名と半数以上が役に立ったと認識しているようである。 
 
(2) Q.14 なぜそう思いましたか。(記述式) 
事前資料が役に立ったと思った理由は、次の通りである。 
・あらかじめ知識を準備できた。 
・図面があることでより細部まで理解できた。 
・事前資料を参考にグループ討議の時、意見を出した。 
・話し合いの時に、スムーズに進んだと思うから。 
 
(3) Q.15 今日のポイントに気づきましたか。 
 Q.18 最初の講義はポイントに気づくのに役に立ちましたか。(受けた人のみ) 
 
結果 2 ポイントに気づいたか(全体) n=11 
  
結果 3 ポイントに気づいたか(A 班) n=6    結果 4 ポイントに気づいたか(B 班) n=5 
 
結果 5 事前講義の効果(A 班のみ) n=6 
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結果 2 に示すように、全体ではポイントに気づいた人と気づかなかった人の割合は 2
つに分かれた。グループごとに集計を示したのが結果 3、結果 4 である。A 班の気づい
た人と気づかなかった人の割合は 2 つに分かれている。B 班は、気づかなかった人の割
合が高い。この結果から、｢与えなかった人は気づかない割合が高い｣が推察される。結
果 5 では、事前に講義を受けた A 班にのみ答えたもらった結果である。今回講義自体の
効果は、確認されなかった。初回であり事前講義の中身は検討の余地がある。また、今
回だけではサンプル数が少なく検証としては、可能性としての推論でしかない。 
 
(4) Q.16 今後、社会に出て役に立ちそうですか。 
 
結果 6 社会で役に立ちそうか n=11 
  
結果 6 に示すように役に立ちそうと答えた人が 7 名となったが、どちらともいえない
と答えた人も 4 名となった。結果から推察できるのは、｢漠然と役に立ちそうだと感じ
てくれている｣ことである。ただし、いいえの回答がないことに注意しておく必要がある。 
 
(5) Q.19 自分を高める取り組みに変化はありどうですか。 
 
結果 7 自分を高める変化となるか n=11 
    
結果 7 に示すように、高める変化となるが 6 名と半数以上となり、自分を高める取り
組みの変化点となりそうである。ただし、いいえの回答がないことには注意しておく必
要がある。 
 
 
 以上のように、就職先が決まっていてこれから社会に出る学生からも方法論に対する賛
同を得られた。特に目的である、｢学生が気づくことに気づく体験をし、技術者直観を高め
るきっかけとなるか｣については、基本的に理解が得られるものだったと回答を得た。 
 社会に出る前で現場のことを知らない学生が、この方法論を通して気づきを得られた点
は、実用に値するものである。また、これ以外の専門技術に関する事例があると良いとい
う前向きな意見をいただいたのも特筆すべきところである。 
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8.5 第 8 章のまとめ 
本章では、技術者直観を伝えるための新たな方法論について考察した。本論 1 における
理論「技術者直観」に基づき方法論を構築した。「5 つの活動の連携による育成」は、①課
業スキル表、②キーワード、③事例、④擬似訓練、⑤協働によって構成される。「5 つの活
動の連携による育成」において、活動①～④を経ることで、活動⑤を前にして、自学の過
程を構築する可能性があるものだと考えられる。特に目的とした「気付く」という点にお
いてその効果を発揮するものであり、技術者直観の形成および伝えることに大きく役立つ
ものである。 
「5 つの活動の連携による育成」は、現場の一線で活躍する人とこれから社会に出る人
への実験を通して、どちらの人からも賛同を得られる結果となった。現場の一線で活躍す
る技術者・人材育成担当者の要望としては、特に、③事例の他の専門分野への展開をどの
ようにするかであった。これから社会に出る就職先が決まっている学生からは、①課業ス
キル表、②キーワード、③事例があると役に立つという要望が出た。現場の一線で活躍す
る人とこれから社会に出る人から共通して出た前向きな意見として、他の専門分野への展
開であったことである。つまり、現段階で「5 つの活動の連携による育成」は実践的であ
り、活用の余地があるということである。実験を通して一定の結果を得た形となった。 
ただし、注意すべきはサンプル数が少ないことである。そのため今後は対象となるより
多くの技術者志望者・若手技術者に実験的に実施し、その効果を測定する必要がある。ま
た、測定の方法についてはインタビュー調査およびアンケート調査に加えて様々な方法を
模索する必要がある。 
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本編 2のまとめ 
 本論 2(第 6 章～第 8 章)では、技術伝承と人材育成が円滑に進む環境をつくりだす方法
論「5 つの活動の連携による育成」について述べた。第 6 章では、技術伝承と人材育成が
円滑に進むための方法論を検討するため、何が必要か、これまで提唱された人材育成論の
先行研究から整理・検証している。先行研究から見出されたのは、環境(訓練・経験・意識・
時代適応策・段階・循環)である。 
第 7 章では、卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形成の実際を分析すること
で、若手・中堅技術者を育成するのに何が必要か考察している。ベテラン技術者たちが技
術者直観をどのように身につけ、それが各人のキャリア形成にどう影響してきたかを検討
することで、若手技術者の育成に応用できると考えたからである。本論 1(第 3、4、5 章)
において生成した理論「技術者直観」をもとに卓越したベテラン技術者へのインタビュー
調査を実施した。その結果をもとに、卓越したベテラン技術者がどのように能力開発し、
キャリア形成してきたかを分析している。その結果、卓越したベテラン技術者の能力開発・
キャリア形成には、「責任がある中での集積と使いこなすことが必要」であった。つまり、
若手・中堅技術者を育成するには、責任ある中での集積と使いこなすことが必要というこ
とである。卓越したベテラン技術者はキャリアとして、責任ある仕事に就くために、自己
意識高く、日々研鑽し、人との関わりを多く持とうとしてきたのがわかる。また、「日頃の
努力」、「失敗と責任」、「人と関わる」、「自己研鑽」、「技術者直観水準が高い」の要因を満
たしていることもわかった。また、技術者直観水準推移図を分析した結果、技術者直観の
水準が上昇する型には、①比例型、②青年期突出型、③壮年期水平型、の 3 つの型がある
ことがわかった。 
第 8 章では、技術者直観を伝えるための人材育成方法「5 つの活動の連携による育成」
の検証を行っている。建設技術者に適した新たな方法論を検討するにあたって、第 6 章で
先行研究をレビューしている。共通して見いだしたのは、習得するための段階を 5 段階に
設定している方法論が多いことである。また職場環境において、OJT 、Off-JT、みてわか
りやすい管理ツールが必要なものとして見いだされた。これらの人材育成方法をもとに考
え出したのが、5 つの活動である。5 つの活動の連携による育成とは、①課業スキル表、
②キーワード、③事例、④擬似訓練、⑤協働による循環を経て、技術者直観を身に付けて
いく過程のことである。検証の結果、「5 つの活動の連携による育成」において、活動①～
④を経ることで、⑤を前にして、自学の過程を構築する可能性があるものだと考えられる。
特に目的とした「気付く」という点においてその効果を発揮するものであり、技術者直観
の形成および伝えることに大きく役立つものである。「5 つの活動の連携による育成」は、
現場の一線で活躍する人とこれから社会に出る人への実験を通して、どちらの人からも賛
同を得られる結果となった。 
以上、本論 2 では方法論「5 つの活動の連携による育成」について検証を行った。5 つ
の活動の連携による育成は、課題 2 に答えうるものである。結論では問題・課題への解決
策の提示とその実現のための提言を行う。 
131 
結論 本研究のまとめと提言 
 
はじめに 
 
本研究において設定した問題と課題に対して理論的意義を提示するとともに、提言によ
り実践的意義を示すものである。第 9 章と第 10 章において述べる。 
 
第 9 章では、本研究で設定した問題と課題に対して理論的意義を提示する。また、今後
の研究の方向性についても言及する。 
 
第 10 章では、実践的意義として、企業内での人事政策の展開について述べる。 
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第 9 章 これからの技術伝承と人材育成の方向性 
 
9.1 はじめに 
本章では、本論 1(第 3 章、第 4 章、第 5 章)と本論 2(第 6 章、第 7 章、第 8 章)において
示した課題に対する答えと本研究の問いに対する答えを示すものである。 
本研究における問題設定は、少子高齢化社会において不足すると危惧される建設技術者
の能力を維持・向上させ、わが国の建設業が持続的で活力ある発展を続けるための施策を
検討することであった。本研究では、設定した問題を解決するために、2 つの課題を立て
て研究に取り組んできた。設定した 2 つの課題は、「何を伝えるのか」と「どのような方
法であれば伝わるのか」である。なお、本研究の全体としての意義は図 9-1 に示すとおり
である。本研究における「理論の生成」と「方法論の形成」を通して得た意義を提示する。 
 
図 9-1 本研究の全体としての意義 
 
 
 本論 1(第 3 章、第 4 章、第 5 章)では、課題 1「何を伝えるのか」について検証している。
建設技術者の間ではカン・コツがあつかわれている。その能力の重要性に着目し、伝える
べきものと設定した上で、理論として明確化することが目的であった。 
第 3 章では、理論に関わる先行研究の検証を行った。基盤とする領域である経営学の各
理論について検証した限りでは、カン・コツと呼ばれる部分の検証が不足していると考え
る。したがって、カン・コツと呼ばれる部分の検証を行った理論を新たに生成することに
は、意義のあるものだと考える。また、本研究では、理論生成のための分析の枠組を構築
している。ベテラン技術者たちが培ってきた若手・中堅技術者に伝えるべきものを定義す
るに当たって、建設技術者のカン・コツを対象として開始した。カン・コツは概念である
チョッカンの派生である。そのため上位概念である「直観」にさかのぼって先行研究をレ
ビューし、分析の枠組を構築している。 
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第 4 章では、理論「技術者直観」について検証している。第 3 章において理論に関わる
先行研究の検証を行ったが、先行研究レビューだけでは建設技術者の「直観」という能力
を形づくれたわけではない。建設技術者の実態に合ったものとする必要がある。先行研究
レビューの結果をもとに技術伝承研究会において議論した内容と理論の検証のため技術者
へのインタビュー調査を行った結果について述べる。理論｢技術者直観｣がどのようにして
生成したかその過程を示している。 
第 5 章では、第 3 章と第 4 章で検証してきた技術者直観を事例の検討を通して、より明
確にした。事例研究では、文書、面接、直接観察、参与観察、物的人工物、公文書記録に
より論拠の収集を行う。本事例は、これらを満たすものである。文書については、技術指
針などの基本となる知見について精査している。面接については、ベテラン技術者(技術歴
51 年)の技術者 Y 氏にご協力いただいた。直接観察および参与観察については、筆者自身
が 2005 年 4 月～2010 年 3 月に建設技術者として従事した中での集積に基づく。物的人工
物および公文書記録については、本事例が実際に実施された事例の報告書を使用するもの
である。道路設計を検討事例としたのは、多くの人が生活において使用しているものであ
りイメージしやすいと考えたためである。分析の枠組として、実際の道路設計の全体像と
設計細項目について示した上で、各設計細項目について技術者直観のレベルを分析した。 
本論 2(第 6 章、第 7 章、第 8 章)では、課題 2「どのような方法であれば伝わるのか」に
ついて検証している。建設技術者に対してこれまでの人材育成方法では活かしきれていな
い面がある。そのため、現在の状況に応じた方法論が必要である。技術者直観を伝えてい
くためにどのような人材育成方法が必要かを見出すものである。 
第 6 章では、技術伝承と人材育成が円滑に進むための方法論を検討するため、何が必要
か、これまで提唱された人材育成論の先行研究から整理・検証した。人材育成論について
全体を見渡した上で、新たな方法論を見出すためである。 
第 7 章では、卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形成の実際を分析すること
で、若手・中堅技術者を育成するのに何が必要か考察した。卓越したベテラン技術者とは、
技術実績などの結果だけでなく、業界・企業内でこの人に替わる者はいないと認められる
人である。また、技術者直観の水準が非常に高いと認められる者である。ベテラン技術者
たちが技術者直観をどのように身につけ、それが各人のキャリア形成にどう影響してきた
かを検討した。この分析により新しい人材育成論へ組み込むものを見出している。 
 第 8 章では、技術者直観を伝えるための人材育成方法の検証をした。検証した結果得ら
れた人材育成方法が、方法論「5 つの活動の連携による育成」である。5 つの活動の連携
による育成とは、①課業スキル表、②キーワード、③事例、④擬似訓練、⑤協働による循
環を経て、技術者直観を身に付けていく過程のことである。この検証により新しい方法論
の発見に至った。 
  
この 2 つの課題を解決することで、設定した問題の解を得られると考える。本研究は、
設定した問題と課題に対する情報を提示するものである。  
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9.2 問題・課題に対する理論的意義の提示 
9.2.1 課題 1「何を伝えるのか」に対する提示 
課題 1 は、「何を伝えるのか」について検証することであった。伝えるべきものは、「技
術者直観」(Engineer’s Intuition)だと提示した。その起点である「カン・コツ」は、先行
研究において曖昧なもののまま語られている。「技術者直観」という理論は、これまで何を
伝えるのか諸説あったものを一つにまとめる意義を持っている。論拠として、本論 1(第 3
章、第 4 章、第 5 章)において検証を行っている。 
本研究における理論的意義は、「カン・コツのあつかい」と「意思決定に使ったもの(使
いこなすもの)」である。これが、これまでの理論(先行研究)との違いである。カン・コツ
に着目し、「技術者直観」として理論化したことで、カン・コツとしてあつかってきた能力
を若手・中堅・ベテラン技術者のそれぞれが理解し、共通の認識を持つことに貢献できる。
その他、理論「技術者直観」の特徴は、「レベル設定・広さと深さの設定」、「対象・主体」
である。 
表 9-1 理論(先行研究)との比較 
 
 
カン・コツのあつかい 意思決定に使ったもの(使いこなすもの)
レベル設定
広さと深さの設定 対象・主体
　本研究　「技術者直観」 ◎ 集積したもの 5段階両方を考慮 技術者・個人
　小池　「知的熟練」 〇 技能、経験 4段階両方を考慮 技能者・個人
　ダガン 「戦略的直観」 × 知識、情報 レベル設定なし深さのみ考慮 経営者・個人
　ダガン 「専門的直観」 〇 経験 レベル設定なし深さのみ考慮 消防士・個人
　野中・竹中 「SECIモデル」 〇 暗黙知、形式知 レベル設定なし両方を考慮 企業・組織
　金井・楠見 「実践知」 〇 知能、経験、暗黙知  2～5段階、7段階両方を考慮 様々・個人と組織
　松尾・中原 「経験学習」 〇 経験 5段階両方を考慮 様々・個人と組織
理論を比較するための軸
理論
理論構築の根拠・基盤 理論の構築過程・科学哲学 理論構築年
　本研究　「技術者直観」 現場観察、カン・コツ = 直観の系譜
仮説演繹
(技術者への帰納的アプローチを含む)
2017年
時点でみる
　小池　「知的熟練」 現場観察 ①仮説演繹→②事例帰納→③仮説演繹 2005年時点でみる
　ダガン 「戦略的直観」 科学史、脳科学、認知心理学、西洋の軍事戦略論、東洋哲学 ①仮説演繹→②事例帰納→③仮説演繹
2007年
時点でみる
　ダガン 「専門的直観」 クライン 「直観」 仮説演繹(消防士への帰納的アプローチを含む)
2007年
時点でみる
　野中・竹中 「SECIモデル」 ポランニー 「暗黙知」、知識変換 ①仮説演繹→②事例帰納→③仮説演繹 1996年時点でみる
　金井・楠見 「実践知」 認知心理学、熟達化、SECIモデル ①事例帰納→②仮説演繹 2012年時点でみる
　松尾・中原 「経験学習」 コルブ 「経験学習モデル」、熟達化 ①仮説演繹→②事例帰納 2006年時点でみる
理論
理論を比較するための軸
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表 9-1 の理論を比較するための軸は、第 3 章で理論(先行研究)の検証から得た項目であ
る。この項目を挙げた理由と理論「技術者直観」が理論(先行研究)と異なる点は次のとお
りである。「カン・コツのあつかい」は、本研究の起点であるカン・コツをどの程度あつか
っているかを比較するためである。理論「技術者直観」は、理論(先行研究)と比較しても
カン・コツのあつかいに特化したものである。「意思決定に使ったもの(使いこなすもの)」
は、意思決定に使ったものが何であるかを比較するためである。理論「技術者直観」では、
意思決定に使ったものが「集積したもの」である。これは先行研究と比較して、意思決定
に使ったものが異なる。「レベル設定・広さと深さの設定」は、能力のレベル設定を比較す
るためである。理論(先行研究)と比較して様々なレベル設定がある中で、5 段階・広さと深
さの両方を考慮したものとしている。松尾(ドレイファス兄弟)の理論と重なる面があるが、
理論「技術者直観」では、L1：学生・入職初期、L2：若手技術者、L3：中堅技術者、L4：
ベテラン技術者、L5：卓越したベテラン技術者と設定したことが異なる。「対象・主体」
は、理論が何を対象としてきたか、誰が主体かを比較するためである。理論「技術者直観」
では、技術者を対象としてきて、個人を主体にしていることが理論(先行研究)と異なる。「理
論構築の根拠・基盤」は、理論が何によって成り立っているかを比較するためである。理
論「技術者直観」は、現場観察から見出されたカン・コツを上位概念である「直観」まで
さかのぼり、技術者・関係者の声を聴くことで、成り立ったものである。現場観察・文献
調査・インタビュー調査が組み合わされていることは、理論(先行研究)と異なる。「理論の
構築過程・科学哲学」と「理論構築年」は、どういった過程で理論が構築されたかを比較
するためである。現時点で、理論「技術者直観」は、仮説演繹(技術者への帰納的アプロー
チを含む)という段階である。今後、事例帰納を行う過程への移行が求められる。 
以上、項目を挙げた理由と理論(先行研究)と異なる点について述べた。理論「技術者直
観」は新しい理論だといえる。なお、理論的意義と特徴の詳細は以降のとおりである。 
 
「カン・コツのあつかい」とは、その職種の人やその業界で働く人が、「カン・コツ」を
あつかっているかである。技術者は、カン・コツをあつかっているということができる。 
「意思決定に使ったもの(使いこなすもの)」とは、「集積したもの」である。その理論の
根幹は、「集積する能力」と「使いこなす能力」の循環であった。これについては第 3 章
および第 4 章で検証を行っている。概念図は、図 9-2 のとおりである。 
 
図 9-2 分析の枠組 能力としての「直観」 
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能力としての「直観」は、「集積する能力」と「使いこなす能力」の 2 つが循環するこ
とによって発揮されるものである。「集積する能力」は、知識、知恵、経験、体験、失敗な
どの要素を集めて整理して積み重ねる能力を示す。また、「使いこなす能力」は、集積され
たものを組み合わせ、業務上の問題を解決する能力を示す。新しい「直観」の視点は、「集
積する能力」と「使いこなす能力」を 1 対 1 の同等な重要さであるとしていることである。 
「レベル設定・広さと深さの設定」のうち「レベル設定」とは、個人の能力のレベルを
表すものである。理論「技術者直観」は、5 段階の設定である。概念図は、図 9-3、図 9-4
のとおりである。 
図 9-3 技術者直観(図 1) 
 
図 9-4 技術者直観(図 2) 
 
 
図 9-3 は、技術者直観のレベルを球と線によって示している。球は、知識や知見、経験
など現場での問題解決に必要な材料である。線は、球をつなぐことで様々な組み合わせを
つくりだすことを示す。線がつながった状態は問題解決しているか、その前段階である。 
L1 は、集積によって習得可能で、技術者直観を働かせるための準備段階と言える。L2
は、集積し、意思決定材料を結ぶ線をつくっていく段階である。L3 は、意思決定材料と意
思決定材料を結ぶ線が増え、技術者直観が高まっていく段階である。L4 は、技術者直観に
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よってパターンを自在に組み替えられる段階である。L5 は、これまで築き上げた意思決定
材料を組み合わせ新たなものを創造する段階である。 
図 9-4 は、技術者直観のレベルを示している。技術者直観のレベルは、L1～L5 で示さ
れ、「集積によって習得可能な技術者直観の範囲」と「使いこなすことを通して鍛えられる
技術者直観の範囲」の 2 つに分けられる。ただし、この 2 つは順不同で起こることがある。
そのため図 9-4 では、「集積によって習得可能な技術者直観の範囲」と「使いこなすことを
通して鍛えられる技術者直観の範囲」を重ねて表現している。L5 に至るにあたっては、企
業は選抜し、全幅の信頼の下、好きなようにさせ、個人は熱中して考え抜き、責任を持っ
て、実現させるという相互の関係が必要となる。また、各レベルの関連性は、L1：学生・
入職初期、L2：若手技術者、L3：中堅技術者、L4：ベテラン技術者、L5：卓越したベテ
ラン技術者である。企業・個人が目指すべきレベルを設定するのに足るものである。 
「レベル設定・広さと深さの設定」のうち「広さと深さの設定」とは、広くてレベルが
高いのか、深さがあってレベルが高いのかを区別したものである。概念図は、図 9-5 のと
おりである。 
図 9-5 技術者直観(図 3) 
 
 
図 9-5 では、技術者直観のレベルを広さと深さによってその多様性を示している。広さ
と深さによって技術者直観の種類が異なり、同じレベルにあっても発揮する技術者直観が
異なる。例えば、A さんの広さは L１で、深さは L5 である。このレベルは、1 つの専門性
に長けた技術者直観をもっていることを示している。B さんは、広さは L5 で、深さは L3
である。広い範囲で技術者直観を発揮できるが、その専門性は中堅技術者レベルであるこ
とを示している。C さんは、広さは L4 で、深さは L1 である。広い範囲で技術者直観が形
成されているが、少しでも専門性が高いものには対応できないことを示している。 
「対象・主体」とは、それぞれの理論が何を対象にして、主体を何にしているかである。
理論「技術者直観」は、「技術者」を対象として、「個人」を主体にしている。このように
個人主体性を重視しているという点では他の理論とは異なる。 
 
以上、理論を比較するための軸の詳細について述べた。理論「技術者直観」はこれまで
の理論とは異なり、諸説あったものを一つにまとめる意義を持っている。 
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理論「技術者直観」の一般化1)にあたって建設技術者の議論だけで成立するのかという
面がある。つまり、技術者の直観と呼ぶからには、どこまでの技術者に適用させることが
できるかである。そのため、なぜ、建設技術者を調査対象とすることで、理論「技術者直
観」が「技術者」に一般化できそうであるかについて検討した。その結果を示したのが表
9-2 である。検討は、技術士(国家資格) 2)で分類される 20 種類の技術者に基づく。検討し
た結果、他の技術者に対しても、理論「技術者直観」の適用可能性があると推察される。 
 
表 9-2 技術者の特性の検討 
 
 
表 9-2 は、(1)技術者がする仕事、(2) 理論を比較した項目 によって検討した結果を示す
とともに、それぞれの技術者が属する業界(企業・団体)を示したものである。 
適用可能性があると推察される根拠は、3 つある。第 1 に、技術者の仕事には共通性が
あることである。対象とするものの違いはあるが技術者がする仕事には類似性が高い。技
術者についてあらためて述べておくと、技術者とは製造業一般、サービス産業など製品や
システム(対物質)など、また建設・環境(対自然)など、モノやことを生み出す者のことであ
る。技術者は、モノやことを生み出す生産が伴うすべての業界に存在している。通常、工
学（機械工学、電子工学、情報工学、化学工学、土木・建築工学など）や理学（数学、物
理学など）の分野の知識を持ち、有用なモノ・工程・システムなどを設計・開発・製造す
る。直訳すると「工学者」であり、技術＝technic とすると、技術者＝technician として
しまいがちだが、実際の内容としては技術者＝エンジニアと表現するのが適切である。こ
のように、技術者の定義にそれぞれの技術者は該当し共通する仕事をしているといえる。 
                                                  
1) あるグループの一部の事物について成り立っていることから、そのグループ全体について成り立つよ
うに論をおしすすめること。また、論理学では、さまざまな事物に共通する性質を抽象し、一つの概念に
まとめることとしている。仮に、技術者直観の「技術者」を外し、「○○○直観」として、または、「直観」
として、一般化をより広範囲に推し進めようとする場合の適用可能性について本研究では対象としない。
もし一般化をより広範囲に推し進めようとするならば、その対象への検討および検証が必要である。 
2) 技術士法（昭和 58 年 4 月 27 日法律第 25 号）に基づく日本の国家資格である。 
カン
コツ
意思決定に
使ったもの
レベル
設定
対象
主体
①機械技術者 自動車、機械、建設機械 トヨタ、ホンダ、日産、三菱重工業、コマツ、クボタ
②船舶・海洋技術者 造船重機 三菱重工業、川崎重工業、IHI、三井造船
③航空・宇宙技術者 航空・宇宙 IHI、三菱重工業、ボーイング、エアバス、ANA、JAL
④電気電子技術者 家電、電気機器、電子部品 日立製作所、ソニー、パナソニック、テルモ、キヤノン
⑤化学技術者 素材(化学) 三菱ケミカル、住友化学、三井化学、信越化学工業
⑥繊維技術者 素材(繊維) 東レ、帝人、旭化成、倉敷紡績、東洋紡
⑦金属技術者 素材(鉄鋼) 新日鐵住金、JＦＥスチール、神戸製鋼所、日立金属
⑧経営工学技術者 生産技術を支える メーカー、経営コンサルタント、シンクタンク、金融、商社
⑨情報工学技術者 IT、通信 NTT、KDDI、ソフトバンク、日本オラクル、楽天、ヤフー
⑩生物工学技術者 食品、医薬品、農業 アサヒ、武田薬品工業、マルコメ、タカラバイオ
⑪建設技術者 公務員、建設(土木・建築) 国土交通省、鹿島建設、日本工営、大和ハウス工業
⑫上下水道技術者 公務員、建設(土木) 地方公共団体、水ing、日本上下水道設計
⑬応用理学技術者 建設(土木) 応用地質、川崎地質、日本物理探鉱
⑭環境技術者 公務員、建設(土木)、自動車 環境省、農林水産省、鹿島建設、日本工営、トヨタ
⑮原子力・放射線技術者 エネルギー、建設(土木・建築) 東京電力、関西電力、東芝、日立製作所、日揮
⑯資源工学技術者 エネルギー、建設(土木・建築) ＪＸ、出光興産、東京電力、関西電力、東京ガス
⑰農業技術者 公務員、建設(土木)、食品 農林水産省、地方公共団体、NTCコンサルタンツ
⑱森林技術者 公務員、建設(土木・建築) 農林水産省、地方公共団体、住友林業
⑲水産技術者 公務員、建設(土木)、食品 農林水産省、マルハニチロ、日本水産、極洋
⑳衛生工学技術者 空調、建設(土木・建築) 高砂熱学工業、三機工業、新菱冷熱工業
技術者の分類 属する業界 企業・団体
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第 2 に、理論を比較した項目について検討した結果、他の技術者にも適用可能性が高い
と推察される。まず、技術者の「カン・コツ」について、多くの技術者において言及され、
カン・コツをあつかっているといえそうである。このことに関しては、先行研究やインタ
ビューによって概略的にとらえたものである。以下は、その結果の一部である。 
機械技術者においては、日刊工業新聞社(2010、2016)などで示されるように、カン・コ
ツと表現される能力をあつかっている。文献では、技術者の「勘」の重要性にふれるとと
もに、どのように育成すれば身につくかということも述べている。 
船舶・海洋技術者であれば、長崎県科学・産業技術推進機構(2007)に示されるように融
合生産技術者の能力として表現され、カン・コツに近い能力をあつかっている。融合生産
技術者とは「科学的知見に裏付けられた高度なスキルと他の分野までも見渡せる広い知識
と視野、および多様な技術を組み合わせて問題を解決できる能力を有する生産技術者」と
される。カン・コツと言葉で表現していないが、近い能力を考えているのが見てとれる。 
航空・宇宙技術者においては、定近(2006)に示されるように整備技術においてマニュア
ル以上の創意工夫によって現場が動いている状況が示され、カン・コツに近い能力をあつ
かっている。それは、航空機メーカーが指定したマニュアルだけでなく、創意工夫による
整備技術があることである。マニュアルでは表現できないものにカン・コツが見てとれる。 
電気電子技術者の場合、渡邊・吉水(2012)などに示されるように、カン・コツを表現し
ている。これは、仕事を分析・分解し、その仕事に必要なカン・コツを抽出することで表
現されている。また、電機業界に技術者として長く携わられた、法政大学経営大学院イノ
ベーション・マネジメント研究科 杉江衛 教授3)のお話を伺い「技術者直観」というもの
はあるであろうというご意見をいただいた。杉江教授が話されたのは、その共通性や現象
についてである。例としてあげられたのは電機業界が製品を送り出す過程である。製品は
開発・製造と段階があるが、優れた技術者は全体を見渡す知識と経験を持っており、それ
らを統合することによってそのときに発生する問題を解決しているということであった。 
化学技術者においては、福田(2006)、竹内(2011)に示されるように化学物質をあつかう
上での安全性(ただし、工場内が大半)において、カン・コツに近い能力をあつかっている。
それは知と徳という表現でなされている。併せて身に着ける方法も述べられるものである。 
金属技術者であれば、アグネ技術センター(2012)、日本塑性加工学会(2016)に示される
ように金属をあつかう上での安全性や製品の完成度において、カン・コツに近い能力をあ
つかっている。資質・能力として、「知っていること・できることをどう使うか」で表現さ
れ、カン・コツと言葉で表現していないが、近い能力を考えているのが見てとれる。 
経営工学技術者であれば、Shibata (2016)に示されるように生産技術においてカン・コ
ツに類似するものをあつかっていると読み取ることができる。分析は、国際比較によって、
生産技術の監督者と労働者の違いが明示されている。比較の中で、日本の監督者の能力を
「統合」(combine and integrate)という言葉で表現している。この能力が、カン・コツに
類似するものと解釈することができ、カン・コツをあつかっているといえそうである。 
以上のように、他の技術者においても、カン・コツをあつかっているといえそうである。 
                                                  
3) 東京大学工学部卒業、工学博士(東京大学)。日立製作所に入社後、さまざまなプロジェクト・研究に携
わり、現在に至る。256 並列の推論マシン開発や超並列スーパーコンピュータ開発に係わられ、2048 並
列の世界最速(当時)のマシンを世に出された技術者である。 
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また、理論を比較した項目の内、他の項目についても適用可能性があると推察される。
「意思決定に使ったもの」については、「集積したもの」という理論を適用することが可能
だと推察される。カン・コツを知識、経験、知恵、失敗などだけでは説明することは難し
い。これらを集めて整理し積み重ねているからこそ、その能力を発揮することができる。
「レベル設定」については、5 段階で広さと深さを考慮する理論は適用することが可能だ
と推察される。広さは、様々な技術をあつかえることで表される。深さは、ある特定の技
術をあつかうことで表される。「対象・主体」については、技術者・個人を理論に適用する
ことは合致することである。このように理論を比較した項目において検証を行った限りに
おいても、理論の適用可能性があるものと推察される。 
第 3 に、他の技術者を否定するものではないが、緊張度がかなり高い過酷な環境(修羅場)
と想定される建設技術者を対象として生成した理論「技術者直観」には、他の技術者への
適用可能性が高いと推察される。修羅場における集積と使いこなすことには、技術者直観
の向上に大きな影響を与えると考えるからである4)。緊張度がかなり高い過酷な環境(修羅
場)は、1 次的面(品質確保・現場の安全)と 2 次的面(利用者の安心)から検討している。 
1 次的面(品質確保・現場の安全)については、モノ・コトの品質確保のみならず、現場の
安全まで考慮した不確実性への対応について比較するものである。モノ・コトの品質確保
はどの技術者にも等しく求められるものである。しかし、現場の安全とした場合、自然と
対峙してモノ・コトをつくりだす建設技術者には、緊張度がかなり高い状況がある。これ
は、建設技術者以外の多くの技術者は管理された工場・屋内において仕事をしていること
があげられる。工場・屋内においても安全管理は高い要求水準を求められるが、自然と対
峙する中での仕事の不確実性はかなり高いものである。他の技術者を否定するものではな
いが、1 次的面の緊張度は、建設技術者の方が高いと評価されると考えるものである。 
2 次的面(利用者の安心)については、利用者が安心して利用することができるかを比較す
るものである。利用者の安心はどの技術者にも等しく求められるものである。しかし、対
象とするものの違いにおいて、建設技術者には、緊張度がかなり高い状況がある。建設技
術は、ライフラインに大きく関わる。電気・ガス・水道は、ほぼ建設技術者があつかう。
これらが使えなくなったらどうであろう。近年では、水道の維持ができなくなる自治体が
出てくるという予測が立てられている。他の技術者を否定するものではないが、2 次的面
の緊張度についても建設技術者の方が高いと評価されると考えるものである。 
他の技術者を否定するものではないが、このように建設技術者は、1 次的面、2 次的面
ともにかなり高い状況がうかがえる。この環境下(修羅場)で仕事をする建設技術者を対象
として生成した理論「技術者直観」には、他の技術者への適用可能性が高いと推察される。 
 
 
以上のように、課題 1「何を伝えるのか」について検証を行っている。本研究における
理論的意義は、「カン・コツのあつかい」と「意思決定に使ったもの(使いこなすもの)」で
ある。課題 1「何を伝えるのか」に対して答えうる新しい理論とその意義を見つけること
ができたと考える。「技術者直観」こそ、伝えるべき能力である。  
                                                  
4) 金井(2002)をはじめとする「修羅場」に関する考察は、経営学(組織論、人事・労務)で広く知られる。 
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9.2.2 課題 2「どのような方法であれば伝わるのか」に対する提示 
課題 2 は「どのような方法であれば伝わるのか」について検証することであった。方法
論として提示したのは、「5 つの活動の連携による育成」である。本研究における新しい発
見は、技術者が成長する要因を検討した上で、方法論を考案したことである。「5 つの活動
の連携による育成」は、これまでどのような方法であれば伝わるのか諸説あったものを一
つにまとめる意義を持っている。論拠として、本論 2(第 6 章、第 7 章、第 8 章)において
検証を行っている。 
これまでの方法論(先行研究)との違いは、「5 つの活動」に整理したことと「5 つの活動
の連携」によって育成が成り立つということである。これが、本研究の方法論における意
義である。なお、本研究の方法論における意義は表 9-3 に示すとおりである。 
 
表 9-3 「方法論の形成」における意義 
 
 
また、これまでの方法論との違いの詳細は以下のとおりである。 
佐藤・藤村・八代の「スキルマップ」との違いは、育成材料の提示対象である。佐藤・
藤村・八代が技能者を対象としていることに対して、本研究では技術者を対象としている。
技術者を対象とすることで、技術者への適用に特化し、より使いやすいものとしている。 
エンジニアリング教育との違いは、用語のとらえ方である。エンジニアリング教育は、
教育という観点から、統一された専門用語の整理がなされる。本研究では、企業内におけ
る共通言語の抽出の重要性を示している。つまり、専門用語でも各企業において用い方が
違う点を考慮したことは、コミュニケーションの活性化と企業の競争力の源泉を担保する
ことができるようになるということである。 
プロジェクトメソッド、モリソンプランとの違いは、汎用性・再現性である。プロジェ
クトメソッド、モリソンプランは、かなり広範なものをあつかうため汎用性に欠ける。ま
た、再現しようとしたとき同じようにできるかというとなかなか難しい面がある。本研究
の事例は、工学的見地に基づいたものをあつかう。工学は、過去の積み重ねから許容でき
る範囲を示す学問である。建設技術が自然を相手にするとはいえ、この工学的見地に基づ
く範囲であれば、汎用性・再現性を高くすることができる。これが本研究における事例の
特長である。 
クラインの「メンタルシミュレーション」との違いは、訓練の人称である。クラインが
一人称としているのに対して、本研究では複数人称でベテランを交えることである。一人
でシミュレーションをすることは重要であるが、そこにベテランが交じって訓練を行うこ
との効果にはかなり大きいものがある。ベテランとのシミュレーションを実務以外で行う
ことが本研究の方法論における特長である。 
小池の「OJT」との違いは、無意識・組織主体か意識的・個人主体かである。OJT が重
佐藤・藤村・八代　「スキルマップ」 技能者の育成材料の提示 ⇒ ①課業スキル表 技術者の育成材料の提示
エンジニアリング教育 専門用語の整理 ⇒ ②キーワード　 企業内の共通言語の抽出
プロジェクトメソッド、モリソンプラン 汎用性・再現性が低い ⇒ ③事例　 汎用性・再現性が高い
クレイン「メンタルシミュレーション」 一人でのシミュレーション ⇒ ④擬似訓練　　 ベテランを交えた訓練
小池　「OJT」 無意識・組織主体 ⇒ ⑤協働　 意識的・個人主体
これまでの人材育成方法 「知識」や「実践」などの混同 ⇒ 「集積」①②③と「使いこなす」④⑤の連携、責任
先行研究 本研究　「5つの活動の連携による育成」
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要であることは不変のものである。ただし、ただ漫然と実務にあたるのか、何か目的をも
って実務にあたるかでは大きな違いがある。本研究では、ベテランとの意識的な協働をす
ることが重要であるとしている。特に、個人主体性をもって意識的に、責任ある中での集
積と使いこなすことがさらなる効果を生み出すとしている点が本研究における特長である。 
これまでの人材育成方法との違いは、「知識」や「実践」などの混同を整理したことであ
る。理論「技術者直観」の「集積する能力」と「使いこなす能力」の分類に基づき、「5 つ
の活動」を関連付け、混同していたものを整理していることが本研究における特長である。 
このように、方法論「5 つの活動の連携による育成」は、「技術者直観」を高めることに
特化した新しい方法論である。 
 
「5 つの活動の連携による育成」を考案するにあたって、伝わりにくい理由が「環境」
であると仮説を立てて検証した。まず、「これまでの人材育成論」について先行研究をレビ
ューしている。技術伝承と人材育成が円滑に進むための方法論を検討するため、何が必要
か、これまで提唱された人材育成論の先行研究から整理・検証したものである。①直観形
成系、②教育学系、③技術・技能系、④経営学系の 4 つの分類から見えた必要なものは、
環境(訓練・経験・意識・時代適応・段階・循環)である(図 9-6)。 
各分類においては、次のようであった。直観形成系から見えたのは、直観という能力形
成のためには、知識習得・訓練・経験とその段階が必要であるというとであった。教育学
系は、与えること、自ら習得すること、時代に応じた方法を見つける必要がある。与える
ことと自ら習得することは教育の歴史の中で繰り返されてきた議論である。現実には、目
の前にある目的に応えていく能力を育成することが必要であり、時代に応じた方法に仕立
てていくことが重要である。技術・技能系から見えたのは、育成段階設定・指導の循環・
意識向上である。一人ひとりが責任を持って的確に行い、かつ継続的に成長できる育成方
法が見いだされた。経営学系から見えたのは、環境によって育成がなされることである。 
 
図 9-6 先行研究から得た人材育成論に「必要な要素」 
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方法論「人材育成論」に関わる先行研究では、「環境」が大きな要因であり、その要素と
して「訓練」、「意識」、「経験」、「時代適応」、「段階」、「循環」があることを示した。次に、
卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形成の実際を分析することで、若手・中堅
技術者を育成するのに何が必要か考察した。ベテラン技術者たちが技術者直観をどのよう
に身につけ、それが各人のキャリア形成にどう影響してきたかを検討することで、若手・
中堅技術者の育成に応用できると考えたからである。 
卓越したベテラン技術者の能力開発・キャリア形成には、「責任がある中での集積と使い
こなしが必要」ということであった。つまり、若手・中堅技術者を育成するには、責任あ
る中での集積と使いこなしが必要ということである。卓越したベテラン技術者はキャリア
として、責任ある仕事に就くために、自己意識高く、日々研鑽し、人との関わりを多く持
とうとしてきたのがわかる。また、「日頃の努力」、「失敗と責任」、「人と関わる」、「自己研
鑽」、「技術者直観水準が高い」の要因を満たしていることもわかった。これらの分析結果
に関連すれば、「訓練」、「意識」という要素は重要であることも証明された。つまり、若手・
中堅技術者を育成するには、責任ある中での集積と使いこなしが必要ということである。
この環境を個人主体性に着目して創り出すことが技術者直観の形成に必要不可欠なのであ
る(図 9-7)。 
図 9-7 方法論に組み込むべきもの 
 
 
 
そして、「環境」を創り出す方法論として「5 つの活動の連携による育成」を構築した。
「5 つの活動の連携による育成」とは、①課業スキル表、②キーワード、③事例、④擬似
訓練、⑤協働による循環を経て、技術者直観を身に付けていく過程のことである(図 9-8)。 
「①課業スキル表」は、職場で日々行われている業務を分析し、課業の一覧表を作り、
それに職場構成員をクロスさせて、誰がどの課業をどこまでできるかを明示したものであ
る。現段階では、可視化により上下間のコミュニケーションの促進を図っている。 
「②キーワード」は、ベテラン技術者と若手中堅技術者の間に共通の認識を持たせるた
めのステップである。共通の言語により意思疎通の円滑化を図ることが目的である。企業
に入るまでに受けた教育だけでなく、日々の業務において使用しているキーワードを拾い
集めて整理する必要がある。 
「③事例」は、課業スキル表やキーワードだけでは気づくのが難しい行間を理解するた
めに使用する。課業スキル表によって業務の流れを理解し、キーワードを認識した上に使
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用するものである。①課業スキル表、②キーワードとあわせて知識や知恵などを整理・集
積するための道具である。 
「④擬似訓練」は、課業スキル表、キーワード、事例による普段の自己研鑽における訓
練を経た後に、事例で訓練したことをベテラン技術者と共に擬似体験するものである。本
当の現場で行うものでなく、室内を基本とする。ベテラン技術者は、若手・中堅技術者が
技術者直観に気付き、それを高めていくことを支援する役割を担う。 
「⑤協働」は、擬似訓練までの段階を経た後、ベテラン技術者と共に実際の業務を遂行
していく中で、技術者直観を引き継いでいくものである。協働による集積をした後に、振
り返ることがとても重要になる。擬似訓練との違いは、現実の厳しい環境下で行っていく
ため、集積の密度は非常に高いものとなる点である。 
 
図 9-8 5 つの活動の連携による育成 
 
 
ここで、前述の図 9-4 において示した技術者直観レベル(階層別)が関連する。方法論に
おいては、L１～L4 に重点を置いている。個人としては一定以上のレベルまで能力を向上
させることが技術者人生として望ましいものになると思案した上での方法論である。また、
企業としても抱える技術者を一定以上のレベルまで上げることを期待するためである。 
 
 
以上のように課題 2「どのような方法であれば伝わるのか」について検証を行っている。
これまでの方法論(先行研究)との違いは、「5 つの活動」に整理したことと「5 つの活動の
連携」によって育成が成り立つということである。これが、本研究の方法論における意義
である。研究の過程を経て、課題 2「どのような方法であれば伝わるのか」に対して答え
うる新しい方法論の構築とその意義を見つけることができたと考える。「5 つの活動の連携
による育成」は、ベテラン技術者たちが培ってきた「技術者直観」を円滑に伝えるのに有
効な方法論である。これこそ技術者にとって現在必要不可欠な方法論である。 
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9.2.3 問題に対する提示 
問題は、少子高齢化社会において不足すると危惧される建設技術者の能力を維持・向上
させ、わが国の建設業が持続的で活力ある発展を続けるための施策を検討することであっ
た。そのため、課題 1 と課題 2 への検証を経て、「どのようにすれば技術伝承が円滑に進
むか」について言及してきた。図 9-9 に示すように、問題・課題への解決策を簡潔にまと
めている。問題への解決策は、技術者直観が円滑に伝わる環境を整えることである。課題
1 と課題 2 に対する解決策を通して見いだされたのは、「技術者直観」と「5 つの活動の連
携による育成」であった。この 2 つによって問題の解決がなされるものと考える。 
 
図 9-9 問題・課題への解決策 
 
 
 
 
このように、本研究の全体として得た新しい発見と意義は、理論「技術者直観」と方法
論「5 つの活動の連携による育成」である。「技術者直観」とは、「集積する能力と使いこ
なす能力」を高め、その積み重ねによって形成された｢技術者がある環境下において問題発
見・原因究明・問題解決を同時に瞬時にこなす能力｣である。その能力を伝えていくには、
「能力開発・キャリア形成要因」を踏まえた「5 つの活動の連携による育成」が技術者直
観の水準を高めるには適切ということである。この新しい発見と意義が問題への解決にも
つながる。 
これらの理論によって、技術者直観は伝わり、人材育成がうまくいくようになる。ひい
ては技術伝承が円滑に進んでいく。これこそ技術者において必要不可欠なものである。 
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9.3 今後の研究の方向性 
 本研究では、理論と方法論の両面から検証を行った。本研究の理論と方法論は現段階で、
必要なものを備えていると考える。しかし、今後の課題として 2 つの点が挙げられる。第
1 に、理論と方法論について実証研究を行っていく必要がある。それは、建設技術者のみ
ならず他の業界に属する技術者、ならびに海外の実態と比較していくことも重要である。
比較によってさらなる新しい発見が見いだされるとともに実証もなされていくだろう。 
第 2 に、技術者直観の水準の定量化である。本研究においては、卓越したベテラン技術
者の技術者直観の水準を最高値として見積もっている。卓越したベテラン技術者に関して
いえばその検証は本論文のとおりである。しかし、中堅・若手技術者については技術者直
観の水準を決定づけるには至っていない。そのため、定性データだけでなく定量データに
よる分析も必要となってくる。現在、「直観」の数値化による研究が進んでいる。この「直
観」の数値化による研究の活用を今後模索していく必要がある。現時点で具体的に考えら
れるのは、脳波測定による「技術者直観」の数値化である。最初は、卓越したベテラン技
術者を対象に技術者直観の数値化を行い、基準となる値を設定していく。その後、卓越し
たベテラン技術者を基準として中堅・若手技術者に適用していくものである。ただし、定
量化は定性調査と合わせて行う必要がある。数字だけに傾倒してしまうと見失われる発見
もあるため注意が必要である。定性調査と定量調査が組み合わされることが重要である。 
以上、今後の研究の方向性を実現していくためには、時間と手間がかかるものである。
しかし、この研究を継続していくことは、少子高齢化社会における技術伝承と人材育成の
問題を解決できるだけでなく、あらゆる側面においての活用が望めるものである。何とし
ても研究の継続が可能となるよう努めていく所存である。 
 
 
9.4 第 9 章のまとめ 
本章では、本研究で設定した問題・課題に対する解決策について述べた。問題への解決
策は、「技術者直観」を形成する環境(個人主体性重視)を整えることである。問題の解決に
あたって 2 つの課題を設定した。設定した 2 つの課題は、「何を伝えるのか」と「どのよ
うな方法であれば伝わるのか」である。課題１の解決策は、「技術者直観」である。課題 1
の解決策として得たのは、伝えるべきものは「技術者直観」だということである。様々な
研究の過程を経て、課題 1 に答えうる理論の構築ができたと考える。これこそベテラン技
術者たちが培ってきた若手・中堅技術者に伝えるべき能力である。 
課題 2 の解決策は、「5 つの活動の連携による育成」である。これらによって技術者直観
が伝わり形成され、技術伝承が円滑に進む。この方法論こそ技術者に求められるものであ
る。様々な研究の過程を経て、課題 2 に答えうる方法論「5 つの活動の連携による育成」
の構築ができたと考える。これこそ技術者にとって必要不可欠な方法論である。 
2020 年のオリンピック・パラリンピックに向けて建設分野の仕事が急増している現在は、
育成の格好の機会である。建設技術者が、現在の機会を上手に活用し、ベテラン技術者の
技術者直観を若手・中堅技術者に伝承できることを証明していけば、あらゆる技術者のモ
デルになると考えられる。少子高齢化社会における人材問題にも対応していけるであろう。 
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第 10 章 提言：実践的意義としての人事政策への展開 
 本章の目的は、技術伝承と人材育成の円滑化を進める環境を整えるため、それぞれの役
割について概観する。本章のテーマは、建設業において技術伝承を円滑に進めるには一定
の仕組みが必要であり、その実現のためにそれぞれが果たすべき役割があると考えるから
である。技術伝承の問題を解決するための人事政策を立てる上で、経営者、管理職、個人、
人事部、労働組合・企業内共済会等という視点に立ってそれぞれの立場から検討する。 
 
 
10.1 経営者 
(1)現状と役割 
建設業界において企業の意思統一を図る機関として一般社団法人日本建設業連合会(以
下、日建連と称する)がある。日建連は、多年に及ぶデフレ経済に影響による建設業界の脆
弱化、企業体力の劣化、技能労働者の処遇の低下などに危機感を持っている。特に、団塊
の世代を中心とした大量離職を深刻に考えている。そこで一般社団法人日本建設業連合会
(2015)では、これらの問題に対処すべく現在から 2050 年までの超長期的のスパンに立っ
て建設業界の役割とあるべき姿を進化の一つの方向として提示するとともに、喫緊の課題
である担い手の世代交代を中心に2025年までの再生を目指して具体的施策を示している。 
この提案書では担い手の確保、育成のための施策として、(ア)処遇改善、(イ)女性の活用、
(ウ)多様な人材の活用、(エ)技能労働者の育成、(オ)技術者の確保を挙げている。処遇改善
では、賃金水準の向上、労働時間の改善、雇用の安定について検討し、国土交通省等の関
係行政機関や関連する業界団体、労働団体等と連携することを目指すとしている。女性の
活用とは、一時的な労働者不足の対策、女性の地位向上という時代の趨勢、建設業のイメ
ージアップではなく、担い手の世代交代には必要不可欠だと位置づけるものである。2025
年度には現在の 3 倍以上の約 30 万人の女性技能者が活躍していることを目標としている。
多様な人材の活用とは、高齢者の活用、若年者の離職防止、外国人技能実習生等の活用、
予備自衛官の活用を促すものである。あらゆる人材の活用が必要だと位置づけている。技
能労働者の育成とは、処遇向上とキャリアアップシステム、教育・育成システム、データ
ベースを形づくるものである。これらは安定的な仕事の継続を目指すものである。技術者
の確保とは、人材の確保、技術者制度の運用改善、社員の処遇改善とまさに確保に目的を
おいた施策である。注目すべきは、技術者制度の運用改善である。資格要件の緩和を進め
るものではないが、可能な範囲で若手技術者の育成が進むよう促すよう示している。 
経営者には 3 つの役割があるといわれている。第 1 に、事業の決定である。これは、将
来を見据えて事業をどのように社会にどんな役に立つことができるのか、何のための事業
なのか、誰のための事業なのか、自分たちの考えを明らかにし、何をやり、何をやらない
のか決めることである。第 2 に、資金配分である。マーケティング、商品やサービスの開
発費、人材の採用、人材の育成など、何にいくら使うか、最も有効な費用の使い方を決め
ることである。第 3 に、人材配置の決定である。個人の強みを最大限に生かすために、成
果が期待できるところで活躍してもらうよう、どんな従業員をどこに何人配置するかを決
めることである。目先だけでなく長期的な視点で見据えることが経営者には求められる。 
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 (2)実践的適用 
本研究の「技術者直観」と「5 つの活動の連携による育成」を適用するとどうだろうか。
経営者にとって技術者直観を推進することは、企業の技術者水準の維持・向上につながる。
技術者それぞれの技術者直観の水準が向上すれば、経営者にとってこれ以上のことはない。
実践的適用として、課業スキル表、キーワード、事例、疑似訓練、協働の方法を見たとき
経営者はどのような役割を果たせるだろうか。 
役割としては、5 つの活動すべてを勘案した上で経営方針との兼ね合いを見ていく必要
がある。ただし、経営方針との兼ね合いを見ていく中で、企業にとって人材がどれだけ重
要な存在であるかを理解する必要がある。また、集積することと使いこなすことの分類が
あることには注意しておく必要がある。その上で、管理職や人事部との連携をとっていく
のである。 
 以上のように、経営者が 5 つの活動の連携による育成において重点的に果たすべき役割
は、目先のことだけでなく 10 年先、20 年先と見据えた上で人材の重要性を認識した経営
方針の決定と実行である。 
 
 
10.2 管理職 
(1)現状と役割 
管理職は、経営者が考える将来を現場レベルに適応できるよう解読して実践するのが役
割である。管理職には 3 つの役割があるといわれている。第１に、業務の企画・遂行・改
善である。管理職はこれまでの業務をただ単に踏襲するだけでなく、常に新しい業務を企
画・遂行・改善していかねばならない。それら期待に答えた結果、自社を維持・発展させ
ることができる。第 2 に、経営理念・ルールの浸透である。経営者が将来を見据えた設計
図を実現するために社内に浸透することが必要となるからである。第 3 に、部下の育成で
ある。企業は、一人の力で運営されているわけではない。そこに携わる人間が集合して企
業の運営はなされている。そのため、集合する人々がそれぞれの役割を果たせるように育
成することが求められる。 
最も大きな役割は、第 3 の部下の育成である。経営者が考える将来を現場レベルに適応
できるよう解読して実践するのは当然であるが、それを部下が理解して動けるようになる
育成は非常に重要である。 
 
(2)実践的適用 
本研究の「技術者直観」と「5 つの活動の連携による育成」を適用するとどうだろうか。
管理職にとって技術者直観を推進することは、企業の技術者水準の維持・向上につながる。
技術者それぞれの技術者直観の水準が向上すれば、管理職にとってこれ以上のことはない。
実践的適用として、課業スキル表、キーワード、事例、疑似訓練、協働の方法を見たとき
経営者・管理職はどのような役割を果たせるだろうか。最も重視すべきは、協働である。 
役割として、管理職が果たせることは、個人に対してベテラン技術者との協働環境をつ
くることである。具体的には、人材の配置による協働環境の創出である。また、仕事の配
分である。現場では、目の前の仕事に追われこなすことで精一杯になっているが、それを
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一つ上の視点から俯瞰し、人材の育成が図られるよう努める必要がある。 
 以上のように、管理職が 5 つの活動の連携による育成において重点的に果たすべき役割
は、協働においてである。 
 
 
10.3 個人 
(1)現状と役割 
能力開発・キャリア形成の現状として、厚生労働省『能力開発基本調査』の結果をもと
に、能力開発の主体と時間制約についてみていく。能力開発の主体は、正社員では企業が
ほとんどを決定していることがわかる(図 10-1)。それに比べ正社員以外では、個人主体で
決定している割合が高いのがわかる(図 10-2)。この点は、主体性に差があることが確認で
きるものである。正社員であることの良し悪しは別として、個人主体性には差がある。 
 
図 10-1 能力開発の責任主体(正社員) 
 
出所：厚生労働省「能力開発基本調査」平成 28 年度 
 
図 10-2 能力開発の責任主体(正社員以外) 
 
出所：厚生労働省「能力開発基本調査」平成 28 年度 
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自己啓発を行った労働者の延べ受講時間をみていくと、正社員では「10～20 時間未満」
が 20.6％と最も多くなっている。「20～30 時間未満」が 15.6%、「30~50 時間未満」が 14.9%
と、自己啓発に時間をかける人は多く、その必要性には認識があるようである(図 10-3)。 
 
図 10-3 自己啓発を行った労働者の延べ受講時間(総数) 正社員 
 
出所：厚生労働省「能力開発基本調査」平成 28 年度 
 
正社員以外をみておくと、「5 時間未満」(26.5％)、「5～10 時間未満」(19.2％)の割合が
正社員よりも高くなっている。正社員以外にも自己啓発に時間をかける人は多いが、かけ
る時間の割合は短い傾向もうかがえる(図 10-4)。 
 
図 10-4 自己啓発を行った労働者の延べ受講時間(総数) 正社員以外 
 
出所：厚生労働省「能力開発基本調査」平成 28 年度 
 
自己啓発を行う上で何らかの問題があるとした者は、正社員では 78.4%（前回 78.8%）、
正社員以外では 70.3%（前回 71.5%） となっている。自己啓発における問題点の内訳は、
正社員では「仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない」が 59.3%で最も高く、以下、「費用
がかかりすぎる」（29.7%）、「家事・育児が忙しくて自己啓発の余裕がない」（21.8%）、「ど
のようなコースが自分の目指すキャリアに適切なのかわからない」（20.4%） が続いてい
る。  
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以上のように、個人としては能力開発・キャリア形成(自己研鑽)の必要性を認識してい
ることがうかがえる。しかし、自己啓発に時間をかける人は多いが、かける時間の割合は
短い傾向もうかがえる。つまり、能力開発・キャリア形成(自己研鑽)の必要性を認識しな
がらも、それにあてる時間はなく望むような集積ができていないのが現状である。 
技術伝承と人材育成の円滑化の観点からいえば、能力開発(自己研鑽)は重要である。個
人、一人一人が自己の能力を高めれば、必然と企業全体の能力も底上げされる。ただし、
特定の人だけ能力が上がるのでは意味がない。本当の意味で、全体の底上げをするために
は、個人の立場からも人材育成に関わる必要がある。自らの能力を高めるとともに、関わ
る他者の能力も高めるのである。 
個人の役割は、自らの能力開発・キャリア形成を通して個の能力を高め、その力によっ
て企業および社会に提供・貢献することである。若いころは個人の視点に陥りがちである
が、自分の能力が高まるにつれてそれが社会に役立つという視点に変わっていくことが必
要となる。そのためには、自己研鑚は欠かせない。本論 2 においても議論しているが、継
続的な自己研鑚は建設技術者にとっては必要不可欠である。ただし、一人で能力を高める
のには限界があるため、ある一定数の集団を形成する必要はでてくる。個人でできる範囲
と一定数の集団によってできる範囲を理解していくことが重要である。個人は最小単位で
あり、始まりである自助である。 
個人としては何を目標にして自らを鍛錬するか、短期・中期・長期の視点で取り組む必
要がある。意識を保ち自己研鑽が重要となる。また、自分だけでなく人を育成することも
重要である。人を育成することは、周囲のレベルアップだけでなく、自らを成長させる機
会となる。 
 
(2)実践的適用 
本研究の「技術者直観」と「5 つの活動の連携による育成」を適用するとどうだろうか。
個人にとって、技術者直観を高めることは、個人の能力開発・キャリア形成につながる。
さらに、個人の水準向上は企業への貢献度を高めるだけでなく、社会全体への貢献度を高
めるものである。また、5 つの活動の連携による育成は、自らが育つ流れを認識すること
は能力開発・キャリア形成において有効である。 
どの段階の技術者でも適用可能であるが、できるならば若手の頃からこの循環によって、
技術者直観を高めていくことが望ましい。企業においてこの 5 つの活動の連携による育成
が整っていないならば、個人自らで 5 つの活動(①課業スキル表、②キーワード、③事例、
④擬似訓練、⑤協働)を意識して鍛錬を行っていくことが推奨される。この過程を経ること
ができる環境を自らで整えていくことが、個人の役割である。さらに、自らがある程度の
水準に達してるならば、これらの過程を与える立場になることも役割となる。 
 以上のように、個人が 5 つの活動の連携による育成が果たす役割は、自らが育つ流れを
認識することである。また、5 つの活動が集積することと使いこなすことの循環の上に成
り立っていることも認識する必要がある。 
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10.4 人事部 
(1)現状と役割 
1980 年代までの日本の人事は、「終身雇用」「職能資格制度」「新卒採用中心」という日
本型人事制度をベースにした業務が求められる部門であった。一部の大手企業に限られた
話だという考え方もあるが、この時代の人事システムのあり方を決めていたのが、大手企
業であったのも事実である。つまり、1980 年代までの人事システムは「労務・給与・勤怠」
を一般ルールに従って管理するシステムであった。目的は主に「業務の効率化、コスト削
減」である。1990 年代の初頭にバブル経済が崩壊し、人事をとりまく環境は大きく変化し
た。終身雇用は保証されなくなり、リストラ・早期退職が多くの企業で行われた。職能資
格制度から成果主義に移行する企業が増え、新卒採用中心から即戦力を重視する中途採用
の比重が高まり、人材育成は横並びではなく選抜で行われるた。つまり、1980 年代までの
ような均一的管理による人事が難しくなり、変化に柔軟に対応し、現場ごとの個別対応が
可能な人事システムが求められるようになった。2000 年代に入ると人事の役割に、さらに
大きな変化が表れる。それまでは業務効率化、コスト削減こそが最大の寄与と考えられて
いたが、人的リソースを最適化することによって、より積極的に経営戦略の実現に貢献す
ることが人事の役割と考えられるようになってきた。具体的にいえば、人事の人材マネジ
メントを向上させることによって、企業全体の業績を伸ばすという考え方である。2008
年のリーマン・ショック以降は、日本でもこうした傾向がはっきりとみられるようになる。 
こうした中で、現在においては、人事部の取り組むべき課題と見られているのが、「人材
育成」と「人材採用」である。人事部は、経営者と管理職を結びつける役割を担う。人事
部には 2 つの役割があるといわれている。第 1 に、経営者が求める人材と管理職が求める
人材の採用と育成である。経営者が求める人材が現場管理職にとって必要な人材かは難し
いところがある。また、その逆も同じである。この点に留意し、人材を採用・育成する補
助をしていく。第 2 に、経営者および管理職の間にできる社内的ギャップを埋めることで
ある。社内にも情報の非対称性が存在する。経営者と管理職の間をとりもつのが大きな役
割となる。 
  
(2)実践的適用 
本研究の「技術者直観」と「5 つの活動の連携による育成」を適用するとどうだろうか。
人事部にとって、技術者直観を高める役割を果たすことは、企業全体の技術者の水準向上
に貢献できる。また、技術者の人材育成において段階に応じた材料を示すことが可能にな
る。それでは、実践的適用として、課業スキル表、キーワード、事例、疑似訓練、協働の
方法を見たとき人事部はどのような役割を果たせるだろうか。人事部が特にできるのは、
集積することへの貢献である。つまり、課業スキル表、キーワード、事例の活動への貢献
は大きくすべきである。 
人事部が技術者の人材育成において段階に応じた材料を示すことに着目すると、課業ス
キル表、キーワード、事例について重点を置くことができる。課業スキル表、キーワード、
事例は個人の集積のために有効な材料だからである。これらを人事部が整える役目を担え
れば、経営者・管理職と個人にとっての貢献度が増す。ただし、技術的視点を踏まえるに
あたっては経営者・管理職の材料提示が必要となる。できるのであれば、ベテラン技術者
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を人事部に配置することは材料の良質化を促すものである。 
 以上のように、人事部が 5 つの活動の連携による育成を果たす役割は、技術者の人材育
成において段階に応じた材料を示すことである。 
 
 
10.5 労働組合・企業内共済会等 
(1)現状と役割 
建設業労働組合は、技術伝承を目的とした人材育成に直接的には取り組んでいない。取
り組んでいない理由は、余裕のなさや労働組合の形式化が挙げられる。また、労働組合と
いう形式をとらず企業内共済会等などの機能によって代替されている面がある。技術者で
はないが、技能者の割合が高い全国建設労働組合総連合(以下、全建総連と称する)は、伝
承1)を目的とした人材育成に取り組んでいる。人材を育成する学校の運営、イベントの開
催による広報活動などによって、長い世代に渡って積み重ねてきたものを伝えている。 
日本建設業職員労働組合協議会(2014a、2014b)は、技術伝承を直接に目的とした人材育
成には取り組んでいない。主な活動が、｢労働条件の向上｣であるため、技術伝承を進める
ための人材育成には至っていない。ただし、労働条件の向上活動によって現場に余裕をつ
くりだし、間接的に技術伝承に役に立つことになると考えている。また、学生に建設業の
魅力を理解してもらうために出前講義を行なったりしている。 
全建総連は、建設業の中でも、建築関連の技能者が多いため、技能の伝承が中心となっ
ている。大きく分けて 3 つある。(ⅰ)入職前の取り組み、(ⅱ)入職後の取り組み、(ⅲ)資格
取得支援、である。(ⅰ)入職前の取り組みは、長い視点をもったもので、子どもを対象と
したものづくり体験教室を開いている。建設技能・技術に興味を持ってもらうことが目的
である。1990 年代以降、延べ 15 万人以上の小中高校生に指導してきている。(ⅱ)入職後
の取り組みとしては、認定訓練校の運営がある。2～3 年制で、木造建築科 7 割、左官・板
金などが 3 割という構成である。加盟以外企業からの受け入れも行なっている。(ⅲ)資格
取得支援では、補助金交付や講習会開催といったことで支援している。資格は、建築士、
技能士、施工管理技士、電気工事士、 安衛法関連などを対象とする。 
全建総連の構成組織である長野県建設労連は、 ｢認定職業訓練校｣、 ｢信州職人学校｣、｢新
たな職人育成システム｣と時代の流れとともに進んだ取り組みをしてきている。技能伝承に
対する危機感から、2015 年 3 月には長野県政（知事）へ「若年建築技能者の確保・育成」
に向けた施策の実施を要請し、行政(県)を含めて｢産学官｣での取り組みを目指している。
県が策定する県版総合戦略の中で、｢信州マイスター制度｣の創設を検討課題とするなど、
拡がりをみせている。 
建設業の課題をより明確にするために、他産業の労働組合についても述べておく。同じ
ように技術者を抱える電機連合、精密機械メーカーCA 社労働組合である。これらの労働
組合は活動が活発で先端を進んでいる組織でもある。また、電機連合は、「技術者フォーラ
ム」と称する企業の枠を越えた宿泊形式の勉強会を開催している。技術者フォーラムの目
的は、産業自身・技術者・開発者が抱える問題を解決するために、技術者の視点から何を
                                                  
1) 全建総連の場合、技術ではなく、主に技能を対象とした取り組みである。 
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すべきか考えることである。1979 年に電機連合(当時：電機労連)が技術・研究労働者にに
ついて調査を実施した結果、技術者固有の課題があることが判明した。その課題が何であ
るか明確にする必要があると考え、技術者フォーラム(当時：技術研究労働者交流集会)に
よって、解決を図ろうとしたのが始まりである。企業の枠を越えて集まった技術者が一緒
に考えることで、普段得ることのできない気づきを得ることができる。さらには、技術者
同士のつながりを促進することも目的として組み込まれている。 
 建設技術者と技術者を抱える業界の労働組合について概観した。余裕のなさや労働組合
の形式化は、建設業界の問題の解決に今一歩貢献できていない。建設業界の労働組合には
取り組む余地があるといえ、他業界の進んだ事例を参考にする意味はありそうである。 
 
(2)実践的適用 
本研究の「技術者直観」と「5 つの活動の連携による育成」を適用するとどうだろうか。
労働組合・企業内共済会等にとって、技術者直観を推進することは、人材の交流を促すこ
とにつながる。その役割は、技術者直観が高い人に巡り合う機会を提供することになるか
らである。この補助的役割の効果は大きい。また、そのつながりは将来にわたって続く人
脈関係となるかもしれない。また、5 つの活動の連携による育成については、労働組合・
企業内共済会等が提供する役割を演じるのも一つである。その意義は、経営者・管理職・
個人ができない点を補足することである。実践的適用として、課業スキル表、キーワード、
事例、疑似訓練、協働の方法を見たとき労働組合はどのような役割を果たせるだろうか。
重点的な役割は、使いこなすことのうち疑似訓練である。労働組合・企業内共済会等が得
意とすることは人的ネットワークとそれを通した場づくりである。これを活用することが
労働組合・企業内共済会等の役割を果たすのに足りるのではないであろうか。 
人的ネットワークとそれを通した場づくりを活かすには、疑似訓練に果たせる役割が大
きい。つまり、いかにベテラン技術者との環境をつくるかである。具体的には、ベテラン
技術者の招集や勉強会を設定することである。他産業の労働組合が進めている取り組みは
ベテランの技術者直観を吸収する面があるからである。補うという立場からすれば、経営
者への働きかけである。具体的には、人材育成に対する不足面を伝えることである。この
点については、労働組合・企業内共済会等が得意とするところである。経営者・管理職と
個人が持つ情報の差異を埋めるためである。適切な人材育成を行っていくには、不足する
ことは常に補っていかねばならない。  
 以上のように、労働組合・企業内共済会等が 5 つの活動の連携による育成において重点
的に果たすべき役割は、疑似訓練においてである。 
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10.6 第 10 章のまとめ 
 本章では、提言として人事政策への展開について検討している。それぞれの現状と役割
を概観するとともに「技術者直観」と「5 つの活動の連携による育成」についての実践的
適用について述べている。 
 図 10-5 にそれぞれの役割と関連性を示している。経営者の役割は、人材の重要性を認識
した経営方針の決定と実行である。そのためには「技術者直観」と「5 つの活動の連携に
よる育成」の有効性を知る必要がある。管理職の役割は、環境づくりによる協働環境の提
供である。これが人材育成の潤滑剤となる。個人の役割はするべきことの認識である。集
積することと使いこなすことの循環と「技術者直観」と「5 つの活動の連携による育成」
を認識することが重要である。人事部の役割は育成支援である。「技術者直観」と「5 つの
活動の連携による育成」の重要性を説いていく必要がある。労働組合・企業内共済会等の
役割は場づくりである。実践的適用においては、疑似訓練においてその価値が発揮される。 
 
図 10-5 人事政策への展開 
 
 
 
 以上のような関係性が保たれれば、「技術者直観」と「5 つの活動の連携による育成」に
ついての実践的適用はより確実に実現するものと考える。これらの環境を整えるというこ
とにはかなりの意識変革とエネルギーを要するが必要不可欠なものであると考える。 
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結論のまとめ 
結論(第 9 章、第 10 章)では、問題・課題への解決策の提示、提言を行っている。第 9 章
において、本研究の問題・課題への解決策の提示を行っている。問題の解決にあたって 2
つの課題によって答えた。課題１「何を伝えるのか」への解決策は、「技術者直観」である。
伝えるべきものは、「技術者直観」(Engineer’s Intuition)だと提示した。本研究における
新しい発見は、「直観」をこれまでにない視点で捉え、建設業界の技術者に適用させ、「技
術者直観」という理論を生成したことである。「技術者直観」という理論は、これまで何を
伝えるのか諸説あったものを一つにまとめる理論的意義を持っている。理論の生成におい
て論拠として、本論 1(第 3 章、第 4 章、第 5 章)において検証を行った。 
課題 2 は「どのような方法であれば伝わるのか」について検証することであった。方法
論として提示したのは、「5 つの活動の連携による育成」である。本研究における新しい発
見は、技術者が成長する要因を検討した上で、方法論を考案したことである。「5 つの活動
の連携による育成」は、これまでどのような方法であれば伝わるのか諸説あったものを一
つにまとめる意義を持っている。本論 2(第 6 章、第 7 章、第 8 章)において検証を行った。 
問題は、少子高齢化社会において不足すると危惧される建設技術者の能力を維持・向上
させ、わが国の建設業が持続的で活力ある発展を続けるための施策を検討することであっ
た。そのため、課題 1 と課題 2 への検証を経て、「どのようにすれば技術伝承が円滑に進
むか」について言及してきた。問題への解決策は、技術者直観が円滑に伝わる環境を整え
ることである。課題 1 と課題 2 に対する解決策を通して見いだされたのは、「技術者直観」
と「5 つの活動の連携による育成」であった。この 2 つによって問題の解決がなされると
考えるものである。 
第 10 章において、提言を行っている。建設技術者において技術伝承を円滑に進めるに
は一定の仕組みが必要であり、その実現のためにそれぞれが果たすべき役割があると考え
るからである。技術伝承の問題を解決するための人事政策を立てる上で経営者、管理職、
個人、人事部、労働組合・企業内共済会等のそれぞれの立場から検討している。本研究に
おける成果である「技術者直観」と「5 つの活動の連携による育成」の適応についても言
及した。これらが実現すれば、多くの企業の人材育成が成功し、少子高齢化社会において
不足すると危惧される建設技術者の能力を維持・向上に寄与するものと考えられる。 
2020 年のオリンピック・パラリンピックに向けて建設分野の仕事が急増している現在は、
育成の格好の機会である。建設技術者が、現在の機会を上手に活用し、ベテラン技術者の
技術者直観を若手・中堅技術者に伝承できることを証明していけば、あらゆる技術者のモ
デルになると考えられる。少子高齢化社会における人材問題にも対応していけるであろう。 
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巻末資料 1 技術者直観の事例 設計細項目の詳細 
 
設計細項目は、(1)準備・計画、(2)現地踏査、(3)設計条件、(4)線形決定・中心線測量、
(5)平面線形、(6)縦断線形、(7)横断設計、(8)排水工の設計、(9)舗装工の設計、(10)平面交
差点設計である。 
  
1 基本条件の整理(準備・計画、現地踏査、設計条件) 
 準備・計画は、基本条件を整理するものである。具体的に整理するのは、設計目的、設
計経緯、設計内容などである。これによって設計の全体像を把握する。 
 次に現地踏査である。現地踏査とは、準備・計画で整理したことの確認や線形決定・中
心線測量、その後の詳細な設計を行うにあたって必要な情報を収集するためである。対象
となる現場に実際に行き、漏れのないよう情報収集することが求められる。 
そして設計条件では、適用する基準を決定する。これにより設計を行うにあたって基本
的なルールが決定される。道路設計のみならず設計においては、過去の蓄積である基準を
用いることが標準となっている。ただし、基準だけでは対応できない部分は多く、その点
の解決は技術者の能力によるところが大きい。 
以下に具体的な基本条件として整理される内容を示す。 
 
(1)現地踏査 
(a)地形・地質概要 
対象地は尾根地形付近である。○○○線の路線全体計画のうち、対象地付近では全体的
に切土が計画される区間であり、起点側で部分的に盛土がなされる計画となっている。切
土区間は、ほぼ南北方向に走る尾根軸に沿っているため、切土法面の面積も広くなり、地
山の地質状況が法面の安定性に及ぼす影響は大きい。対象地付近の尾根地形には馬の背状
の痩せ尾根が多く認められ、尾根～谷の変化が激しい区域といえる。一般に、地形的に谷
地形が発達する箇所は、地下の地質が脆弱である可能性があり、特に谷の連続が直線かつ
広域なものが認められる場合は、地質構造に起因した弱部の存在が考えられる。 
対象地は、新第三紀中期新世の地層が分布する地域であり、現地地層より古い地質年代
との地質境界に程近い位置あたる。対象地の地表踏査の結果、付近は塊状無層理な状態の
泥岩であり、地表面付近は風化が著しく褐色化が進行している状態であった。このため、
泥岩の走向・傾斜は測定できなかった。ただし、既往調査によると周辺域に見られる地層
はほぼ東西方向の走向をもち、北向きに 10°前後傾斜する堆積構造をもつとされる。また、
山裾には比較的軟質な粘土からなる崩積土が泥岩を覆っている状況にあり、谷部などの凹
地ではその層厚が厚いものと推察される。 
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(b)現地踏査状況 
設計区間である NO.65+10 から NO.74 までの現況利用状況のほとんどは、田畑及び山林で
あり、起点の左側に民家が 2軒存在する。このうち、都市計画道路幅を想定した場合、田
中邸が補償対象になるものと考えられる。また、計画道路によって現在の市道が分断され
るため、計画道路に対し、その機能を確保する必要がある。その他、支障物件を以下に示
す。設計区間（NO.65+10～NO.74）周辺及び計画実施時の支障物件は、以下の通りである。 
 
番号 種  別 項  目 概要 
1 埋設物 
下水管 VU200 
S氏宅前の下水マンホールが支障物件と
してあげられるが、下水管路の上流端であ
り田中宅が計画上、建物補償対象となる。 
水道管 VP20 
 上記同様に、S 氏宅が計画上、建物補償
対象となるため廃止となる。 
2 電柱、架空線 
(●●電) 分 8 右 2-3-2 
(通信会社)才 幹 24L1L3 
移設が必要である。 
3 物件等 S 氏邸 
 建物補償対象である。また、敷地内の立
木補償も必要である。 
 
 
(2)設計条件 
(a)道路構造規格 
 
(ア)道路の区分 
・道路構造規格 ： 第 4種第 3級 
・設 計 速 度 ： V=50km/hr 
・地 域 区 分 ： 非積雪寒冷地 
・将来計画交通量： 3,600 台/日（H32 年） 
 
(イ)標準幅員 
項  目 
基    準    値 単
位 
採用値 
規定値 特例値 望ましい値 
車  線 3.00 ― ― ｍ 3.00 
左側路肩 0.50 ― 0.50 ｍ 0.50 
自転車 
歩行車道 
3.00 ― ― ｍ 
3.50 
(施設帯 0.50m 含む) 
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(ウ)幾何構造基準値 
要    素 項    目 基準値 単位 採用値 
平面 
線形 
曲 線 半 径 
最  小  値 100 
ｍ 160 やむ得ない場合 80 
望ましい値 150 
最小曲線長 
交角 7゜未満 600/θ 
ｍ 172.661 
絶対最小値 80 
緩 和 曲 線 
最小曲線長 40 ｍ 40 
省略できる半
径 
一般値 700 
ｍ - 
限界値 350 
逆勾配を許す 
曲 線 半 径 
直線の横断勾
配 
1.5％ 1,000 
ｍ - 
2.0％ 1,300 
縦断
線形 
縦 断 勾 配 
最 急 勾 配 6 
％ 5.0 
特  例  値 8 
制限値と勾配 
7-500 
％-m - 8-400 
9-300 
縦断曲線半径 
最小凹型曲線半径 700 
ｍ 714 
望ましい凹型曲線半径 1,000 
最小凸型曲線半径 800 
ｍ 857 
望ましい凸型曲線半径 1,200 
最 小 縦 断 曲 線 長 40 ｍ 50 
横断
勾配 
最大片勾配 
積 雪 寒 冷 地 8 
％ 6.0 
積雪のはなはだしい地域 6 
その他の地域 10 
（第 4種） 6 
最大合成勾配 
一 般 地 域 11.5 
％ 7.81 
積雪のはなはだしい地域 8 
片勾配打切半径 
横断勾配 2.0％ 1,300 
ｍ - 
横断勾配 1.5％ 1,000 
片勾配摺付率 
最 小 摺 付 率 1/285～1/350 
％ 1/152 
最 大 摺 付 率 1/115 
視    距 最 小 視 距 55 ｍ 55m 以上確保 
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(b)標準幅員構成 
  設計区間の標準幅員構成は以下の通りとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ア)車道標準横断勾配について 
  道路構造令と解説と運用 P.433(表 3-53)より、標準横断勾配を 1.5％の拝み勾配と
する。 
 
 
 
 
 
 
(イ)最大片勾配について 
  曲線部の片勾配は、道路構造令と解説と運用 P.326 の第 4種道路における最大片勾
配 6％とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ウ)歩車道境界ブロック形式について 
当設計区間はフラット形式を選定する。ただし、横断歩道部についてはセミフラット
形式とする。（道路事業設計要領交 12-2 図 1－8(2)歩道巻き込み部における構造（フラ
ット形式の場合）による。） 
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(エ)歩道横断勾配について 
 歩道部の横断勾配は、1％とする。 
  
(オ)道路側溝について 
 設計区間における都市計画決定幅は、道路幅員Ｗ=14.0m であるため、水路は計画
歩道幅員の中に含めるものとする。 
 
 
2 線形決定・中心線測量 
 線形決定・中心線測量においては、基本条件の整理において収集した情報を基に道路
の線形を決定し、決定した線形を中心線として測量し地形情報(平面図、縦断図、横断図)
を作成する。 
 以下に、作成された平面図、縦断図、横断図を示す。 
 
 
平面図 
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縦断図 
 
 
 
 
 
横断図(標準断面図) 
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3 平面・縦断設計 
  平面・縦断設計では、(1)準備・計画、(2)現地踏査、(3)設計条件、(4)線形決定・中心
線測量において決まったものについてより詳細に検討していく。平面設計では、(4)線形
決定・中心線測量でおおまかに計画したものに、他の条件を加えて詳細に道路線形を決
定するものである。縦断設計では、平面図上に計画した道路線形に高さを設定していく。 
 
(1)平面設計 
本事例において平面設計の主要な点は、国道△号への接続、都市計画決定幅にあう道
路幅員、鉄道本線との交差、改修高等学校線の接続位置である。以下に図によって示す。 
 
 
 
 
(2)縦断設計 
本事例において縦断設計の主要な点は、起点の計画縦断高、国道△号平面交差、最急
縦断勾配(5%以下)、鉄道本線立体交差である。 
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①起点の計画縦断高 
  当設計区間の起点にあたる NO.65+10 は、本線の右側において農道と接続し、左側は市
道□□寺線の改良計画により平面交差となる位置である。これより終点方向については、
以下に記述する鉄道本線立体交差のために上り勾配とする必要があるため、この
NO.65+10 の測点に縦断勾配の変化点を設定する。平面交差する現市道は、約 6.5％の縦
断勾配があるため、接続する路線において、縦断勾配を調整する必要がある。当設計で
は、本線右側端部を現道のまま接続する農道の高さに合わせた計画とする。本線左側で
接続する市道□□寺線は、その改良計画と合わせ縦断線形の設定を行うこととする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
市道□□寺線 
農道 
○○○中央線 
NO.65+10 
至国道△号 
この位置の高
さを合わせる 
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②終点の一般国道△号現道高並びに交差点における緩勾配区間の確保 
本線が一般国道△号に平面交差にすることによって、この交差点の改良（右折車線の
設置など）が必要となる。その改良計画を想定し、改良後の本線停止線から必要な緩勾
配（2.5％以下）区間を確保する必要がある。結果、下図に示す計画に基づき緩勾配区間
を確保している。 
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③最急縦断勾配 
 本線は、○○○駅南開発計画と一体となって整備される路線である。駅南開発は定時
制通信高校や住宅地として整備されるため、鉄道本線によって南北が分断されている現
状においては、車両のみならず、歩行者等の通行においても重要な路線として位置付け
られる。本線の設計速度 V=50km/h における縦断勾配は 6％(8％)であるが、歩行者等の
通行を考えた場合には、できるだけ緩く設定することが望ましく、下記に示されている
5％を最急縦断勾配として計画する。 
 
④鉄道本線オーバーブリッジにおける建築限界並びに架空線 
鉄道本線との立体交差においては、事前協議を行っており、次の条件提示がなされて
いる。 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
4 横断設計 
 横断設計では、平面・縦断設計において計画したものを横断図に展開する。横断図に
は、平面図・縦断図だけでは読み取ることのできない情報(地形、現況地物など)がある
ためそれに基づいて計画を検討する。横断図において展開していくと、地形や現況地物
などの計画上困難なものが出てくるため、それによって平面・縦断設計に戻って計画を
再検討する必要がある。この繰り返しが、平面・縦断設計、横断設計の重要な過程であ
る。以下に、事例の具体的な指針と結果を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計画道路は十分な桁下空頭を確保することとし、電気設備に支障しない高さと
し、最小でも 10.3m 以上とする。 
信号高圧線より上の架線は避雷針であり鉄道会社の方で撤去しますが、実施
のときは町と協議します。 
信号高圧線 GL 高は 12.07m で、計画道路案の桁下 GL 高は 14.10m ですので、
その差 2.03m になります。足場を仮に 0.8m として残り 1.23m となり最低余裕
高 1.2m を確保できますので道路計画案で O.K。 
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(1)横断構成 
(a)横断幅員構成 
① 車線幅員 Ｗ=３.０ｍ×２＝６.０ｍ 
② 路肩幅員 Ｗ=０.５ｍ×２＝１.０ｍ 
③ 歩道幅員 Ｗ=３.５ｍ×２＝７.０ｍ（施設帯設置幅０．５ｍ含む） 
ただし、単位制高校線交差点部は、右折車線設置のため、３.５ｍから２.
５ｍまで縮小する。 
④ 保護路肩 Ｗ=０.５ｍ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)道路横断標準勾配 
道路構造令と解説と運用 P.433(表 3-53)より、標準横断勾配を 1.5％の拝み勾
配とする。 
 
 (道路構造令の解説と運用 P.433) 
路面の種類 横断勾配（％） 
道路構造令第 23 条第 2 項に規定す
る基準に適合するセメントコンク
リート舗装およびアスファルトコ
ンクリート舗装等の場合 
片側 1車線の場合 片側 2車線以上の場合 
 1.5  2.0 
上記以外の路面 3.0～5.0 
 
(2)最大片勾配について 
 曲線部の片勾配は、道路構造令と解説と運用 P.326 の第 4種道路における最大片勾配
6％とする。 
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(c)歩車道境界ブロック形式について 
歩車道境界ブロックの形式は、○○県道路事業設計要領(交 3)によると次のよ
うに記述されている。 
 
「歩道部の構造はセミフラット形式を標準とし、歩道面と車道面の高低差は 2
㎝とする。ただし、山間部等で車両乗り入れ部や横断歩道部が少ない場合は、
路面排水対策に要する費用等経済性を考慮した上でフラット形式を用いても
よい。この場合でも、横断歩道部では図 1-8(2)、図 1-9(2)を参考として歩道
面と車道面の高低差 2 ㎝の歩道水平区間を設けること。」 
 
 
上記のことを踏まえ、設計区間にあてはめてみると、 
① 駅南開発計画により、沿道状況は市街地が形成されるものの、車両の乗り入れや
横断歩道は交差点に集約される。 
② 歩道の平坦性が図 1-8(2)により確保できる。 
③ 計画地は路面排水に加え、沿線からの雨水流入があるため、セミフラットとした
場合には、車道端部及び歩道端部にそれぞれ水路が必要となる。 
以上の点を考慮し、当設計区間はフラット形式を選定する。ただし、横断歩道部につ
いてはセミフラット形式とする。（道路事業設計要領交 12-2 図 1－8(2)歩道巻き込み部
における構造（フラット形式の場合）による。） 
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(d)歩道横断勾配について 
 都市計画道路○○○線1工区および2工区の歩道横断勾配は、道路縦断勾配が緩く、
路面排水を素早く端部水路へ導くため 2％としている。 道路事業設計要領(交 5)に
よると、縦断勾配がある場合は標準として LEVEL であり、やむを得ない場合は 2％ま
で設置可能となっている。今回の設計区間においては、縦断勾配が約 4％程度あるた
め、歩道横断勾配を LEVEL とした場合には、縦断方向の勾配が卓越し、雨水が歩道面
を縦流れすることによって歩行の障害をもたらすことが懸念される。したがって、歩
道横断勾配を 1％設ける。 
 
(e)道路側溝について 
  設計区間における都市計画決定幅は、道路幅員Ｗ=14.0m であるため、水路は計画
歩道幅員の中に含めるものとする。 
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(2)盛土法面 
(a)盛土法面勾配 
当設計区間の盛土法面勾配は、盛土高も低く、機械転圧が可能な標準勾配 1割 8分
勾配とする。（下表参照） 
 
表-7 計画段階における盛土材料及び盛土高に対する法面標準勾配 
 (○○県道路事業設計要領より) 
盛    土    材    料 盛土高（m） 勾配（割） 
採用値
（割） 
粒度の良い砂（S）、礫および細粒分混じり礫（G） 
5ｍ以下 1.5～1.8 
1.8 
5～15ｍ 1.8～2.0 
粒度の悪い砂（SG） 10ｍ以下 1.8～2.0 
岩塊（ずりを含む） 
10ｍ以下 1.5～1.8 
10～20ｍ 1.8～2.0 
砂質土（SF）、硬い粘質土、硬い粘土 
（洪積層の硬い粘質土、粘土、関東ロームなど） 
5ｍ以下 1.5～1.8 
5～10ｍ 1.8～2.0 
火山灰質粘性土（V） 5ｍ以下 1.8～2.0 
 
(b)法面保護工 
 道路盛土部の法面保護工は種子吹付とする。ただし、工事にあたり、実際に使
用する盛土材により最終的に判断するものとする。 
 
(c)路肩および防草コンクリート 
本線路肩部において、舗装の保護や路面排水によるガリ侵食の防止、さらには
視認性を確保するため、路肩コンクリート(t=10cm)および防草コンクリート
(t=10cm)を設置する。 
 （○○県道路事業設計要領改 83） 
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(3)切土法面 
(a)切土法面勾配 
  切土法面勾配については、地質調査ボーリングの結果を踏まえ、1：1.2 とする。 
 計画地の切土面には泥岩の新鮮部が広い範囲で露出すると考えられる。この泥岩は
スレーキング特性が強く、風化が速い岩盤である。このような特性を持つ岩盤の安
定勾配を決定するにあたり、経験的手法として「道路土工 のり面工・斜面安定工
指針（日本道路協会）P.441 に示される付図 2-5 を参考に決定される場合が多い。 
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 当該地区に分布する泥岩新鮮部は、コアの状況およびスレーキング試験の結果から、
前出付表 2-2 では区分Ⅱに該当し、付表 2-3 では区分 Aに該当する。 
よって、付図 2-5 の区分ⅡA の範囲における、法面勾配と切土直高に対する法面状
態の関係から、最適な法面勾配が判断できる。 
 付図 2-5 より、全体的な傾向としては、切土直高 0～10m では法面勾配 1:1.2 あたり
から崩壊しやすい傾向にあり、切土直高 10m を超えると法面勾配が 1:1.4 よりも急に
なると崩壊する法面が多くなる傾向にある。 
 よって、当該地区における法面の安定勾配としても、切土直高が 10m 以下であれば
勾配 1:1.2 が安定勾配であると判断され、切土直高が 10m を超える場合は勾配 1:1.4
が安定勾配であると判断される。 
 ただし、この図にあける法面勾配は、法尻から法肩までを一直線でつないだ場合の
平均勾配であるため、法面各段における法面勾配はこれよりも急な勾配でもよい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図-2 より、法面勾配を 1:1.2 で仕上げていった場合、全体の勾配としては 1:1.4 の
法面となり、安定勾配と判断できる。 
 よって、当該地区における泥岩の切土安定勾配としては、切土直高に関わらず 1:1.2
が妥当であると判断する。なお、切土面の表層部に現れる崩積土および風化泥岩の粘
土においても、法面勾配 1:1.2 であれば、粘性土の標準勾配の安全側であるため（切
土高 10m 以下の粘性土：標準勾配 1:0.8～1:1.2）、切土区間全体を通して 1:1.2 の切
土勾配で問題はない。 
 
(b)法面保護工 
  切土法面の保護工は、ラス張り併用植生基材吹付を行うことで、岩盤面の乾燥が
抑制され、ラスにより岩片の剥離を防止でき、表層崩壊の発生をかなり抑えること
ができると考えられる。植生基材の吹付厚は、泥岩新鮮部分で土壌硬度が 30mm 以上
見込めると考えると、6～10cm の吹付け厚が一般的である。当該地区の泥岩は海成
層であり、風化に伴う酸化が著しい可能性が高いため、吹付け厚は厚めがよいと考
えられる。よって、法面保護工として、ラス張り併用植生基材吹付工（吹付厚 10cm）
とする。ただし、施工時において土壌硬度と pH を確認し、吹付厚を再検討する必要
がある。 
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(c)防草コンクリート 
本線切土法尻部において、侵食の防止や視認性を確保するため、防草コンクリ
ート(t=10cm)を設置する。 
 （○○県道路事業設計要領改 83） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
横断図 
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5 排水工の設計 
 排水工の設計は、平面・縦断設計、横断設計によって決定した計画に従い、水が道路及
び周囲に及ぼす影響を検討し、それに応じた対策を講じるものである。簡潔に表現すれば、
水の流れを管理する設計である。以下に、事例における検討結果を示す。 
 
(1)排水施設の計画基準 
 
「道路土工 排水工指針」の道路区分による下記の選定基準を基に、排水施設別の採用
降雨確率年を決定する。 
道路区分による選定基準 
 
 
排水施設別採用降雨確率年 
 
分   類 
 
 
排水能力の高さ 
降 雨 確 率 年 
（イ） （ロ） 
Ａ 高   い 
３   年 
１０年以上（ハ） 
Ｂ 一 般 的 ７  年 
Ｃ 低   い ５  年 
   
(イ)路面や小規模なのり面など、一般の道路排水施設に適用する。 
(ロ)長大な自然斜面から流出する水を排水する道路横断排水施設、平坦な都市部で内水排除 
  が重要な場所の道路横断排水施設など、重要な排水施設に適用する。 
(ハ)道路管理上重要性の高い道路横断排水施設については３０年程度とするのがよい。 
 
 
 
本計画区間における水路断面の検討は、計画交通量が 3,600 台/日となることから、重要
な排水施設の降雨確率年は 7年確率とする。 
     道路の 
計画    種別 
交通量 
（台／日）    
高速自動車   
国道および 
自動車専用道路 
一般国道 都道府県道 市町村道 
10,000 以上 Ａ Ａ Ａ Ａ 
10,000～4,000 Ａ Ａ、Ｂ Ａ、Ｂ Ａ、Ｂ 
4,000～ 500 Ａ、Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ、Ｃ 
500 未満 － － Ｃ Ｃ 
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(2)雨水流出量計算 
    ①雨水流出量 
       合理式により計算する。 
               ここに、Ｑ ： 雨水流出量 (m3/sec) 
                Ｃ ： 流出係数 
                 Ｉ ： 流達時間内の降雨強度 (mm/hr) 
                 Ａ ： 集水面積 (km2) 
Ｑ1.2＝Ｑ0×1.2 
②降雨強度 
【路面排水】 
 路面排水施設の降雨強度は、○○県に該当することから、以下に示す標準降雨強
度図より、I=90mm/hr とする。 
 
AIC6.310 ・・・Q
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【道路横断排水】 
道路土工排水工指針 P13 より 
（1）近傍観測所の確率降雨強度式の摘要 
（2）標準降雨強度図の利用 
（3）特性係数法の適用 
側溝ますのような路面排水施設の設計には上記（2）の方法を用いるものとする。
道路を横断するカルバートの通水断面を決定するといった重要な排水施設の設
計にあたっては，上記（1）の方法によるものとする。ただし，近傍における雨
量観測所の降雨量の資料が得られない場合には（3）の方法によるものとする。 
 
道路横断排水施設については、降雨確率年 7年における近傍における雨量観測所（○
○観測所）の降雨強度曲線式の資料が得られないため、(3)特性係数法を適用する。 
 
【特性係数式】 
ここに、 
In ： n 年確率の雨量強度（mm/h） 
Rn ： n 年確率 60 分雨量強度 
βn ： n 年確率特性係数 
t  ： 降雨継続時間（min） 
a´、b ： 定数 
 a´= b+60 = 45.6+60 = 105.6 
 b = (60-10・βn10)/(βn10-1) = (60-10・1.9)/(1.9-1) = 45.6 
 よって、 
 
  
 
 
bt
a´RnnRnIn  　・・β
6.45
6.385,5
6.45t
105.651I7  t　・
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【流達時間(t)】 
流達時間 (t)＝流入時間（t１）＋流下時間（t2） (min) 
 
○流入時間 ： 集水区域の最遠点から排水施設に達するまでの時間で kerby 式によ
り求める。 
ここに、 
t1  ： 流入時間 (min) 
   Ｎ ： kerby の粗度係数 
        落葉樹林 0.60、 針葉樹林 0.80 
   Ｌ ： 流下長 (m) 
   Ｓ ： 勾  配 
 
○流下時間 ： 排水施設を流下する時間 
ここに、    
ｔ２： 流下時間 (min) 
   Ｌ ： 流 下 長 (m) 
   ｖ ： 流  速 (m/sec) 
 
尚、当設計においては、背後流域が比較的小さいことから、t=10 分とする。 
したがって、道路横断排水施設に用いる降雨強度は以下通りとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
467.0
1 445.1 


S
LNt ・・
vLt /2 
hrmm
t
/976.4510
6.385,5
6.45
6.385,5I7 
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(3)水路断面計算 
流速はマニング式による。 
     Ｖ＝1/ｎ・Ｒ（２／３）・Ｉ（１／２）  (m/sec) 
     Ｑ’＝Ｖ ・Ａ         (m3/sec) 
        ここに、 Ｖ ： 流  速 
                       Ｑ ： 通 水 量 
                       ｎ ： 粗度係数 
              二次製品 n=0.013、現場打 n=0.015、塩化ビニル管 n=0.010 
               Ｒ  ： 径  深（A/P）（m） 
              Ｐ  ：  潤  辺（m） 
              Ｉ ： 勾  配 
                       Ａ ： 通水面積 (m2)  
     ただし、Ｖが次表の範囲を超える場合は次表の最大値とする。 
 
許容される平均流速の範囲 
側 溝 の 材 質 平均流速の範囲 
コンクリート 
アスファルト 
石張りまたはブロック 
きわめて堅硬な砂利または粘土 
粗砂または砂利または粘土 
砂または砂質土で相当量の粘土を含む 
微細な砂質土またはシルト 
0.6 ～ 3.0 
0.6 ～ 1.5 
0.6 ～ 1.8 
0.6 ～ 1.0 
0.3 ～ 0.6 
0.2 ～ 0.3 
0.1 ～ 0.2 
（出典：道路土工 排水工指針 P.32） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典：道路土工 排水工指針 P.22） 
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【流出係数】 
地表面の工種別基礎流出係数 
地 表 面 の 種 類 流 出 係 数 採用値（平均値） 
路   面 
舗    装 
砂  利  道 
0.70 ～ 0.95 
0.30 ～ 0.70 
0.83 
0.50 
路肩、のり面など 
細  粒  土 
粗  粒  土 
硬     岩 
軟     岩 
0.40 ～ 0.65 
0.10 ～ 0.30 
0.70 ～ 0.85 
0.50 ～ 0.75 
0.53 
0.20 
0.78 
0.63 
砂質土の芝生 
勾配 0～2％ 
〃  2～7％ 
〃  7％以上 
0.05 ～ 0.10 
0.10 ～ 0.15 
0.15 ～ 0.20 
0.08 
0.13 
0.18 
粘性土の芝生 
勾配 0～2％ 
〃  2～7％ 
〃  7％以上 
0.13 ～ 0.17 
0.18 ～ 0.22 
0.25 ～ 0.35 
0.15 
0.20 
0.30 
屋  根 
間  地 
芝、樹林の多い公園 
勾配のゆるい山地 
勾配の急な山地 
 
0.75 ～ 0.95 
0.20 ～ 0.40 
0.10 ～ 0.25 
0.20 ～ 0.40 
0.40 ～ 0.60 
0.85 
0.30 
0.18 
0.30 
0.50 
田、水面 
畑 
 
0.70 ～ 0.80 
0.10 ～ 0.30 
0.75 
0.20 
（出典：道路土工 排水工指針 P.20） 
用途地域別平均流出係数 
用 途 地 域 の 種 類 流 出 係 数 採用値（平均値） 
商業地域 
下    町 
下町の近接区域 
0.70 ～ 0.95 
0.50 ～ 0.70 
0.83 
0.60 
工業地域 
あまり密集していない地域 
密集している地域 
0.50 ～ 0.80 
0.60 ～ 0.90 
0.65 
0.75 
住宅区域 
間地の少ない住宅区域 
アパート区域 
間地庭園の多い住宅区域 
0.65 ～ 0.80 
0.50 ～ 0.70 
0.30 ～ 0.50 
0.73 
0.60 
0.40 
緑  地 
そ の 他 
公園、墓地 
競技場 
鉄道操車場 
田畑、林など 
0.10 ～ 0.25 
0.20 ～ 0.35 
0.20 ～ 0.40 
0.10 ～ 0.30 
0.18 
0.28 
0.30 
0.20 
（出典：道路土工 排水工指針 P.21） 
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【水路最小断面】 
・ 側溝：３００×３００ 
・ 横断管：維持管理を考慮し、φ６００以上 
 
【対象流域】 
・ 対象流域は○○○駅南開発計画を考慮した対象流域とする。 
 
(4)流域面積 
下記のように流域図によって流域面積を計算する。 
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「道路土工 排水工指針 社団法人日本道路協会」より 
Ｒ7＝51 
全国雨量強度(Ｒｎ)地図  ～  Ｒ7 
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β710＝1.9 
「道路土工 排水工指針 社団法人日本道路協会」より 
全国降雨特性(βｎ)地図  ～  β710 
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 6 舗装工の設計 
  舗装工の設計は、道路路面の耐久性や経済性を検討するものである。以下に、具体的
な検討結果を示す。 
 
 舗装の構造に関する設計基準および基本方針については、○○県道路事業設計要領
(舗 2)にもとづき設計を行うものとする。 
 
(1)設計基本方針 
(a)舗装の設計期間 
・アスファルト舗装の設計期間 10 年 
・コンクリート舗装の設計期間 20 年 
 
(b)設計の信頼性 
・信頼性は 90％の信頼性とする。 
(舗装が設定された設計期間を通して、疲労破壊しない確からしさ) 
 
(c)舗装厚の設計方針 
・経験にもとづく設計方法（ＴＡ法による方法）とする。 
 
(d)設計交通量の区分 
設計交通量の区分と疲労破壊輪数の関係は下表の通りとする。 
 
設計交通量の区分 
大型車交通量の範囲 
（台/日・一方向） 
疲労破壊輪数 
(単位：10 年につき回) 
Ｌ交通 100 未満 30,000 
Ａ交通 100 以上 250 未満 150,000 
Ｂ交通 250 以上 1,000 未満 1,000,000 
Ｃ交通 1,000 以上 3,000 未満 7,000,000 
Ｄ交通 3,000 以上 35,000,000 
 
 
設計交通量については、○○○都市計画変更図書作成業務：交通計画編より、当
設計区間の将来計画交通量（H32）3,600 台／日であり、大型車混入率 16.0％（下
表による）とすると、3,600×0.16÷2=288 台／日・一方向となることから、上表よ
り B 交通とする。 
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(2)舗装厚の決定 
(a)設計方法 
設計はＴＡ法を用いることとする。ＴＡ法による構造設計の手順は下記フローによ
る。 
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(b)交通条件 
設計交通量については、○○○都市計画変更図書作成業務：交通計画編より、
当設計区間の将来計画交通量（H32）3,600 台／日であり、大型車混入率 16.0％（下
表による）とすると、3,600×0.16÷2=288 台／日・一方向となることから、Ｂ交
通とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
道路の交通容量 P.148（社団法人 日本道路協会） 
(c)基盤条件 
 ＴＡ法の場合、基礎条件として路床の支持力が舗装の所要の等値換算圧(ＴＡ)を
決定する際の直接的な条件である。 
 その支持力の評価は、設計 CBR により行うものとする。 
 設計区間内において CBR 試験は実施していないが、切土部が大半を占め路床部は
軟岩に位置することから、ある程度支持力が期待できるものと判断し、設計CBR８％
として設計を行うものとする。 
 ただし、施工時において現場 CBR 試験を実施して、所定の支持力が得られている
か確認する必要がある。 
 
(d)舗装厚の設計 
 舗装厚の設計は、設計 CBR と舗装計画交通量の区分により、表-5 の目標とするＴ
Ａを下まわらないように舗装の各層の厚さを決定する。 
・ 設計 CBR 8％ 
・ 舗装計画交通量の区分 B 交通 
・  
 
 
 
 
 
 
 
 次頁に舗装構成を示す。
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【舗装構成】 
【本  線】 
       ・設計 CBR=  8％（仮定値―協議による）※ 
・目標  TA 19cm 
・表層+基層の最小厚さ 10 cm 
 
構  成 材    質 厚さ（cm） ａｎ TA 
表  層 密粒度アスコン改質Ⅰ型 5 1.00 5.00 
基  層 粗粒度アスコン 5 1.00 5.00 
上層路盤 粒調砕石 M-30 CBR80 以上 15 0.35 5.25 
下層路盤 ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ RC-40 CBR30 以上 15 0.25 3.75 
合    計  40  19.00 
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(3 歩道舗装 
道路事業設計要領より下表の通りとする。 
 
構  成 材    質 厚さ（cm） 
表  層 密粒度アスコン 3 
路  盤 ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ RC-30 CBR30 以上 10 
合  計  13 
 
 
(4)車両乗り入れ部の舗装 
道路事業設計要領より下表の通りとする。 
 
項      目 表層厚(cm) 路盤厚(cm) 使用材料 
2t 車以下の車両の乗り入れを考慮する場合 3 10 RC-30 
2～4t 車の車両の乗り入れを考慮する場合 4 15 RC-40 
上記以外（大型車の乗り入れを考慮する場合） 5 
上層路盤 10 M-30 
下層路盤 10 RC-30 
 
 
※  
※ 岩部の舗装について 
路床部分が岩部の場合、その幅が片車線より広く、かつ縦断方向に 60m 以上連続し
ている場合には、下層路盤を平均厚 10cm により行い、それ以外は一般部と同等に施工
する。（頁岩、風化岩等風化しやすいもの、凍上の恐れがあるものは岩盤として取り扱
わない。また。湧水がある場合には十分な排水施設を設ける。） 
当地の切土部の路床部は、泥岩部に属し、スレーキング特性が強く、風化が速い岩
盤である。したがって、設計においては一般部と同じ舗装構成としているが、施工時
において再評価し決定する必要がある。 
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199 
下層路盤の材料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上層路盤の材料 
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7 平面交差点設計 
平面交差点設計は、安全な交通を実現するため、交差点間隔、交差点付近の線形、視
距、曲線半径、縦断線形等の交差点の検討を行うものである。以下に、検討結果を示す。 
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巻末資料 2 卓越したベテラン技術者の技術者直観水準図 
 
 
①比例型 10 人 
 
・N 社 S.K. 
 
 
 
・K 社 K.T.(施工管理) 
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・K 社 K.T.(施工管理) 
 
 
 
 
・K 社 T.N. 
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・K 社 M.K. 
 
 
 
 
・T 社 N.F. 
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・TB 社 Y.M. 
 
 
 
・TB 社 K.M. 
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・KK 社 H.O. 
 
 
 
 
・N 社 N.H. 
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②青年期突出型 2 人 
 
・K 社 Y.K. 
 
 
 
・N 社 H.S. 
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③壮年期水平型 3 人 
 
・OT 社 S.U. 
 
 
 
・N 社 S.M. 
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・KK 社 A.N. 
 
